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令和元年度実施施策に係る 

事前分析表（農政分野） 



基準
年度

目標
年度

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

耐容摂
取量未

満

耐容摂
取量未

満

耐容摂
取量未

満

耐容摂
取量未

満

耐容摂
取量未

満

2.5 µ
g/kg体
重/週

2.3 µ
g/kg体
重/週

2.3 µ
g/kg体
重/週

2.3 µ
g/kg体
重/週

2.4 µ
g/kg体
重/週

【測定指標の選定理由】
　農林水産省は、化学物質の毒性、国産農畜水産物における含有実態に関する情報等に基
づき、「優先的にリスク管理を行うべき有害化学物質のリスト」（注５）として優先的に実態調査等
に取り組むべき化学物質を明らかにした上で必要に応じ安全性向上対策を策定・普及してい
る。具体的には、
① 幅広い食品を対象とした含有実態調査により、食品からの摂取量を推定し、食品が安全

であるのか、安全性を向上させる必要があるのかを把握
② 調査の結果、食品からの摂取量の低減が必要と判断したものについて、安全性向上対

策（生産条件・製造・加工工程の改善など）を検討・策定
③ 安全性向上対策の有効性の検証
のプロセスを順次進めているところである。

科学の進展等を踏まえた食品の安全確保の取組の強化

目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

各年度

国産農産物等を汚染するおそれのある特定の危害要因について、科学的評価に基づき設定された耐容摂取量を超えないレベルに抑制し（化学物質）、肉用鶏農場における食中毒菌に対する衛生
管理の実施割合を増加させる（微生物）。

耐容摂取
量未満

令和元年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

政策分野名
【施策名】

国際的な動向等に対応した食品の安全確保と消費者の信頼の確保 担当部局名
消費・安全局（食料産業局、生産局）
【消費・安全局食品安全政策課/消費者行政・食育課、食料産業局食品製造
課（食品企業行動室、基準認証室）、生産局農業環境対策課/畜産振興課】

政策の概要
【施策の概要】

　食品の生産から消費に至る一連の食品供給行程において安全管理の取組強化が求
められている中、食品の安全と消費者の信頼の確保を図る。
　このため、①食品の安全性の向上及び生産から消費に至る一連の食品供給行程にお
ける取組の拡大、②食品表示の適正化及び食品トレーサビリティ（注１）の取組の推進の
ための施策を行う。

政策評価体系上の
位置付け

食料の安定供給の確保

（農林水産省元－①）

政策に関係する内閣の重要
政策

食料・農業・農村基本計画（平成２７年３月３１日）
　第３　１（１）国際的な動向等に対応した食品の安全確保と消費者の信頼の確保

政策評価
実施予定時期

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

令和３年８月

施策（１）

施策の目指すべき姿
【目標設定の考え方根拠】

　　「後始末より未然防止」の考え方を基本とし食品の安全性を向上させる。
　このため、農業生産現場等において農産物等を汚染し、国民の健康に悪影響を及ぼすおそれのある危害要因について、実態を把握した上で適切なリスク管理措置（注２）を講じるとともに、生産か
ら消費に至る一連の食品供給行程において、科学的知見に基づく取組等を推進する。

目標①
【達成すべき目標】

測定指標 基準値

カドミウム（注３）の推
定摂取量

7 µg/kg
体重/週
（耐容摂
取量）

－

達成度合いの
判定方法

ア
食品からの推定摂取量：トータルダイエットスタディ(厚生労働省)（注４）

厚生労働省が実施しているトータルダイエットスタディのデータ等を用いて、危害
要因の推定摂取量と耐容摂取量との比較によって施策の効果を把握・評価す
る。
（耐容摂取量未満：A（おおむね有効）、耐容摂取量を超過：C（有効性に問題が
ある））

S＝－直

把握の方法

1 （政策分野１）



耐容摂
取量未

満

耐容摂
取量未

満

耐容摂
取量未

満

耐容摂
取量未

満

耐容摂
取量未

満

2.2 pg-
TEQ

/kg体重
/日

2.1 pg-
TEQ

/kg体重
/日

1.9 pg-
TEQ

/kg体重
/日

1.9 pg-
TEQ

/kg体重
/日

1.8 pg-
TEQ

/kg体重
/日

- - - 85% 87%

- - - 87% 78%

達成度合いの
判定方法

達成度合（％）＝（当該年度実績値-基準値）／（当該年度目標値-基準値）×１００
Ａ’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

ウ
肉用鶏農場における
食中毒菌に対する衛
生管理の実施割合

78% Ｓ↑－差

【測定指標の選定理由】
 農林水産省は、有害微生物による食中毒の発生を未然に防止するため、微生物の病原性、
患者数等の情報をもとに、リスク管理に取り組むべき微生物を明らかにした上で、必要に応じ食
品の生産から消費にわたる段階の、安全性向上対策の検討・策定、普及・周知、有効性の検
証というプロセスを進めている。
　これまでの調査結果から、肉用鶏の食中毒菌の保菌率を下げれば、鶏肉の汚染率を下げら
れることがわかった。食中毒の原因の一つである鶏肉の安全性向上のため、生産段階の取組
を強化する必要があることから、本指標を設定した。
【目標値（水準・目標年度）の設定根拠】
　平成25年度に策定した鶏肉の生産衛生管理ハンドブックに記載された主要衛生対策のうち、
最も低い実施率の衛生対策における実施率を｢肉用鶏農場における食中毒菌に対する衛生
管理の実施割合｣とし、測定指標とした。
　基準値は、平成26年に実施した肉用鶏農場を対象とした衛生対策実施状況アンケート調査
結果から得られた｢肉用鶏農場における食中毒菌に対する衛生管理の実施割合（78%）｣から設
定。

平成26年
度

　その中でカドミウムについては、上記の①から③に必要な調査が実施されており、かつ摂取
量推定に必要な調査も行われているため、指標として選択した。
　また、ダイオキシンについては、環境中に放出される量を減らすことが根本的な安全性向上
対策であることから、「ダイオキシン対策推進基本指針」に基づき、関係府省が協力して排出削
減対策を進めてきたところである。同指針に基づいて、農林水産省は農畜水産物等における
汚染実態を調査しており、食品からの摂取量の推定が可能であるため、指標に含めることとし
た。
【目標値（水準・目標年度）の設定根拠】
　国民の健康への悪影響を未然に防止するためには、食品からの摂取量を、科学的評価に基
づき設定された耐容摂取量等（TDIやTWI等(注７））を超えないレベルに抑制する必要があるこ
とから、各危害要因に設定されている耐容摂取量と推定摂取量を比較して施策の効果を評価
し、推定摂取量が耐容摂取量を超えていないことを目標値の「耐容摂取量未満」として設定し
た。
【基準値の設定】
ア　カドミウムの耐容摂取量
　食品安全委員会により一週間当たり7 µg/kg体重と設定されている。
イ　ダイオキシン類の耐容摂取量
　ダイオキシン類対策特別措置法(注８)により一日当たり4 pg-TEQ/kg体重と設定されている。

把握の方法 農林水産省消費・安全局が行う、肉用鶏農場を対象とした衛生対策実施状況アンケート調査によって実施割合を把握。

イ
ダイオキシン類（注
６）の推定摂取量

4 pg-
TEQ

/kg体重/
日

（耐容摂
取量）

－
耐容摂取
量未満

（１）日本人の食品群ごとの平均摂取量：国民健康・栄養調査（厚生労働省）
（２）魚介類中のダイオキシン類濃度：水産物中のダイオキシン類含有実態調査
結果(農林水産省）
（３）畜産物中のダイオキシン類濃度：畜産物中のダイオキシン類含有実態調査
結果(農林水産省）
（４）農産物中のダイオキシン類濃度：農産物中のダイオキシン類含有実態調査
結果(農林水産省）
※食品からのダイオキシン類一日摂取量調査(厚生労働省)によると、日本人の食
品からのダイオキシン類摂取のうち、魚介類の寄与は約9 割と推定。

厚生労働省や農林水産省等が実施している実態調査等のデータを用いて、危
害要因の摂取量を推計し、耐容摂取量との比較によって施策の効果を把握・評
価する。
（耐容摂取量未満：A（おおむね有効）、耐容摂取量を超過：C：（有効性に問題が
ある））

各年度 S＝－直

把握の方法

達成度合いの
判定方法

90%
令和３年

度

2 （政策分野１）



基準年度 目標年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

- -
5,500

経営体
8,700

経営体
13,500
経営体

- -
4,700

経営体
5,300

経営体
7,200

経営体

- - - 565 1,033

- - -
80

経営体
189

経営体

農林水産省生産局調べ：畜産GAPの運営主体に各年3月末時点の認証取得経
営体数を聞き取り

達成度合（％）＝（当該年度実績値－28年度基準値）／（当該年度目標値－28
年度基準値）×100
Ａ’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未
満、Ｃランク：50％未満

【測定指標の選定理由】
GAP（注９）は、
・　食品安全、環境保全、労働安全はもとより人権や農場経営管理に関するものも含まれてお
り、生産者の人材育成にもつながること
・　大手小売事業者等において、GAP認証（注１０）を取引先に求める動きが拡大しており、国
内外での取引において必要な要件となっていくことが見込まれること
から、GAPを実践・認証取得する生産者の拡大が極めて重要となっている。
（農産）
　農産物のGAPに取り組む生産者の増加を客観的に確認可能なGLOBALG.A.P.、ASIAGAP
及びJGAP（注１１）を取得した経営体数を指標として選定した。
（畜産）
　畜産物のGAPに取り組む生産者の増加を客観的に確認可能な、GLOBALG.A.P.及びJGAP
を取得した経営体数を指標として選定した。なお、JGAP家畜・畜産物の基準書については、平
成29年3月31日に策定・公表されたところ。

【目標値（水準・目標年度）の設定根拠】
（農産）
　認証取得経営体数は、直近6年間で3倍に拡大しており、これをさらに加速化させるため、基
準年（29年3月末時点）から令和元年度までに3倍に増加させる目標を設定した。
（畜産）
　認証取得経営体数は、事業実施年度の翌年度である令和２年度までに、畜産専業農家数の
３％水準に増加させる目標を設定した。

ア
（農産）GAP認証取
得経営体数

イ
（畜産）GAP認証取
得経営体数

達成度合いの
判定方法

4,500
経営体

平成28年
度

令和元年
度

Ｓ↑－差

把握の方法

達成度合いの
判定方法

把握の方法

農林水産省生産局調べ：GLOBALG.A.P.、ASIAGAP及びJGAPの運営主体に各
年3月末時点の認証取得経営体数を聞き取り

達成度合（％）＝（当該年度実績値－28年度基準値）／（当該年度目標値－28
年度基準値）×100
Ａ’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Bランク：50％以上90％未満、
Ｃランク：50％未満

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

目標②
【達成すべき目標】

生産から消費に至る一連の食品供給行程における安全管理の取組の強化

-
平成28年

度
1,150

経営体
令和２年

度
Ｓ↑－差

13,500
経営体

3 （政策分野１）



- - 30% 40% 50%

- - 34% 31% 38%

食品製造事業者に
おけるHACCP（注１
２）に沿った衛生管
理を実施している事
業者の割合

把握の方法 「食品製造業におけるHACCPの導入状況実態調査」（農林水産省食料産業局）を実施して、導入率を把握する。

達成度合いの
判定方法

達成度合（％）＝（当該年度の実績値－基準値（28年度））／（当該年度の目標値－基準値（28年度））×100
A’ランク：150％超、Aランク：90％以上150%以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

【測定指標の選定理由】
　中小規模層の食品製造事業者におけるHACCP導入率は、平成28年度に33%と着実に増加
しているところ。他方、諸外国でHACCPの義務づけが進んでいるという国際情勢と、食中毒件
数が下げ止まる中で食品安全の向上という社会的要請に対応していくためには、小規模の事
業者も含めてHACCPに沿った衛生管理（「HACCPに基づく衛生管理」と「HACCPの考え方を
取り入れた衛生管理」の両方を指す衛生管理）の普及を図っていくことが重要であることから、
小規模の事業者も含めた食品製造事業者全体の取組状況を指標とする必要がある。
　また、厚生労働省の有識者検討会のとりまとめを受け、業界団体が食品・業態ごとにHACCP
の考え方を取り入れた衛生管理のための手引書を作成する予定であることから、手引書に従っ
て衛生管理を行っている事業者も含めて導入状況を評価する必要がある。
　このため、「食品製造事業者におけるHACCPに沿った衛生管理を実施している事業者の割
合」を測定指標として選定した。
【目標値（水準・目標年度）の設定根拠】
　目標値については、HACCPに基づく衛生管理に加え、令和2年度までに概ね全ての食品・
業態でHACCPの考え方を取り入れた衛生管理のための手引書が作成され、その上で手引書
が整備された食品・業態の事業者が順次HACCPの考え方を取り入れた衛生管理を導入する
ものとして設定した。また、平成29年度から令和3年度までの目標値の設定に当たっては、毎年
度、一定の割合で増加するのに加え、令和2年度までに手引書が整備されることにより、導入が
加速するものとして設定した。

29%
平成28年

度
80%

令和３年
度

ウ

Ｓ↑－差

4 （政策分野１）



基準年度 目標年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

10％以
下

1.8％以
下

1.6％以
下

1.4％以
下

1.2％以
下

0.6% 0.6% 0.4% 0.4% 0.2%

10％以
下

4.2％以
下

3.4％以
下

2.6％以
下

1.8％以
下

2.3% 2.0% 1.5% 1.8% 1.3%

把握の方法

【測定指標の選定理由】
　食品表示・規格制度の改善・強化を図り、食品表示に対する消費者の信頼を確保するために
表示の遵守状況の向上、消費者に分かりやすく信頼される表示制度の実現に向けた取組目
標を設定した。
　これまで、消費者の食品の産地に関する関心の高まりや食品偽装表示事件を受け、生鮮食
品の原産地表示及び加工食品の義務表示事項の適正化に向け、具体的な目標値（10%）を定
めてきており、平成24年度時点で、生鮮食品は5.7％、加工食品は9.8％と、ともに10%の目標値
を達成したところ。
　しかし、
①調査対象事業者の中からの抽出調査であり、毎年調査対象の事業者が異なること
②偽装表示の背景にある社会経済情勢等の影響を受けること
③実際上、過失による一時的な違反が生じうること
を考慮し、また、当時、食品表示法に基づく新たな食品表示基準及び執行体制が検討されて
いたこと等から、26年度及び27年度の生鮮食品及び加工食品の目標値は、引き続き「10%以
下」とし、28年度以降については、食品表示法の施行（平成27年４月）後1年間の監視結果を踏
まえ、検討を行うこととしていたところ。
【目標値（水準・目標年度）の設定根拠】
　平成27年度の不適正表示率は、生鮮食品が0.6％、加工食品が2.3％とさらに改善している
が、平成28年度から令和2年度までの目標設定に当たっては、
①調査対象事業者が毎年度異なること等を考慮し、「平成25年度から平成27年度までの平均」
を基準値とし、
②令和2年度の目標値については、更なる引き下げを図るため、生鮮食品及び加工食品ともに
1.0％以下とし、
③平成28年度から令和元年度までの年度毎の目標値については、毎年度、一定の割合での
引き下げを図るものとして設定した。

Ａ（おおむね有効）：当該年度目標値以下の場合
Ｃ（有効性に問題がある）：当該年度目標値を上回った場合

把握の方法

達成度合いの
判定方法

ア
生鮮食品の「原産
地」の不適正表示率

イ

達成度合いの
判定方法

5%

平成25年
度から平
成27年度
までの平

均加工食品の義務表
示事項（品質に関す
るもの）の不適正表
示率

2%

平成25年
度から平
成27年度
までの平

均

目標①
【達成すべき目標】

地方農政局等が実施する一般調査（毎年度計画的に小売店等を巡回して食品
表示の状況の確認等を行う調査）の結果を消費・安全局が集計して把握。

1.0%以下
令和２年

度
Ｆ↓－直

1.0%以下
令和２年

度
Ｆ↓－直

地方農政局等が実施する一般調査（毎年度計画的に小売店等を巡回して食品
表示の状況の確認等を行う調査）の結果を消費・安全局が集計して把握。

Ａ（おおむね有効）：当該年度目標値以下の場合
Ｃ（有効性に問題がある）：当該年度目標値を上回った場合

食品表示の遵守状況の確実な改善

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

施策（２） 食品表示情報の充実や適切な表示等を通じた食品に対する消費者の信頼の確保

施策の目指すべき姿
【目標設定の考え方根拠】

　食品表示は、消費者が食品の内容を正確に理解し、商品を選択していく上で判断の前提となるものである。また、食品トレーサビリティにより、食品事故等の発生時に、問題食品の特定や原因の究
明、製品回収等による問題の拡大防止等を迅速に実施できることは、事業者の社会的信用に寄与するものである。
　このため、不適正表示の監視・取締り、適正な表示に向けた食品事業者への指導・啓発等及び食品トレーサビリティの取組の推進により、食品に対する消費者の信頼の確保を図る。
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基準年度 目標年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

71% 72% 73% 74% 75%

73.6% 72.4% 67.0% 62.8% 76.8%

45% 46% 47% 48% 50%

42.6% 44.5% 41.0% 35.7% 40.7%

ア

生産者における農畜
水産物の出荷記録
の保存（基礎トレー
サビリティ）の取組率

イ

流通加工業者にお
ける入荷品と出荷品
の相互関係を明らか
にする記録の保存
（内部トレーサビリ
ティ）の取組率

把握の方法

Ｓ↑－差70%

Ｓ↑－差

【測定指標の選定理由】
　食品のトレーサビリティは、生産から販売までの各事業者が食品の入出荷について記録・保
管することにより、食品事故等の発生時に、問題食品の特定や原因の究明、製品回収等による
問題の拡大防止等に資するものであり、特に入荷品と出荷品の相互関係を明らかにする記録
の保存（内部トレーサビリティ）の取組は、消費者の信頼の確保に大きく寄与するものであるが、
流通加工業者における内部トレーサビリティの取組率は、平成25年度46.1％、平成26年度
44.0％と取組が進んでいないことから、この取組率の増加を目標とした。
【目標値（水準・目標年度）の設定根拠】
　目標値は、流通加工業者における内部トレーサビリティの取組率を、全流通加工業者の半数
（50％）とする。

平成26年
度

50%
令和元年

度

指標－
計算分類

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

農林水産省統計部：農林水産情報交流ネットワーク事業全国調査による。

各年度の達成度合（％）＝（当該年度実績値－基準値）÷（当該年度目標値－基準値）× 100(%)
A’ランク：150％超、Aランク：90％以上150%以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

把握の方法

達成度合いの
判定方法

令和元年
度

各年度の達成度合（％）＝（当該年度実績値－基準値）÷（当該年度目標値－基準値）× 100(%)
A’ランク：150％超、Aランク：90％以上150%以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

目標②
【達成すべき目標】

食品トレーサビリティの取組の拡大

測定指標 基準値

【測定指標の選定理由】
　食品のトレーサビリティは、生産から販売までの各事業者が食品の入出荷について記録・保
管することにより、食品事故等の発生時に、問題食品の特定や原因の究明、製品回収等による
問題の拡大防止等に資するものであり、より多くの事業者が取り組まれることが必要であるが、
特に生産者の取組が遅れていたことから、生産者の取組率を指標として設定した。
 【目標値（水準・目標年度）の設定根拠】
　生産者の取組割合は、平成24年度69.7％、平成25年度68.8％、平成26年度70.1％と横ばい
となっていたところ。
　平成27年度は実践的なマニュアル（農業編、畜産業編）を作成し、平成26年度に作成した漁
業編と併せ生産者向けのマニュアルが揃ったことから、これらのマニュアルを活用することによ
り、生産者の出荷記録の保存の取組率を増加させ、全生産者の75％が取り組むことを目標とす
る。

目標値

年度ごとの目標値

平成26年
度

75%

年度ごとの実績値

農林水産省統計部：農林水産情報交流ネットワーク事業全国調査による。

達成度合いの
判定方法

44%
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28年度
[百万円]

29年度
[百万円]

30年度
[百万円]

(1)
農薬取締法
（昭和23年）

- - - - －

(2)
農業改良助長法
（昭和23年）

- - - - －

(3)
肥料取締法
（昭和25年）

- - - - －

(4)
日本農林規格等に
関する法律（JAS法）
（平成29年）

- - - - －

(5)

飼料の安全性の確
保及び品質の改善
に関する法律
（昭和29年）

- - - - －

-
   肥料の品質等を保全し、その公正な取引と安全な施用を確保するため、規格の公定、登録、検査等を行い、農業生産
力の維持増進及び国民の健康の保護に資する。
   当該法律に基づく安全な生産資材の確保により、国産農林水産物及び食品の安全性の向上に寄与する。

-

　日本農林規格（ＪＡＳ）の制定、適正な認証及び試験等の実施を確保する。
　これにより、農林物資の品質の改善並びに生産、販売その他の取扱いの合理化及び高度化並びに農林物資に関する
取引の円滑化及び一般消費者の合理的な選択の機会の拡大を図ることを通じて、食品に対する消費者の信頼の確保に
寄与する。

-
  飼料及び飼料添加物の製造等に関する規制、飼料の公定規格の設定等により飼料の安全性の確保及び品質の改善
を図る。
  当該法律に基づく安全な生産資材の確保により、国産畜産物等及び食品の安全性の向上に寄与する。

-
   農薬登録に際して、関係府省と協力して安全性の評価を行うとともに、農薬の使用基準を策定し、登録農薬の適正使
用の確保、無登録農薬の取締を行う。
　 当該法律に基づく安全な生産資材の確保により、国産農林水産物及び食品の安全性の向上に寄与する。

平成31年度
行政事業レ

ビュー
事業番号

政策手段
（開始年度）

予算額計（執行額）

元年度
当初予算額

[百万円]

関連す
る

指標
政策手段の概要等

-
　効率的かつ安定的な農業経営の育成及び地域の特性に即した農業の振興を図ること等を目的として普及事業を実
施。
　普及指導員による普及指導活動を通じ、GAPの取組の推進や国産農産物の安全性及び安定供給に寄与する。
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(6)

食品の製造過程の
管理の高度化に関
する臨時措置法
（HACCP支援法）
（平成10年）

- - - （1）-②-ウ －

(7)

牛の個体識別のため
の情報の管理及び
伝達に関する特別措
置法
（平成15年）

- - - - －

(8)

愛がん動物用飼料
の安全性の確保に
関する法律
（平成21年）

- - - - －

(9)

米穀等の取引等に
係る情報の記録及び
産地情報の伝達に
関する法律
(平成22年）

- - - - －

(10)
食品表示法
（平成27年）

- - -
（2）-①-ア
（2）-①-イ －

(11)

有害化学物質・微生
物リスク管理基礎調
査事業委託費
（平成18年度）
（主）

191
(184)

136
（133）

155
（114）

（1）-①-ア
（1）-①-イ
（1）-①-ウ

0005173
　食品による健康への悪影響を未然に防止し、食品の安全性向上についての取組を進めるため、有害化学物質・有害
微生物の汚染実態調査を実施。得られた科学的データに基づき、必要に応じて安全性向上対策を策定・実施し、国民
の健康保護に寄与する。

-
   愛玩動物用飼料の安全性の確保を図る。
   当該法律に基づく安全な愛玩動物用飼料の確保により、愛玩動物の健康を保護し、動物の愛護に寄与する。

-

  米穀等に関し、食品としての安全性を欠くものの流通を防止し、表示の適正化を図り、適正かつ円滑な流通を確保する
ための措置の実施の基礎とするとともに、消費者の利益の増進を図るため、米穀等の取引等に係る記録を作成及び保存
し、当該米穀等の産地情報を取引先や消費者に伝達する制度を構築する。
  米穀等のトレーサビリティ制度を義務づけることにより、食品事故等の発生時における問題食品の特定や原因の究明、
製品回収等による問題の拡大防止等の米穀事業者の取組の拡大・強化に寄与する。

-
　食品の表示は、消費者の商品選択の際のよりどころとなるものであり、食品の表示の日常的な監視活動を強化するとと
もに、食品事業者に対する表示方法の指導を徹底することにより、食品表示の遵守状況の確実な改善に寄与する。

-

  食品製造業における食品の安全性向上と品質管理の高度化に資するHACCPの導入を推進するため、食品製造業者
が行うHACCPの導入のための体制・施設の整備及びHACCP導入の前段階の衛生・品質水準の確保や消費者の信頼
確保のための体制・施設の整備（高度化基盤整備）に対して長期低利融資により支援する。
　食品産業におけるHACCPの導入及び高度化基盤整備の普及・定着により、食品製造事業者の安全管理の取組の拡
大・強化に寄与する。

-

  BSEのまん延防止措置の的確な実施等のため、牛を個体識別番号により一元管理するとともに、生産から流通・消費の
各段階において当該個体識別番号を正確に伝達するための制度を構築する。
  消費者の信頼を確保するため、牛トレーサビリティ法に基づくトレーサビリティ制度を牛の管理者等から特定牛肉の販売
業者、特定料理提供事業者までに義務づけることにより、牛肉に係る個体識別情報の提供を促進し、もって畜産及びそ
の関連産業の健全な発展並びに消費者の利益の増進を図ることに寄与する。
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(12)

消費・安全対策交付
金
（平成17年度）
（関連：元－⑤、⑫）

2,227の
内数

(2,169の
内数)

3,455の
内数

（3,218の
内数）

3,710の
内数

(3,423の
内数）

（1）-①-ア
（1）-①-ウ 0058

(13)

GAP拡大推進加速
化事業
（平成30年度）
（関連：30-⑪）

- -
601

(413)
（1）-②-ア
（1）-②-イ 0007

(14)

持続的生産強化対
策事業
（令和元年度）
（主、関連：元-⑨、
⑪、⑫、⑬）

－ － -
（1）-②-ア
（1）-②-イ 新31-0007

(15)
GAP拡大推進加速
化調査事業
（令和元年度）

- - - （1）-②-ア 新31-0001

(16)

協同農業普及事業
交付金
（昭和58年度）
(関連：元－⑨、⑪）

2,409
(2,409)

2,409
(2,409)

2,409
（2,409）

- 0132

(18)

日本発食品安全管
理規格策定推進事
業
（平成28年度）
（関連:元-③,④）

90
(85)

100
（100）

91
（91）

（1）-②-ウ 0022

20,079
の内数

　農業者等が行う生産性向上や販売力強化等に向けた取組、地方公共団体が主導する産地全体の発展を図る取組を
総合的に支援。
　ＧＡＰの取組及び認証取得の推進により、輸出拡大や農業人材の育成など我が国の農畜産業競争力の強化に寄与す
る。

77

　国内の食品市場が今後量的に縮小すると見込まれる一方で、世界の食品市場は大きく拡大する見通しの中、HACCP
の導入を進めつつ、国内の食品安全への取組を向上させ、食品事業者が国内外の市場から適切に評価され、競争力を
向上させる環境を整える必要がある。そのため、国際的に通用する日本発食品安全管理規格・認証スキーム策定とその
国際標準化を推進する取組を支援する。
　この支援措置により、国内の食品安全の向上に寄与する。

2,431
　効率的かつ安定的な農業経営の育成及び地域の特性に即した農業の振興を図ること等を目的として普及事業を実
施。
　普及指導員による普及指導活動を通じ、GAPの取組の推進や国産農産物の安全性及び安定供給に寄与する。

12
　農業生産工程管理（GAP）の共通基盤に関するガイドライン（注１３）を改訂することにより、国際水準レベルの取組を進
めるためのものであり、輸出拡大や農業人材の育成など我が国の農畜産業競争力の強化に寄与する。

2,017
の内数

  都道府県等は、次の各分野について、地域の実態を踏まえて具体的な目標を設定し、その目標を達成するために必要
な事業を総合的に実施する。①国産農畜産物の安全性の向上、②伝染性疾病・作物の病害虫の発生予防・まん延防
止。
　地方の自主性の下、①の取組の有害化学物質・微生物による食品汚染の実態等の汚染低減対策により、健康リスクの
低減に資する。また、①の取組により、食の安全及び安定供給に寄与する。

-
　ＧＡＰの取組及び認証取得の推進により、輸出拡大や農業人材の育成など我が国の農畜産業競争力の強化に寄与す
る。
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(19)

食品の品質・安全管
理サポート事業
（令和元年度）
（関連：元-③）

- - - （1）-②-ウ 新31-0002

(20)

産地表示適正化推
進事業委託費
（平成24年度）
（主）

15
(14)

13
（12）

35
（34）

（2）-①-ア
（2）-①-イ 0006

(21)

独立行政法人農林
水産消費安全技術
センターに必要な経
費
（平成13年度）
（主）

6,806
(6,804)

6,603
（6,603）

6,641
（6,641）

（2）-①-ア
（2）-①-イ 0002

(22)

牛肉トレーサビリティ
業務事業委託費
（平成15年度）
（主）

234
(231)

230
（228）

233
（231）

（2）-②-ア
（2）-②-イ 0003

(23)

動物用医薬品対策
事業
（昭和38年度）
（主）

77
(71)

84
(69)

80
（77）

- 0001

(24)

生産資材安全確保
対策事業委託費
（平成18年度）
（主）

324
(262)

259
(222)

283
(227)

- 0004

235
　牛肉の流通段階における個体識別番号の適正表示・伝達状況をDNA鑑定の実施により科学的に検証し、不一致が認
められた事業者に対しては必要な是正措置を講ずべき旨の行政指導等を行うなど、牛トレーサビリティ制度の精度向上
に資する方策が講じられ、牛肉の流通に対する消費者の信頼性の確保に寄与している。

73

  ①動物用医薬品の有効性、安全性を確保するため、国際基準への我が国の実態の反映、新技術を活用した動物用医
薬品等の承認申請資料に必要な試験方法のガイドラインの作成、②新技術を活用した安全で効果の高いワクチン、市場
規模が小さい家畜（ミツバチ、養殖魚等）用の医薬品、抗菌剤の使用機会の低減に資するワクチンや代替薬等の実用
化、化成品の安定供給に関するガイドラインの策定・普及を推進する。
当該事業を通じ、有効で安全な動物用医薬品を畜産農家に供給することにより、安全な畜産物の安定供給に寄与する。

312

　生産資材の使用基準や残留基準値等の設定・見直し等のため、科学的データ（毒性試験、残留試験、実態調査等）の
収集・分析を実施する。また、生産資材のリスク管理措置を推進するため、その基礎となる分析・試験法の開発等を実施
する。
　本事業で得られた科学的データや分析･試験法に基づき、生産資材の使用基準や残留基準値等の設定・見直し等を
着実に実施し、食の安全と消費者の信頼の確保に寄与する。

38
  科学的な分析により得られる原産地判別データを活用して、効果的・効率的な取締を実施するため、原産地を推定する
技術を持つ民間分析機関に対して、分析を委託する。これにより、食品表示の適正化に寄与する。

6,997

  ①農薬取締法等関係法令に基づき、農業生産資材（農薬、肥料、飼料及び飼料添加物）の安全性の検査・分析や農
林水産大臣の指示に基づく資材製造業者等への立入検査等を実施、②食品表示の真正性についての検査・分析や農
林水産大臣の指示に基づく食品製造業者等への立入検査等を実施、③これらの事業の実施に必要な施設・機器等を整
備する。
 　当該事業の実施により、安全な農業生産資材を確保し国産農林水産物や食品の安全性の向上及び食品表示の遵守
状況の確実な改善に寄与する。

　日本の食品等事業者がHACCPに沿った衛生管理の制度化に対応し、国内の品質管理及び消費者の信頼を向上させ
ることで、日本の農林水産物・食品の競争力を強化するため、食品等事業者向けの研修等による人材育成や、最新の知
見を取り入れ、食品・業態に即したHACCP手引書の作成を行う。
　この支援措置により、国内の食品製造事業者の衛生・品質管理体制の強化を図るとともに、HACCP等の導入の促進に
寄与する。

147

10 （政策分野１）



(25)

安全な農林水産物
安定供給のためのレ
ギュラトリーサイエン
ス研究
（平成28年度）
（関連：元－⑩）

120の内
数

(115の内
数)

108の内
数

(102の内
数)

97の内数
(97の内

数)
- 0185

8,688
<0>

8,353 8,438

8351
<0>

8039
<0>

移替え予算に係る政策手段一覧（参考）

28年度
[百万円]

29年度
[百万円]

30年度
[百万円]

（1）

【復興庁より】
放射性物質による農
畜産物等影響実態
調査対策
（平成24年度）

208
（71）

89
（63）

81
（68）

- 0084

(2)

【復興庁より】
福島県農林水産業
再生総合事業
（平成29年度）

-
4,710

(4,710)
4,609

（4,601）
（1）-②-ア 0085

福島県の農林水産業の再生に向けて、生産から流通・販売に至るまで総合的に支援しており、第三者認証GAPの取得
等を推進することにより、生産段階における安全管理の取組に寄与する。

予算額計（執行額）

元年度
当初予算額

[百万円]

94

　食品安全、動物衛生及び植物防疫等の分野において、適切なリスク管理措置等を講じるため、法令・基準・規則等の
行政施策・措置の決定に必要な科学的知見を得るための研究として、食品中の危害要因の分析法やリスク低減技術を
開発するほか、動物疾病・植物病害虫の検査法や発生・まん延を防止するための技術の開発等を実施する。
　本事業で得られた科学的知見を食品安全、動物衛生及び植物防疫等の行政施策・措置に反映することにより、安全な
国産農林水産物の安定供給に寄与する。

77

東日本大震災における原子力発電所の事故により、放射性物質が広範囲に放出されたことを踏まえ、放射性物質による
農畜産物・特用林産物・農地土壌等への影響の実態を調査することにより、放射性物質による農地土壌等を通じた農畜
産物等の汚染、食品衛生法上の基準値を超える農畜産物等の流通及び消費者への健康被害の未然防止に向けた取
組の推進に寄与する。

関連す
る

指標
政策手段の概要等

平成31年行
政事業レ
ビュー

事業番号

4,740

（注１）「予算額計」欄について、税制の場合は、減収見込額（減収額）を記載している。

（注２）当該政策分野に対応する予算の項に位置付けられている予算事業については、「政策手段」の欄に、「主」と記載している。
　　　　また、予算事業が複数の政策分野に関係する場合には、「政策手段」の欄に、関係する政策分野の番号を記載している。

（注３）政策の予算額及び政策の執行額について、複数政策に関連する予算については、＜＞外書きで記載している。
（注４）移替え予算とは、予算成立後、府省間において、移動させられる予算のことである。

政策の予算額[百万円] 8,895

政策の執行額[百万円]

政策手段
（開始年度）

11 （政策分野１）



１．用語解説

食品のトレーサビリティ

カドミウム 鉱物中や土壌中などに天然に存在する重金属注３

参考資料

注１

農業において、食品安全、環境保全、労働安全等の持続可能性を確保するための、関連する生産工程管理の取組のこと。

注６ ダイオキシン類

　主に廃棄物の焼却過程などで非意図的に生成される化学物質で、強い毒性を示し、難分解物質であるとともに、環境中の生物や人体の脂肪組織に蓄積することが知られてい
る。
  ダイオキシン類は、一種類ではなく、ポリ塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシン75種類、ポリ塩化ジベンゾフラン135種類、コプラナーPCB十数種類の総称で、そのうち毒性があるも
のとされるものはそれぞれ7種類、10種類、12種類ある。

耐容摂取量

注５

注８

ある物質を一生涯にわたって摂取し続けても健康への悪影響がないと推定される最大の摂取量。物質の毒性により１日当たり(TDI : tolerable daily intake)、１週間当たり(TWI :
tolerable weekly intake)、又は１ヵ月当たり(TMI : tolerable monthly intake)で定められ、体重1kg当たりの量で表される。主に汚染物質の毒性指標として使われる。

ＧＡＰ（農業生産工程管理）

農林水産省が優先的にリスク管理を行う
有害化学物質及び有害微生物

　有害化学物質はカドミウムやアフラトキシン等28種類、有害微生物はカンピロバクター、腸管出血性大腸菌等６種類が設定されている。

注１２

　生産、加工及び流通の特定の１つまたは複数の段階を通じて、食品の移動を把握できること。トレーサビリティを確立することにより、食品事故発生時の食品回収等をより迅速
に行うことが可能となる。

注４ トータルダイエットスタディ 　摂取量を推定する方法の一つ。人が通常の食生活において、特定の化学物質をどの程度摂取しているかを推定する方法。微生物の摂取量推定には適さない。

注２ 食品の安全性に関するリスク管理
　科学的な知見に基づいてリスク低減が必要なハザードを特定し、全ての関係者と協議しながら、リスク低減のための政策・措置について技術的な実行可能性、費用対効果など
を検討し、適切な政策・措置の決定、実施、検証、見直しを行うこと。

注１０

HACCP
　食品の製造工程毎に、あらかじめ危害を予測し（危害要因分析）、危害防止につながる特に重要な工程（重要管理点）を継続的に監視・記録するシステム。これまでの品質管
理の手法である最終製品の抜取検査と比べて、より効果的に、安全性に問題のある製品の出荷を未然に防止することができる。

ダイオキシン類対策特別措置法

ＧＡＰ認証 第三者機関の審査により、GAPが正しく実施されていることが確認された証明のこと。

注１３
農業生産工程管理（GAP）の共通基盤に
関するガイドライン

　食品安全、環境保全や労働安全に関する法体系や諸制度等を俯瞰して、我が国の農業生産活動において、特に実践を奨励すべき取組を明確化するため、農業生産工程管
理（GAP)の共通基盤として農林水産省が平成22年4月に策定したもの。

注７

注１１ GLOBALG.A.P.はドイツのFoodPLUSGmbHが策定したGAP認証。ASIAGAP及びJGAPは一般財団法人日本GAP協会が策定した日本発のGAP認証。GLOBALG.A.P.、ASIAGAP及びJGAP

　ダイオキシン類による環境汚染の防止や、その除去等を図り、国民の健康を保護するため、施策の基本とすべき基準（耐容一日摂取量及び環境基準）、排出ガス、排出水に関
する規制及び、汚染土壌に係る措置等を整備。
　なお、農林水産省では、「ダイオキシン対策推進基本指針」（平成11年3月ダイオキシン対策関係閣僚会議決定）に基づき、農畜水産物中のダイオキシン類濃度の実態調査を
実施。

注９

12 （政策分野１）



令和元年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

政策分野名
【施策名】

幅広い関係者による食育の推進と国産農産物の消費拡大、「和食」の保護・継承 担当部局名
食料産業局（消費・安全局、政策統括官）
【食料産業局食文化・市場開拓課、消費・安全局消費者行政・食
育課、政策統括官付穀物課】

政策の概要
【施策の概要】

　高齢化が進展する中、生活習慣病の予防による健康寿命の延伸、健康な次世代の育
成の観点から、健全な食生活を営めるよう、政策を展開する必要がある。
　このため、「日本型食生活の実践」「食育の推進」及び「和食の保護・継承」を実現すべ
く、幅広い世代を対象に官民一体となった国民運動を展開する。また、この取組により、
国産農林水産物の消費拡大に繫げる。

政策評価体系上の
位置付け

食料の安定供給の確保

（農林水産省元－②）

政策に関係する内閣の重
要政策

食料・農業・農村基本計画（平成27年３月31日閣議決定）
　第３　１（２）幅広い関係者による食育の推進と国産農産物の消費拡大、「和食」の保
護・継承

日本再興戦略2016（平成28年6月2日閣議決定）

農林水産業・地域の活力創造プラン（平成25年12月10日農林水産業・地域の活力創造
本部決定、平成26年６月24日改訂、平成28年11月29日改訂）
　Ⅲ　施策の展開方向
　　　１．国内外の需要を取り込むための輸出促進、地産地消、食育等の推進

政策評価
実施予定時期

令和３年８月

13 （政策分野２）



基準
年度

目標
年度

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

‐ 64% 65% 67% 68%

62% 60% 61% 62% 61%

施策（１） 「日本型食生活」の実践を通じた食育の推進と国産農産物の消費拡大及び「和食」の保護・継承

施策の目指すべき姿
【目標設定の考え方根拠】

　高齢化が進展する中、生活習慣病の予防による健康寿命の延伸、健康な次世代の育成の観点から、健全な食生活を営めるよう、関係府省が地方公共団体等と連携しつつ、食
育を推進する必要がある。
　このため、「日本型食生活」の実践に向けて、個々の生活スタイル（年代、性別、就業や食生活）の状況に応じた消費者各層の多様なニーズや特性を分析、把握した上で、類型に
適した具体的な推進方策を検討し、実施する。
　また、こうした取組と併せて、学校教育等の様々な機会を活用した幅広い世代に対する農林漁業体験の機会提供を一体的に推進し、食や農林水産業への国民の理解を増進す
るとともに、食育の推進、国産農産物の消費拡大、「和食」の保護・継承といった課題に対して官民一体となった医福食農連携や農観連携、地産地消などの政策により取り組む。

目標①
【達成すべき目標】

「日本型食生活」の実践を通じた食育の推進と食や農林水産業への理解の促進

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

ア
日本型食生活の実
践に取り組む人の割
合

62% 27年度 70% ２年度 F↑－差

　米を中心に水産物、畜産物、野菜等多様な副食から構成される食生活の
パターンである「日本型食生活」の普及・啓発を図ることは、栄養バランスの
改善に寄与するものと考えていることから、「日本型食生活の実践に取り組む
人の割合」を測定指標として選定した。
　目標値は、第３次食育推進基本計画(平成28年３月18日食育推進会議決
定）に掲げられた食生活に係る目標値（｢栄養バランスに配慮した食生活を実
践する国民を増やす｣、目標値70％以上（H32））に準じて設定した。
　年度ごとの目標値については、毎年度一定割合で増加するものとして設定
した。
　なお、「日本型食生活の実践に取り組む人の割合」は、消費者行政・食育
課において実施している｢食生活及び農林漁業体験に関する調査｣のうち、｢
日本型食生活｣を｢ほとんど実践している｣及び｢おおむね実践している｣と答
えた者の割合としている。

把握の方法
出典：食生活及び農林漁業体験に関する調査（農林水産省消費・安全局）
公表時期：調査年度２月
算出方法：アンケート調査結果

達成度合いの
判定方法

達成度合（％）＝（当該年度実績値－基準値）／（当該年度目標値－基準値）×100
A’ランク：150％超、Aランク：90％以上150%以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

14 （政策分野２）



34% 37% 38% 38% 39%

36% 31% 36% 37% 39%

‐ 27.5% 28.1% 28.8% 29.4%

26.9% 25.8% 26.4% 26.0% 26.0%

イ
農林漁業体験を経
験した国民の割合

31% 24年度 40% ２年度 F↑－差

　消費者の食や農林水産業への理解を深めるため、食育において、農林漁
業者等が一連の農作業等の体験の機会を提供する教育ファーム等の活動の
推進が必要である。また、第３次食育推進基本計画において、「農林漁業体
験を経験した国民を増やす」ことについて、目標を定め、食や農林水産業へ
の理解増進を図ることとしているため、測定指標として選定した。
　目標値は、第３次食育推進基本計画における「農林漁業体験を経験した国
民（世帯）を平成32年度までに40％以上とする」目標をもとに、その経過年次
に目標値を設定した。
　年度ごとの目標値については、すう勢に加え、農林漁業体験に関する施策
による増加を見込んで設定した。

把握の方法
出典：食生活及び農林漁業体験に関する調査（農林水産省消費・安全局）
公表時期：調査年度２月
算出方法：アンケート調査結果

達成度合いの
判定方法

達成度合（％）＝（当該年度実績値－基準値）／（当該年度目標値－基準値）×100
A’ランク：150％超、Aランク：90％以上150%以下、Bランク：50％以上90％未満、Cランク：50％未満

ウ
学校給食における地
場産物を使用する割
合

26.9% 27年度 30% ２年度 F↑－差

　「農林漁業者等による農林漁業及び関連事業の総合化並びに地域の農林
水産物の利用の促進に関する基本方針」（平成23年３月農林水産省告示）で
は、学校給食において地場産物を使用する割合（食材数ベース）について、
食育推進基本計画に定める目標を達成することを目指すとされていることか
ら、「学校給食における地場産物を使用する割合」を測定指標として選定し
た。
　目標値は、第３次食育推進基本計画における「学校給食における地場産物
の使用割合を平成32年度までに30％以上とすることを目指す」目標に基づい
て設定した。
　年度ごとの目標値については、毎年度一定割合で増加するものとして設定
した。

把握の方法
出典：学校給食における地場産物（文部科学省）
公表時期：調査翌年度7月

達成度合いの
判定方法

達成度合（％）＝（当該年度実績値－基準値）／（当該年度目標値－基準値）×100
A’ランク150％超、Aランク：90％以上150％以下、Bランク：50%以上90%未満、Cランク：50%未満）
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基準
年度

目標
年度

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

‐ ‐ ‐ 70% 75%

‐ ‐ 63.9% 69.2% 67.1%

目標②
【達成すべき目標】

「日本型食生活」の推進や「和食」の保護・継承等を通じた国産農産物の消費拡大

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

ア

フード・アクション・
ニッポン アワード受
賞・入賞後に売上げ
増加した産品の割合

63.9% 29年度 80% ２年度 Ｆ↑－直

　食料の安定的な供給に向け、農業と食品産業の健全な発展を図るために
は、国産農林水産物の消費拡大を推進することが重要であることから、国産
農林水産物を意識して購入する消費行動の増加とそれを供給する事業者の
活動を兼ね備える「フード・アクション・ニッポン アワード受賞・入賞後に売上
げが増加した産品の割合」を測定指標として選定した。
　　目標は、「フード・アクション・ニッポン アワード」の審査委員企業の流通販
路を通じて、消費者に届ける制度にした平成29年度の実績値63.9%を基準値
とし、３年後の令和2年度までに「フード・アクション・ニッポン アワード受賞・入
賞産品のほぼ全品の売上げを向上させることを目標に80%を目標値に設定し
た。
　年度ごとの目標値については、すう勢による増加を見込んで設定した。

把握の方法

調査方法：フード・アクション・ニッポン アワード事務局によるアンケート調査
作成時期：年度末
算出方法：フード・アクション・ニッポン受賞・入賞後に売上げが増加した産品数/調査産品数
データの所在：農林水産省食料産業局

達成度合いの
判定方法

達成度合（％）＝当該年度実績値／当該年度目標値×100
A’ランク：150％超、Aランク：90％以上150%以下、Bランク：50％以上90％未満、Cランク：50％未満

16 （政策分野２）



前年度
の一人
当たりの
米の消
費量の
増減率
（1.1%）と
同等以

上

前年度
の一人
当たりの
米の消
費量の
増減率
（-2.3%）
と同等
以上

前年度
の一人
当たりの
米の消
費量の
増減率
（-1.8%）
と同等
以上

前年度
の一人
当たりの
米の消
費量の
増減率
（-0.4%）
と同等
以上

前年度
の一人
当たりの
米の消
費量の
増減率
（-0.4%）
と同等
以上

-2.3% -1.8% -0.4% -0.4% -0.7%

- 43% 44% 46% 48%

41.6% 41.5% 37.8% 49.6% 47.9%

ウ
伝統的な料理や作
法等を継承し、伝え
ている国民の割合

41.6% 27年度 50% ２年度 F↑－直

　ユネスコ無形文化遺産に登録された「和食」は、日本の多様な自然が育み
地域の伝統的な行事や作法と結びついた日本人の伝統的な食文化であり、
バランスの良い健康的な食事による健康増進、社会的な絆の強化等に寄与
していることから、「伝統的な料理や作法等を継承し、伝えている国民の割
合」を測定指標として選定した。
　目標値は、第３次食育推進基本計画における「地域や家庭で受け継がれて
きた伝統的な料理や作法等を継承し、伝えている国民の割合を平成32年度
までに50％以上とすることを目指す」という目標に基づいて設定した。
　年度ごとの目標値については、「和食」の保護・継承に関する施策による増
加を見込んで設定した。

把握の方法
出典：食育に関する意識調査（農林水産省消費・安全局）
公表時期：調査年度末
算出方法：継承している人の割合×伝えている人の割合×100

達成度合いの
判定方法

当該調査結果に基づく計算値（伝統的な料理や作法等を受け継いでいる人の割合×うち、次世代へ伝えている人の割合）が目標に達しているかを判定。
達成度合（％）＝当該年度実績値／当該年度目標値×100
A’ランク：150％超、Aランク：90％以上150%以下、Bランク：50％以上90％未満、Cランク：50％未満

イ
一人当たりの米の年
間消費量

57kg/人・年 25年度 53kg/人・年 ７年度 Ｆ＝－他

　高齢化や総人口の減少により、米の消費量は今後も減少する可能性が高
いが、米の消費量の減少に歯止めをかけることは、食料自給率の向上を目指
す上で極めて重要であるため指標として選定した。
　目標値は、食料・農業・農村基本計画に定める平成37年度における一人当
たりの米の年間消費量53ｋｇ/人・年とし、年度ごとの目標値は「前年度の一人
当たりの米の消費量の増減率と同等以上」と設定した。
　年度ごとの具体的な目標値は前年度の実績値に応じて設定することとし
た。
　※評価実施時期に、評価対象年度の実績値を把握できないことから、年度
ごとの目標値は、前年度の値を記入している。

把握の方法 食料需給表（大臣官房政策課食料安全保障室）により把握

達成度合いの
判定方法

Ａ（おおむね有効）：前年度の一人当たりの米の年間消費量の増減率と同等以上
Ｂ（有効性の向上が必要である）：前年度の一人当たりの米の消費量の増減率△１ポイントまで
Ｃ（有効性に問題がある）：前年度の一人当たりの米の消費量の増減率△１ポイント未満

17 （政策分野２）



基準
年度

目標
年度

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

- 82% 86% 91% 95%

77% 78% 79% 85% 88%

目標③
【達成すべき目標】

市町村における国民運動としての食育の推進

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

把握の方法
出典：市町村における食育推進の状況及び食育推進計画の作成状況（農林水産省消費・安全局）
作成時期：調査年度末
算出方法：計画作成市町村数/全市町村数

達成度合いの
判定方法

(達成度合（％）＝（当該年度実績値－基準値）／（当該年度目標値－基準値）×100
A’ランク：150％超、Aランク：90％以上150%以下、Bランク：50％以上90％未満、Cランク：50％未満

ア
食育推進計画を作
成・実施している市
町村の割合

77% 27年度 100% ２年度 Ｓ↑－差

　食育を国民運動として推進するためには、地域において多様な主体により
食育を推進することが求められるが、そのためには、国民に身近な存在であ
る市町村において、食育推進計画が作成・実施される必要があることから、
「食育推進計画を作成・実施している市町村の割合」を測定指標として選定し
た。
　第３次食育推進基本計画（食育推進会議決定）において、食育推進計画を
作成・実施している市町村の割合については、今後５年間で100%とすることを
目指すとされていることから、令和2年度の目標値を100%とした。

18 （政策分野２）



28年度
[百万円]

29年度
[百万円]

30年度
[百万円]

(1)

地域資源を活用した
農林漁業者等による
新事業の創出等及
び地域の農林水産
物の利用促進に関
する法律(六次産業
化・地産地消法)
（平成22年）

- - - (1)-①-ウ -

(2)

食育活動の全国展
開事業委託費
（平成25年度）
（主）

60
(42)

69
(65)

54
(51)

(1)-③-ア 0008

(3)

日本の食消費拡大
国民運動推進事業
（平成28年度）
（主）

388
(356)

288
(280)

232
(230)

(1)-①-ウ
(1)-②-ア 0009

(4)

「和食」と地域食文化
継承推進事業
（平成28年度）
（主）

212
(140)

60
(53)

54
(49)

(1)-②-ウ 0011

(5)

食料産業・6次産業
化交付金
（平成30年度）
（関連：元-③，⑮)

- -

1,678
の内数

( 1,463の
内数）

(1)-①-ア
(1)-①-イ
(1)-①-ウ

0017

政策手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
元年度

当初予算額
[百万円]

関連す
る

指標
政策手段の概要等

平成31
年度行
政事業
レビュー
事業番
号

1,434
の内数

　農林漁業体験を経験した国民を増やすとの目標の達成に向けて、農林漁業体験を広く普及させる取組、
新たに農林漁業体験を経験する国民の増加につなげる。栄養バランスに配慮した食生活を実践する国民を
増やすとの目標の達成に向けて、食育推進リーダーによる普及啓発、情報提供、地域食文化の継承に向け
た調理体験の実施等の取組を支援する。
　農林漁業者と多様な業種の事業者が参画するネットワークを構築して取り組む新商品開発や販路開拓、
加工・販売施設の整備等を支援する。
　地域主導で再生可能エネルギーを供給する取組の推進、バイオマス産業を軸とした環境に優しく災害に
強いまち・むらづくりを目指すバイオマス産業都市の構築を支援する。

これらの支援措置により、食育基本法の理念が普及した社会の実現に寄与する。

72

　　地域固有の多様な食文化を地域で保護・継承していくため、地域ぐるみで郷土食の調査、記録、普及等
を行う。また、保育所等の栄養士等を対象として、子育て世代や子供たちに対して和食文化の普及活動を
行う中核的な人材を各都道府県ごとに育成する。さらに、子供たちや忙しい子育て世代に、身近・手軽に健
康的な「和ごはん」を食べる機会を増やしてもらうための商品・サービスの開発・販売等の活動を促進する官
民協働の取組である「Let’s！和ごはんプロジェクト」を推進する。
　これらの取組により、ユネスコ無形文化遺産に登録された和食文化を保護し、次世代への継承を推進す
る。

58

　食育に関する施策を総合的・計画的に推進するため、食育に関する国民の意識調査を実施・公表し、国
及び地方公共団体の食育施策推進に資する基礎資料を提供するとともに、毎年６月の食育月間における中
核的な行事としての食育推進全国大会、食育活動表彰等を実施し、国、地方公共団体、関係団体、ボラン
ティア等の関係者が緊密な連携・協力を図りながら全国的な食育推進運動を展開することにより、食育に関
心のある国民の増加を図るとともに、より食育に関する国民の理解の増進を図る。

-

　地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等（いわゆる「６次産業化」）に関する施策及び地
域の農林水産物の利用の促進に関する施策を総合的に推進することにより、農林漁業等の振興等を図ると
ともに、食料自給率の向上等に寄与することを目的とした法。
　国による基本方針の策定、都道府県及び市町村による地域の農林水産物の利用についての促進計画の
策定を通じて地産地消を推進することにより、「日本型食生活」の実践を通じた食育の推進と食や農林水産
業への理解の促進に寄与する。

182

　民間事業者・団体、消費者、国が一体となって国産農林水産物の消費拡大に向けた取組を実施するととも
に、学校給食等への地場食材の供給の取組等を推進するためのコーディネーターの育成等を支援する。
　この支援措置により、国産農林水産物の魅力発信や地産地消の推進を図り、国産農林水産物の消費拡大
に寄与する。

19 （政策分野２）



(6)

学校給食用政府備
蓄米支援事業
（無償交付　平成10
年度、有償交付　平
成15年度）
（関連：元-⑤）

- - - (1)-②-イ -

(7)

加工原材料用政府
所有米穀導入促進
事業
（無償交付　平成10
年度、有償交付
平成10年度）
（関連：元-⑤）

- - - (1)-②-イ -

2,903
＜-＞

1,875
＜-＞

570
<1,678>

2,576
＜-＞

1,570
＜-＞

-
　米飯学校給食の推進及び政府備蓄米の適切な運営を図るため、学校給食用等に政府備蓄米の無償交
付等を実施する。このことにより、米飯学校給食の推進及び備蓄制度の理解促進に寄与する。（令和元年度
枠：無償交付0.8千トン、有償交付0.4千トン）

-

　新たな米加工試験やこれらの米加工新製品が市場定着するまでの支援として政府米の無償交付を実施
する。また、今後需要の拡大が期待される加工業者に対して特例価格により有償交付を実施する。
　このことにより、米を利用した新製品の開発を促進し、米穀の加工用途への需要創出に寄与する。（令和元
年度枠：無償交付0.2千トン、有償交付0.2千トン）

（注１）「予算額計」欄について、税制の場合は、減収見込額（減収額）を記載している。

（注２）当該政策分野に対応する予算の項に位置付けられている予算事業については、「政策手段」の欄に、「主」と記載している。
　　　　また、予算事業が複数の政策分野に関係する場合には、「政策手段」の欄に、関係する政策分野の番号を記載している。

（注３）政策の予算額及び政策の執行額について、複数政策に関連する予算については、＜＞外書きで記載している。

政策の予算額[百万円]
424

<1,434>

政策の執行額[百万円]

20 （政策分野２）



令和元年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

政策分野名
【施策名】

生産・加工・流通過程を通じた新たな価値の創出による需要の開拓 担当部局名

食料産業局（国際部、消費・安全局、生産局、農村振興局）
【食料産業局企画課／食文化・市場開拓課／輸出促進課／産
業連携課／知的財産課／バイオマス循環資源課／食品流通課
／食品製造課、消費・安全局動物衛生課、生産局総務課、農村
振興局整備部地域整備課】

政策の概要
【施策の概要】

　食料の安定供給という重要な役割を担っている農業や食品産業
（注１）

が持続的な発展
をするためには、消費者の多様なニーズに的確に対応するともに、国内外の新たな需
要の取り込みを図っていくことが重要である。
　このため、農業者が明確な事業戦略の下で、食品産業事業者や他の農業者等とも緊
密なコミュニケーションを図るなど積極的に連携しつつ、主体的に取り組む６次産業化
や農商工連携を促進する。また、食品産業が消費者ニーズに対応した食品を安定的に
供給し、国内農業とも深く結び付いた地域の主要産業としての役割を十分に発揮してい
くことができるよう、中小規模の事業者も含めた食品産業全体の競争力の強化に向けた
取組を促進する。

政策評価体系上の
位置付け

食料の安定供給の確保

（農林水産省元－③）

政策に関係する内閣の重要
政策

食料・農業・農村基本計画（平成27年３月31日閣議決定）
　第３　１（３）生産・加工・流通過程を通じた新たな価値の創出による需要の開拓

日本再興戦略2016（平成28年６月２日閣議決定）

未来投資戦略2017（平成29年６月９日閣議決定）

農林水産業・地域の活力創造プラン（平成25年12月10日農林水産業・地域の活力創造
本部決定、平成26年
６月24日改訂、平成28年11月29日改訂）
　Ⅲ　施策の展開方向
　　１．国内外の需要を取り込むための輸出促進、地産地消、食育等の推進
　　２．６次産業化等の推進

政策評価
実施予定時期

令和元年８月

21 （政策分野３）



基準
年度

目標
年度

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

- - - - -

5.1兆円 5.5兆円 6.3兆円 7.1兆円 7.5兆円

Ｓ↑-他

　「日本再興戦略改訂2015」（平成27年6月30日閣議決定）において、「６次産
業化の市場規模を2020年（令和２年度）に10兆円にする」との目標が掲げら
れていることから、これを測定指標及び目標値として選定した。
　なお、６次産業化の市場規模の定義については、食料・農業・農村政策審
議会において６次産業化の市場規模として整理された、今後成長が見込める
７分野（加工・直売、輸出、都市と農山漁村の交流等）の市場規模の合計で
ある。
　長期にわたる戦略的な取組が求められ、必ずしも短期間で効果が現れるも
のではないことから、単年度の目標値は設定していない。
　※評価実施時期に、評価対象年度の実績値を把握できないことから、前年
度実績値を用いて評価を実施する。

把握の方法
出典：「６次産業化総合調査」（農林水産省大臣官房統計部）等
公表時期：毎年６月頃に前年度の市場規模を公表

達成度合いの
判定方法

６次産業化市場規模の増減の要因分析、成長している分野の傾向分析から、６次産業化に取り組む農林漁業者等の経営改革や新商品開発・販売開拓への
支援等が市場規模の拡大に寄与しているかを総合的に分析し、判定する。

ア
６次産業化の市場規
模

1兆円 22年度 10兆円 2年度

施策（１） ６次産業化等の取組の質の向上と拡大に向けた戦略的推進

施策の目指すべき姿
【目標設定の考え方根拠】

　農業者が明確な事業戦略の下で、食品産業事業者や他の農業者等とも緊密なコミュニケーションを図るなど積極的に連携しつつ、主体的に取り組む６次産業化や農商工連携を
促進する必要がある。
　このため、農産物や食品等の生産・加工・流通過程において価値をつなぎ、高めていく「フード・バリューチェーン」の構築や、各段階におけるイノベーションを通じた新たな価値の
創出の促進、消費者ニーズ等を踏まえた機動的な経営判断を行うことができる農業経営体の創出推進、地域の多様な資源を活用した６次産業化等を促進し、農村全体の活性化を
推進する。
　こうした取組を支援するため、農林漁業成長産業化ファンド等の支援施策の活用や地域の農産物や食品のブランド化を図るための地理的表示保護制度の活用等を促進する。

目標①
【達成すべき目標】

６次産業化等の取組の質の向上と拡大

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値
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- - - - -

2.0兆円 2.1兆円 2.2兆円 2.3兆円 2.3兆円

- - - - -

20.3% 20.7% 21.3% 21.5% 24.5%

Ｓ↑-他

　「日本再興戦略改訂2015」（平成27年６月30日閣議決定）において、「６次
産業の市場規模を現状の１兆円から2020年（平成32年度）に10兆円とする」と
の目標が掲げられている。
　６次産業化の市場規模については、加工・直売、輸出、都市と農山漁村の
交流、医福食農連携、地産地消、ＩＣＴ、バイオマス、再生可能エネルギーの
７分野の合計であるが、そのうち、農林漁業者が主体となった６次産業化の取
組である加工・直売の市場規模を把握するため、測定指標として選定した。
　目標値については、「日本再興戦略改訂2015」における６次産業化の市場
規模の目標年度に合致させるとともに、加工・直売について過去の売上高か
らのトレンドにより見込んだ市場規模の伸びに、農林漁業成長産業化ファンド
による６次産業化事業体への出資の予測件数と既存の出資事業体の売上規
模に基づく市場拡大効果を加味して算出の上、設定した。
　年度ごとの目標値については、「日本再興戦略改訂2015」において、途中
段階の目標設定がされていないことから、設定は行わないこととする。
　※評価実施時期に、評価対象年度の実績値を把握できないことから、前年
度実績値を用いて評価を実施する。

把握の方法
出典：６次産業化総合調査（農林水産省大臣官房統計部）及びA-FIVEから聞き取り
算出方法：６次産業化総合調査における「農産物の加工」、「農産物直売所」、「水産物の加工」及び「水産物直売所」の年間販売金額並びに農林漁業成長産
業化ファンド出資事業体の売上のうち加工・直売に係るものを案分した額を合算。

達成度合いの
判定方法

加工・直売の市場規模について、増減の要因、加工・直売に取り組む農林漁業者等に対する新商品開発・販路開拓の支援の状況などを総合的に分析し、判
定する。

イ

６次産業化の市場規
模のうち、加工・直売
分野における市場規
模

1.2兆円 22年度 3.2兆円 2年度

F↑-他

「農林漁業者等による農林漁業及び関連事業の総合化並びに地域の農林
水産物の利用の促進に関する基本方針」（平成23年３月農林水産省告示）に
おいて、「主として農畜産物を取り扱う通年営業の直売所について、年間販
売額が１億円以上のものの割合を、平成32年度までに50％以上とすることを
目指す」とされていることから、「年間販売額１億円以上の通年営業の直売所
の割合」を把握するため指標として選定した。
　目標値については、「農林漁業者等による農林漁業及び関連事業の総合
化並びに地域の農林水産物の利用の促進に関する基本方針」に掲げられた
内容に基づいて設定した。
　年度ごとの目標値については、上記基本方針において、途中段階の目標
設定がされていないことから、設定は行わないこととする。

把握の方法
出典：「６次産業化総合調査」（農林水産省大臣官房統計部）
算出方法：通年営業直売所数/年間販売額1億円以上の通年営業直売所数

達成度合いの
判定方法

年間販売額１億円以上の通年営業の直売所の割合について、増減の要因、直売所の売上向上に向けた取組状況や課題への対応状況などを総合的に分析
し、判定する。

ウ
年間販売額１億円以
上の通年営業の直
売所の割合

16% 18年度 50% 2年度
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- - 100億円 150億円 200億円

- - 103億円 116億円 157億円

Ｓ↑-直

　バイオマス活用推進基本計画（平成22年12月17日閣議決定）の変更が、平
成28年９月16日に閣議決定され、変更後のバイオマス活用推進基本計画に
おいて、バイオマスを活用した産業については、「2025年（平成37年）に5,000
億円の市場が形成」されることを掲げているところである。バイオマス活用推
進基本計画に掲げられた農林漁業・農山漁村の活性化や新たな産業の創
出の実現に向け、本施策の効果の実態を把握するためには、バイオマスの
活用により生み出された経済的価値を測ることが重要であることから、測定指
標を「バイオマス産業都市における産業規模」に変更することとした。
　目標値については、バイオマス産業の規模におけるバイオマス産業都市の
寄与の度合いを、市町村バイオマス活用推進計画の策定目標と、その内数と
してのバイオマス産業都市の選定目標より推計し、バイオマス産業都市にお
ける産業規模を設定した。また、平成29年度から令和７年度までの目標値の
設定に当たっては、毎年度、一定数程度増加するものとして設定した。

把握の方法

調査手法：バイオマス産業都市選定地域からの進捗状況報告
作成時期：翌年度6月末
算出方法：バイオマス産業都市構想に位置付けられる各プロジェクトについて、当該年度のバイオマス関連製品の生産量及び発電量を基に市場規模及び経
済波及効果を算出
データの所在：農林水産省食料産業局

達成度合いの
判定方法

達成度合（％）＝（当該年度の実績値）／（当該年度の目標値）×100
A’ランク：150％超、Aランク：90％以上150％以下、Bランク：50%以上90％未満、Cランク：50%未満

エ
バイオマス産業都市
における産業規模

- - 400億円 7年度
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- - - - -

-
186.6
億円

258.2
億円

296.6
億円

371.5
億円

オ

再生可能エネルギー
を活用して地域の農
林漁業の発展を図る
取組を行う地区の再
生可能エネルギー電
気・熱にかかる経済
規模

186.6億円 28年度 600億円 5年度 Ｓ↑-他

　農山漁村には、土地、水、バイオマス等の再生可能エネルギーに利用でき
る資源が豊富に存在しており、これら資源を活用した再生可能エネルギー発
電による収入を地域の農林漁業の発展に活用する多様な取組が、全国各地
で取り組まれているところ。農山漁村再生可能エネルギー法の基本理念に掲
げられた農山漁村の活性化に向け、本施策の効果の実態を把握するために
は、農山漁村において取組を行うことによって生み出される経済的価値を計
ることが重要であるため、「再生可能エネルギーを活用して地域の農林漁業
の発展を図る取組を行う地区の再生可能エネルギー電気・熱にかかる経済
規模」を測定指標として選定した。
　目標値については、現在、地方農政局等を中心に取り組んでいる各種支
援の継続により、過年度の増加ペースの維持を目指すこととし、令和５年度末
時点の経済規模として600億円を設定した。
　長期にわたる戦略的な取組が求められ、必ずしも短期間で効果が現れるも
のではないことから、単年度の目標値は設定していない。

把握の方法

調査手法：法を活用した取組に加え、予算事業を活用した取組における事業実施主体の状況報告や地方農政局等からの聞き取り等により把握する取組地区
の状況から、経済規模を試算。
作成時期：調査翌年度６月
算出方法：聞き取り結果（発電容量と固定価格買取制度における調達価格、供給熱量等）により試算
データの所在：農林水産省食料産業局（固定価格買取制度調達価格については経済産業省公表データを使用）。

達成度合いの
判定方法

評価に当たっては、各年度ごとの新規取組数を基本としつつ、農山漁村における再生可能エネルギー導入の検討状況等を総合的に分析し、判定する。
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10都道府県 20都道府県 29都道府県 38都道府県 47都道府県

10都道府県 21都道府県 34都道府県 36都道府県 39都道府県
カ

地理的表示が登録さ
れている都道府県の
数

0都道府県 26年度 47都道府県 元年度 Ｓ↑-直

　地理的表示保護制度は、気候や風土、地域で長年育まれた特別な生産方
法によって、高い品質や評価を獲得するに至った産品の名称である「地理的
表示」を知的財産として保護する、日本ではこれまでにない新しい制度であ
るため、広く制度周知を図り、都道府県等の自治体とも連携し、全国での活
用を促すことが喫緊の課題である。このため、地理的表示が全都道府県で登
録されることを目標とし、その達成状況を計る測定指標として選定した。
　目標値については、まずはリーディングケースとしての実績を作ることによ
り、これを契機として更なる申請、制度の活用の拡大が期待できることから、５
年間で全都道府県において少なくとも１登録されることとして設定した。
　年度毎の目標値については、毎年度、一定割合で増加するものとして設定
した。

把握の方法
調査手法：特定農林水産物等登録簿により把握
作成時期：調査年度末
データの所在：農林水産省食料産業局

達成度合いの
判定方法

達成度合（％）＝地理的表示が登録されている都道府県数/年度毎目標値
A’ランク：150％超、Aランク：90％以上150％以下、Bランク：50％以上90％未満、Cランク：50％未満
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基準
年度

目標
年度

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

70件 155件 1,000件 1,000件 1,000件

166件 518件 1,077件 1,124件 1,099件

把握の方法

調査手法：事業者からの聞き取り
作成時期：調査年度末
算出方法：事業者からの聞き取りを農林水産省にて集計
データの所在：農林水産省食料産業局

達成度合いの
判定方法

達成度合（％）＝（当該年度の実績値）／（当該年度の目標値）×100
Ａ'ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

ア
食品関連事業者(注３)と
農業者の連携に向
けての商談件数

518件 28年度 1,000件 各年度 F↑-直

　農業の経営の発展とともに、食品産業全体の経営の発展のためには、農業
者と食品関連事業者との連携により、新たなそして安定的な食材の利用促進
を図る必要がある。このため、農業者と食品関連事業者の連携の結びつきを
拡げるため、産地懇談会等の開催により、積極的な取組を促すきっかけや環
境づくりに取り組んでいることから、「食品関連事業者と農業者の連携に向け
ての商談件数」を測定指標として選定している。
　目標値については、対象事業における過去の実績より、マッチングから商
談まで進む割合を約1５％と想定しており、平成29年度に対象事業を拡充し
たため、平成29年度から令和２年度までの各年度の目標値については、事
業実施主体（４事業者）の計画から産地及び都市部懇談会によるマッチング
総数を推計し、そのうち商談まで進む件数を1,000件として設定した。

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

施策（２） 食品産業の競争力の強化

施策の目指すべき姿
【目標設定の考え方根拠】

　食品産業は、消費者ニーズに対応した食品を安定的に供給するという役割を担うとともに、国内農業とも深く結び付いた地域の主要産業の一つとして地方創生に欠かせない存在
であることから、輸入食品との競争が激化する中で、高齢化の進展や人口減少、女性の社会進出等による市場環境の変化に的確に対応し、引き続き食品産業がその役割を十分
に発揮していくことができるよう、中小規模の事業者も含め食品産業全体の競争力の強化に向けた取組を促進する必要がある。
　このため、食品産業事業者が、食をめぐる様々な環境変化等を的確に捉え、リスクの伴う新たな分野への進出等に積極的にチャレンジする取組を後押しするべく、医福食農連携
による食品産業事業者等の参入を促す。また、食品流通の各段階における効率化や機能の高度化等を推進する。更に、食品産業の持続的な発展に向け、環境問題への取組を
始め、高齢化や人口減少等の影響により食料入手が困難となっている消費者が存在する地域への対策など社会的課題への対応のための取組等を推進する。

目標①
【達成すべき目標】

新たな市場を創出するための環境づくりの推進
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85.0% 85.0% 85.0% 85.0% 85.0%

85.5% 82.8% 86.2% 88.7% 87.2%

Ｓ=-直

　「高齢化や人口減少等の影響により食料の入手が困難となっている消費者
が存在する地域において、移動販売や宅配サービスの展開など、食品産業
事業者等による地域の関係者等と連携した取組を推進する。」という基本計
画上の施策の達成度合を総合的に評価するため、「食料の入手が困難と
なっている消費者への対策を必要としている市町村のうち、市町村又は民間
事業者が対策を実施している市町村数の割合」を測定指標として選定した。
　目標値については、農林水産省では、この問題が顕在化した平成20年度
から施策を実施しているが、平成23年度から実施している市町村アンケート
の結果を見ると、市町村又は民間事業者が対策を実施している市町村数は
着実に増加している一方、高齢化や人口減少の深刻化に伴い、対策を必要
とする市町村数も増加しているため、その実施割合は平均85％程度で推移
している状況であることから、今後も高齢化や人口減少等により対策を必要と
する市町村数の増加が想定される中で、市町村又は民間事業者が対策を実
施している市町村数の増加を施策により維持することとして設定した。

把握の方法

調査手法：全市町村（東京23区含む）に対してアンケート調査
作成時期：11月からアンケートを実施し、３月までに集計
算出方法：市町村又は民間事業者が対策を実施していると回答した市町村数/対策を必要としている市町村数
データの所在：農林水産省食料産業局、アンケート調査結果をホームページで公表　http://www.maff.go.jp/j/shokusan/eat/access_genjo.html#enquete

達成度合いの
判定方法

達成度合（％）＝（当該年度の実績値）／（当該年度の目標値）×100
Ａ’ランク：150％超、Ａランク：90％以上110％以下、Ｂランク：80％以上90％未満、Ｃランク：80％未満

イ

食料の入手が困難と
なっている消費者へ
の対策を必要として
いる市町村のうち、
市町村又は民間事
業者が対策を実施し
ている市町村数の割
合

83.6% 26年度 85.0% 各年度
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基準
年度

目標
年度

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

- - - 11.63% 11.51%

- - 12.56% 14%

令和３
年３月
把握
予定

F↓-差

　卸売市場を含む食品流通構造の効率化を測定するため、次の理由により、
「飲食料品卸売業における売上高に占める経費の割合」を測定指標として選
定した。
①食品流通においては、消費者ニーズの変化や人手不足、情報通信技術
の発達等の変化を踏まえつつコスト削減や付加価値向上などの取組を推進
することが必要であり、今後、改正卸売市場法及び食品等の流通の合理化
及び取引の適正化に関する法律の成立（第196回通常国会）を踏まえ、１．物
流の効率化、2．情報通信技術等の活用、３．鮮度保持等の品質・衛生管理、
４．国内外の需要への対応等の施策を進めていくこととしている。
②施策の成果としては、営業利益（＝売上総利益－経費）の規模により測定
することも考えられるが、売上総利益（＝粗利益＝売上高－売上原価）は外
部要因の影響等による変動幅が大きく、施策の効果を的確に表現できないこ
とが考えられる。
③一方、経費は食品流通の各段階における効率化の取組が反映される経費
であり、売上高に対する割合を見ることで流通構造の合理化の進展が把握で
きる。
　目標年次については、改正卸売市場法の改正が公布（平成30年６月22日）
から2年を超えない範囲内で施行されること、かつ、施行後５年を目処に、改
正後の法律の規定について必要な見直しを行うこととしていることから、平成
36年度と設定した。
　目標値については、①本法律が成立した平成30年度までは既存の施策を
もって基準年度（平成28年度）実績値の現状の維持を図り、②平成31年度以
降は、本法律に基づく物流の効率化、情報通信技術等の活用等、卸売市場
を含めた食品流通の合理化の進展を見込み、目標年度（平成36年度）まで
毎年の割合が直線的に減少（0.1ポイントずつ減少）するものとして目標値を
設定（11.0％）とした。

把握の方法
出典：中小企業実態基本調査（経済産業省中小企業庁）
公表時期：調査年度末
算出方法：飲食料品卸売業の経費/飲食料品卸売業の売上高

達成度合いの
判定方法

達成度合（％）＝（当該年度の実績値－基準値）／（当該年度の目標値－基準値）×100
A’ランク150％超、Aランク：90％以上150％以下、Bランク：50%以上90%未満、Cランク：50%未満
ただし30年度については、既存の施策の展開状況も含めて総合的に判断する。

ア
飲食料品卸売業に
おける売上高に占め
る経費の割合

11.63% 28年度 11.00% ６年度

目標②
【達成すべき目標】

食品流通の効率化及び高度化等

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値
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- - - - -

- - - 18.4% 24.3%

Ｓ↑-他

　　卸売市場を含めた食品流通の合理化等を促進し、生産者・消費者双方の
メリット向上のための食品流通構造の実現に向けた制度の構築が求められて
おり、卸売市場における鮮度保持及び付加価値の向上の観点からも、低温
管理によるコールドチェーンを整備することは重要であることから、生鮮食料
品の品質・衛生管理の高度化に関する施策の効果を測るため、「中央卸売市
場における青果・水産物の低温卸売市場の整備率」を測定指標とした。
　目標年次については、①改正後の食品等の流通の合理化及び取引の適
正化に関する法律は平成30年10月に、改正卸売市場法は令和２年６月に施
行すること、かつ、改正卸売市場法の施行後5年を目処に、改正後の法律の
規定について必要な見直しを行うこととしていることに加え、②低温卸売市場
の整備には、規模によっては５～７年程度を要することから、改法に基づく施
策等による低温卸売場の整備の促進の効果を測定するための期間を設ける
こととし、令和６年度に設定した。
　目標値については、食品等の流通の合理化及び取引の適正化に関する法
律の施行により、卸売市場において食品等の流通合理化の取組の一環とし
てコールドチェーンの整備等が図られることを見込み、平成28年度までのトレ
ンドから算出した場合の伸び率から倍増した27.5％に設定した。なお、前述
のとおり、低温卸売場の整備には長期間の取組が求められ、短期間での効
果の測定が困難であることから、単年度の目標値は設定していない。

把握の方法
調査手法：農林水産省食料産業局による調査
算出方法：青果・水産物の低温卸売場の面積／青果・水産物の卸売場面積
データの所在：農林水産省食料産業局

達成度合いの
判定方法

中央卸売市場における青果・水産物の低温卸売場の整備率について、増減要因及び卸売市場におけるコールドチェーンの整備に対する支援の状況などを
総合的に分析し、判定する。

イ

中央卸売市場にお
ける青果・水産物の
低温卸売場の整備
率

17.8% 28年度 27.5% ６年度
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- - - 701億円 704億円

- 695億円 684億円 660億円 628億円

F↑-差

　　卸売市場の健全性を測定するため、次の理由により、「1中央卸売市場当
たりの取扱金額」を測定指標として選定した。
　①生鮮食料品等の安定的かつ効率的な流通の確保には、卸売市場の安
定した経営・運営が不可欠であり、卸売市場の安定的な経営・運営を確保す
る観点からは、卸売業者の営業利益を把握することが重要である。
　②しかしながら、「卸売業者の営業利益」は、外部要因からの影響等による
変動幅が大きく、施策の有効性を評価するに当たっては、適当でないと考え
られる。
　③他方、「１中央卸売市場当たりの取扱金額」は、「卸売業者の営業利益」と
相関関係にある。
　④また、「１中央卸売市場当たりの取扱金額」は、変動幅が「卸売業者の営
業利益」と比較して小さく、更に卸売市場法に基づく調査であることにより、結
果をより迅速に把握できる等の利点がある。
目標値については、
①　卸売市場制度に基づき、中央卸売市場の再編及び機能強化のための施
設整備等が進められたことにより、「１中央卸売市場当たりの取扱金額」は近
年増加傾向にあり、平成26年度に設定した当該指標の目標値（平成32年度
までに632億円）を達成したこと、
②　改正した「卸売市場法」及び「食品等の流通の合理化及び取引の適正化
に関する法律」が施行となることにより、卸売市場を活性化するとともに、食品
等の新たな需要の開拓や付加価値の向上を促進すること、さらに、市場外取
引についても取り込むことが可能となること、
を踏まえ、平成30年度に当該指標の見直しを行い、平成28年度までのトレン
ドから算出した場合の伸び率から倍増した取扱金額（719億円（税込み））に
上方修正した。
　目標年次については、改正卸売市場法が令和２年６月に施行となること、か
つ、法律の施行後５年を目処に、改正後の法律の規定について必要な見直
しを行うこととしていることから、令和６年度と設定した。

把握の方法

調査手法：農林水産省食料産業局による調査
算出方法：中央卸売市場の取扱金額／中央卸売市場数
※ただし取扱数量及び経営の安定した中央卸売市場について連続性のあるデータを測る観点から、一部の取扱品目を地方卸売市場に転換した市場は除く。
データの所在：農林水産省食料産業局

達成度合いの
判定方法

達成度合（％）＝（当該年度の実績値－基準値）／（当該年度の目標値－基準値）×100
A’ランク150％超、Aランク：90％以上150％以下、Bランク：50%以上90%未満、Cランク：50%未満

ウ
１中央卸売市場当た
りの取扱金額

695億円 28年度 719億円 6年度
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基準
年度

目標
年度

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

- - - - -

357
万トン

352
万トン

328
万トン

令和3年
4月頃把
握予定

F↓-他

　食品ロスの問題については、国連の持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）に具体
的な目標（ターゲット）が定められる等、国内外の関心が高まる中、我が国の
食品産業においても、これまで以上の取組の推進が求められているところ。こ
のような状況等を踏まえ、食料・農業・農村政策審議会等での議論を経て、
令和元年に食品リサイクル法の基本方針を策定し、事業系食品ロス量を2000
年度比で2030年までに半減する目標を新たに設定したことから、これを測定
指標として選定した。
　目標値については、食品リサイクル法の基本方針と合わせ、平成12年度比
で令和12年度までに半減とした。
　なお、家庭系食品ロス量の目標についても、平成12年度比で令和12年度ま
でに半減とする目標が設定されているところ。
　目標達成に向けては、業界横断的な長期にわたる戦略的な取組が求めら
れ、必ずしも短期間で効果が現れるものではないことから、単年度の目標値
は設定していない。

把握の方法
食品リサイクル法に基づく定期報告、食品循環資源の再生利用等実態調査（農林水産省大臣官房統計部）、食品関連事業者における食品廃棄物等の可食
部・不可食部の量の把握等調査から算出。

達成度合いの
判定方法

評価に当たっては、事業系食品ロス量を基本としつつ、食品の生産・流通・消費に関する情勢の変化等食品ロスの発生要因を総合的に分析し、判定する。

ア 事業系食品ロス量

547
万トン

平成
12年度

（2000年度）

273
万トン

令和
12年度

（2030年度）

目標③
【達成すべき目標】

食品産業における生産性向上及び環境問題等の社会的な課題への取組の推進

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値
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- - - - -

- 4.4% -6.2% -9.1%
-2.7%
（暫定
値）

- - - - -

- 2.6% 6.4% -5.0%
９月に
確定

Ｓ↑-他

　「未来投資戦略2017」（平成29年6月9日閣議決定）において、製造業全体
の労働生産性について年間2％（平成25年～平成27年の平均1.4％）を上回
る向上を目指すことが決定されたため、「食品製造業の労働生産性の伸び
率」を測定指標として選定した。
　目標値については平成30年4月6日に公表した「食品産業戦略」において
「2020年代の労働生産性3割増」を提案。遅くとも2029年までに労働生産性を
30％向上させるためには、毎年、労働生産性を3.0％ずつ向上させていく必
要。
　こうした考えの下、食品製造業の労働生産性の伸び率を2021年度（令和３
年度）までに年3.0％向上させることを目標値として設定。
　年度毎の目標値については、「未来投資戦略2017」において、途中段階の
目標設定がされていないことから、設定は行わないこととする。

把握の方法
出典：「法人企業統計」（財務省）
作成時期：調査翌年度９月
算出方法：目標年度の労働生産性/前年度の労働生産性（労働生産性＝付加価値額／(役員数＋従業員数））

達成度合いの
判定方法

当該統計に基づく計算値（目標年度の対前年伸び率）等を総合的に分析し判定する。

ウ
食品製造業の労働
生産性の伸び率

2.6% 28年度 3.0% 3年度

Ｓ↑-他

　「サービス産業チャレンジプログラム」（平成27年4月15日日本経済再生本
部決定）において、サービス産業全体の労働生産性の伸び率が、平成32年
までに2.0%（平成25年：0.8％）となることを目指すことが決定されたため、「飲
食サービス業の労働生産性の伸び率」を測定指標として選定した。
　目標値は、サービス産業全体の目標値2％をもとに、その数値を上回る3％
を設定した。
　年度ごとの目標値については、「サービス産業チャレンジプログラム」におい
て、途中段階の目標設定がされていないことから、設定は行わないこととす
る。

把握の方法
出典：法人企業統計（財務省）
公表時期：調査翌年度９月
算出方法：直近３カ年の年間平均労働生産性変化率

達成度合いの
判定方法

当該統計に基づく計算値（直近3カ年の年間平均労働生産性変化率）、研修会・交流会の参加事業者数、消費者物価指数、市場動向等を総合的に分析し、
判定する。

イ
飲食サービス業の労
働生産性の伸び率

- - 3.0% 2年度
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28年度
[百万円]

29年度
[百万円]

30年度
[百万円]

(1)
卸売市場法
（昭和46年）

- - -

（１）-①-ア
（2）-②-ア
（2）-②-イ
（2）-②-ウ

-

(2)

エネルギーの使用の
合理化等に関する法
律
（昭和54年）

- - - （１）-①-ア -

(3)
特定農産加工業経
営改善臨時措置法
（平成元年）

- - - （１）-①-ア -

(4)

食品等の流通の合
理化及び取引の適
正化に関する法律
（平成３年、平成31年
改正）

- - -
（１）-①-ア
（2）-①-イ -

(5)

容器包装に係る分別
収集及び再商品化
の促進等に関する法
律
（平成７年）

- - - （１）-①-ア -

(6)
中心市街地の活性
化に関する法律
（平成10年）

- - - （１）-①-ア -

(7)
種苗法
（平成10年）

- - - （１）-①-ア -

-

　生鮮食料品等の取引の適正化とその生産及び流通の円滑化を図るため、中央卸売市場整備計画に基づ
き開設者が行う施設整備に対する支援等を通じて卸売市場の整備を促進するとともに、卸売業者等に対す
る指導監督により卸売市場の適正かつ健全な運営を確保する。
　この法律の適正な執行により市場施設の計画的な整備が進むとともに、卸売市場の適正かつ健全な運営
が確保されることにより、卸売市場の機能強化が図られ、６次産業化等の取組の質の向上と市場規模の拡大
及び食品流通の効率化及び高度化等に寄与する。

-

　農林漁業及び食品流通業の成長発展と一般消費者の利益のため、食品等流通の合理化を図る取組に関
する計画に対して国が認定を行い、この計画の実施に必要な出資、融資その他の支援措置を講ずる。
　この法律の適正な執行により、食品等流通事業者の創意工夫をいかした取組を広く支援することで、流通
の効率化など食品流通の合理化に寄与する。

-
　工場等におけるエネルギー使用の合理化等を推進する。
　この法律の適正な執行により、食品産業における環境問題等の社会的な課題への取組の推進が図られ、
食品関連企業としての社会的責任に関する取組の強化に寄与する。

-
　特定農産加工業者等の経営の改善を促進するための金融措置等の支援をする。
　この法律の適正な執行により、農業及び農産加工業が健全に発展し、６次産業化等の取組の質の向上と
市場規模の拡大に寄与する。

-

　国民生活の向上及び国民経済の健全な発展のため、市町村が作成する中心市街地の都市機能の増進
及び経済活力の向上を総合的かつ一体的に推進するための基本的な計画に対して国が認定を行い、この
計画の実施に必要な金融その他の支援をする。
　この法律の適正な執行により、消費者の食品に関する購買の利便を確保するとともに、地域の中小食品小
売業の発展を通じて、６次産業化等の取組の質の向上と市場規模の拡大に寄与する。

-
　容器包装廃棄物の減量及びリサイクルの推進をする。
　この法律の適正な執行により、食品産業における環境問題等の社会的な課題への取組の推進が図られ、
食品関連企業としての社会的責任に関する取組の強化に寄与する。

-
　新品種の保護のための品種登録に関する制度、指定種苗の表示に関する規制等について定める。
　この法律の適正な執行により、品種の育成の振興と種苗の流通の適正化が図られ、６次産業化等の取組
の質の向上と市場規模の拡大に寄与する。

政策手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
元年度

当初予算額
[百万円]

関連す
る

指標
政策手段の概要等

平成31
年度行
政事業
レビュー
事業番
号
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(8)
地球温暖化対策の
推進に関する法律
（平成11年）

- - - （１）-①-ア -

(9)

中小企業等経営強
化法（中小企業の新
たな事業活動の促進
に関する法律）
（平成11年、平成28
年改正）

- - - （１）-①-ア -

(10)

食品循環資源の再
生利用等の促進に
関する法律
（平成13年）

- - -
（１）-①-ア
（2）-③-ア -

(11)

流通業務の総合化
及び効率化の促進
に関する法律
（平成17年）

- - - （１）-①-ア -

(12)

中小企業による地域
産業資源を活用した
事業活動の促進に
関する法律（中小企
業地域資源活用促
進法）
（平成19年）

- - - （１）-①-ア -

(13)

中小企業者と農林漁
業者との連携による
事業活動の促進に
関する法律（農商工
等連携促進法）
（平成20年）

- - -
（１）-①-ア
（１）-①-イ
（2）-①-ア

-

(14)

農林漁業有機物資
源のバイオ燃料の原
材料としての利用の
促進に関する法律
（平成20年）

- - -
（１）-①-ア
（１）-①-エ -

-

　農林漁業者と食品産業等の中小企業者の連携による新事業の展開を支援する。
　この法律の適正な執行により、中小企業者の経営の向上及び農林漁業者の経営の改善が図られ、６次産
業化等の取組の質の向上と市場規模の拡大及び新たな市場を創出するための環境づくりの推進に寄与す
る。

-
　物流コストの削減や環境負荷の低減等を図る事業に対して、その計画の認定、金融措置等の支援をする。
　この法律の適正な執行により、効率的で環境負荷の小さい物流の実現が図られることになり、６次産業化
等の取組の質の向上と市場規模の拡大に寄与する。

-
　食品関連事業者に対して食品廃棄物の排出抑制と食品循環資源の再生利用の推進をする。
　この法律の適正な執行により、食品産業における環境問題等の社会的な課題への取組の推進が図られ、
食品関連企業としての社会的責任に関する取組の強化に寄与する。

-

　労働力人口の減少や企業間の国際的な競争の活発化等の下での中小企業・小規模事業者・中堅企業の
経営の強化を図るため、「中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律（平成11年３月31日法律第18
号）」を改正し、事業分野ごとに新たに経営力向上のための取組等について示した指針を主務大臣におい
て策定するとともに、経営力向上計画の認定を受けた中小企業・小規模事業者等に、設備投資に係る税制
特例や金融支援等の措置を講ずる。
　この法律の適正な執行により、中小企業・小規模事業者等の経営力の向上につながり、６次産業化等の取
組の質の向上と市場規模の拡大に寄与する。

-
　地球温暖化対策計画の策定等により温室効果ガス排出抑制を促進する。
　この法律の適正な執行により、食品産業における環境問題等の社会的な課題への取組の推進が図られ、
食品関連企業としての社会的責任に関する取組の強化に寄与する。

-

　各地域の「強み」である産地の技術、地域の農林水産品、観光資源等の地域資源を活用して新商品開発
等を行う中小企業に対して、金融措置等の支援をする。
　この法律の適正な執行により、新商品の開発等が図られ、６次産業化等の取組の質の向上と市場規模の
拡大に寄与する。

-

　原材料生産者と燃料製造業者が連携した取組に関する計画及び研究開発に関する計画を国が認定する
制度を創設するとともに、これら計画の実施に対し、税制や金融上の支援措置をする。
　この法律の適正な執行により、バイオ燃料の製造・利用の拡大が図られ、農村に由来する資源を活用した
新産業の創出に寄与する。
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(15)

地域資源を活用した
農林漁業者等による
新事業の創出等及
び地域の農林水産
物の利用促進に関
する法律(六次産業
化・地産地消法)
（平成22年）

- - -
（１）-①-ア
（１）-①-イ
（１）-①-ウ

-

(16)

電気事業者による再
生可能エネルギー電
気の調達に関する特
別措置法
（平成23年）

- - -
（１）-①-ア
（１）-①-オ -

(17)

株式会社農林漁業
成長産業化支援機
構法
(平成24年)

- - -
（１）-①-ア
（１）-①-イ
（１）-①-ウ

-

(18)
産業競争力強化法
（平成25年）

- - - （１）-①-ア -

(19)

農林漁業の健全な
発展と調和のとれた
再生可能エネルギー
電気の発電の促進
に関する法律
（平成25年）

- - -
（１）-①-ア
（１）-①-オ -

(20)

特定農林水産物等
の名称の保護に関
する法律（地理的表
示法）
（平成27年、平成28
年、平成30年改正）

- - -
（１）-①-ア
（１）-①-カ -

(21)
農業競争力強化支
援法
（平成29年）

- - -

（１）-①-ア
（１）-①-ウ
（2）-②-ア
（2）-②-イ
（2）-②-ウ

-

-

　農山漁村において農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー電気の発電を促進するた
め、農林地等の利用調整を適切に行うとともに、再生可能エネルギー発電の導入と併せて地域の農林漁業
の健全な発展に資する取組を促進する。
　この法律の適正な執行により、エネルギー供給設備の導入促進が図られ、６次産業化等の取組の質の向
上と市場規模の拡大に寄与する。

-
　「良質かつ低廉な農業資材の供給」及び「農産物流通・加工の合理化」を実現するために、農産物流通・
加工事業の事業再編等を促進するための措置を講ずること等により、農林水産物・食品の輸出促進に寄与
する。

-

　再生可能エネルギー源（太陽光、風力、水力、地熱、バイオマス）を用いて発電された電気を、一定の期
間・価格で電気事業者が買い取ることを義務付ける。
　この法律の適正な執行によりエネルギー供給設備の導入促進が図られ、６次産業化等の取組の質の向上
と市場規模の拡大に寄与する。

-

　経営資源の有効活用を通じ、産業の生産性向上を図るため、強化法に基づく計画の認定を受けた事業者
に対して、税制、融資、債務保証、会社法の特例などの支援措置をする。
　この法律の適正な執行により、事業者の生産性が向上し、６次産業化等の取組の質の向上と市場規模の
拡大に寄与する。

-

　地域で育まれた伝統と特性を有する農林水産物・食品等のうち、品質や社会的評価等の確立した特性が
産地と結び付いている産品の名称を、知的財産として国に登録し、国がその名称を保護する地理的表示保
護制度について定める。
　この法律の適正な執行により、特定農林水産物等の生産業者の利益の保護を図り、６次産業化等の取組
の質の向上と市場規模の拡大に寄与する。

-

　農林漁業者等による農林漁業の６次産業化を促進するため、農林漁業者等が農林水産物等の生産及び
その加工又は販売を一体的に行う取組に関する計画並びに当該取組に資する研究開発及びその成果の
利用に関する計画に対して国が認定を行い、これらの計画の実施に必要な金融その他の支援措置をする。
　この法律の適正な執行により、新たに６次産業化に取り組む際の農林漁業者等の負担が軽減され、６次産
業化等の取組の質の向上と市場規模の拡大に寄与する。

-
　農林漁業者が主体となって新たな事業分野を開拓する事業活動等に対し出融資や経営支援を行う枠組
みを定める。
　この法律の適正な執行により、６次産業化等の取組の質の向上と市場規模の拡大に寄与する。
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(22)
日本農林規格等に
関する法律
（平成29年）

- - - （１）-①-ア -

(23)

持続可能な循環資
源活用総合対策事
業
（平成30年度）
(主)
（関連:元-⑫,⑮）

240
(212)

224
(194)

167
(153)

（１）-①-ア
（１）-①-オ
（2）-③-ア

0012

(24)

６次産業化サポート
事業
（平成26年度）
（主）
（関連：元-⑮）

369
(352)

379
(356)

753
(683)

（１）-①-ア
（１）-①-イ
（１）-①-ウ
（2）-①-ア

0014

(25)

食料産業・6次産業
化交付金
（平成30年度）
（主）
（関連：元-②,⑮)

- -

1,634
の内数
(1,463

の内数 )

（１）-①-ア
（１）-①-イ
（１）-①-ウ
(１)-①-エ
(1)-①-オ
（2）-③-ア

0017

(26)

食品流通合理化促
進事業
（平成30年度）
（主）
（関連:元-④）

- -
335

（297）

（１）-①-ア
（2）-②-ア
（2）-②-イ
（2）-②-ウ

0018

(27)

食品産業イノベー
ション推進事業
（平成30年度）
（主）
（関連:元-④）

- -
86

(85)
（１）-①-ア 0019

99

　食品産業における環境問題等の社会的な課題への取組を推進し、食品関連企業の食品ロス削減の取組
の強化を図るとともに、市町村や農林漁業者の組織する団体等が地域循環資源を活用し、農山漁村の持続
可能な発展を目指すことにより、農山漁村の活性化を促進する。
　このことにより、食品関連企業としての社会的責任に関する取組の強化されるとともに、６次産業化等の取
組の質の向上と市場規模の拡大に寄与する。

107
　ICT、ロボット、AI技術等のモデル実証や、食品事業者の生産性向上に対する意識改革を目的とした研修
会の開催、先進・優良事例等調査の取組を支援する。
この支援措置により、食品産業におけるイノベーションを創出するとともに、生産性向上の推進に寄与する。

-

　日本農林規格（ＪＡＳ）の制定、適正な認証及び試験等の実施を確保する。
　これにより、農林物資の品質の改善並びに生産、販売その他の取扱いの合理化及び高度化並びに農林
物資に関する取引の円滑化及び一般消費者の合理的な選択の機会の拡大を図ることを通じて、６次産業化
等の取組の質の向上と市場規模の拡大に寄与する。

700

　６次産業化に取り組む農林漁業者等の支援体制の整備、６次産業化ネットワーク活動の全国的な推進に
向けた優良事例の収集・提供及び啓発セミナーの開催等を支援する。
　この支援措置により、６次産業化等の取組の面的な拡大を図り、６次産業化等の取組の質の向上と市場規
模の拡大に寄与する。

1,478
の内数

　農林漁業体験を経験した国民を増やすとの目標の達成に向けて、農林漁業体験を広く普及させる取組、
新たに農林漁業体験を経験する国民の増加につなげる。栄養バランスに配慮した食生活を実践する国民を
増やすとの目標の達成に向けて、食育推進リーダーによる普及啓発、情報提供、地域食文化の継承に向け
た調理体験の実施等の取組を支援する。
　農林漁業者と多様な業種の事業者が参画するネットワークを構築して取り組む新商品開発や販路開拓、
加工・販売施設の整備等を支援する。
　地域主導で再生可能エネルギーを供給する取組の推進、バイオマス産業を軸とした環境に優しく災害に
強いまち・むらづくりを目指すバイオマス産業都市の構築を支援する。

　これらの支援措置により、６次産業化等の取組の面的な拡大を図り、６次産業化等の取組の質の向上と市
場規模の拡大に寄与する。

278
　流通事業者によるサプライチェーンを活用した輸出拠点構築などの流通合理化を促進するほか、トラック
の確保が困難となるなかで物流の効率化等により輸送手段の安定的な確保を図ることで、ネット通販等の新
たな販路の拡大にも資するなど、６次産業化の市場規模の拡大に寄与する。
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(28)

輸出環境整備推進
事業
（平成27年度）
（関連:元-④）

293
(256)

267
(238)

565
(359)

（１）-①-ア 0020

(29)

地理的表示保護制
度活用総合推進事
業
（平成28年度）
（関連:元-④）

174
(161)

174
(166)

172
（152）

（１）-①-ア
（１）-①-カ 0021

(30)

日本発食品安全管
理規格策定推進事
業
（平成28年度）
（関連:元-④）

90
(85)

100
(100)

91
(91)

（１）-①-ア 0022

(31)

食によるインバウンド
対応推進事業
（平成28年度）
（関連:元-④）

70
(69)

70
(70)

52
(48)

（１）-①-ア 0023

(32)

植物品種等海外流
出防止総合対策事
業
（平成29年度）
（関連:元-④）

-
83

(69)
95

（90）
（１）-①-ア 0025

(33)

新たな種類のＪＡＳ規
格調査委託事業
（平成29年度）
（関連:元-④）

-
45

(37)
41

(40)
（１）-①-ア 002647

　市場のボーダーレス化に対応できるよう、国際化を見据え、我が国産品・事業者の強みをアピールできるＪ
ＡＳ規格を制定し、規格・認証を戦略的に制定・活用することで、食品産業・農林水産業の競争力強化を図
るとともに、官民一体となった農林水産物・食品の輸出促進に寄与する。

77

　国内の食品市場が今後量的に縮小すると見込まれる一方で、世界の食品市場は大きく拡大する見通しの
中、HACCPの導入を進めつつ、国内の食品安全への取組を向上させ、食品事業者が国内外の市場から適
切に評価され、競争力を向上させる環境を整える必要がある。そのため、国際的に通用する日本発食品安
全管理規格・認証スキーム策定とその国際標準化を推進する取組を支援する。
　この支援措置により、国内の食品安全の向上に寄与するとともに、我が国の「食文化・食産業」の海外展開
が促進され、成長するアジア市場の需要を取り込むことで、６次産業化等の取組の質の向上と市場規模の拡
大に寄与する。

28

　地域の食の魅力を発信する基盤づくりを支援するとともに、訪日外国人に日本の食を楽しんでもらうための
環境整備を推進する。
　この支援措置により、インバウンド需要の増大が日本産食材等の評価を高めるといった好循環の構築を図
り、６次産業化等の取組の質の向上と市場規模の拡大に寄与する。

160

　地理的表示（ＧＩ）の登録申請を支援する窓口の整備、地理的表示保護制度の普及啓発と理解の促進、地
理的表示保護制度等を活用した地域ブランド化とビジネス化の支援、知的財産マネジメントに関する普及活
動と人材育成、海外における知的財産の侵害対策強化等の取組を推進する。
　これらの支援措置により、農山漁村の持つ知的財産としてGI等の地域ブランド産品の価値の十分な評価、
知的財産を活用した収益性向上を目指す取組の一層の強化及び諸外国において第三者が我が国の地名
を冠した商品を販売するといった問題への対応等がなされ、官民一体となった農林水産物・食品の輸出促
進及びＧＩ等の知的財産の保護・活用による農林水産物・食品の高付加価値化に寄与する。

100

　海外における植物新品種の育成者権保護のため、海外出願相談窓口の設置、主な出願先国の海外出願
マニュアルの作成、及び育成者権取得経費を支援する。
　あわせて海外における植物品種保護に必要となる技術的な課題の解決に向けた取り組みを行うとともに、
東アジアにおける品種保護制度の整備・充実をはかるための協力活動を行う。
　これらの支援措置により、海外における植物品種保護のための総合的な対策を推進し、我が国からの優良
品種の海外流失等を防ぐことにより輸出額の増加が図られ、６次産業化等の取組の質の向上と市場規模の
拡大に寄与する。

552

　我が国の農林水産物・食品の輸出を１兆円に拡大させるため、諸外国の輸入規制の緩和・撤廃等の輸出
環境整備のための政府間交渉に必要な情報・データの収集等を行う。また、日本産食品に多く含まれる既
存添加物の使用が米国、EUで認められるためのデータ収集等の支援や米国食品安全強化法に事業者が
対応するための支援を行う。
　これらの支援措置により、世界の食関連市場の獲得に向け、海外における日本産農林水産物・食品の販
路が拡大し、６次産業化等の取組の質の向上と市場規模の拡大に寄与する。
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(34)

輸出増加に向けた販
売促進や需要創出
の強化緊急対策事
業
（平成30年度）
（関連:元-④）

- - - （１）-①-ア 0028

(35)

海外需要創出等支
援対策事業
（平成30年度）
（関連:元-④）

- -
3,439

(3,263)
（１）-①-ア 0029

(36)

輸出環境整備緊急
対策事業
（平成30年度）
（関連:元-④）

- -
2

(0)
（１）-①-ア 0030

(37)

日本産食品の安全
性に関する第三者評
価委託事業
（平成30年度）
（関連:元-④）

- -
14
(0)

（１）-①-ア 0032

(38)

植物品種等海外流
出防止環境整備緊
急対策事業
（平成30年度）
（関連:元-④）

- - - (3)-①-イ 0034

(39)

グローバル産地づく
り緊急対策のうち
GFP前倒し実施と支
援活動増加委託事
業
（平成30年度）
（関連:元-④）

- - - （１）-①-ア 0035

-

　EU向けに、我が国の既存添加物（クチナシ黄色素、クチナシ青色素及びベニコウジ色素）が含まれる日本
産食品を輸出するようにするため、EUの食品衛生管理当局との協議・調整、各種試験に関するデータの取
得・分析並びに申請書類取りまとめ及び申請に必要な取組、EU等の輸出先国が求めるサルモネラ管理計
画等の食品安全に係る検査に必要な取組を支援する。
　この支援措置により、日EU・EPA等の発効で獲得する関税撤廃・削減のメリットを早期に輸出拡大につなげ
るため、輸出障壁に対応する環境整備を加速化し、畜産物及び加工食品の輸出拡大に寄与する。

-

　放射性物質に関する諸外国・地域における日本産農林水産物・食品の輸入規制の撤廃及び緩和の働き
かけについて、規制を継続する国・地域に対し、相手国政府が求める科学的データをタイムリーに提供する
ための取組を支援する。
　この支援措置により、放射性物質に関する最新のデータ等を整理した上で、食品に含まれる放射性物質
のリスク管理に関する専門的知識を持つ有識者による委員会を構成し、日本国内に流通する食品の放射性
物質に関する安全性の評価を実施した上で評価報告書を作成することにより、諸外国に対する働きかけに
寄与する。

-

　戦略的に日本ブランドのＰＲを行い新たな海外マーケットの開拓を推進するとともに、それと連動して、事業
者に対する商談支援による成約の拡大、分野・テーマ毎の重点的な販売促進の強化を図る取組を支援す
る。
　この支援措置により　海外における日本産農林水産物・食品の販路が拡大し、官民一体となった農林水産
物・食品の輸出促進及び食品産業の海外展開の促進に寄与する。

-

　ＧＦＰ登録者のうち輸出診断を希望する生産者等に対し、農林水産省職員、JETRO職員、輸出の専門家
等（他省庁の職員や民間の専門家(商社等)）が現地訪問し、ヒアリング・現地視察を通じて輸出に向けた現
状・課題認識や要望の把握を行う取組を支援する。
　この支援措置により、ＧＦＰ登録者同士の交流を図り深めることによって登録者同士の新たなネットワークの
構築に寄与する。

-

　海外における植物品種の育成者権保護のため、育成者権取得経費を支援する。あわせて海外に出願す
る際に、植物防疫等の問題から、出願先国への栽培試験に供する種苗の送付が困難となり品種登録が進ん
でいない場合があることから、出願先国に種苗提出が可能となるよう、信頼できる海外パートナーを確保する
取組等に係る経費の支援を行う。
　これら支援措置により海外における植物品種保護のための緊急的な対策を推進し、我が国からの優良品
種の海外流出を防ぎ、輸出促進に寄与する。

3,406

　我が国の農林水産物・食品の輸出額を1兆円に拡大させるため、「農林水産業の輸出力強化戦略」等の着
実な実施に向け、戦略的なマーケティングの強化、輸出に取り組む事業者等への商談マッチング、新たな販
路開拓等を支援する。
　この支援措置により、海外における日本産農林水産物・食品の販路が拡大し、官民一体となった農林水産
物・食品の輸出促進及び食品産業の海外展開の促進に寄与する。
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(40)

地理的表示保護制
度緊急対策委託事
業
（平成30年度）
（関連:元-④）

- - - （１）-①-ア 0036

(41)

タイ王国の輸入規制
に対応するための体
制整備実証調査事
業
（平成30年度）
（関連:元-④）

- - - （１）-①-ア 0037

(42)
家畜衛生対策事業
（平成17年度）
（関連：元-④,⑤）

1,479
(1,475)

1,548
(1,492)

1,548
(1,525)

（１）-①-ア 0059

(43)

戦略的監視・診断体
制整備推進事業委
託費
（平成20年度）
（関連：元-④,⑤）

75
(74)

68
(68)

81
(81)

（１）-①-ア 0060

(44)

動物疾病基幹診断
施設のＩＳＯ17025等
外部精度管理支援
事業費
（平成28年度）
我が国のOIE認定施
設活動支援事業
（令和元年度）
（関連：元-④,⑤）

7
(7)

12
(5)

10
(8)

（１）-①-ア 0063

(45)

海外農業・貿易投資
環境調査分析事業
（平成29年度）
（関連：元-④,⑤）

-
354

(314)
719

(673)
（１）-①-ア 0066

(46)

農業競争力強化プロ
グラムの着実な実施
に向けた調査事業
（平成30年度）
（関連:元-⑪）

- -
80

(73)
（１）-①-ア 0194

684
　官民協議会の運営と情報収集･専門的調査、二国間政策対話等の開催、海外進出に取り組む民間企業
への支援を実施し、我が国食産業の海外展開を推進することで、諸外国におけるフードバリューチェーンの
構築を図り、我が国の６次産業化等の取組の質の向上と市場規模の拡大に寄与する。

1,124
　ＢＳＥ検査を確実に実施することで、国際機関であるＯＩＥが認定するＢＳＥリスクステータスを維持し、これに
よって牛肉輸出可能国の新規開拓（維持）を行い、牛肉の輸出額増加が図られ、６次産業化等の取組の質
の向上と市場規模の拡大に寄与する。

88

　本事業により、家畜及び野生動物における家畜の伝染性疾病の監視・診断体制を整備・強化する。これに
より、安全な畜産物の供給体制が強化され、農林水産業・地域の活力創造プランの「動植物検疫等輸出先
国の輸入規制等の緩和・撤廃に向けた取組を加速化」並びに「食料・農業・農村基本計画」の「科学的根拠
に基づき、検疫協議を戦略的に実施」を具体化し、輸出額の増加が図られ、６次産業化等の取組の質の向
上と市場規模の拡大に寄与する。

-

　タイ基準を満たした証明書を取得のための体制整備の実証を行い、タイ基準と同等以上の規格とされた
「タイ向け青果物の選別及び梱包施設に係わるJFS規格」（以下「JFS規格」という。）及びJFS規格のガイドライ
ンに基づき、我が国の製造等施設がタイ基準を満たすために必要な具体的事項を取りまとめた取組マニュ
アルを策定するとともに、梱包容器に係るタイ王国の基準と我が国の基準の差異を分析する取組を支援す
る。
　この支援措置により、タイ王国に対する日本産青果物の輸出の円滑化に寄与する。

10

　本事業により、我が国の動物疾病診断・検査体制の国際的な信頼性が向上し、疾病発生時でも畜産物輸
出が継続できる体制が構築される。これにより、「食料・農業・農村基本計画」の「科学的根拠に基づき、検疫
協議を戦略的に実施」を具体化し、畜産物の輸出可能国を維持・増加することにより輸出額の増加が図ら
れ、６次産業化等の取組の質の向上と市場規模の拡大に寄与する。

-
　日EU・EPAを踏まえたGIの保護対象の拡大に向けた流通等実態調査、EUを始めとする主要輸出先国で
の制度調査等を行うことにより、「総合的なTPP等関連政策大綱」に即するとともに、地理的表示（GI）の相互
保護の促進による我が国農林水産物・食品の輸出拡大を図る。

81

　農業競争力強化プログラムや農業競争力強化支援法に基づく施策について、その実施状況や効果を把
握するとともに、施策推進上の新たな課題を抽出するため、国内外における農業資材の価格や農畜産物の
流通実態等を調査。
　農産物流通等の合理化の実現に向けた施策の推進を図るために必要な調査を行うものもあり、６次産業化
等の取組の質の向上と市場規模の拡大に寄与する。
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(47)

農山漁村振興交付
金
（平成28年度）
（関連：元-⑦,⑧,⑫,
⑭,⑮,⑯,⑰,⑱,
⑲,㉒）

7,326
の内数
(7,011

の内数)

8,602
の内数
(7,886

の内数)

9,524
の内数
（7,282

の内数）

(１)-①-ア
(2)-①-ア
(2)-①-イ

0204

(48)

小水力等再生可能
エネルギー導入支援
事業
（平成29年度）
（関連：30-⑫,⑭,⑮）

-
255

(247)
202

(202)
(1)-①-ｵ 0206

(49)

食品の品質・安全管
理サポート事業
（令和元年度）
（関連:元-①）

- - -
（2）-②-ア
（2）-②-イ
（2）-②-ウ

新31-0002

(50)

グローバル産地づく
り推進事業
（令和元年度）
（関連：元-④）

- - - （１）-①-ア 新31-0003

(51)

農林水産業における
データ保護・利活用
推進委託事業
（令和元年度）
（関連:元-④）

- - - （１）-①-ア 新31-0004

153

　海外市場のニーズ、需要に応じたロットの確保、相手国の求める農薬規制・衛生管理に対応した生産・加
工体制を構築するためのグローバル産地計画の策定及び計画の実施体制の構築、事業効果の検証・改
善、本事業の趣旨氏資する行為等の取組について支援する。
　この支援措置により、海外における日本産農林水産物・食品の販路が拡大し、官民一体となった農林水産
物・食品の輸出促進及び６次産業化の市場規模の拡大、食品産業の海外展開の促進に寄与する。

16

　高品質・高付加価値化や生産性向上を図るため、AI（人工知能）やIoT、ロボット技術等を活用したスマート
農業を推進しているところ、AI技術を利用するソフトウェアの利用段階におけるユーザーとベンダー間の権
利関係の考え方が一般的に整理されておらず、契約トラブル等によりＡＩ農業の開発・利用に支障が生ずる
おそれがあるため、ＡＩの利用に関する権利関係の考え方を整理する。
　また、「スマート水産データベース」（仮称）が構築・稼働されることを踏まえ、将来的に水産業におけるデー
タの保護と利活用を促進するための環境整備する。
　これらにより、官民一体となった農林水産物・食品の輸出促進及び知的財産の保護・活用による農林水産
物・食品の高付加価値化に寄与する。

147
　ICT、ロボット、AI技術等のモデル実証や、食品事業者の生産性向上に対する意識改革を目的とした研修
会の開催、先進・優良事例等調査の取組を支援する。
この支援措置により、食品産業におけるイノベーションを創出するとともに、生産性向上の推進に寄与する。

9,809
の内数

　地域の創意工夫による活動の計画づくりから農業者等を含む地域住民の就業の場の確保、農山漁村にお
ける所得の向上や雇用の増大に結び付ける取組までを総合的に支援することにより、農村に由来する資源
を活用した新産業の創出に寄与する。

-
　農業水利施設を活用した小水力等発電の導入に係る調査設計等の取組を支援する。
　この支援措置により、再生可能エネルギーの活用に向けた取組の促進を図り、再生可能エネルギーの活
用と農業水利施設の維持管理費の軽減を図り、持続的な農業の発展と農村の活性化に寄与する。
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(52)

強い農業づくり交付
金
（平成17年度）
強い農業・担い手づ
くり総合支援交付金
（令和元年度）
（関連：元-④,⑨,⑪,
⑬）

21,582
の内数
(20,170
の内数)

23,594
の内数

（21,345
の内数）

20,353
の内数

（16,756
の内数）

（１）-①-ア
（2）-②-ア
（2）-②-イ
（2）-②-ウ

新31-0006

(53)

農林漁業成長産業
化ファンド
(平成24年度)
（関連：元-⑮）

5,000
[5,000

(資産投
貸付)]

5,000
[4,000

（資産投
出資）

1,000(資
産投貸

付)]

-
（１）-①-ア
（１）-①-イ
（１）-①-ウ

-

(54)
生鮮食料品等小売
業近代化貸付制度
（昭和43年度）

- - - （2）-①-イ -

(55)
新規用途事業等資
金
（昭和60年度）

- - - （１）-①-ア -

(56)
特定農産加工資金
（平成元年度）

- - - （１）-①-ア -

(57)

食品流通改善資金
のうち食品等生産販
売提携型施設
（平成３年度）

- - - （2）-①-イ -

(58)
食品安定供給施設
整備資金
（平成11年度）

- - - （１）-①-ア -

23,241
の内数

　産地における高付加価値化等による販売価格の向上等に向けた取組に必要な産地基幹施設の整備等を
支援。この支援措置により、６次産業化の市場規模の拡大等に寄与する。
　また、卸売市場の機能強化を図るため、中央卸売市場の開設者等が行う卸売場の低温化等の取組に対し
支援する。
　この支援措置により卸売市場において低温化された施設等の整備が促進されることになり、６次産業化等
の取組の質の向上と市場規模の拡大食品流通の効率化及び高度化等に寄与する。

-

　農業及び農産加工業の健全な発展に資するため、特定農産加工業者等の行う経営改善に対する金融措
置（㈱日本政策金融公庫（農林水産事業）の支援をする。
　この支援措置により、特定農産加工業者等が経営改善に必要な施設等を取得することで経営改善が図ら
れ、６次産業化等の取組の質の向上と市場規模の拡大に寄与する。

-

　国産農林水産物の加工の増進を通じ、その消費の拡大を図ることにより、農林漁業の生産力の維持増進
を図るため、特定農林畜水産物を新規用途事業に採用する食品製造業者等に対し金融措置（（㈱日本政
策金融公庫（農林水産事業）からの融資）の支援をする。
　この支援措置により、事業者は低利の資金を手当てすることができ、６次産業化等の取組の質の向上と市
場規模の拡大に寄与する。

-

　株式会社農林漁業成長産業化支援機構を通じて、農林水産物等の特色を活かしつつ、１次産業から２
次・３次産業を通じて消費者までのバューチェーンを築く事業活動に対し、資本の提供と経営支援を一体的
に実施する。
　この支援措置により、６次産業化等の取組の質の向上と市場規模の拡大に寄与する。

-

　食品又は飼料の安定的な国内供給体制等の整備を図るため、食料の安定供給の確保に資する食品又は
飼料製造業者等に対し金融措置（㈱日本政策金融公庫（農林水産事業）からの融資）の支援をする。
　この支援措置により、事業者は低利の資金を手当てすることができ、６次産業化等の取組の質の向上と市
場規模の拡大に寄与する。

-

　国民の消費生活の安定等のため、食品小売業の近代化等に必要な施設の整備に対する金融措置（(株)
日本政策金融公庫（国民生活事業））の支援をする。
　この支援措置により生鮮食料品等の小売業の近代化・合理化が推進されることになり、食品産業の国内生
産額の維持に寄与する。

-

　生産者と食品等販売業者の連携による食品等流通の合理化事業活動に必要な施設の設備に対する金融
措置（(株)日本政策金融公庫（農林水産事業））の支援をする。
　この支援措置により食品等に係る流通の効率化と品質管理の高度化などを促進することになり、６次産業
化等の取組の質の向上と市場規模の拡大に寄与する。
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(59)

食品流通改善資金
のうち食品等生産製
造提携型施設
（平成12年度）

- - - （１）-①-ア -

(60)
農商工等連携促進
法に係る資金
（平成20年度）

- - -
（１）-①-ア
（2）-①-ア -

(61)

６次産業化に係る資
金
（平成22年度）
（関連：元-⑮）

- - -
（１）-①-ア
（１）-①-イ
（１）-①-ウ

-

(62)

試験研究を行った場
合の法人税額等の
特別控除制度
（研究開発税制）
［所得税・法人税：租
税特別措置法第10
条、第42条の４、第
68条の９］
[法人住民税：地方
税法第２３条第１項
第４号、第７２条の２３
第１項、第２９２条第１
項第４号、附則第８
条第１項～第４項]
（昭和42年度）

3,649
(3,367.3)

3,451.1
(2,294.8)

2,413
(９月把握

予定)
（１）-①-ア -

(63)

収用交換等の場合
の譲渡所得等の特
別控除（卸売市場）
［所得税・法人税：租
税特別措置法第33
条の４、第65条の２、
第68条の73］
（昭和46年度）

0
(0)

0
(0)

0
(0)

（１）-①-ア
（2）-②-ア
（2）-②-イ
（2）-②-ウ

-

-

　食品等に係る流通の効率化と品質管理の高度化などを図るため、食品等製造業と農林漁業との連携に資
する事業施設等に対する金融措置（（株）日本政策金融公庫（農林水産事業））の支援をする。
　 この支援措置により、事業者の負担が軽減され、６次産業化等の取組の質の向上と市場規模の拡大に寄
与する。

-

　６次産業化等に取り組む主業農家に対して、生産・加工・販売分野のチャレンジ性のある取組に必要な無
利子の農業改良資金を融通する。
　・農林水産物の生産・流通・加工又は販売に必要な共同利用施設の取得等に対する金融措置（（株）日本
政策金融公庫（農林水産事業））　この支援措置により、農林漁業者等の経営の改善が図られ、６次産業化
等の取組の質の向上と市場規模の拡大に寄与する。

-

　中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動に必要な設備及び長期運転資金や、農林水産物の生
産、流通、加工又は販売に必要な共同利用施設の取得等に対する金融措置（（株）日本政策金融公庫（中
小企業事業等））の支援をする。
　この支援措置により、中小企業者の経営の向上及び農林漁業者の経営の改善が図られ、６次産業化等の
取組の質の向上と市場規模の拡大及び新たな市場を創出するための環境づくりの推進に寄与する。

９月把握予定

　支出した試験研究費を基に算出した一定の金額を、支出した年度の所得税額又は法人税額から控除す
る。
Ⅰ　試験研究費の総額の6～14％（中小企業者等については12～17%）の額を税額控除
Ⅱ　国の研究機関又は大学等と共同もしくは委託して行う試験研究の費用等（特別試験研究費）の20%、25%
又は30％を税額控除
Ⅲ　試験研究費の対売上比率が10％を超えた場合に、売上高の10％を超える試験研究費の額に控除率を
乗じた額を税額控除
　農林水産業及び食品産業の研究開発を促進することにより、農林水産・食品産業の成長力及び国際競争
力の強化に寄与する。

0

　卸売市場の用に供するために土地収用法の規定に基づき収用された場合、収用を受けた者について
5,000万円までの所得の控除又は特別勘定を設け経理し損金に算入する。
　この支援措置により、卸売市場の用に供する土地の取得が促進され、卸売市場の適正な配置が図られる
ことになり、６次産業化等の取組の質の向上と市場規模の拡大及び食品流通の効率化及び高度化等に寄
与する。
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(64)

収用等に伴い代替
資産を取得した場合
の課税の特例（卸売
市場）
［所得税・法人税：租
税特別措置法第33
条、第64条、第68条
の70］
（昭和46年度）

0
(0)

0
(0)

0
(0)

（１）-①-ア
（2）-②-ア
（2）-②-イ
（2）-②-ウ

-

(65)

農業協同組合、中小
企業等協同組合等
が政府の補助又は
農業近代化資金等
の貸付を受けて取得
した、農林漁業者等
の共同利用に供する
施設に対する課税標
準の特例措置（卸売
市場関係）
［不動産取得税：地
方税法附則第11条
第11項］
（昭和46年度）

1
(0)

1
(0)

1
(0)

（１）-①-ア
（2）-②-ア
（2）-②-イ
（2）-②-ウ

-

(66)

農業協同組合、同連
合会、農業組合法人
等が、日本政策金融
公庫（食品流通改善
資金-卸売市場近代
化施設）の貸付を受
けて取得した共同利
用の機械及び装置
についての課税標準
の特例措置
［固定資産税：地方
税法第349条の３第４
項］
（昭和49年度）

1
(0)

1
(0)

1
(0)

（１）-①-ア
（2）-②-ア
（2）-②-イ
（2）-②-ウ

-

0

　卸売市場の用に供するために土地収用法の規定に基づき収用され、譲渡収入により代替資産を取得した
場合、原則として、当該譲渡収入がなかったものとみなす。
　この支援措置により、卸売市場の用に供する土地の取得が促進され、卸売市場の適正な配置が図られる
ことになり、６次産業化等の取組の質の向上と市場規模の拡大及び食品流通の効率化及び高度化等に寄
与する。

1

　卸売市場において事業を行う農業協同組合等が貸付を受けて取得した共同利用の機械及び装置に対す
る課税標準額を３年間、1/2控除する。
　この支援措置により卸売市場の共同利用設備の近代化が図られることになり、６次産業化等の取組の質の
向上と市場規模の拡大及び食品流通の効率化及び高度化等に寄与する。

1

　卸売市場において事業を行う農業協同組合等が取得する共同利用施設に係る課税標準は、貸付又は交
付金額をもとに計算した一定額を価格から控除する。
　この支援措置により卸売市場の共同利用施設の整備の促進が図られることになり、６次産業化等の取組の
質の向上と市場規模の拡大及び食品流通の効率化及び高度化等に寄与する。
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(67)

卸売市場及びその
他機能を補完する一
定の施設に係る事業
所税の非課税措置
［事業所税：地法第
701条の34第3項第
14号］
（昭和50年度）

1,155
(1,155)

1,155
(Ｒ２年３

月把握予
定)

1,155
(Ｒ２年３

月把握予
定)

（１）-①-ア
（2）-②-ア
（2）-②-イ
（2）-②-ウ

-

(68)

特定農産加工業経
営改善臨時措置法
に基づく事業用施設
に係る特例措置
課税標準の軽減措
置
［事業所税：地方税
法附則第33条第5
項］
（平成元年度）

101
(75)

104
(78)

83
（80）

（１）-①-ア -

(69)

公害防止用設備を
取得した場合の特例
措置
課税標準の軽減
［固定資産税：地方
税法附則第15条第2
項第1号］
［事業所税：地方税
法第701条の41第１
項表３］
（平成８年度）

75.9
(81.6)

70
(82.3)

107.5
(119.2)

（１）-①-ア -

(70)

中小企業者等が機
械等を取得した場合
の特別償却制度又
は税額控除制度
（中小企業投資促進
税制）
（食品企業者関係）
［所得税・法人税：措
法第10条の３、第42
条の６、第68条の11］
（平成10年度）

-
117,100
の内数

(88,300)

116,000
の内数

(令和２年
２月頃に
把握予

定)

（１）-①-ア -

1,155
　卸売市場の事業の用に供する施設等に係る事業所税を非課税とする。
　この支援措置により、都市部における卸売市場の税負担が軽減されることになり、６次産業化等の取組の
質の向上と市場規模の拡大及び食品流通の効率化及び高度化等に寄与する。

93.1

　公害防止用設備（汚水又は廃液処理施設、ばい煙の処理施設、産業廃棄物処理施設）を取得した際に、
事業所税について資産割3/4相当額を控除すること、また、汚水又は廃液処理施設に係る固定資産税の課
税標準を1/2を参酌し、1/3以上2/3以下の範囲内で市町村の条例で定める割合とする。
　この支援措置により、食品産業における環境問題等の社会的な課題への取組の促進が図られ、食品関連
企業としての社会的責任に関する取組の強化に寄与する。

115,000
の内数

　取得価格の30％の特別償却又は７％の税額控除（資本金3,000万円以下の法人、個人のみに適用）との
選択。
　適用対象者は、中小企業者、事業協同組合等。
　対象設備の取得価格については以下のとおり。
　　（1）機械及び装置（取得価格が160万円以上）
　　（2）工具（１台の取得価格が120万円以上）
　　（3）一定のソフトウェア（１のソフトウェアの取得価格が70万円以上）
　　（4）車両（3.5㌧以上の普通貨物自動車）
　　（5）内航船舶（すべて（取得価額の75％））
　この支援措置により、中小企業者等（食品企業者関係）の設備投資が促進されることになり、６次産業化等
の取組の質の向上と市場規模の拡大に寄与する。

106

　農業及び農産加工業の健全な発展に資するため、以下のことを実施する。
　資産割 1/4相当額を控除
　この支援措置により、特定農産加工業者等が経営改善に必要な機械等を取得することで経営改善が図ら
れ、６次産業化等の取組の質の向上と市場規模の拡大を通じて、多様な地域資源の積極的活用による雇用
と所得の創出に寄与する。
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(71)

バイオエタノール等
揮発油に係る課税標
準の特例［揮発油
税・地方揮発油税：
租税特別措置法第
88条の７］
（平成20年度）

39,357
(39,327)

44,548
(44,904)

44,540
(44,540)

（１）-①-ア
（１）-①-エ -

(72)

農林漁業有機物資
源のバイオ燃料の原
材料としての利用の
促進に関する法律に
基づくバイオ燃料製
造設備（エタノール、
ディーゼル、ガス、木
質ペレットの各製造
設備）に係る固定資
産税の課税標準の
特例
［固定資産税：地方
税法附則第15条第
26項］
（平成20年度）

25
(32)

71
(30)

15
(20)

（１）-①-ア
（１）-①-エ -

(73)

再生可能エネルギー
発電設備に係る課税
標準の特例措置[固
定資産税：地方税法
附則第15条第33項]
（平成25年度）（関
連：元-⑮）

14,103
(19,786)

13,361
(18,353)

8,561
(令和2年
2月把握

予定)

（１）-①-ア
（１）-①-オ -

(74)

産業競争力強化法
に係る特例措置［登
録免許税：租税特別
措置法第80条第1
項］
（平成25年度）

-
(0)

-
(0)

-
(50)

（１）-①-ア --

　産業競争力強化法の計画認定を受けた企業等が認定された計画に従って会社設立や増資等を行う場
合、登録免許税を軽減する（0.7%→0.35%等）
　この支援措置により、新たな会社の設立や増資等が促進され、６次産業化等の取組の質の向上と市場規
模の拡大に寄与する。

44,548

　揮発油特定加工業者又は揮発油生産業者が製造したバイオエタノール等揮発油を、その製造場から移
出する場合には、バイオエタノール等揮発油の数量からその製造に使用されたバイオエタノール等に含ま
れるエタノールの数量に相当する分を控除し、その控除後の数量を当該製造場から移出したバイオエタノー
ル等揮発油の数量とみなす。
　この支援措置により、バイオ燃料の製造・利用の拡大が図られ、農村に由来する資源を活用した新産業の
創出に寄与する。

29

　農林漁業有機物資源のバイオ燃料の原材料としての利用の促進に関する法律に基づき、認定生産製造
連携事業計画に従ってバイオ燃料製造設備を新設した場合、固定資産税の課税標準を３年間1/2に軽減。
　この支援措置により、バイオ燃料の製造・利用の拡大が図られ、農村に由来する資源を活用した新産業の
創出に寄与する。

2,148

　再生可能エネルギー発電設備（太陽光発電設備、風力発電設備、中小水力発電設備、地熱発電設備、
バイオマス発電設備。※太陽光発電設備は、政府の補助を受けた自家消費型設備に限る。太陽光発電設
備以外は、固定価格買取制度の事業計画認定を受けた再生可能エネルギー発電設備に限る。）について、
新たに固定資産税が課せられることとなった年度から３年分の固定資産税に限り、課税標準となるべき価格
から、発電源種と発電容量に応じて定められた割合を軽減する。
　この支援措置により、地域主導で再生可能エネルギーを供給する取組が推進され、そのメリットが地域に還
元されることを通じて、地域の農林漁業の発展を促進し、農山漁村が活性化することで、６次産業化等の取
組の質の向上と市場規模の拡大に寄与する。
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(75)

特定中小企業者等
が経営改善設備を
取得した場合の特別
償却制度又は税額
控除制度（商業・
サービス業・農林水
産業活性化税制）
（食品企業者関係）
［所得税・法人税：措
法第10条の５の２、
第42条の12の３、第
68条の15の４］
（平成25年度）

3,120
(2,100)

2,090
(3,200)

2,070
(令和２年
２月頃に
把握予

定)

（１）-①-ア -

(76)

中小企業者等が特
定経営力向上設備
等を取得した場合の
特別償却又は法人
税額の特別控除制
度（中小企業経営強
化税制）
（食品企業者関係）
［所得税・法人税：措
法第10条の５の３、
第42条の12の４、第
68条の15の５］
（平成29年度）

-
117,100
の内数

(61,900)

116,000
の内数

(令和２年
２月頃に
把握予

定)

（１）-①-ア -

(77)

農業競争力強化支
援法に基づく事業再
編計画の認定を受け
た場合の事業再編
促進機械等の割増
償却[所得税・法人
税：措法第13条の2、
第46条の2、第68条
の33]
（平成29年度）

-
0.04

(0.01)

16
(令和2年
2月把握

予定)

（１）-①-ア
（１）-①-ウ
（2）-②-ア
（2）-②-イ
（2）-②-ウ

-

0
<49,501>

0
<54,551>

0
<44,139>

0
<46,474>

0
<50,959>

115,000
の内数

　即時償却又は10％（資本金3,000万円超１億円以下の法人は７%）の税額控除との選択。
　適用対象者は、中小企業等経営強化法に基づく経営力向上計画の認定を受け、生産性の高い設備を導
入した中小企業者等。
　対象設備の取得価格については以下のとおり。
　　（1）機械装置（１台の取得価格が１６０万円以上）
　　（2）工具（１台の取得価格が3０万円以上）
　　（3）器具・備品（１台の取得価格が30万円以上）
　　（4）建物附属設備（１台の取得価格が60万円以上）
　　（5）ソフトウエア（７０万円以上）
　この支援措置により、中小企業者等の設備投資が促進され、生産性の高い設備やＩＴ化等への投資の加
速化や経営力の向上が図られることになり、６次産業化等の取組の質の向上と市場規模の拡大に寄与す
る。

-

　農業競争力強化支援法の認定を受けた事業再編計画に記載された事業再編促進設備等を構成する機
械装置、建物及びその附属設備並びに構築物の取得等をした場合、当該資産について５年間４０％（建物
及びその附属設備並びに構築物は４５％）を割増償却。
　この支援措置により、農産物流通・加工業界等の事業再編を促進し、効率的な農産物流通や高い生産性
を実現させ農産物の安定的な取引に寄与する。

2,060

　取得価格の30％の特別償却又は７％の税額控除（資本金3,000万円以下の法人、個人のみに適用）との
選択。
　適用対象者は、商業・サービス業等を営む中小企業者等。
　対象設備の取得価格については以下のとおり。
　　（1）器具・備品（１台の取得価格が30万円以上）
　　（2）建物附属設備（１台の取得価格が60万円以上）
　この支援措置により、商業・サービス業を営む中小企業者等の設備投資が促進されることになり、６次産業
化等の取組の質の向上と市場規模の拡大に寄与する。

政策の予算額[百万円]
0

<46,236>

政策の執行額[百万円]
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移替え予算に係る政策手段一覧（参考）

28年度
[百万円]

29年度
[百万円]

30年度
[百万円]

(1)

【参考：復興庁より】
東日本大震災農業
生産対策交付金
（平成24年度）
（関連：元-⑨）

2,592
の内数
(1,997

の内数）

1,420
の内数

（761の内
数）

2,551
の内数
(2,137

の内数）

(2)-②-ウ 復興-0086

(2)

【参考：復興庁より】
福島県農林水産業
再生総合事業
（平成29年度）
（関連：元-①,⑨,⑬,
⑳,㉒）

-

4,710
の内数
(4,710

の内数）

4,609
の内数
(4,601

の内数)

(2)-①-ア 復興-0085

１．用語解説

予算額計（執行額）

元年度
当初予算額

[百万円]
政策手段の概要等

平成31
年度行
政事業
レビュー
事業番
号

999

　震災の影響により低下した被災地の生産力を回復する取組や農畜産物の販売力の回復に向けた取組を
支援。
　この支援措置により、被害を受けた地域における生産・加工・流通過程を通じた新たな価値の創出による
需要の開拓に寄与する。

4,740
の内数

　量販店、オンラインストア等における福島県産農林水産物等の販売促進の取組、商談会の開催等を支援
する。
　この支援措置により、新たな市場を創出するための環境づくりの推進に寄与する。

注３ 食品関連事業者 食品の製造、加工、卸売又は小売を業として行う者及び外食・中食事業

（注１）「予算額計」欄及び「元年度当初予算額」欄について、税制の場合は、減収見込額（減収額）を記載している。

（注２）当該政策分野に対応する予算の項に位置付けられている予算事業については、「政策手段」の欄に、「主」と記載している。
　　　　また、予算事業が複数の政策分野に関係する場合には、「政策手段」の欄に、関係する政策分野の番号を記載している。

（注３）政策の予算額及び政策の執行額について、複数政策に関連する予算については、＜＞外書きで記載している。
（注４）移替え予算とは、予算成立後、府省間において、移動させられる予算のことである。

参考資料

注１ 食品産業

注２ ６次産業化７分野 加工・直売、輸出、都市と農山漁村の交流、医福食農連携、地産地消、ICT活用・流通、バイオマス・再生可能エネルギーの７分野

政策手段
（開始年度）

食品小売業・卸売業、食品製造業、外食・中食産業の総称

関連す
る

指標
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政策に関係する内閣の重要
政策

食料・農業・農村基本計画（平成27年３月31日閣議決定）
　第３　１（３）グローバルマーケットの戦略的な開拓
日本再興戦略2016（平成28年６月２日閣議決定）
未来投資戦略2017（平成29年６月９日閣議決定）
農林水産業・地域の活力創造プラン（平成25年12月10日農林水産業・地域の活力創造
本部決定、平成26年６月24日改訂、平成28年11月29日改訂）
　Ⅲ　施策の展開方向
　　１．国内外の需要を取り込むための輸出促進、地産地消、食育等の推進

政策評価
実施予定時期

令和３年８月

令和元年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

政策分野名
【施策名】

グローバルマーケットの戦略的な開拓 担当部局名

食料産業局（国際部、消費・安全局、生産局）
【食料産業局企画課／食文化・市場開拓課／輸出促進課／知
的財産課／食品流通課／食品製造課、消費・安全局動物衛生
課、生産局総務課】

政策の概要
【施策の概要】

　世界の人口の増大や各国の経済成長等に伴い、世界の食関連の市場規模も拡大が
続くと見込まれるとともに、海外における日本食への関心も高まっている。
　このため、今後成長が見込まれる世界の食関連市場の獲得に向けて、成長著しいア
ジア諸国のみならず、より購買力の高い人口を多く擁する欧米の大市場も重視しつつ、
日本の農林水産物・食品の輸出や、食品産業のグローバル展開を促進する。
　また、知的財産を戦略的に創造・活用・保護する取組を促進する。

政策評価体系上の
位置付け

食料の安定供給の確保

（農林水産省元－④）
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基準
年度

目標
年度

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

- 7,000億円 - - -

7,451億円 7,502億円 8,071億円 9,068億円 9,121億円

施策（１） 官民一体となった農林水産物・食品の輸出促進

施策の目指すべき姿
【目標設定の考え方根拠】

　これまでの輸出促進の取組は、産地単位や都道府県単位での取り組みにとどまり、特定の国や時期に輸出が集中するなどの課題が生じていたことから、これを解消することが重
要である。
　このため、オールジャパンの輸出促進の司令塔である輸出戦略実行委員会において、品目別や品目横断的な課題への対応方向を検討し、主要品目別に設立された輸出団体
による輸出拡大の取組を関係府省等が連携して推進する。
　また、輸出先国の規制等、輸出促進の阻害要因になっている課題を洗い出し、改善に向けた対応状況を明らかにした輸出環境課題レポートを毎年作成・公表し、輸出環境課題
の解決に向けた取組を優先順位を付けながら計画的に推進する。
　更に、「和食」のユネスコ無形文化遺産登録を一つの契機として、日本食や日本の食文化を世界に展開する素地が整ってきていることから、日本の農林水産物・食品の輸出促進
に資するよう、平成32年のオリンピック・パラリンピック東京大会などの国際イベントを積極的に活用し、日本食や日本の食文化の海外展開を戦略的に推進する。

目標①
【達成すべき目標】

官民一体となった農林水産物・食品の輸出促進

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

ア
農林水産物・食品の
輸出額

4,497億円 24年 1兆円 元年 Ｆ↑-他

　国内の食市場が縮小する中、340兆円（2009年）から680兆円（2020年）に拡
大するといわれる世界の食のマーケットを目指した、日本産農林水産物・食
品の輸出拡大が必要であることから、「農林水産物・食品の輸出額」を測定指
標として選定している。
　「日本再興戦略」（平成25年６月14日閣議決定）において、農林水産物・食
品の輸出額を2020年（平成32年）までに１兆円とするとされた目標を、「未来
への投資を実現する経済対策」（平成28年8月2日閣議決定）において、平成
31年に1年前倒し達成を目指すこととされたことを踏まえ、目標年を変更して
いる。
　なお、長期にわたる戦略的な取組が求められ、必ずしも短期間で効果が現
れるものではないことから、中間目標値（2016年（平成28年）に7,000億円）を
除き単年の目標値は設定していない。

把握の方法
出典：貿易統計（財務省）
公表時期：調査年度３月
算出方法：貿易統計中農林水産物・食品に該当するものを集計

達成度合いの
判定方法

各年の輸出額を基本としつつ、「農林水産業の輸出力強化戦略」を踏まえた品目別輸出団体はじめ関係者の取組状況等を総合的に分析し、判定する。
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- - - - -

- - 3件 11件 13件

イ
新たなＪＡＳの制定件
数

- - 20件 ２年度 Ｓ↑-他

　一般に、規格・認証の活用は、事業者間の取引等において、産品や取組の
内容について説明・証明を容易にし、取引の円滑化や販路の開拓等に寄与
するものである。
　今般、国内市場が縮小傾向にある中、海外市場での我が国の輸出力強化
を図ることは喫緊の課題であるが、価値観や文化、商慣行が異なる者同士が
取引を行う海外市場では、必要な情報や信頼の担保のため、規格・認証の
活用が有効であるところ。
　以上を踏まえ、我が国の農林水産分野では低調であった規格・認証への戦
略的対応を推進するため、事業者の発意に応じ、国際化を見据え、我が国
の強みのアピールにつながる多様なＪＡＳを制定・活用し得るよう、ＪＡＳ法を改
正し平成29年６月に公布、平成30年4月に施行したところ。
　このような中、制度面の整備だけでなく、事業者が自らの強みを活かせる規
格を制定し、取引に活用していくことが重要であることから、まずは事業者の
発意に応じた新たなＪＡＳの制定を促進することとし、新たに制定されるＪＡＳの
数を測定指標として選定した。
　目標値については、これまでよりもＪＡＳ制定数を大幅に増やしていく必要が
あることから、当面の目標として、平成29年度から令和２年度までの間に20規
格を制定することとして設定した。
　なお、規格制定には長期にわたる取組が求められ、必ずしも短期間で効果
が現れるものではないことから、単年度の目標値は設定していない。

把握の方法
調査方法：農林水産省告示JASの制定数を把握
データの所在：農林水産省食料産業局

達成度合いの
判定方法

各年度に新たに制定されるＪＡＳの数を基本としつつ、事業者が自らの強みを活かせるＪＡＳの素案の策定状況等を総合的に分析し、判定する。
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基準
年度

目標
年度

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

- 90% 90% 90% 90%

- 91% 92% 64% 81%

施策（２） 食品産業のグローバル展開

施策の目指すべき姿
【目標設定の考え方根拠】

　食品産業が持続的に発展していくためには、成長著しいアジアなど世界の食関連市場も取り込んでいくことにより、その事業基盤を拡大、強化していくことが重要な戦略の一つで
ある。
　このため、日本食や日本の食文化の海外への普及を図る取組とも連携しつつ、食品産業の海外展開を促進するための環境整備を推進する。

目標①
【達成すべき目標】

食品産業の海外展開の促進

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

ア

海外展開の支援事
業により実施した事
業可能性調査等の
結果がその後の企業
活動に活かされると
評価される割合（事
業成果報告会等の
参加企業への事後
アンケートの結果「活
かされる」と評価され
た割合）

- - 90% 各年度 Ｆ↑-直

　海外展開により食品産業の事業基盤を強化し、我が国の食料の安定供給
の確保等を図るためには、食品関連企業に対し、具体的な進出計画策定等
に係る支援を実施しすることにより、各企業の海外展開へフェーズを一段階
進めることが重要である。そのため農林水産省では、食品関連企業の海外展
開に係る事業可能性調査・実証等の取組を支援しているところである。
　よって、当該事業の実施により、先駆的な海外展開の支援を行い、その結
果を広く流布することにより、食品産業の海外展開の進捗度・浸透度を測るた
め、「その後の企業活動に活かされると評価された割合」を指標として選定し
た。
　目標値については、事業成果報告会等の参加企業が「その後の企業活動
に活かされる」と評価することが、当該事業成果の共有化が図られるとともに、
企業の海外展開への機運を高めることに繋がることから、各年度90％と設定
した。

把握の方法

調査方法：「食品産業グローバル展開推進事業」において実施する事業可能性調査・実証等の成果を広く共有するため、事業成果報告会等を開催し、当該報
告会への参加企業へのアンケートの結果において「その後の企業活動に活かされる」と回答した割合により把握
作成時期：翌年度４月（事業実績報告提出後）
算出方法：各事業実施主体の事業実績報告より集計

達成度合いの
判定方法

達成度合（％）＝（当該年度の実績値）／（当該年度の目標値）×100
Ａ'ランク：100％超、Ａランク：90％以上100％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満
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1,070法人 1,120法人 1,170法人 1,220法人 1,２70法人

1,071法人 1,123法人 1,191法人 1,240法人 1,305法人

イ
我が国食品産業の
現地法人数

1,071法人 27年 1,320法人 ２年 Ｓ↑-差

　食品産業の事業基盤を強化し、我が国の食料の安定供給の確保等を図る
ためには、食品製造・流通業の現地生産・販売の取組や外食産業の進出を
促進することが重要であることから、「我が国食品産業の活動規模（現地法人
数）」を測定指標として選定した。
　目標値については、我が国食品産業の現地法人数の近年の増加傾向を維
持することが重要である。このため、データ取得が可能な過去８年間の我が
国食品企業（食品製造業）の現地法人数データを用いて、線形回帰分析に
より平成32年の法人数を1,320法人と推計した。

把握の方法
出典：「海外進出企業総覧」（東洋経済新報社）
作成時期：翌年度５月（上記出典発行後）
算出方法：「海外進出企業総覧」における業種別現地法人数を集計

達成度合いの
判定方法

達成度合（％）＝（当該年度の実績値－基準値）／（当該年度の目標値－基準値）×100
Ａ'ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満
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基準
年度

目標
年度

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

10都道府県 ２0都道府県 29都道府県 38都道府県 47都道府県

10都道府県 21都道府県 34都道府県 36都道府県 39都道府県

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

施策の目指すべき姿
【目標設定の考え方根拠】

　６次産業化の本格的な事業展開や輸出促進、インバウンド需要の獲得に当たっては、地域におけるブランド産品の価値を十分に評価し、知的財産を活用した収益性向上を目指
す取組をいっそう強化することが重要である。
　このため、国内外の市場において、戦略的に知的財産を生み出し(創造)、経済的価値につなげ(活用)、模倣品・海賊版から守る(保護)取組を推進する。

目標①
【達成すべき目標】

知的財産の保護・活用による農林水産物・食品の高付加価値化

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

施策（３） 知的財産の戦略的な創造・活用・保護

ア
地理的表示が登録さ
れている都道府県の
数

0都道府県 26年度 47都道府県 元年度

把握の方法
調査手法：特定農林水産物等登録簿により把握
作成時期：年度末
データの所在：農林水産省食料産業局

達成度合いの
判定方法

達成度合（％）＝地理的表示が登録されている都道府県数/年度毎目標値
A’ランク：150％超、Aランク：90％以上150％以下、Bランク：50％以上90％未満、Cランク：50％未満

Ｓ↑-直

　地理的表示保護制度は、気候や風土、地域で長年育まれた特別な生産方
法によって、高い品質や評価を獲得するに至った産品の名称である「地理的
表示」を知的財産として保護する、日本ではこれまでにない新しい制度であ
るため、広く制度周知を図り、都道府県等の自治体とも連携し、全国での活
用を促すことが喫緊の課題である。このため、地理的表示が全都道府県で登
録されることを目標とし、その達成状況を計る測定指標として選定した。
　目標値については、まずはリーディングケースとしての実績を作ることによ
り、これを契機として更なる申請、制度の活用の拡大が期待できることから、５
年間で全都道府県において少なくとも１登録されることとして設定した。
　年度毎の目標値については、毎年度、一定割合で増加するものとして設定
した。
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- - - - -

- - 0品種 9品種 65品種

- - - - -

- - 2か国 3か国 4か国

把握の方法
調査方法：農林水産省によるUPOV理事会での加盟審査状況等を基に法制度整備状況を把握
作成時期：年度末
データの所在：農林水産省食料産業局

達成度合いの
判定方法

達成度合（％）＝当該年度実績値（法制度整備国数）／目標値×100
A’ランク：150％超、Aランク：90％以上150％以下、Bランク：50％以上90％未満、Cランク：50％未満

ウ

アセアン諸国におけ
るUPOV1991年条約
者(注1)に準拠した法制
度整備の完了国数

２か国 29年度 6か国 ９年度

達成度合いの
判定方法

達成度合（％）＝令和４年度末登録件数/令和４年度末目標値×100
A’ランク：150％超、Aランク：90％以上150％以下、Bランク：50％以上90％未満、Cランク：50％未満

イ

我が国農産物の輸
出力強化につながる
品種の海外への登
録品種数

0品種 29年度 100品種 ４年度 Ｓ↑-直

　農産物輸出を進めるためには、我が国で開発された優良な植物品種につ
いて海外での知的財産権保護を推進し、日本の品種の海外流出を防ぐこと
が必要であることから、我が国の農産物輸出力強化につながる品種の海外
への品種登録件数を測定指標として選定した。
　目標値については、輸出促進上特に重要な食用農作物の国内における品
種登録が年間100品種程度あり、このうち2割にあたる20品種の海外における
登録を目指すことから、今後5年間で100品種とした。年度毎の目標値につい
ては、品種登録に要する期間は国内において平均2.7年程度であるが、海外
への出願であること、果樹等は通常より長期になること等を考慮し、期間後半
に増加するものとして設定した。

把握の方法
調査手法：農林水産省による登録数の確認
作成時期：年度末(令和2年度以降)
データの所在：農林水産省食料産業局

Ｓ↑-直

　東アジア地域におけるUPOV1991年条約に則った植物品種保護制度の整
備状況を測定する指標として、アセアン諸国における法制度整備の完了国
数を選定。
　アセアン諸国におけるUPOV1991年条約加盟を促進することとしており、ア
セアン全10か国中過半として６か国に増やすことを目標値に設定。なお、法
制度整備には長期の手続を要することから、年度毎の目標値は設定してい
ない。
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28年度
[百万円]

29年度
[百万円]

30年度
[百万円]

(1)
種苗法
（平成10年）

- - -
（1）-①-ア
（3）-①-イ -

(2)

特定農林水産物等
の名称の保護に関
する法律（地理的表
示法）
（平成27年、平成28
年、平成30年改正）

- - -
（1）-①-ア
（3）-①-ア -

(3)
農業競争力強化支
援法
（平成29年）

- - - （1）-①-ア -

(4)
日本農林規格等に
関する法律（JAS法）
（平成29年）

- - -
（1）-①-ア
（１）-①-イ -

(5)

食品流通合理化促
進事業
（平成30年度）
（関連:元-③）

- -
335

(297)
（1）-①-ア 0018

(6)

輸出環境整備推進
事業
（平成27年度）
（主）
（関連：元-③）

293
(256)

267
（238）

565
(378)

（1）-①-ア
（2）-①-ア
（2）-①-イ

0020

278
　流通業者等による生産者と実需者を結ぶ商物流の確立やサプライチェーンを活用した輸出拠点の構築な
どの流通合理化が促進し、農林水産物の輸出拡大が図られることにより、輸出促進に寄与する。

-

　地域で育まれた伝統と特性を有する農林水産物・食品等のうち、品質や社会的評価等の確立した特性が
産地と結び付いている産品の名称を、知的財産として国に登録し、国がその名称を保護する地理的表示保
護制度について定める。
　この法律の適正な執行により、特定農林水産物等の生産業者の利益の保護を図り、農林水産業及びその
関連産業の発展、併せて需要者の保護がなされることにより、官民一体となった農林水産物・食品の輸出促
進及び知的財産の保護・活用による農林水産物・食品の高付加価値化に寄与する。

-

　新品種の保護のための品種登録に関する制度、指定種苗の表示に関する規制等について定める。
　この法律の適正な執行により、品種の育成の振興と種苗の流通の適正化が図られ、農林水産業及びその
関連産業の発展、併せて需要者の保護がなされることにより、官民一体となった農林水産物・食品の輸出促
進及び知的財産の保護・活用による農林水産物・食品の高付加価値化に寄与する。

政策手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
元年度

当初予算額
[百万円]

関連す
る

指標
政策手段の概要等

平成31
年度行
政事業
レビュー
事業番
号

552

　我が国の農林水産物・食品の輸出を１兆円に拡大させるため、諸外国の輸入規制の緩和・撤廃等の輸出
環境整備のための政府間交渉に必要な情報・データの収集等を行う。また、日本産食品に多く含まれる既
存添加物の使用が米国、EUで認められるためのデータ収集等の支援や米国食品安全強化法に事業者が
対応するための支援を行う。
　これらの支援措置により、世界の食関連市場の獲得に向け、海外における日本産農林水産物・食品の販
路が拡大し、官民一体となった農林水産物・食品の輸出促進及び食品産業の海外展開の促進に寄与す
る。

-
　「良質かつ低廉な農業資材の供給」及び「農産物流通・加工の合理化」を実現するために、農産物流通・
加工事業の事業再編等を促進するための措置を講ずること等により、農林水産物・食品の輸出促進に寄与
する。

-

　日本農林規格（ＪＡＳ）の制定、適正な認証及び試験等の実施を確保する。
　これにより、農林物資の品質の改善並びに生産、販売その他の取扱いの合理化及び高度化並びに農林
物資に関する取引の円滑化及び一般消費者の合理的な選択の機会の拡大を図ることを通じて、官民一体と
なった農林水産物・食品の輸出促進に寄与する。
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(7)

地理的表示保護制
度活用総合推進事
業
（平成28年度）
（主）
（関連:元-③）

174
(161)

174
（166）

172
(152)

（1）-①-ア
（3）-①-ア 0021

(8)

日本発食品安全管
理規格策定推進事
業
（平成28年度）
（主）
（関連：元-①，③）

90
(85)

100
（100）

91
(91)

（1）-①-ア 0022

(9)

食によるインバウンド
対応推進事業
（平成28年度）
（主）
（関連:元-③）

70
(69)

70
（70）

52
(48)

（1）-①-ア 0023

(10)

植物品種等海外流
出防止総合対策事
業
（平成29年度）
（主）
（関連:元-③）

-
83

（69）
95

（90)

（1）-①-ア
（3）-①-イ
（3）-①-ウ

0025

(11)

新たな種類のＪＡＳ規
格調査委託事業
（平成29年度）
（主）
（関連:元-③）

-
45

（37）
41

(40)
（1）-①-ア
（1）-①-イ 0026

(12)

輸出増加に向けた販
売促進や需要創出
の強化緊急対策事
業
（平成30年度）
（主）
（関連:元-③）

- - - （1）-①-ア 0028

(13)

海外需要創出等支
援対策事業（平成30
年度）
（主）
（関連:元-③）

- -
3,439

(3,263)
（1）-①-ア 0029

　戦略的に日本ブランドのＰＲを行い新たな海外マーケットの開拓を推進するとともに、それと連動して、事業
者に対する商談支援による成約の拡大、分野・テーマ毎の重点的な販売促進の強化を図る取組を支援す
る。
　この支援措置により　海外における日本産農林水産物・食品の販路が拡大し、官民一体となった農林水産
物・食品の輸出促進及び食品産業の海外展開の促進に寄与する。

3,406

　我が国の農林水産物・食品の輸出額を1兆円に拡大させるため、「農林水産業の輸出力強化戦略」等の着
実な実施に向け、戦略的なマーケティングの強化、輸出に取り組む事業者等への商談マッチング、新たな販
路開拓等を支援する。
　この支援措置により、海外における日本産農林水産物・食品の販路が拡大し、官民一体となった農林水産
物・食品の輸出促進及び食品産業の海外展開の促進に寄与する。

77

　国内の食品市場が今後量的に縮小すると見込まれる一方で、世界の食品市場は大きく拡大する見通しの
中、HACCPの導入を進めつつ、国内の食品安全への取組を向上させるとともに、我が国食料産業が海外の
食市場の成長を取り込んでいく必要がある。そのためには、食品事業者が国内外の市場から適切に評価さ
れ、競争力を向上させる環境を整える必要があり、それを目的として、国際的に通用する日本発食品安全管
理規格・認証スキーム文書の案の作成とその国際標準化を推進する取組を支援する。
　この支援措置により、国内の食品安全の向上に寄与するとともに、我が国の「食文化・食産業」の海外展開
が促進され、成長するアジア市場の需要を取り込むことで、官民一体となった農林水産物・食品の輸出促進
に寄与する。

28

　地域の食の魅力を発信する基盤づくりを支援するとともに、訪日外国人に日本の食を楽しんでもらうための
環境整備を推進する。
　この支援措置により、インバウンド需要の増大が日本産食材等の評価を高めるといった好循環の構築を図
り、農林水産物・食品の輸出促進に寄与する。

160

　地理的表示（ＧＩ）の登録申請を支援する窓口の整備、地理的表示保護制度の普及啓発と理解の促進、地
理的表示保護制度等を活用した地域ブランド化とビジネス化の支援、知的財産マネジメントに関する普及活
動と人材育成、海外における知的財産の侵害対策強化等の取組を推進する。
　これらの支援措置により、農山漁村の持つ知的財産としてGI等の地域ブランド産品の価値の十分な評価、
知的財産を活用した収益性向上を目指す取組の一層の強化及び諸外国において第三者が我が国の地名
を冠した商品を販売するといった問題への対応等がなされ、官民一体となった農林水産物・食品の輸出促
進及びＧＩ等の知的財産の保護・活用による農林水産物・食品の高付加価値化に寄与する。

47
　市場のボーダーレス化に対応できるよう、国際化を見据え、我が国産品・事業者の強みをアピールできるＪ
ＡＳを制定し、規格・認証を戦略的に制定・活用することで、食品産業・農林水産業の競争力強化を図るとと
もに、官民一体となった農林水産物・食品の輸出促進に寄与する。

-

100

　海外における植物新品種の育成者権保護のため、海外出願相談窓口の設置、主な出願先国の海外出願
マニュアルの作成及び育成者権取得経費を支援する。あわせて海外における植物品種保護に必要となる
技術的な課題の解決に向けた取組を行うとともに、東アジアにおける品種保護制度の整備・充実を図るため
の協力活動を行う。
　これらの支援措置により、海外における植物品種保護のための総合的な対策を推進し、我が国からの優良
品種の海外流失等を防ぎ、輸出促進に寄与する。
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(14)

輸出環境整備緊急
対策事業
（平成30年度）
（主）
（関連:元-③）

- - - （1）-①-ア 0030

(15)

訪日外国人の経験
を活用した輸出促進
事業
（平成30年度）
（主）
（関連:元-③）

- - - （1）-①-ア 0031

(16)

植物品種等海外流
出防止環境整備緊
急対策事業
（平成30年度）
（主）
（関連:元-③）

- - - (3)-①-イ 0034

(17)

地理的表示保護制
度緊急対策委託事
業
（平成30年度）
（主）
（関連:元-③）

- - -
（１）-①-ア
（１）-①-カ 0036

(18)

タイ王国の輸入規制
に対応するための体
制整備実証調査事
業
（平成30年度）
（主）
（関連:元-③）

- - - （１）-①-ア 0037

(19)

コメ海外市場開拓戦
略プロジェクト推進支
援事業
（平成30年度）

- -
750

（翌年度
繰越）

（１）-①-ア 0045

-

-
　旅行期間中の食に関わる体験を海外での日本食・食品への需要拡大につなげるため、訪日外国人の日
本の食への関心等に係る情報分析や発信等を強化し、海外における日本食・食文化の理解の深化を図り、
農林水産物・食品の輸出促進に寄与する。

-

　海外における植物品種の育成者権保護のため、育成者権取得経費を支援する。あわせて海外に出願す
る際に、植物防疫等の問題から、出願先国への栽培試験に供する種苗の送付が困難となり品種登録が進ん
でいない場合があることから、出願先国に種苗提出が可能となるよう、信頼できる海外パートナーを確保する
取組等に係る経費の支援を行う。
　これら支援措置により海外における植物品種保護のための緊急的な対策を推進し、我が国からの優良品
種の海外流出を防ぎ、輸出促進に寄与する。

-

　EU向けに、我が国の既存添加物（クチナシ黄色素、クチナシ青色素及びベニコウジ色素）が含まれる日本
産食品を輸出するようにするため、EUの食品衛生管理当局との協議・調整、各種試験に関するデータの取
得・分析並びに申請書類取りまとめ及び申請に必要な取組、EU等の輸出先国が求めるサルモネラ管理計
画等の食品安全に係る検査に必要な取組を支援する。
　この支援措置により、日EU・EPA等の発効で獲得する関税撤廃・削減のメリットを早期に輸出拡大につなげ
るため、輸出障壁に対応する環境整備を加速化し、畜産物及び加工食品の輸出拡大に寄与する。

-

   「農林水産業の輸出力強化戦略」及び「未来投資戦略2018」等を踏まえ、コメ海外市場拡大戦略プロジェ
クトの推進等によりコメ・コメ加工品の輸出拡大を図るため、①戦略的輸出事業者が行う海外市場開拓等の
推進、②日本産コメ・コメ加工品のプロモーション活動の強化（中国向け集中プロモーションや日本酒・米
菓・包装米飯等の重点的ＰＲなど）、③新たなビジネスモデルの構築等の実証的取組をそれぞれ支援を行う
ことで、食料自給率・食料自給力の向上や米農家の所得向上に寄与する。

-
日EU・EPAを踏まえたGIの保護対象の拡大に向けた流通等実態調査、EUを始めとする主要輸出先国での
制度調査等を行うことにより、「総合的なTPP等関連政策大綱」に即するとともに、地理的表示（GI）の相互保
護の促進による我が国農林水産物・食品の輸出拡大を図る。

　我が国の農林水産物・食品の輸出額を1兆円に拡大させるため、「農林水産業の輸出力強化戦略」等の着
実な実施に向け、戦略的なマーケティングの強化、輸出に取り組む事業者等への商談マッチング、新たな販
路開拓等を支援する。
　この支援措置により、海外における日本産農林水産物・食品の販路が拡大し、官民一体となった農林水産
物・食品の輸出促進及び食品産業の海外展開の促進に寄与する。
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(20)
家畜衛生対策事業
（平成17年度）
（関連：元-③,⑤）

1,479
(1,475)

1,548
（1,492）

1,548
(1,525)

（1）-①-ア 0059

(21)

戦略的監視・診断体
制整備推進事業委
託費
（平成20年度）
（関連：元-③,⑤）

75
(74)

68
（68）

81
（81）

（1）-①-ア 0060

(22)

動物疾病基幹診断
施設のＩＳＯ17025等
外部精度管理支援
事業費
（平成28年度）
我が国のOIE認定施
設活動支援事業
（令和元年度）
（関連：元-③,⑤）

7
(7)

12
(5)

10
（8）

（1）-①-ア 0063

(23)

海外農業・貿易投資
環境調査分析事業
（平成29年度）
（関連：元-③,⑤）

-
354

(314)
719

(673)

（1）-①-ア
（1）-①-イ
（2）-①-ア
（2）-①-イ

0066

(24)

グローバル産地づく
り推進事業
（令和元年度）
（関連:元-③）

- - - （1）-①-ア
新31-
0003

(25)

農林水産業における
データ保護・利活用
推進委託事業
（令和元年度）
（関連:元-③）

- - - （1）-①-ア
新31-
0004

153

　海外市場のニーズ、需要に応じたロットの確保、相手国の求める農薬規制・衛生管理に対応した生産・加
工体制を構築するためのグローバル産地計画の策定及び計画の実施体制の構築、事業効果の検証・改
善、本事業の趣旨氏資する行為等の取組について支援する。
　この支援措置により、海外における日本産農林水産物・食品の販路が拡大し、官民一体となった農林水産
物・食品の輸出促進及び食品産業の海外展開の促進に寄与する。

16

　高品質・高付加価値化や生産性向上を図るため、AI（人工知能）やIoT、ロボット技術等を活用したスマート
農業を推進しているところ、AI技術を利用するソフトウェアの利用段階におけるユーザーとベンダー間の権
利関係の考え方が一般的に整理されておらず、契約トラブル等によりＡＩ農業の開発・利用に支障が生ずる
おそれがあるため、ＡＩの利用に関する権利関係の考え方を整理する。
　また、「スマート水産データベース」（仮称）が構築・稼働されることを踏まえ、将来的に水産業におけるデー
タの保護と利活用を促進するための環境整備する。
　これらにより、官民一体となった農林水産物・食品の輸出促進及び知的財産の保護・活用による農林水産
物・食品の高付加価値化に寄与する。

88

　本事業により、家畜及び野生動物における家畜の伝染性疾病の監視・診断体制を整備・強化する。これに
より、安全な畜産物の供給体制が強化され、農林水産業・地域の活力創造プランの「動植物検疫等輸出先
国の輸入規制等の緩和・撤廃に向けた取組を加速化」並びに「食料・農業・農村基本計画」の「科学的根拠
に基づき、検疫協議を戦略的に実施」を具体化し、輸出促進に寄与する。

684
　官民協議会の運営と情報収集･専門的調査、二国間政策対話等の開催、海外進出に取り組む民間企業
への支援を実施し、我が国食産業の海外展開を推進することで、諸外国におけるフードバリューチェーンの
構築を図り、我が国のグローバルマーケットの戦略的な開拓に寄与する。

1,124
　ＢＳＥ検査を確実に実施することで、国際機関であるＯＩＥが認定するＢＳＥリスクステータスを維持し、これに
よって牛肉輸出可能国の新規開拓（維持）を行い、牛肉の輸出促進に寄与する。

10
　本事業により、我が国の動物疾病診断・検査体制の国際的な信頼性が向上し、疾病発生時でも畜産物輸
出が継続できる体制が構築される。これにより、「食料・農業・農村基本計画」の「科学的根拠に基づき、検疫
協議を戦略的に実施」を具体化し、畜産物の輸出可能国を維持・増加することにより輸出促進に寄与する。
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(26)

強い農業づくり交付
金
（平成17年度）
強い農業・担い手づ
くり総合支援交付金
（令和元年度）
（関連：元-③,⑨,⑪,
⑬）

21,582
の内数
(20,170
の内数)

23,594
の内数

（21,345
の内数）

20,353
の内数

（16,756
の内数）

（1）-①-ア
新31-
0006

4,624
<0>

10,340
<0>

4,721
<0>

4,208
<0>

9,024
<0>

１．用語解説

政策の予算額[百万円]
4,824
<0>

政策の執行額[百万円]

注１
UPOV1991年条約（植物の新品種の保護
に関する国際条約）

植物の新品種を各国が共通の基本原則に従って保護することにより、優れた品種の開発、流通を促進し、もって農業の発展に寄与することを目的とする国際
条約

（注１）「予算額計」欄について、税制の場合は、減収見込額（減収額）を記載している。

（注２）当該政策分野に対応する予算の項に位置付けられている予算事業については、「政策手段」の欄に、「主」と記載している。
　　　　また、予算事業が複数の政策分野に関係する場合には、「政策手段」の欄に、関係する政策分野の番号を記載している。

（注３）政策の予算額及び政策の執行額について、複数政策に関連する予算については、＜＞外書きで記載している。

参考資料

23,241
の内数

　産地における高付加価値化等による販売価格の向上、輸出先国が求める衛生基準等を満たす施設等の
整備等を支援する。
　この支援措置により、日本の農産物・食品の輸出額増加に寄与する。

60 （政策分野４）



（農林水産省元－⑥）

基準年度 目標年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

19,200法人 23,100法人 27,000法人 30,900法人 34,800法人

18,857法人 20,800法人 21,800法人
22,700法

人
23,400法

人

15,300法人 平成26年度 50,000法人 令和5年度 Ｓ↑－直

　法人経営には、経営管理の高度化や安定的な雇用の確保、円滑な経営継承、雇用による就農機会の拡大等の面で、
効率的かつ安定的な農業経営に向けてメリットが多いことから農業経営の法人化を推進しているところであり、また、「日
本再興戦略」においても、今後10年間（平成35年まで）で法人経営体数を2010年比約４倍の５万法人とすることを成果
目標（KPI）としている。
　このため、「法人経営体数の増加」を測定指標とし、平成35年度の目標値を５万法人として、約3,900法人／年増加す
る目標を設定した。

把握の方法 農林漁業センサス及び農業構造動態調査（抽出調査による推計）により把握。

達成度合いの判定方法
達成度合（％）＝（当該年度実績値／当該年度目標値）×100
Ａ'ランク:150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

ア 農業法人経営体数

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

施策（１） 力強く持続可能な農業構造の実現に向けた担い手の育成・確保

施策の目指すべき姿
【目標設定の考え方根拠】

　農業が持続的に発展し、食料の安定供給の確保、多面的機能の発揮という役割を十分に発揮していくため、生産性と収益性が高く中長期的かつ継続的な発展性を有する効率的かつ安定的な農業経営を育成し、こうした農業経営が農業生
産の相当部分を担う農業構造を確立する。

目標①
【達成すべき目標】

農業経営の法人化の推進

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

政策の概要
【施策の概要】

　効率的かつ安定的な農業経営が、農業生産の相当部分を担う農業構造を確立するため、認定農業者等の
担い手に対し、重点的に経営発展に向けた支援を実施する。
　このため、認定農業者等の担い手の育成・確保、女性農業者が能力を最大限発揮できる環境の整備等の
施策を行う。

政策評価体系上の
位置付け

農業の持続的な発展

政策に関係する内閣の重要政策

食料・農業・農村基本計画（平成27年3月31日閣議決定）
　 第3　2　（1）、（2）、（4）

日本再興戦略　改訂2014（平成26年6月24日閣議決定）
　　第１　Ⅱ　２（１）

未来投資戦略2018（平成30年6月15日閣議決定）
　　第2　Ⅰ　［4］ 　1　（3）　　i　)　①

農林水産業・地域の活力創造プラン（平成30年11月27日改訂農林水産業・地域の活力創造本部決定）
　Ⅲ 政策の展開方向 ３
　Ⅴ具体的施策3　③

政策評価
実施予定時期

令和元年８月

令和元年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

政策分野名
【施策名】

力強く持続可能な農業構造の実現に向けた担い手の育成・確保等 担当部局名
経営局
【経営局経営政策課/就農・女性課】
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基準年度 目標年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

32.9万人 33.8万人 34.7万人 35.6万人 36.4万人

31.6万人 31.8万人 32.6万人 33.4万人 33.9万人

基準年度 目標年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

19% 20% 22% 24% 26%

24% 24% 22% 22%
集計中（12
月中に作
成見込み）

Ｓ↑－直

　 女性農業者は農業就業者の４割を占め、女性が参画している農業経営体ほど販売金額が大きく、経営の多角化に取
り組む傾向が強いなど、農業経営の発展、６次産業化の展開に重要な役割を担っている。
　女性農業者が能力を最大限発揮できる環境を整備し、女性が参画する農業経営体を増加させることによって、販売金
額の増大、経営の多角化が期待されることから、農業法人における役員に占める女性の割合を測定指標とした。
　また、日本再興戦略（平成26年６月24日閣議決定）において「2020年に指導的地位に占める女性の割合30％」を目標
としていることから、農業法人における女性役員の割合を令和２年度に30％まで増加させることとし、26、27年度は前年
度比１％増、以降２％増を各年度の目標として設定した。
　※評価実施時期に、評価対象年度の実績値を把握できないことから、年度毎の目標値は、前年度の値を記入してい
る。

18% 平成25年度 30% 令和2年度

把握の方法 公益社団法人　日本農業法人協会調べにより把握。

達成度合いの判定方法
達成度合（％）＝（当該年度実績値／当該年度の目標値）×100
A'ランク：150％超、Aランク：90％以上150％以下、Bランク：５０％以上90％未満、Cランク：50％未満

ア
農業法人の役員に占める女性

の割合

目標①
【達成すべき目標】

女性の活躍推進

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

施策（２） 女性農業者が能力を最大限発揮できる環境の整備

施策の目指すべき姿
【目標設定の考え方根拠】

　女性は農業や地域の活性化において重要な役割を果たしていることから、農業を成長産業として発展させていくため、女性農業者が能力を最大限発揮できる環境の整備を進める。

31.1万人
平成25年
（25.3末）

40.0万人
令和5年
(5年3月

末）

把握の方法 「農林業センサス、新規就農者調査（農林水産省統計調査）、国勢調査（総務省）」により把握。

達成度合いの判定方法
達成度合（％）＝（当該年度実績値／当該年度目標値）×100
Ａ’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

ア 40代以下の農業従事者数

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

Ｓ↑－直

　現在、我が国の農業は、農業就業者の高齢化が進行し、60歳以上が約７割、50歳未満が約１割と著しくアンバランスな
年齢構成となっている。こうした中、食料・農業・農村基本計画と併せて策定した「農業構造の展望」の「農業労働力の見
直し」の「付録」として、構造改革が進むことを前提に、10年後に現在と同程度の生産を維持するのに必要な「農業就業
者（農業従事者）」の数を約90万人必要と試算し、この場合、40代以下の農業従事者を40万人以上確保することが必要
であるとしている。
　同様に、「農林水産業・地域の活力創造プラン」においても「新規就農し定着する農業者を倍増し、10年後に40代以下
の農業従事者を40万人に拡大」という目標を設定している。
　このため、令和５年までに40代以下の農業従事者数を40万人に拡大することとし、8,900人／年増加することとして目
標を設定した。
　※評価実施時期に、評価対象年度の実績値を把握できないことから、年度毎の目標値は、前年度の値を記入してい
る。

目標②
【達成すべき目標】

農業従事者の確保
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28年度
［百万円］

29年度
［百万円］

30年度
［百万円］

(1)

農業の担い手に対する経営安
定のための交付金の交付に関
する法律
（平成18年）

- - - (１)-①-ア －

(2)
農業経営基盤強化促進法
（昭和55年）

- - - - －

(3)
独立行政法人農業者年金基金
法
（平成14年）

- - - - －

(4)

天災による被害農林漁業者等
に対する資金の融通に関する
暫定措置法
（昭和30年）

- - - - －

(5)
農業改良資金融通法
（昭和31年）

- - - - －

(6)
農業近代化資金融通法
（昭和36年）

- - - - －

(7)
農業信用保証保険法
（昭和36年）

- - - - －

(8)
株式会社日本政策金融公庫法
（平成19年）

- - - - －

(9)
農業保険法
（昭和22年）

- - - - －

(10)
農業近代化資金利子補給金
（昭和41年度）
（主）

3
(1)

1
(1)

2
(0)

(１)-①-ア 0076

(11)

株式会社日本政策金融公庫農
林水産業者向け業務
（平成20年度）
（主）

16,335
(14,965)

16,335
(14,935)

16,171
(14,774)

(１)-①-ア 0082

(12)

株式会社日本政策金融公庫危
機対応円滑化業務
（平成20年度）
（主）

123
(110)

120
(109)

120
(107)

- 0083

(13)

農業経営基盤強化資金利子助
成金等交付事業
（平成22年度）
（主）

5,622
(5,147)

4,676
(4,264)

4,829
(3,458)

(１)-①-ア 00844,070

　 スーパーＬ資金等の金利負担軽減措置のため、国が（公財）農林水産長期金融協会に補助金を交付し、当該協会が利子助成金を
借入農業者等へ交付。
　 意欲ある農業者等の経営改善を金融面から支援するため、金利負担の軽減を図るとともに、被災農業者の復旧の取組みに必要とな
る資金の金利を引き下げることにより、担い手の資金調達を円滑化し、経営発展を支援することを通じて、結果的に農業経営体の法人
化にも資することになる。

1

　 担い手の資金調達を円滑にするため、農林中央金庫が農業近代化資金を融通する際に、国が農林中央金庫に利子補給金を交
付。
　 経営意欲のある農業者等に対し、施設整備等のための資金（農業近代化資金）を低利で融通することにより、担い手の資金調達を
円滑化し、経営発展を支援することを通じて、結果的に農業経営体の法人化にも資することになる。

16,143
　 日本政策金融公庫が農林水産業者に長期・低利の資金を融通する際に必要となる貸倒引当金などのコストを補給金として交付。
　 財政措置によって政策的に日本公庫の貸付利率を引き下げ、長期かつ低利の資金を融通することにより、担い手の資金調達を円滑
化し、経営発展を支援することを通じて、結果的に農業経営体の法人化にも資することになる。

122
　株式会社日本政策金融公庫が行う危機対応円滑化業務の円滑な運営に資するための経費に対する補助金の交付。
　株式会社日本政策金融公庫は指定金融機関に対して資金の貸付け、リスクの一部補填（損害担保）及び利子補給金を交付すること
により、担い手の資金調達を円滑化し、経営発展を支援。

-
  農業近代化資金その他農業経営に必要な資金の融通を円滑にするため、民間金融機関の農業者等に対する貸付けに係る債務保
証等を実施。
　農業信用基金協会が債務保証等をすることにより、担い手の資金調達の円滑化に寄与する。

-

　 農林水産業者の資金調達を支援するための金融及び大規模な災害、テロリズム若しくは感染症等による被害（危機）に対処するた
めに必要な金融等を実施。
　 農林漁業者の経営改善を支援するため、長期かつ低利の資金を融通、また、危機の際に指定金融機関からの融資が円滑に行われ
るよう措置することにより、担い手の資金調達の円滑化に寄与する。

-
　 災害その他の不慮の事故によって農業者が受けることのある損失を補塡する農業共済事業並びにこれらの事故及び農産物の需給
の変動その他の事情によって農業者が受けることのある農業収入の減少に伴う農業経営の影響を緩和する農業経営収入保険事業を
実施することにより、農業者の経営安定に寄与する。

-

　 天災によって被害を受けた農林漁業者等に対し、農林漁業の経営等に必要な低利の経営資金等の融通を円滑にするため、国が地
方公共団体に対し利子補給等を実施。
　農林漁業者等の負担軽減や民間資金を有効活用することにより、農林漁業者等の資金需要に応じた資金調達の円滑化に寄与す
る。

-
　 生産・加工・販売分野でチャレンジ性のある取組を行う農業者等に対して、株式会社日本政策金融公庫等が無利子の資金を貸し付
ける場合に、国が日本政策金融公庫等に対して利子補給金を交付することにより、担い手の資金調達の円滑化に寄与する。

-

　   農業者等に対し、民間金融機関が行う長期・低利の農業近代化資金の融通を円滑にするため、国が農林中央金庫に利子補給を
実施。
　農業者等に対し、長期かつ低利の施設資金等の融通が円滑に行われるよう措置することにより、担い手の資金調達の円滑化に寄与
する。

-
　米穀、麦その他の重要な農産物に係る農業の担い手に対し、我が国における生産条件と外国における生産条件の格差から生じる不
利を補正するための交付金及び農業収入の減少がその農業経営に及ぼす影響を緩和するための交付金を交付。
　上記の交付金を交付し、農業経営の安定を図ることにより、担い手の育成・確保に寄与する。

-
　自ら農業経営の改善を計画的に進めようとする認定農業者、新たに農業経営を営もうとする認定就農者、農用地の利用集積を行う特
定農業法人・特定農業団体を育成する等により、望ましい農業構造の実現に向けた農業の構造改革を推進し、農業の健全な発展に
寄与する。

-
　    （独）農業者年金基金において農業者の老齢について必要な年金等の給付の事業を行う。
　農業者年金事業を実施し、農業者の老後の生活の安定及び福祉の向上を図ることにより、担い手の確保に寄与する。

政策手段
（開始年度）

予算額計（執行額） 元年度
当初予算額
［百万円］

関連する
指標

政策手段の概要等
平成31年度行政事業レ

ビュー
事業番号

63 （政策分野６）



(14)
農業改良資金利子補給金
（平成22年度）
（主）

406
(357)

318
(274)

242
(202)

(１)-①-ア 0085

(15)

人・農地問題解決加速化支援
事業
（平成23年度）
（主、関連：29-7）

197
(173)

99
(93)

68
（51）

(１)-①-ア 0089

(16)

農業経営改善利子補給金交付
事業
（平成23年度）
（主）

35
(22)

30
(21)

26
(19)

(１)-①-ア 0087

(17)

農業経営法人化支援総合事業
（旧農業経営力向上支援事業）
（平成27年度）
（主）

653
(505)

668
(520)

910 (１)-①-ア 0093

(18)

農業信用保証保険基盤強化事
業
（平成27年度）
（主）

284
(11)

266
(20)

23
(2)

(１)-①-ア 0094

(19)
経営体育成支援事業
（平成23年度）
（主）

6,087
(5,359)

18,126
(14,839)

16,059
（11,582）

（１)-②-ア 0086

(20)
農業人材力強化総合支援事業
（平成24年度）
(主）

21,804
(19,125)

20,278
(19,615)

23,265 （１)-②-ア 0088

(21)
青年等就農資金
（平成26年度）
（主）

177
(147)

196
(157)

219 （１)-②-ア 0091

(22)

【TPP関連事業】
担い手確保・経営強化支援事
業
（平成27年度）
（主）

9,498
(8,732)

1,373
(1,268)

4,938
（4,492）

(１)-②-ア 0092

(23)
女性が変える未来の農業推進
事業（平成３０年度）
（主）

- -
96

（92）
(２)-①-ア 0099

(24)
農業共済事業事務費負担金
（昭和22年度）
（主）

38,025
(38,025)

37,689
(37,689)

36,404
(36,404)

- 0074

(25)

被害農家営農資金利子補給等
補助金
（昭和28年度）
（主）

7
(-)

1
(-)

5 - 0075

(26)
農林年金給付事業
（昭和33年度）
（主）

273
(273)

824
(824)

261
(261)

- 0076

5

　天災による被害農林漁業者等に対し、融資機関が貸し付けた経営資金等について地方公共団体が行う利子補給に要する経費に対
する補助。
　農林漁業者等の負担軽減や民間資金を有効活用することにより、農林漁業者等の資金需要に応じた資金調達の円滑化に寄与す
る。

213
　 農林漁業団体の役職員を対象とした年金制度である農林年金制度の安定的な運営を図るため、農林年金の年金給付費等につい
て他の被用者年金制度と同様に補助することで、農林年金の確実な給付を行い、現在及び将来における約67万人の年金受給権者の
老後の生活の安定に寄与する。

0

   農業者の減少・高齢化の進展や、ＴＰＰ等による影響から国内生産額の減少が見込まれる中、将来にわたって地域農業の担い手が
創意工夫の下、農業経営の発展に取り組めるよう万全の対策を講じ、力強く持続可能な農業構造を実現することが必要。
　このため、担い手の育成・確保の取組と農地の集積・集約化の取組を一体的かつ積極的に推進する地域において、地域の担い手が
経営発展に意欲的に取り組む際に必要となる農業用機械・施設の導入を支援し、農業の構造改革を一層加速化する。

79

   地域の農業界を牽引するリーダーとなりうる女性農業者を育成するため、経営力向上や地域農業の発展のための問題意識等をもっ
た女性農業者を対象に、農業・農村のコミュニティをまとめるリーダーシップ能力の向上、コミュニティの価値を高めるブランディング手
法の習得等を内容とする実践型研修を実施する。また、農業経営者を対象に、女性が働きやすい職場・労働環境の改善等を学ぶセミ
ナーの開催や専門家の指導・助言の下でモデル実証等を実施し、農業界全体の「働き方改革」を促進し、女性にとって魅力ある職業と
しての農業が選択されることに寄与する。

34,777
　 農業共済事業の迅速、適正かつ円滑な実施を確保するため、その実務を行っている農業共済団体に対し、事業運営に係る人件費
等の基幹的経費を交付。
　 農業共済事業を迅速、適正かつ円滑に実施し、共済金の早期支払を行うことにより被災農業者の経営安定に寄与する。

0
　適切な人・農地プランに位置付けられた中心経営体等が経営規模の拡大や経営の多角化を図るために必要な農業用機械の整備等
を支援。
　このような支援により、地域の担い手の育成・確保に寄与する。

21,003
　 青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため、就農前後の青年農業者への資金の交付、農業法人の雇用就農の促進、地域
農業リーダーの人材の層を厚くする農業経営者教育の強化を支援。
　  これら総合的な支援により、青年新規就農者の増加に寄与する。

238
　 新たな農業経営を営もうとする青年等を対象に、農業経営を開始するために必要な資金を長期・無利子で貸し付けることにより、将
来の農業者となる人材の育成・確保に寄与する。

24

　 担い手が必要とする短期運転資金を低利で融通するため、基金協会が貸付原資として借り入れた借入金に対し利子補給金を交
付。
　 民間金融機関と都道府県農業信用基金協会（基金協会）との協調融資方式により、民間金融機関が低利で資金を供給できるように
することにより、担い手の資金調達を円滑化し、経営発展を支援することを通じて、結果的に農業経営体の法人化にも資することにな
る。

907
   県レベルに農業経営相談に関する体制を整備し、関係機関と連携して行う農業経営の法人化、円滑な経営継承、規模拡大等に関
する経営相談・経営診断や専門家派遣・巡回指導などの取組を支援するとともに、経営相談等をした集落営農等が法人化及び組織化
する取組を支援することにより、農業経営の法人化及び質の向上に寄与する。

21
   被災農業者の経営再建に必要となる農業近代化資金の借入れについて、都道府県農業信用基金協会の債務保証に係る保証料を
貸付当初５年間免除等するための資金を交付することにより、担い手の資金調達を円滑化し、経営発展を支援。

175
　 農業者等が生産・加工・販売分野でチャレンジ性のある新たな取組を行う場合に必要な資金を無利子で貸し付けた場合に、国が日
本政策金融公庫に利子補給金を交付することにより、担い手の資金調達を円滑化し、経営発展を支援することを通じて、結果的に農
業経営体の法人化にも資することになる。

257
　 地域の農業者の徹底した話合いにより、農地集積の方向、地域農業の将来の在り方について明確にしていく「人・農地プラン」の実
質化を支援し、農業の競争力・体質強化を図ることで、農業経営の法人化に寄与する。

64 （政策分野６）



(27)
特定地域経営支援対策事業
（昭和51年度）
（主）

1,014
(985)

723
(634)

952
（743）

- 0078

(28)
人権問題啓発事業
（平成９年度）
（主）

14
(13)

11
(11)

11
（11）

- 0079

(29)
農業者年金事業
（平成15年度）
（主）

119,947
(119,758)

119,718
(119,509)

119291
（119,075）

- 0080

(30)

独立行政法人農業者年金基金
運営費
（平成15年度）
（主）

3,310
(3,310)

3,144
(3,144)

3352
（3,352）

- 0081

(31)

農業界と経済界の連携による生
産性向上モデル農業確立実証
事業
（平成26年度）
（主）

332
(294)

313
(290)

282
（242）

- 0090

(32)

農業支援外国人適正受入サ
ポート事業
（平成30年度）
（主）

- - 173 - 0098

(33)

農協監査・事業利用実態調査
費
（平成28年度）
（主）

110
(84)

75
(65)

62
(57)

- 0095

(34)
農業共済再保険事業
（昭和22年度）
（主）

58,959
(55,348)

61,568
(38,940)

57,979
(48,466)

- 0101

(35)

収入保険制度の導入・農業災害補
償制度の見直しに向けた準備
（平成29年度）
（主）

-
471

(436)
638

(609)
- 0096

(36) 収入保険制度の実施 - -
25,645

(23,951)
- 0100

(37)

担い手育成農地集積資金利子
補給金
（平成22年度）
（主）

342
(287)

332
(281

393
(271)

- 0102

(38)
経営所得安定対策等推進事業
（平成25年度）
(主、関連：元-9）

6,480
(6,418)

6,441
(6,372)

6,464
(6,382)

- 0103

213

　 平成29年度までの調査で明らかとなった、公認会計士監査へ移行した場合の費用負担低減対策を農協が実践する上での課題と取
組方向を明らかにするための調査を実施する。また、准組合員の事業利用規制の在り方の検討に資するため、生活インフラサービスへ
のアクセスに関する調査を実施する。
　これらの調査の結果を活用して、農協等の公認会計士監査制度への円滑な移行に資するとともに、准組合員の事業利用規制の在り
方についての検討に資する。

64,847
①農作物共済、家畜共済、果樹共済、畑作物共済及び園芸施設共済の共済掛金国庫負担金の農業共済組合連合会等への交付、
②再保険金の農業共済組合連合会等への支払、③家畜共済損害防止事業交付金の農業共済組合連合会等への交付を行うことによ
り、被災農業者の経営安定に寄与する。

163
　 農業法人と先端技術を有する経済界の企業等が連携して行う生産性向上モデル農業の確立に向けた取組を支援し、農業界と経済
界の新たな連携を創出するとともに、事業により得られた効果を広く普及することにより、農業の競争力強化に寄与する。

359

　 国家戦略特区制度で創設された「農業支援外国人受入事業」の実施のため、①自治体が行う適正受入管理協議会への苦情・相談
窓口の設置、②民間団体が行う外国人材の就労に対して一定の責務を負う受入農業経営体に対する相談対応、研修会の開催等のサ
ポート活動の実施、③外国人材の農業等に関する知識及び技能を評価・確認するための試験の作成・実施を支援し、農業の成長産業
化に寄与する。

11
　 農林漁業団体の職員等を対象に実施する人権問題に関する研修会等の開催や各種資料作成・配布などの啓発活動を支援。
　 農業を振興する上で阻害要因となっている広範な人権問題の解消を図るための啓発を行い、活力ある地域農業を確立することによ
り、担い手の育成・確保に寄与する。

119,121
　 担い手となる若い農業者について農業者年金の保険料負担を軽減し、その経営を支援するとともに、平成13年以前の加入者の年
金給付費を負担。
　 農業者年金事業を実施し、農業者の老後の生活の安定を図るとともに、担い手となる若い農業者等の確保に寄与する。

3,369
　 独立行政法人農業者年金基金が適切かつ円滑に業務を行うために必要となる経費を交付。
　 農業者年金事業を実施し、農業者の老後の生活の安定を図るとともに、担い手となる若い農業者等の確保に寄与する。

696
　 北海道におけるアイヌ農家の経営の改善及び沖縄県における農業経営の規模拡大や多角化・複合化等に取り組む際に必要な施
設・機械等の整備を支援することにより、意欲ある担い手の育成・確保に寄与する。

    経営所得安定対策及び水田活用の直接支払交付金の実施にあたり、都道府県段階及び地域段階の事業実施主体が行う現場に
おける対策の普及・推進活動や国からの交付金の支払 いの前提となる交付申請手続、作付状況や作付面積の確認等の業務に必要と
なる経費を助成。
　当該事業により、一定期間内における交付金の申請手続、支払事務等を適正かつ円滑に実施することに寄与する。

　農業生産基盤整備等の事業に係る農家負担分を日本政策金融公庫が無利子で貸し付けた場合に、所要額を利子補給。
　農業生産基盤整備等の事業を契機に一定以上の農地集積を図る農業者に対し、農家負担額の一部を無利子融資する日本政策金
融公庫に国が利子補給を行うことにより、担い手への資金調達の円滑化に寄与する。

①農業経営収入保険料国庫負担金の全国農業共済組合連合会への交付、②農業経営収入保険特約補塡金造成費交付金の全国
農業共済組合連合会への交付、③収入保険制度に関する事務の執行に必要な経費の全国農業共済組合連合会への補助を行うこと
により、農業者の農業経営の安定に寄与する。

-
　 農業経営全体の収入に着目した収入保険制度の導入と農業者へのサービス向上等のための農業災害補償制度の見直しを平成31
年1月から確実に実施できるよう準備し、これにより確立したセーフティネットにより、農業者の農業経営の安定に寄与した。

6,297

20,609

396

65 （政策分野６）



(39)
経営所得安定対策
（平成25年度）
(主、関連：元-9）

270,119
(200,357)

269,639
(211,909)

281,124
(177,267) - 0104

(40)
日本公庫資金円滑化貸付事業
出資金
（平成30年度）

-
(-)

-
(-)

350
(350)

- 0097

(41)

農業経営基盤強化準備金及び
農用地等を取得した場合の課
税の特例［所得税・法人税：租
税特別措置法第24条の２、第24
条の３、第61条の２、第61条の
３、第68条の64、第68条の65］
（平成19年度）

10,666
(12,195)

12,305
(14,464)

13,803 - －

(42)

特定住宅地造成事業等のため
に土地等を譲渡した場合の譲
渡所得の特別控除[所得税・法
人税：租税特別措置法第34条
の２第２項第14号、第65条の4第
１項第14号、第68条の75]
（昭和49年度）

(農協系統)
(所得税に
ついては、
特別控除
額の見込

額を記載）
105
(90)

（法人税）
2

(0)

(農協系統)
(所得税に
ついては、
特別控除
額の見込

額を記載）
130

(120)

（法人税）
1

(0)

(農協系統)
(所得税に
ついては、
特別控除
額の見込

額を記載）
110

（30）

（法人税）
0

（3）

- －

(43)

保険会社等の異常危険準備金
［法人税：租税特別措置法第57
条の５，第68条の55］
（昭和28年度）

10,047
(10,048)

10,236
(10,607)

10,293 - －

(44)

中小企業等の貸倒引当金の特
例[法人税：租税特別措置法第
57条の9、第68条の59]
（昭和41年度）

(農協系統)
2,341

(2,188)

(農協系統)
2,281

(1,683)

(農協系統)
2,175 - －

(45)

農業協同組合等の合併に係る
課税の特例[法人税：租税特別
措置法第68条の２]
（平成13年度）

(農協系統)
154

(395)

313
(293)

1,066 - －

(46)

特定の基金に対する負担金等
の損金算入の特例［法人税：租
税特別措置法第66条の11、第
68条の95、同施行令第39条の
22第2項第11号］
（農業信用基金協会：昭和50年
度）

116
(36)

32
(24)

31
(22)

- －

-

-

-

　 農業協同組合等の貸倒引当金について、繰入限度額を10％増しとすることができる。
　 天候等の影響を受け易く貸し倒れが不均衡に発生する農業融資の特性を踏まえ、本措置により農協の財務基盤を高めることにより
貸付に係るリスク担保力を強化し、農業・農村分野における金融機能の維持・強化が図られ、担い手への資金調達の円滑化に寄与し
た。

　 農業信用基金協会に設置された債務保証業務に係る基金に充てるための負担金を法人が支出した場合は、当該負担金を法人税
における所得の金額の計算上損金の額に算入することができる。
　 法人の税負担が軽減され、円滑な基金造成が図られることにより、担い手の資金調達の円滑化に寄与する。

　 農協等の合併について、簿価による合併が認められる要件の一部を緩和し、①事業の関連があること、②事業継続されること、③従
業員の８割以上が合併後も従事することが見込まれることを満たせば「適格合併」として簿価での合併ができる。
　 本措置により、農協等の合併を促進することにより、農協系統組織の効率化及び経営の健全性の確保に寄与する。

　共済連が毎年度積み立てる異常危険準備金の一定額を損金に算入することができる。
　異常危険準備金を積み立てて財務基盤を確保することで、大地震等通常の危険率を超える損害が発生した場合に、共済連が農業
者等に円滑かつ確実に共済金を支払うことが可能となり、農業者の生活の再建が円滑に進むことによる農業経営の維持に寄与する。

　 組合員等の有する土地について、土地利用に関する国等の計画に適合した計画に従って行われるものであること等の要件の下で
農業協同組合法に規定する宅地等供給事業の用に供するために譲渡した場合、その譲渡所得金額から1,500万円を控除することがで
きる。
　 本措置により、都市近郊農地の開発利用が進む中で、農協等が農業上の土地利用に留意した計画的な土地利用を推進し、無計画
な農地等の壊廃を防止し、農業と他目的利用とが調和した土地利用の推進に寄与する。

　経営所得安定対策等の交付金を準備金として積み立てた場合、積立相当額を必要経費（損金）に算入することができる。
　当該交付金及び準備金により農業用固定資産等（農用地、農業用の建物・機械等）を取得した場合、圧縮記帳して必要経費（損金）
に算入することができる。
　農業経営の基盤を強化するための農業用固定資産の取得を支援することにより、担い手の育成・確保に寄与する。

　 日本公庫が、平成30年７月豪雨による被災農業者等に対し、災害関連資金を実質無担保・無保証人にて貸し付けることができるよう、国が日本公
庫に対して財務基盤を強化するための出資金を交付することにより、被災農漁業者等の資金調達の円滑化に寄与する。

    担い手農家の経営の安定に資するよう、諸外国との生産条件の格差から生じる不利を補正する畑作物の直接支払交付金と、農業
者の拠出を前提としたセーフティネット対策として米・畑作物の収入影響緩和対策を実施。
　上記交付金等を活用することにより、米・麦・大豆等の土地利用型農業の経営体の経営の安定に寄与する。

-

-

273,962

-

-
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(47)

農業信用基金協会が受ける抵
当権の設定登記に係る税率の
軽減［登録免許税：租税特別措
置法第78条第２項］
（昭和48年度）

539
(603)

530
(546)

534
(501)

- －

(48)

農業協同組合等が取得した共
同利用機械等に係る特例措置
[固定資産税：地方税法349条の
3第4項]
（昭和49年度）

319の内数
(261の内

数)

281の内数
(285の内

数)

264の内数
(0)

- －

(49)

農業協同組合等が一定の貸付
けを受けて、共同利用する施設
を取得した場合の課税標準の
特例[不動産取得税：地方税法
附則第11条第11項]
（昭和30年度）

113
(44)

80
(53)

50
(0)

- －

(50)

企業年金等の積立金に対する
課税の特例[法人税：租税特別
措置法第68条の４]
（平成11年度）

4,356
(4,356)

4,430
(4,430)

4,437
(4,437)

- －

870,949
<->

890,288
<->

817,666
<->

789,523
<->

791,689
<->

参考：移替え予算に係る政策手段一覧

28年度
[百万円]

29年度
[百万円]

30年度
[百万円]

(1)

【参考：復興庁より】
農業経営復旧・復興対策特別
保証事業
（平成24年度）

36
(25)

32
(23)

29
(20)

- 復－0087

(2)

【参考：復興庁より】
農業経営復旧・復興対策利子
助成金等交付事業
（平成24年度）

1,474
(1,378)

1,351
(1,203)

1,382
(1,044)

- 復－0088

(3)
【参考：復興庁より】
農業改良資金利子補給金
（平成24年度）

10
(10)

9
(9)

7
(7)

- 復－0089

(4)

【参考：復興庁より】
農水産業協同組合貯金保険機
構への出資金
（平成24年度）

- -
660

(660)
- 復－0091

関連する
指標

-

　 日本政策金融公庫（沖縄県においては沖縄振興開発金融公庫資金）又は農業近代化資金の貸付けを受けて取得する共同利用施
設については、不動産取得税の課税標準の算定において、取得価格に対する貸付金額の割合を控除することができる（控除額の上
限は価格の１/２　）。
　 減税措置により共同利用施設の設置・利用が促進され、担い手等の過剰投資を避け、経営の改善に寄与する。

-
　 共済連が行う企業年金業務に係る退職年金積立金について、法人税を課税しないことができる。
　 少子高齢化が進展している状況において、本措置により公的年金を補完する企業年金の積立状況の悪化が回避され、企業年金の
安定した運営が図られることにより農業関係者等の生活の安定向上に寄与する。

政策の予算額[百万円]
846,729

<->

（注３）複数政策に関連する予算については、＜＞外書きで記載している。

-
　農水産業協同組合貯金保険機構を経由した（株）東日本大震災事業者再生支援機構への追加出資を通じて、同支援機構の財務基
盤強化を図ることにより、同支援機構が行う、東日本大震災により二重ローンを抱える事業者に対する、金融機関等からの債権買取や
債務免除等を通じた円滑な事業再生支援を推進することにより、担い手の資金調達の円滑化に寄与する。

6
　日本公庫が、被災農業者等に対して農業改良資金（無利子）を貸し付けた場合に、日本公庫に対して利子補給金を交付することによ
り、担い手の資金調達の円滑化に寄与する。

（注１）「予算額計」欄について、税制の場合は、減収見込額（減収額）を記載している。

（注２）当該政策分野に対応する予算の項に位置付けられている予算事業については、「政策手段」の欄に、「主」と記載している。
　　　　また、予算事業が複数の政策分野に関係する場合には、「政策手段」の欄に、関係する政策分野の番号を記載している。

政策手段の概要等
平成31年度行政事業レ

ビュー
事業番号

21
　被災農業者等が民間金融機関から借り入れる復旧・復興関係資金について、実質無担保・無保証人（担保や保証人を徴求する場合
にあっては、融資対象物件担保や同一経営の範囲内の保証人のみ徴求）での借入れが可能となるよう、基金協会が債務保証をする際
の保証料を無償とするために必要な資金を基金協会に対して交付することにより、担い手の資金調達の円滑化に寄与する。

1,031
　被災農業者等が復旧・復興の取組のために借り入れた資金について、借入者の金利負担軽減を図り、復旧・復興の取組を金融面か
ら支援するため、（公財）農林水産長期金融協会が利子助成金を交付する際に必要となる財源を国が同協会に交付することにより、担
い手の資金調達の円滑化に寄与する。

-

-

政策の執行額[百万円]

政策手段
（開始年度）

予算額計（執行額） 元年度
当初予算額

[百万円]

　 農業協同組合、中小企業等協同組合等が取得した農林漁業者又は中小企業の共同利用に供する機械及び装置について、課税標
準について３年度分に限り価格の１/２とすることができる。
　 減税措置により共同利用に供する機械等の設置・利用が促進され、担い手等の過剰投資を避け、経営の改善に寄与する。

　 農業者等が融資機関からの資金の借入れに際し、農業信用基金協会から債務保証を受け、同協会の債権を担保するために設定す
る抵当権の設定登記に係る登録免許税の税率を軽減（4／1,000　→　1.5／1,000）。
　 農業信用基金協会の債務保証を利用する際の負担を軽減することにより担い手の資金調達の円滑化に寄与する。
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達成度合（％）＝（当該年度実績値／当該年度目標値）×100
Ａ'ランク:150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

施策（２） 目標① 指標（ア）

把握の方法 「農業法人実態調査」（公益社団法人　日本農業法人協会）により把握。

達成度合の判定方法
達成度合（％）＝（当該年度実績値／当該年度の目標値）×100
Ａ'ランク:150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

参考資料

１．各指標における実績値の把握方法及び達成度合の判定方法

施策（１）

目標① 指標（ア）

把握の方法 農林漁業センサス及び農業構造動態調査（抽出調査による推計）により把握。

達成度合の判定方法
達成度合（％）＝（当該年度実績値／当該年度目標値）×100
Ａ'ランク:150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

目標② 指標（ア）

把握の方法 「農林業センサス、新規就農者調査（農林水産省統計調査）、国勢調査（総務省）」により把握。

達成度合の判定方法

68 （政策分野６）



（農林水産省元－⑦）

基準年度 目標年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

14万ｈａ/年 14万ｈａ/年 14万ｈａ/年 14万ｈａ/年 14万ｈａ/年

8万ha/年 6.2万ｈａ/年 4.1万ｈａ/年 3.1万ha/年 2.3万ha/年

担当部局名

政策評価体系上の
位置付け

政策評価
実施予定時期

経営局（農村振興局）
【経営局農地政策課、農村振興局農村計画課/農地資源課/地域振興課】

農業の持続的な発展

令和３年８月

担い手への農地集積・集約化と農地の確保

　農業の生産性を高め、成長産業としていくため、担い手への農地の集積・集約化を推進する。
　また、荒廃農地（注１）を再生利用する取組を推進し、荒廃農地の発生防止と解消を図るほか、農業振興地
域制度及び農地転用許可制度の適切な運用を図り、優良農地（注２）の確保と有効利用の取組を推進する。

食料・農業・農村基本計画(平成27年3月31日閣議決定)
  第３　２  （3）

土地改良長期計画（注３）（平成28年8月24日閣議決定）
　第３　３　（１）　政策目標２　ア　①農地の大区画化等や省力化技術の導入による生産コストの削減
　　　　　　 　　　 政策目標２　ア　②担い手への農地の集積・集約化の加速化

未来投資戦略2017（平成29年6月9日閣議決定）
　第２　Ⅲ　２　(2)　ⅰ)　①

農林水産業・地域の活力創造プラン（平成28年11月29日改訂農林水産業・地域の活力創造本部決定）
　Ⅲ 政策の展開方向 3
  Ⅴ 具体的施策 3

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
指標－

計算分類

F↑－直

年度ごとの目標値

年度ごとの実績値

政策に関係する内閣の重要政策

令和元年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

政策分野名
【施策名】

政策の概要
【施策の概要】

測定指標 基準値 目標値

施策（１） 担い手への農地集積・集約化の加速化

施策の目指すべき姿
【目標設定の考え方根拠】

　農業の生産性を高め、成長産業としていくためには、担い手への農地集積・集約化を加速化していく必要があることから、今後１０年間で担い手の農地利用割合を現状の５割から８割に引き上げることを目標とし、これを実現するため、各都
道府県段階に整備された農地中間管理機構（注４）をフル稼働させ、同機構が地域内の分散・錯綜する農地を借り受け、担い手がまとまりのある形で農地を利用できるよう貸し付けるとともに、農地中間管理事業と基盤整備事業の連携等に
よる担い手への農地の集積・集約化を図る。

目標①
【達成すべき目標】

担い手の農地利用が全農地の８割を占める農業構造の確立

把握の方法

達成度合いの判定方法

ア
担い手が利用する農地面積の

割合

　 担い手が利用する農地面積の割合は、平成12年から平成22年の10年間で、農地面積全体の3割から5割に増加し
ているが、農業の生産性を高め、成長産業としていくためには、担い手への農地集積・集約化を更に加速化する必要
があるため、「日本再興戦略」（平成25年6月14日閣議決定）及び「農林水産業・地域の活力創造プラン」（平成25年12
月10日農林水産業・地域の活力創造本部）において、「今後10年間で、担い手の農地利用が全農地の8割を占める
農業構造の確立」を目指すこととされた。
   これを実現するため、都道府県段階に公的な農地の中間的受け皿である農地中間管理機構を整備し、これを活用
し10年間で140万ｈａの農地を集積し、担い手の農地利用が全農地の８割を占める農業構造を確立する。
　土地改良長期計画においては、農地整備事業と農地中間管理機構との連携を一層強化し、農地集積に資する農
地の大区画化、排水改良等の基盤整備を一層推進することにより、基盤整備完了地区における担い手への農地集積
率を約８割以上に向上させることとしていることから、これを測定指標の目標値として設定した。

「耕地及び作付面積統計調査」（農林水産省統計部）及び経営局調査により把握。

達成度合（％）＝（当該年度実績値／当該年度目標値）×100
Ａ’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

49% 平成25年度 80% 令和５年度
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- 80% 80% 80% 80%

- 72% 77% 78%
９月上旬把

握予定

基準年度 目標年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

4.1千ha/年 4.1千ha/年 4.1千ha/年 4.1千ha/年 4.1千ha/年

7.1千ha/
年

10.6千ha/
年

7.0千ha/
年

6.5千ha/
年

９月中に
把握予定

農村振興局調査により把握

達成度合（％）＝（当該年度実績値／当該年度目標値）×100
Ａ'ランク:150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

Ｓ＝－直

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
指標－

計算分類

Ｆ↑－直

　 農用地等の確保に関する国の基本的考え方を示す「農用地等の確保等に関する基本指針（平成27年12月変更）」
において、令和7年時点で確保される農用地区域内の農地面積の目標を403万ヘクタールとしている。これを達成す
るためには、令和7年までに荒廃農地を4.5万ヘクタール再生することが必要と想定されており、これを目標として設定
した。
　 各年の目標値については、目標年までの11年間（H27～R7）において、毎年同程度の荒廃農地が再生されるものと
して目標面積を設定した。

令和７年度

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

年度ごとの実績値

施策（２）

施策の目指すべき姿
【目標設定の考え方根拠】

　荒廃農地の発生等により農地面積が減少している中、再生利用可能な荒廃農地の農地中間管理機構への利用権設定を進めることにより、荒廃農地の発生防止と解消を図る。
　このため、農用地区域（注５）において農業者等が行う荒廃農地を再生利用する取組を推進する。

目標①
【達成すべき目標】

農用地区域における荒廃農地の再生利用

荒廃農地の発生防止・解消等

- - 4.5万ha

ア 荒廃農地の再生利用面積

把握の方法

達成度合いの判定方法

　 担い手が利用する農地面積の割合は、平成12年から平成22年の10年間で、農地面積全体の3割から5割に増加し
ているが、農業の生産性を高め、成長産業としていくためには、担い手への農地集積・集約化を更に加速化する必要
があるため、「日本再興戦略」（平成25年6月14日閣議決定）及び「農林水産業・地域の活力創造プラン」（平成25年12
月10日農林水産業・地域の活力創造本部）において、「今後10年間で、担い手の農地利用が全農地の8割を占める
農業構造の確立」を目指すこととされた。
   これを実現するため、都道府県段階に公的な農地の中間的受け皿である農地中間管理機構を整備し、これを活用
し10年間で140万ｈａの農地を集積し、担い手の農地利用が全農地の８割を占める農業構造を確立する。
　土地改良長期計画においては、農地整備事業と農地中間管理機構との連携を一層強化し、農地集積に資する農
地の大区画化、排水改良等の基盤整備を一層推進することにより、基盤整備完了地区における担い手への農地集積
率を約８割以上に向上させることとしていることから、これを測定指標の目標値として設定した。イ

基盤整備完了地区における担
い手への農地集積率

- - 80% 令和２年度

把握の方法 農村振興局調査により把握

達成度合いの判定方法
　達成度合（％）＝（当該年度実績値（％）／当該年度目標値（％））×100
Ａ’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満
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基準年度 目標年度 27年度 2８年度 29年度 30年度 元年度

404.8万ha 404.6万ha 404.5万ha 404.3万ha 404.1万ha

403.2万ha 402.8万ha 401.8万ha 400.9万ha
400.2万ha
（暫定値）

28年度
［百万円］

29年度
［百万円］

30年度
［百万円］

(1)
農業振興地域の整備に関する
法律
（昭和44年）

- - -

(１)-①-ア
(１)-①-イ
(２)-①-ア
(３)-①-ア

－

(2)
農地法
（昭和27年）

- - -
(１)-①-ア
(２)-①-ア
(３)-①-ア

－

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
指標－

計算分類

達成度合いの判定方法
達成度合（％）＝（当該年度実績値／当該年度目標値）×100
Ａ'ランク:150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

把握の方法

-

　 国の農地確保に関する基本指針、都道府県の基本方針等の変更を中心として、優良農地の確保と農業振興施策の計画的な推進を
図るもの。
【(1)-①との関連】
　 農業振興地域の整備に関する法律第８条に基づく、市町村が定める農業振興地域整備計画では「農業経営の規模の拡大及び農
用地等又は農用地等とすることが適当な土地の農業上の効率的かつ総合的な利用の促進のためのこれらの土地に関する権利の取得
の円滑化その他農業上の利用の調整に関する事項」を定めることとしており、この方向性に即して各種施策が実施されることとなるた
め、担い手への農地集積・集約化の加速に寄与する。
【(2)-①との関連】
　 農用地区域内の荒廃農地の再生を図り、荒廃農地対策の推進に寄与する。
【(3)-①との関連】
　 農業振興地域の整備に関する法律に基づき、農林水産大臣が定める「農用地等の確保等に関する基本指針」における確保すべき
農用地区域内農地の面積目標を達成するために、農業振興地域制度等の適切な運用を推進し、優良農地の確保と有効利用の取組
の推進に寄与する。

-

　 農地を農地以外のものにすることを規制するとともに、農地を効率的に利用する耕作者による地域との調和に配慮した農地について
の権利の取得を促進し、及び農地の利用関係を調整し、並びに農地の農業上の利用を確保するための措置。
【(１)-①との関連】
 　一定の要件の下で、農業生産法人以外の法人が農地を賃借することにより、担い手への農地集積・集約化の推進に寄与する。
【(２)-①との関連】
　 遊休農地及び耕作放棄される恐れのある農地の所有者等に対して、農業委員会が利用意向調査を実施し、当該農地を農地中間管
理機構に貸し付ける方向に誘導することにより、荒廃農地の発生防止・解消等に寄与する。
【(３)-①との関連】
　 農用地区域内の農地等の優良農地は原則として転用許可を認めないこととする一方、市街地にある農地等においては原則許可を
認めることとすることにより、転用を市街地にある農地等に誘導することで、農用地区域内の農地等の確保に資する仕組みとし、計画的
な土地利用の推進と転用規制の厳格化に寄与する。

施策（３） 農地転用許可制度等の適切な運用

政策手段
（開始年度）

予算額計（執行額） 元年度
当初予算額
［百万円］

関連する
指標

政策手段の概要等

目標値

年度ごとの目標値

年度ごとの実績値

405万ha

施策の目指すべき姿
【目標設定の考え方根拠】

　農業生産の基盤となる農地は、宅地等への農地転用や荒廃農地の発生により減少している中、集団的な農地や農業生産性が高い優良農地の確保を図る。
　このため、国と地方の適切な役割分担の下、農用地区域内農地の総量確保の仕組みの充実を図り、併せて農業振興地域（注６）制度及び農地転用許可制度の適切な運用を図ることにより、優良農地の確保と有効利用の取組を推進す
る。

目標①
【達成すべき目標】

農用地区域内農地面積の確保

測定指標 基準値

平成31年度行政事業レ
ビュー

事業番号

ア 農用地区域内農地面積

Ｓ￪－直

　 農用地等の確保に関する国の基本的考え方を示す「農用地等の確保等に関する基本指針(平成27年12月変更)」
において、令和7年の確保すべき農用地区域内農地面積（以下「農地面積」という。）の目標を、基準年となる平成26
年(405万ヘクタール)よりも２万ヘクタール減の403万ヘクタールとしたことから、これを目標年度及び目標値として設定
した。
 　なお、年度ごとの目標値については、基準年（H26）から目標年（R7）までの期間（11年間）に毎年均等で減少するこ
ととして設定した。

農村振興局調査により把握。

平成26年度 403万ha 令和７年度
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(3)
農業委員会等に関する法律
（昭和26年）

- - -
(１)-①-ア
(２)-①-ア －

(4)
農業経営基盤強化促進法
（昭和55年）

- - - (１)-①-ア －

(5)
農地中間管理事業の推進に関
する法律（平成26年）

- - - (１)-①-ア －

(6)

農山漁村の活性化のための定
住等及び地域間交流の促進に
関する法律
（平成19年）

- - -
(１)-①-イ
(２)-①-ア
(３)-①-ア

－

(7)
土地改良法
（昭和24年）

- - -
(１)-①-イ
(２)-①-ア －

(8)
集落地域整備法
（昭和62年）

- - - (３)-①-ア －

(9)

地方拠点都市地域の整備及び
産業業務施設の再配置の促進
に関する法律
（平成４年）

- - - (３)-①-ア －

(10)

人・農地問題解決加速化支援
事業
（平成23年度）
（関連：29-6）

197
(173)

  99
(93)

68
(51)

(１)-①-ア －

(11)
農地調整費交付金
（昭和21年度）
（主）

81
（49）

77
(46)

72
(49)

(１)-①-ア 0105

(12)

都道府県農業委員会ネットワー
ク機構負担金
（昭和29年度）
（主）

514
(514)

514
(514)

514
(514)

(１)-①-ア 0106

(13)
農業委員会交付金
（昭和60年度）
（主）

4,718
(4,718)

4,718
(4,717)

4,718
(4,718)

(１)-①-ア
(２)-①-ア 0107

(14)

農地中間管理機構による集積・
集約化活動
（平成25年度）
（主）

9,135
(8,564)

15,961
(7,849)

11,160
(8,739)

(１)-①-ア 0108

(15)
国有農地等管理処分事業
（平成26年度）
（主）

3,000
(2,057)

2,229
(1,857)

2,070
(1,832)

(１)-①-ア 0109

515
　 都道府県農業委員会ネットワーク機構が農地法に基づく業務を処理するために必要な経費を負担することにより、担い手への農地
集積・集約化の推進に寄与する。

62
　 優良農地を確保し、農地の効率的な利用を図るため、都道府県等が行う農地の利用関係の調査・調整等に要する経費について支
援することにより、担い手への農地集積・集約化の推進に寄与する。

257
　 地域の農業者の徹底した話合いにより、農地集積の方向、地域農業の将来の在り方について明確にしていく「人・農地プラン」の実
質化を支援し、農業の競争力・体質強化を図ることで、農業経営の法人化に寄与する。

-

　 農地法等の法令に基づく業務や農地利用の最適化の推進業務を行う農業委員会の組織運営について規定。
【(１)-①との関連】
　 農業委員会が農地の出し手及び受け手との調整活動等を実施することにより、担い手への農地集積・集約化の推進に寄与する。
【(２)-①との関連】
　 農業委員会が遊休農地及び遊休農地化の恐れのある農地の所有者等に対して利用意向調査を実施し、当該農地を中間管理機構
に貸付ける方向に誘導することにより、遊休農地対策の推進に寄与する。

-

　 農地の利用集積を円滑に実施するため、利用権設定等促進事業、農地利用集積円滑化事業、農用地利用改善事業等を措置する
ことにより、担い手への農地集積・集約化の推進に寄与する。

　 地方拠点都市地域について、都市機能の増進及び居住環境の向上等の一体的な整備の促進並びに当該地域への産業業務施設
の移転の促進に際し、農山漁村の整備の促進等に配慮。
　 産業業務施設等の整備に必要な用地について、優良農地の確保等農林漁業の健全な発展との調和に配慮しつつ、農業上の土地
利用との調整を行うことにより、計画的な土地利用の推進に寄与する。

-

　 農山漁村における定住等及び農山漁村と都市との地域間交流を促進するため、生産基盤及び施設、生活環境施設、地域間交流の
ための施設の整備を促進し、農山漁村の活性化に資する。
【(1)-①との関連】
　 農山漁村の活性化に関する計画に基づく地域独自の新たな取組が進展することにより、担い手への農地集積・集約化の加速に寄
与する。
【(2)-①との関連】
　 農山漁村の活性化に関する計画に基づく地域独自の新たな取組が進展することにより、荒廃農地の発生防止・解消等に寄与する。
【(3)-①との関連】
　 農山漁村の活性化に関する計画に基づく地域独自の新たな取組が進展することにより、計画的な土地利用の推進に寄与する。

-

　 農業生産基盤の整備及び開発を図り、農業の生産性の向上、農業構造の改善に資する。
【(1)-①との関連】
　 本法に基づき、生産基盤の整備と一体的に行う換地や利用権設定により、農地の流動化が図られることから、担い手への農地集積・
集約化の加速に寄与する。
【(2)-①との関連】
　 本法に基づき、耕作放棄地を含む農地の基盤整備と一体的に行う換地や利用権設定により、荒廃農地の解消に寄与する。

-
　 都道府県段階に公的な農地の中間的受け皿である農地中間管理機構を整備し、機構が農地を借り受け、担い手の規模拡大や農
地の集約化の意向に配慮して転貸することで、担い手への農地の集積・集約化の推進に寄与する。

-

　 良好な営農条件及び居住環境の確保を図ることが必要な集落地域について、その地域の振興と秩序ある整備を推進するため、農
業の生産条件と都市環境との調和のとれた地域の整備を推進することにより、計画的な土地利用の推進に寄与する。

-

10,044
   農地中間管理機構が地域内の分散・錯綜する農地を借り受け、担い手がまとまりのある形で農地を利用できるよう貸し付けることで、
担い手への農地集積・集約化の推進に寄与する。

4,718
　 農業委員会が農地法等の法令に基づく業務や農地利用の最適化の推進業務を行うために必要な経費を交付することにより、担い
手への農地集積・集約化や遊休農地対策の推進に寄与する。

1,931
　 農地の利用関係の調整のため、国が行う農地等の買収、国又は都道府県が行う農地等の管理及び国が行う農地等を効率的に利用
して農業を行う者などへの売払いに関する事務経費。
　国が農地等を買収・管理・処分し、農地の利用関係を調整することにより、担い手への農地集積・集約化の推進に寄与する。
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(16)
農地利用最適化交付金
（平成28年度）
（主）

1,961
(434)

6,993
(1,747)

8,010
(2,817)

(１)-①-ア
(２)-①-ア 0110

(17)
農地の整備（直轄）
（昭和24年度）
（関連：29-8）

3,840
(3,324)

2,615
(2,566)

4,080
(4,032)

(１)-①-イ
(２)-①-ア 0117

(18)
農家負担金軽減支援対策事業
（平成21年度）
（主）

4,660
(3,200)

3,740
(3,727)

3,256
(3,254)

(１)-①-イ 0111

(19)

農山漁村地域整備交付金
（平成22年度）
（関連：29-8、12、14、15、17、
22）

87,427
の内数
(87,348
の内数)

77,878
の内数
(77,842
の内数)

72,387
の内数
(72,233
の内数)

(１)-①-イ 0122

(20)
農業競争力強化基盤整備事業
（平成24年度）
（関連：29-8、15）

34,486
(34,131)

47,222
(46,803)

48,136
(47,991)

(１)-①-イ 0123

(21)
農地耕作条件改善事業
（平成27年度）
（主）

12,208
(12,001)

22,526
(22,223)

32,232
(32,137)

(１)-①-イ 0112

(22)
中山間地域所得向上支援事業
（平成27年度）
（主）

193
(151)

9,615
(8,813)

10,028
(7,333)

－ 0113

(23)

農山漁村振興交付金
（平成28年度）
（関連：29-3、8、12、14、15、
16、17、18、19、22）

7,326
の内数
(7,011

の内数)

8,602
の内数
(7,886

の内数)

9,524
の内数
(7,282

の内数)

(１)-①-イ
(３)-①-ア 0204

(24)
荒廃農地等利活用促進交付金
（平成29年度）
（主）

-
223

（137）
165

(140)
(１)-①-ア
(２)-①-ア 0114

(25)

特定住宅地造成事業等（農地
中間管理機構等への買い取り）
のために土地等を譲渡した場合
の譲渡所得の特別控除［所得
税・法人税：租税特別措置法第
34条の２第２項第25号、第65条
の４第１項第25号、第68条の75］
（昭和42年度）

1,449
(1,295)

1,325
(1,205)

1,300

(１)-①-ア
(１)-①-イ
(２)-①-ア
(３)-①-ア

－

4,044

　 土地改良事業の円滑な推進を図るため、事業を契機とした意欲と能力のある担い手の農地集積等に取り組む地域に対し、農家の負
担金の軽減と計画償還の一層の推進を支援。
　 一定以上の農用地の利用集積を図る地域や土地改良事業の負担金の償還が困難な土地改良地区を対象に、無利子貸付や利子
助成を行うことにより、土地改良事業実施地区における負担金を軽減することとあわせて、担い手への農地集積・集約化の加速に寄与
する。

29,950

   農業の競争力強化に向けて、区画拡大や暗渠排水整備による耕作条件の改善を機動的に実施し、農地中間管理機構による担い手
への農地集積・集約化の加速について支援するとともに、農地集積を図りつつ高収益作物への転換を図る場合には、計画策定から営
農定着に必要な取組を一括支援。
　 農地中間管理機構による担い手への農地集積・集約化の加速や稲作等から高収益作物への転換に寄与する。

65,692

　 農地の大区画化や排水対策、農業水利施設の整備等の一体的な推進や、畦畔除去等の簡易な農地整備、老朽化した農業水利施
設の補修・更新など、地域の実情に応じたきめ細やかな整備の推進を支援。
　 農業生産基盤の整備と一体的に行う換地や利用権設定により、農地の流動化が図られることから、担い手への農地集積・集約化の
加速に寄与する。

5,022

　 広範な農地の大区画化や排水対策、農業水利施設の整備等の農業生産基盤の整備を行う。
【(1)-①との関連】
　 農業生産基盤の整備と一体的に行う換地や利用権設定により、農地の流動化が図られることから、担い手への農地集積・集約化の
加速に寄与する。
【(2)-①との関連】
　 荒廃農地を含む農地の基盤整備と一体的に行う換地や利用権設定により、荒廃農地の解消に寄与する。

80,004
の内数

　 自治体が農山漁村地域ニーズにあった計画を自ら策定し、農山漁村地域の防災力の向上、農林水産業の基盤整備の推進を交付
金により支援。
　 本交付金の事業内容において、農地の大区画化や排水対策、農業水利施設の整備等を一体的に推進するとともに、農地集積によ
る大規模な経営体の育成を推進し、農業生産基盤の整備と一体的に農地集積が進展することから、担い手への農地集積・集約化の加
速に寄与する。

6,713
   農業委員及び農地利用最適化推進委員の積極的な活動に要する経費について、活動実績及び成果実績に応じて交付することに
より、担い手への農地集積・集約化や遊休農地対策の推進に寄与する（改正農業委員会法に基づく新制度に移行した農業委員会を
対象とする。）。

-
　荒廃農地を再生利用する担い手農業者等の取組を支援。
　本交付金は、地方単独事業と効果的に協調することにより、地域の取組の中核的な役割を担う事業として荒廃農地の解消と担い手
への農地集積に寄与する。

9,809
の内数

　 地域の創意工夫による活動の計画づくりから農業者等を含む地域住民の就業の場の確保、農山漁村における所得の向上や雇用の
増大に結び付ける取組までを総合的に支援する。
【(1)-①との関連】
　 本交付金において、農地の高度利用のための生産基盤の総合的・一体的な整備を支援するものであり、同時に行う換地や利用権
設定により農地流動化を図り、目標である担い手への農地集積・集約化の加速に寄与する。
【(3)-①との関連】
　 本交付金において、農地の高度利用等のための生産基盤の総合的・一体的な整備を支援することにより、農用地区域への編入促
進や除外の抑制を図るなどの計画的な土地利用の推進等により農用地区域内農地面積の確保に寄与する。

-
   中山間地域の特性に応じた収益性の高い農産物の生産・販売等を本格的に取り組む場合に策定する実践的な計画に基づき、水田
の畑地化等の基盤整備、生産・販売等の施設整備等を総合的に支援し、担い手の所得向上に寄与する。

-

　 農用地区域内にある農用地が農業経営基盤強化促進法の協議に基づいて農地中間管理機構等に買い取られる場合には、1,500
万円までの譲渡所得について特別控除。
 　買入協議によって農地中間管理機構又は農地利用集積円滑化団体に農地を売り渡すこととなった農地所有者の譲渡所得の特別
控除を行うことによって、農地中間管理機構等が優良農地を確保しやすくなることにより、それにより、担い手への農地集積・集約化の
推進に寄与する。

73 （政策分野７）



(26)

農地保有の合理化等のために
農地等を譲渡した場合の譲渡
所得の特別控除［所得税・法人
税：租税特別措置法第34条の
３、第65条の５、第68条の76］
（昭和45年度）

8,903
(9,259）

8,946
(10,053)

8,837 (１)-①-ア
(１)-①-イ
(３)-①-ア

－

(27)

農地等を贈与した場合の贈与
税の納税猶予［贈与税：租税特
別措置法第70条の4］
（昭和39年度）

604
(333)

458
(123)

301 (１)-①-ア －

(28)

贈与税の納税猶予を適用して
いる場合の特定貸付けの特例
[相続税・贈与税：租税特別措置
法第70条の4の2]
（平成24年度）

604
の内数

(333
の内数)

458
の内数

(123
の内数)

301
の内数

(１)-①-ア －

(29)

農地等についての相続税の納
税猶予等［相続税：租税特別措
置法第70条の6］
（昭和50年度）

45,226
(41,200)

43,085
(40,405)

41,858 (１)-①-ア －

(30)

相続税の納税猶予を適用して
いる場合の特定貸付けの特例
［相続税：租税特別措置法第70
条の6の2］
（平成21年度）

45,226
の内数
(41,200
の内数)

43,085
の内数
(40,405
の内数)

41,858
の内数

(１)-①-ア －

(31)

特定貸付けを行った農地又は
採草放牧地についての相続税
の課税の特例［相続税：租税特
別措置法第70条の6の3］
（平成21年度）

45,226
の内数
(41,200
の内数)

43,085
の内数
(40,405
の内数)

41,858
の内数

(１)-①-ア －

(32)

利用権設定等促進事業により農
用地等を取得した場合の所有
権の移転登記の税率の軽減［登
録免許税：租税特別措置法第
77条］
（昭和56年度）

65
(63)

53
(53)

52 (１)-①-ア －

(33)

農地中間管理機構が農用地等
を取得した場合の所有権の移
転登記の税率の軽減[登録免許
税：租税特別措置法第77条の2]
（平成26年度）

25
(24)

24
(15)

21 (１)-①-ア －

-
　 利用権設定等促進事業により農用地等を取得した場合の所有権の移転登記の税率の軽減（20/1,000→ 10/1,000）。
　 意欲ある多様な農業者への農地の利用集積を誘導する利用権設定等促進事業による譲渡に対して、登録免許税を軽減することに
より、担い手への農地集積・集約化の推進に寄与する。

-

　 農業を営む個人が、その推定相続人のうちの1人に一括して農地の全部等を贈与した場合には、一定の要件のもと、その年分の贈
与税額のうち農地等の価額に対応する部分の税額が猶予され、贈与者又は受贈者のいずれかが死亡したときに免除される。
　 農地の生前一括贈与を政策的に誘導することは、当該贈与を通じた農業経営の承継が早期に実現し、農業後継者の確保・育成に
資することとなるとともに、民法の均分相続による農地の細分化を確実に防止することが可能となり、このことにより、担い手への農地集
積・集約化の推進に寄与する。

-

　 相続人が、農業を営んでいた被相続人から相続又は遺贈により農地等を取得して農業を営む場合には、相続税額のうち当該農地
等の価額の農業投資価格を超える部分については、一定の要件のもと納税が猶予される。
　 相続によって農地の所有者が変わっても農地としての利用が永続的に確保される仕組みを講じることにより、担い手への農地集積・
集約化の推進に寄与する。

-

　 相続税の納税猶予の適用を受けている農業相続人が、当納税猶予の適用を受けている市街化区域以外の農地について農業経営
基盤強化促進法又は農地中間事業の推進に関する法律に基づき貸し付けた場合には、その貸付けはなかったものとみなし、納税猶
予を継続する。
 　相続税の納税猶予の適用対象農地について、農業経営基盤強化促進法等に基づく貸付けを行った場合についても当該猶予が適
用されることにより、農業経営基盤の強化を計画的に促進するために市町村が定めた基本構想に即した農地の利用集積を円滑に促
進することが可能になることから、担い手への農地集積・集約化の推進に寄与する。

-

　 贈与税の納税猶予の適用を受けている推定相続人が、当該納税猶予の適用を受けている市街化区域以外の農地等について農業
経営基盤強化促進法又は農地中間管理事業の推進に関する法律に基づき貸し付けた場合には、その貸付はなかったものとみなし、
納税猶予を継続する。
　 贈与税の納税猶予の適用対象農地について、農業経営基盤強化促進法等に基づく貸付けを行った場合についても当該猶予が適
用されることにより、担い手への農地集積・集約化の推進に寄与する。

-

・農業振興地域の整備に関する法律に規定する農業委員会のあっせん等により農地等を譲渡した場合には、800万円までの譲渡所得
について特別控除
・農地中間管理機構等の行う農地売買等事業により、農用地区域内にある農地等又はこれらの土地の上に存する権利を譲渡した場合
には、800万円までの譲渡所得について特別控除
・個人が土地改良法による換地処分において、創設換地の用に供するための不換地・特別減歩により清算金を取得した場合には、800
万円までの譲渡所得について特別控除
等。
【(１)-①との関連】
・農業経営基盤強化促進法等による譲渡に対して、その譲渡所得（譲渡利益）を軽減することにより、担い手への農地集積・集約化の
推進に寄与する。
・換地処分は地区全体で実施されるものであり、本措置が適用されることにより、対象地区全体の換地処分の円滑な実施が図られ、担
い手への農地集積・集約化の加速に寄与する。
【(３)-①との関連】
　農振法第８条に基づく、市町村が定める農業振興地域整備計画の達成に資するため、農振法第２３条に規定する農業委員会のあっ
せん等を行うもの。
　当該あっせん等において、土地の譲渡に伴う税の負担を軽減することにより、経営規模の拡大、優良農地の確保等に寄与する。

-

　 農地中間管理機構が農地売買等事業により農用地区域内の農用地等を取得した場合の所有権の移転登記の税率の軽減
（20/1,000→ 10/1,000）。
　 農地中間管理機構が農地を取得する際のインセンティブ措置を講じることにより、機構を介した所有権移転による担い手への農地集
積・集約化の推進に寄与する。

-

　 農業経営基盤強化促進法等に基づき貸し付けられた農地等を相続等した場合には、その農地等は被相続人がその死亡の日まで
農業の用に供していたものとみなし、相続税の納税猶予の適用対象とする。
　 相続税の納税猶予の適用対象農地について、現に農業経営基盤強化促進法等に基づく貸付けが行われ、又は相続に伴い当該貸
付が行われた場合についても当該猶予が適用されることにより、農業経営基盤の強化を計画的に促進するために市町村が定めた基本
構想に即した農地の利用集積を円滑に促進することが可能となることから、担い手への農地集積・集約化の推進に寄与する。

74 （政策分野７）



(34)

農地中間管理事業等に係る農
地の取得に対して課する不動産
取得税の納税義務の免除等［不
動産取得税：地方税法第73条
の27の6］
（昭和46年度）

17
(15)

15
(18)

16 (１)-①-ア －

(35)

農業経営基盤強化促進法の規
定による農用地利用集積計画
に基づき農用地区域内の土地
を取得した場合の課税標準の
特例［不動産取得税：地方税法
附則第11条第1項］
（昭和56年度）

69
(77)

71
(74)

73 (１)-①-ア －

(36)

贈与税納税猶予の適用農地等
の取得に係る特例措置[不動産
取得税：地方税法附則第12条]
（昭和41年度）

28
(39)

32
(31)

33 (１)-①-ア －

(37)

農地中間管理機構への貸付け
による農地の利用の効率化及び
高度化の促進を図るための農地
の保有に係る課税の軽減措置
〔固定資産税・都市計画税・地
方税法附則第15条第42項〕
（平成28年度）

-
72

(75)
161 (１)-①-ア －

(38)

交換処分等に伴い資産を取得
した場合の課税の特例［所得
税・法人税：租税特別措置法第
33条の2］
（昭和26年度）

0
(0)

0
(0)

0
(0)

(１)-①-イ
(３)-①-ア －

(39)

収用交換等の場合の譲渡所得
等の特別控除［所得税・法人
税：租税特別措置法第33条の
4、第65条の2、第68条の73］
（昭和38年度）

819
(472)

472
(0)

0
(0)

(１)-①-イ
(３)-①-ア

－

(40)

収用等に伴い代替資産を取得
した場合の課税の特例［所得
税、法人税：租税特別措置法第
33条、第64条、第68条の70］
（昭和26年度）

697
(472)

472
(0)

0
(0)

(１)-①-イ －

(41)

換地処分等に伴い資産を取得
した場合の課税の特例［所得
税・法人税：租税特別措置法第
33条の3、第65条、第68条の72］
（昭和44年度）

6,328
(6,388)

6388
(0)

0
(0)

(１)-①-イ －

(42)

収用等に伴い特別勘定を設け
た場合の課税の特例［法人税：
租税特別措置法第64条の2、第
68条の71］
（平成13年度）

0
(0)

0
(0)

0
(0)

(１)-①-イ －

-

　 農地中間管理機構又は農地利用集積円滑化団体が農用地区域内の農地等又は開発して農地とすることが適当な土地を取得し、５
年以内（５年以内に土地改良事業等が開始され、事業の完了の日が５年を超えるときは、その完了の日から１年以内）に売渡し又は交
換したときは、納税義務を免除。
　 農地中間管理機構又は農地利用集積円滑化団体が農地を取得する際の不動産取得税の納税義務を免除することによって、農地
中間管理機構等が優良農地を確保しやすくなり、それにより、担い手への農地集積の推進に寄与する。

　 農地中間管理機構への貸付けによる農地の利用の効率化及び高度化の促進を図るため、所有する全農地（10アール未満の自作地
を残した全農地）を、新たに、まとめて、農地中間管理機構に10年以上の期間で貸し付けた場合、当該農地に係る固定資産税又は都
市計画税の課税標準額を２分の１に軽減する（軽減期間は貸付期間15年以上で５年間、10年以上で３年間）。
   農地中間管理機構が地域内の分散・錯綜する農地を借り受け、担い手がまとまりのある形で農地を利用できるよう貸し付けることで、
担い手への農地集積・集約化の推進に寄与する。

-

-

　 個人の有する資産で、法令の規定に基づいて換地をし土地を取得した場合は、譲渡がなかったものとみなし、法人の有する資産
で、法令の規定に基づいて換地等をし交換取得資産を取得した場合は、譲渡所得金額を損金算入。
　 換地処分又は交換分合は地区全体で実施されるものであり、本措置が適用されることにより、対象地区全体の換地処分や交換分合
の円滑な実施が図られ、担い手への農地集積・集約化の加速に寄与する。

-

　 法人の有する資産（棚卸資産を除く。）が、法令の規定に基づいて、強制的に収用等された場合、それに替わる代替資産をその収用
等のあった日を含む事業年度に取得できなかったときに、その収用等に係る差益金相当額を特別勘定として繰り延べることを認め、代
替資産を取得したときは圧縮記帳。
 　換地処分は地区全体で実施されるものであり、本措置が適用されることにより、対象地区全体の換地処分の円滑な実施が図られ、担
い手への農地集積・集約化の加速に寄与する。

-

　 個人又は法人の有する資産（棚卸資産を除く。）で、法令の規定に基づいて、強制的に交換処分等をした場合は、譲渡所得金額を
必要経費算入又は損金算入。
【(1)-①との関連】
　 土地改良法による交換分合は地区全体で実施されるものであり、本措置が適用されることにより、対象地区全体の交換分合の円滑
な実施が図られ、担い手への農地集積・集約化の加速に寄与する。
【(3)-①との関連】
　 当該課税特例は、農振法第１３条の２第１項に基づく交換分合を実施した場合に措置されるもの。
　 当該課税特例において、市町村が定める交換分合計画に基づき、土地の権利の移転等を行う土地の所有者の負担を軽減すること
により、当該土地の権利移転にかかる合意形成等が促進され、農業振興地域整備計画で定めた農用地区域内農地（優良農地）の確
保と有効利用に寄与する。

-

　個人又は法人の有する資産（棚卸資産を除く。）で、法令の規定に基づいて、強制的に譲渡又は換地をした場合、その譲渡所得金
額から5,000万円を控除。
【(1)-①との関連】
　土地改良法による換地処分又は交換分合は地区全体で実施されるものであり、本措置が適用されることにより、対象地区全体の換地
処分や交換分合の円滑な実施が図られ、担い手への農地集積・集約化の加速に寄与する。
【(3)-①との関連】
　当該課税特例は、農振法第１３条の２第１項に基づく交換分合を実施した場合に措置されるもの。
　当該課税特例において、市町村が定める交換分合計画に基づき、土地の権利の移転等を行う土地の所有者の負担を軽減すること
により、当該土地の権利移転にかかる合意形成等が促進され、農業振興地域整備計画で定めた農用地区域内農地（優良農地）の確
保と有効利用に寄与する。

-

　 個人又は法人の有する資産（棚卸資産を除く。）で、法令の規定に基づいて、強制的に譲渡をし、その譲渡代金でもって代替資産を
取得した場合は、譲渡所得金額を必要経費算入又は損金算入。
　 換地処分は地区全体で実施されるものであり、本措置が適用されることにより、対象地区全体の換地処分の円滑な実施が図られ、担
い手への農地集積・集約化の加速に寄与する。

-

　 贈与税の納税猶予の適用者が取得した農地、採草放牧地及び準農地については、その徴収が猶予され、当該贈与者又は受贈者
が死亡したときは、納税義務が免除される。
　 農地の生前一括贈与を政策的に誘導することは、当該贈与を通じた農業経営の承継が早期に実現し、農業後継者の確保・育成に
資することとなるとともに、民法の均分相続による農地の細分化を確実に防止することが可能となり、このことにより、担い手への農地集
積・集約化の推進に寄与する。

-

　 農用地区域内の土地を取得した場合には、取得価格の1/3相当額を控除（交換による取得の場合には、失った土地の価格又は取
得価格の1/3相当額のいずれか多い額）。
　 地域の中心となる経営体への農地の利用集積を誘導する利用権設定等促進事業による譲渡に対して、不動産取得税を軽減するこ
とにより、担い手への農地集積・集約化の推進に寄与する。
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(43)

土地改良法の規定による換地
計画に基づき創設農用地換地
を取得した場合の課税標準の
特例[不動産取得税：地法附則
第51条の２第３項]
（平成14年度）

0
(0)

0
(0)

0
(0)

(１)-①-イ －

(44)

特定の交換分合により土地等を
取得した場合の譲渡所得の課
税の特例［所得税・法人税：租
税特別措置法第37条の6、第65
条の10、第68条の81］
（昭和60年度）

0
(0)

0
(0)

0
(0)

(３)-①-ア －

(45)

農業振興地域の整備に関する
法律の規定による交換分合によ
り農業振興地域内にある土地を
取得した場合の課税標準の特
例［不動産取得税：地方税法第
73条の14］
（昭和50年度）

0
(0)

0
(0)

0
(0)

(３)-①-ア －

37,842
<106,605>

89,082
<96,196>

59,890
<95,518>

32,456
<106,075>

51,708
<95,336>

政策の予算額[百万円]
63,494

<>

政策の執行額[百万円]

-

　 個人又は法人の有する土地等で、一定の要件の下で交換分合をした場合、その譲渡所得金額を必要経費算入又は損金算入。
　 当該課税特例は、農振法第１３条の２第２項に基づく交換分合を実施した場合に措置されるもの。
　 当該課税特例において、市町村が定める交換分合計画に基づき、土地の権利の移転等を行う土地の所有者の負担を軽減すること
により、当該土地の権利移転にかかる合意形成等が促進され、農業振興地域整備計画で定めた農用地区域内農地（優良農地）の確
保と有効利用に寄与する。

-

　 創設農用地換地を取得した場合には、取得価格の1/3相当額を控除（対象地域を東日本大震災の津波被災区域を含む地域の換地
計画に基づき取得する創設農用地換地に限定。）
　 換地処分は地区全体で実施されるものであり、本措置が適用されることにより対象地区全体の換地処分の円滑な実施が図られ、担
い手への農地集積・集約化の加速に寄与する。

-

　 農振法に基づく、交換分合により土地を取得した場合には、失った土地の価格又は取得価格の1/3相当額のいずれか多い額を土地
の価格から控除。
　 当該課税特例は、農振法第１３条の２第１項に基づく交換分合を実施した場合に措置されるもの。
　 当該課税特例において、市町村が定める交換分合計画に基づき、土地の権利の移転等を行う土地の所有者の負担を軽減すること
により、当該土地の権利移転にかかる合意形成等が促進され、農業振興地域整備計画で定めた農用地区域内農地（優良農地）の確
保と有効利用に寄与する。
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参考：移替え予算に係る政策手段一覧

28年度
[百万円]

29年度
[百万円]

30年度
[百万円]

(1)

【参考：国土交通省より】
北海道開発事業のうち農地の整
備（直轄）
（昭和24年度）
（関連:29-8）

29,617
(28,465)

29,109
(28,982)

15,018
(14,992)

(１)-①-イ
(２)-①-ア 国-0414

(2)

【参考：国土交通省より】
離島振興事業のうち農山漁村
地域整備交付金
（平成22年度）
（関連：29-8,12,14,15,17,22）

5,290
の内数
(5,270

の内数)

4,963
の内数
(4,933

の内数)

4,886
の内数
(4,827

の内数)

(１)-①-イ 国-0410

(3)

【参考：国土交通省より】
奄美群島振興開発事業のうち
農山漁村地域整備交付金
（平成22年度）
（関連：29-8,12,14,15,17,22）

1,784
の内数
(1,784

の内数)

1,625
の内数
(1,625

の内数)

1,382
の内数
(1,382)
の内数

(１)-①-イ 国-0411

(4)

【参考：国土交通省より】
北海道開発事業のうち農山漁
村地域整備交付金
（平成22年度）
（関連：29-8,12,14,15,17,22）

11,826
の内数
(11,820
の内数)

11,588
の内数
(11,581
の内数)

10,294
の内数
(10,234
の内数)

(１)-①-イ 国-0414

(5)

【参考：内閣府より】
農業生産基盤整備事業に必要
な経費のうち農業競争力強化基
盤整備事業
（平成24年度）
（関連：29-8,15）

4,801
(4,799)

4,248
(4,248)

4,754
(4,754)

(１)-①-イ 内-0077

(6)

【参考：国土交通省より】
離島振興事業のうち農業競争
力強化基盤整備事業
（平成24年度）
（関連：29-8,15）

1,784
(1,247)

1,233
(1,233)

910
(907)

(１)-①-イ 国-0410

(7)

【参考：国土交通省より】
奄美群島振興開発事業のうち
農業競争力強化基盤整備事業
（平成24年度）
（関連：29-8,15）

3,182
(2,778)

2,507
(2,507)

2,684
(2,684)

(１)-①-イ 国-0411

(8)

【参考：国土交通省より】
北海道開発事業のうち農業競
争力強化基盤整備事業
（平成24年度）
（関連：29-8,15）

33,919
(33,883)

35,596
(35,535)

15,780
(15,779)

(１)-①-イ 国-0414

（注３）複数政策に関連する予算については、＜＞外書きで記載している。

（注１）「予算額計」欄について、税制の場合は、減収見込額（減収額）を記載している。

（注２）当該政策分野に対応する予算の項に位置付けられている予算事業については、「政策手段」の欄に、「主」と記載している。
　　　　また、予算事業が複数の政策分野に関係する場合には、「政策手段」の欄に、関係する政策分野の番号を記載している。

政策手段
（開始年度）

予算額計（執行額） 元年度
当初予算額

[百万円]

関連する
指標

政策手段の概要等

　農地の大区画化や排水対策、農業水利施設の整備等の一体的な推進や、畦畔除去等の簡易な農地整備、老朽化した農業水利施
設の補修・更新など、地域の実情に応じたきめ細やかな整備の推進を支援。
　農業生産基盤の整備と一体的に行う換地や利用権設定により、農地の流動化が図られることから、担い手への農地集積・集約化の
加速に寄与する。

　農地の大区画化や排水対策、農業水利施設の整備等の一体的な推進や、畦畔除去等の簡易な農地整備、老朽化した農業水利施
設の補修・更新など、地域の実情に応じたきめ細やかな整備の推進を支援。
　農業生産基盤の整備と一体的に行う換地や利用権設定により、農地の流動化が図られることから、担い手への農地集積・集約化の
加速に寄与する。

平成31年度行政事業レ
ビュー

事業番号

　広範な農地の排水対策や大区画化、農業水利施設の整備等の農業生産基盤の整備を行う。
【(1)-①との関連】
　農業生産基盤の整備と一体的に行う換地や利用権設定により、農地の流動化が図られることから、担い手への農地集積・集約化の
加速に寄与する。
【(2)-①との関連】
　荒廃農地を含む農地の基盤整備と一体的に行う換地や利用権設定により、荒廃農地の解消に寄与する。

　自治体が農山漁村地域ニーズにあった計画を自ら策定し、農山漁村地域の防災力の向上、農林水産業の基盤整備の推進を交付金
により支援。
　本交付金の事業内容において、農地の大区画化や排水対策、農業水利施設の整備等を一体的に推進するとともに、農地集積によ
る大規模な経営体の育成を推進し、農業生産基盤の整備と一体的に農地集積が進展することから、担い手への農地集積・集約化の加
速に寄与する。

　自治体が農山漁村地域ニーズにあった計画を自ら策定し、農山漁村地域の防災力の向上、農林水産業の基盤整備の推進を交付金
により支援。
　本交付金の事業内容において、農地の大区画化や排水対策、農業水利施設の整備等を一体的に推進するとともに、農地集積によ
る大規模な経営体の育成を推進し、農業生産基盤の整備と一体的に農地集積が進展することから、担い手への農地集積・集約化の加
速に寄与する。

　自治体が農山漁村地域ニーズにあった計画を自ら策定し、農山漁村地域の防災力の向上、農林水産業の基盤整備の推進を交付金
により支援。
　本交付金の事業内容において、農地の大区画化や排水対策、農業水利施設の整備等を一体的に推進するとともに、農地集積によ
る大規模な経営体の育成を推進し、農業生産基盤の整備と一体的に農地集積が進展することから、担い手への農地集積・集約化の加
速に寄与する。

2,670

18,390

19,837

4,901
の内数

1,525
の内数

11,284
の内数

4,740

1,175

　農地の大区画化や排水対策、農業水利施設の整備等の一体的な推進や、畦畔除去等の簡易な農地整備、老朽化した農業水利施
設の補修・更新など、地域の実情に応じたきめ細やかな整備の推進を支援。
　農業生産基盤の整備と一体的に行う換地や利用権設定により、農地の流動化が図られることから、担い手への農地集積・集約化の
加速に寄与する。

　農地の大区画化や排水対策、農業水利施設の整備等の一体的な推進や、畦畔除去等の簡易な農地整備、老朽化した農業水利施
設の補修・更新など、地域の実情に応じたきめ細やかな整備の推進を支援。
　農業生産基盤の整備と一体的に行う換地や利用権設定により、農地の流動化が図られることから、担い手への農地集積・集約化の
加速に寄与する。
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基準
年度

目標
年度

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

- 121% 122% 123% 124%

- 123% 122% 113%
8月末

把握予定

令和元年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

政策分野名
【施策名】

構造改革の加速化や国土強靱化に資する農業生産基盤整備の推進 担当部局名
農村振興局
【農村振興局水資源課/農地資源課/防災課】

政策の概要
【施策の概要】

　良好な営農条件を備えた農地・農業用水の確保と有効利用を通じて、国内農業の生産性の向上と食料自給率・食料自給力の維持向上を図
る。
　このため、事業の効率的な実施を旨とし、地域の特性に応じた農業生産基盤の整備を推進する。

政策評価体系上の
位置付け

農業の持続的な発展（産業、人、生産基盤）

（農林水産省元－⑧）

政策に関係する内閣の重要政策

食料・農業・農村基本計画（平成27年3月31日）
　第３　２　（５）構造改革の加速化や国土強靱化に資する農業生産基盤整備
新成長戦略（平成22年6月18日）
　第３章　７つの戦略分野の基本方針と目標とする成果 （４）観光立国・地域活性化戦略
我が国の食と農林漁業の再生のための基本方針・行動計画（平成23年10月25日）
　　Ⅲ　戦略６　（１）地震・津波などを想定した農林漁業・関連産業等の見直し
土地改良長期計画（注１）（平成28年8月24日閣議決定）
　第３　３　（１）  政策目標１　ア　①農業生産の拡大・多様化による収益の増大
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②６次産業化等による雇用と所得の創出
　　　　　　　　 　政策目標２　ア　①農地の大区画化等や省力化技術の導入による生産コストの削減
　　　　　　  　　　　　　　　　　 　　 ②担い手への農地の集積・集約化の加速化
　　　　　　（３）　政策目標５　ア　①農業水利施設の長寿命化とライフサイクルコストの低減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②農業水利施設の機能強化による災害リスクの軽減
　　　　　　　　　 政策目標６　ア　①農村協働力を活かした防災・減災力の強化
国土強靱化基本計画（注２）（平成26年6月3日）　第３章　２　（９）農林水産
社会資本整備重点計画（注３）（平成27年9月18日）
農業・農村の復興マスタープラン（注４）（平成29年6月13日）

政策評価
実施予定時期

令和３年８月

施策（１） 良好な営農条件を備えた農地の確保

施策の目指すべき姿
【目標設定の考え方根拠】

　食料・農業・農村基本計画における食料自給率目標の達成や食料自給力の維持向上に資するよう、気候上裏作が可能な関東以西地域を中心に耕地利用率の向上を図る。
　また、水田農業において、米中心の営農体系から野菜等の高収益作物を中心とした営農体系への転換など、農業者の自立的な経営判断に基づく生産を促すため、水田における高収益作物等の導入と品質向上・収量増を可能とする排水改良等を推進する。

目標①
【達成すべき目標】

水田の汎用化等の基盤整備を通じた耕地利用率や高収益作物の作付割合の向上

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

ア
裏作が可能な地域における基盤
整備完了区域の耕地利用率

119% 平成27年度 125% 令和2年度 Ｓ↑－直

　土地改良長期計画においては、食料自給率の向上や食料自給力の維持向上にも資するよう、令和２年度までに気候上裏
作が可能な関東以西地域を中心に耕地利用率を125%以上に向上させることとしていることから、これを目標値として設定し
た。
　なお各年度においては、毎年度一定割合で段階的に目標値を向上させることとした。

把握の方法 農林水産省農村振興局調査により把握。

達成度合いの
判定方法

達成度合＝（当該年度実績値／当該年度目標値）×100
A’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満
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- 23% 25% 27% 29%

- 22% 22% 26%
8月末

把握予定

基準
年度

目標
年度

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

－ 46% 47% 48% 49%

－ 47% 48% 49% 49%

基準
年度

目標
年度

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

15,920ha 16,770ha 17,610ha 18,350ha 18,420ha

15,920ha 16,770ha 17,630ha 18,150ha 18,390ha

施策（3） 農村地域の強靱化に向けた防災・減災対策

施策の目指すべき姿
【目標設定の考え方根拠】

　都市化や農業者と農業者以外の住民の混住化が進行する農村地域において、集中豪雨の増加や大規模地震の発生等、災害リスクの高まりに対応し、安定的な農業経営や安全・安心な暮らしを実現するため、「国土強靱化基本計画」（平成26年６月閣議決定）等を踏まえ、農業水利
施設等の耐震化、洪水被害防止等の対策と、ため池管理体制の構築等による地域防災力の強化のハード・ソフト対策を適切に組み合わせて推進する。
　その際、地域の実情やリスク評価に応じた施策の重点化や優先順位付けを行いつつ、既存施設の有効活用や地域コミュニティ機能の発揮等により効率的に対策を推進する。

イ
基盤整備完了区域（水田）にお
ける作付面積（主食用米を除く）
に占める高収益作物の割合

21% 平成27年度 30% 令和2年度 Ｓ↑－直

　土地改良長期計画においては、水田農業において、米中心の営農体系から野菜等の高収益作物を中心とした営農体系へ
の転換など、農業者の自立的な経営判断に基づく生産を促すため、水田における高収益作物等の導入と品質向上・収量増
を可能とする排水改良等を推進し、基盤整備完了区域（水田）における作付面積（主食用米を除く）に占める高収益作物の割
合を約３割以上に向上することとしていることから、これを測定指標の目標値として設定した。
　なお、各年度においては、目標を達成するため、毎年度一定割合でこれらの値を向上させることとした。

把握の方法 農林水産省農村振興局調査により把握。

達成度合いの
判定方法

達成度合＝（当該年度実績値／当該年度目標値）×100
A’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

施策（2） 農業水利施設の戦略的な保全管理

施策の目指すべき姿
【目標設定の考え方根拠】

  農業水利施設の老朽化が進行する中、農業生産に欠くことのできない基礎的な資源である農業水利施設について将来にわたって施設機能の安定的な発揮を図る必要がある。このため、点検、機能診断及び監視を通じた適切なリスク管理の下での計画的かつ効率的な補修、更新
等により、施設の徹底した長寿命化とライフサイクルコスト(注５)の低減を図る戦略的な保全管理を推進する。

目標①
【達成すべき目標】

基幹的農業水利施設の施設機能の安定化

　「食料・農業・農村基本計画」では、農業生産に欠くことのできない基礎的な資源である農業水利施設について、「将来にわ
たって施設機能の安定的な発揮を図るため、点検、機能診断及び監視を通じた適切なリスク管理の下での計画的かつ効率
的な補修、更新等により、施設の徹底した長寿命化とライフサイクルコストの低減を図る戦略的な保全管理を推進する」とされ
ている。
　このため、土地改良長期計画では、戦略的な保全管理の推進に向け、現状の実績を踏まえて、施設機能が安定している基
幹的農業水利施設の割合を令和２年度までに約５割とすることとしており、同目標を測定指標として設定した。
　なお、各年度においては、目標を達成するために、毎年度一定割合で施設機能が安定している基幹的農業水利施設の割
合を向上させることとする。

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

ア
施設機能が安定している基幹的
農業水利施設の割合

46% 平成27年度 50% 令和2年度 Ｓ↑－直

把握の方法 農林水産省農村振興局調査により把握。

達成度合いの
判定方法

達成度合＝（当該年度実績値／当該年度目標値）×100
A’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

目標①
【達成すべき目標】

被災地域の災害に強い新たな食料供給基地としての再生・復興

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

ア
震災の被災地域における営農再
開が可能となる農地面積

－ － 18,420ha 令和元年度 Ｓ↑－直

　東日本大震災の被災地域においては、基幹産業である農業の復旧・復興を目指し、市町村の復興計画等に基づき、農地
や農業用排水施設等の復旧に取り組んでおり、測定指標として、震災の被災地域における営農再開が可能となる農地面積
を選定した。
　目標値には、農業・農村の復興マスタープラン（平成29年6月13日）を踏まえ、最新の復旧状況を市町村に聞き取りを行い、
青森、岩手、宮城、福島、茨城、千葉の６県において営農再開が可能となると見込まれる農地面積として、令和元年度18,420
ヘクタールを設定した。

把握の方法 除塩事業等を実施している県を通じて、営農再開可能面積を調査により把握（農林水産省農村振興局）

達成度合いの
判定方法

達成度合＝（当該年度実績値／当該年度目標値）×100
A’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満
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基準
年度

目標
年度

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

－ 約6.8万ha 約13.6万ha 約20.4万ha 約27.2万ha

－ 6.5万ha 10.4万ha 16.2万ha 20.8万ha

- - - - -

- 18% 39% 71% 82%

- - - - -

- 46% 47% 53% 58%

- - - - -

- 52% 56% 63% 71%

目標②
【達成すべき目標】

湛水被害、津波・高潮被害等の災害が発生するおそれのある農地の減少

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

ア
湛水被害等が防止される農地及
び周辺地域の面積

0ha 平成27年度 約34万ha 令和2年度 Ｓ↑－直

　土地改良長期計画では、豪雨や地震によるため池の決壊や湛水被害等を防止し、農地やその周辺地域の保全を図り、災
害に強い農村社会の形成に寄与するため、下流域に住宅等がある防災重点ため池の整備、排水機場や排水路の整備等を
計画的かつ効率的に推進することとし、５年間に農地及び周辺地域約34万ha（うち農地約28万ha）の湛水被害等の防止を図
ることとしており、これを測定指標の目標値として設定した。
　なお、目標の達成に向けて、緊急的に防災対策が必要な優先度の高い地域から着実に事業を推進し、毎年度、農地及び
周辺地域約6.8万ha（うち農地約5.6万ha）において湛水被害等の防止を図ることとした。

把握の方法 防災事業を行うことによって、一定水準の安全性が確保された農地及び周辺地域の面積を集計し把握（農林水産省農村振興局）

達成度合いの
判定方法

達成度合＝（当該年度実績値／当該年度目標値）×100
A’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

エ

南海トラフ巨大地震・首都直下地
震等の大規模地震が想定されて
いる地域等における、水門・樋門
等の自動化・遠隔操作化率

約43％ 平成26年度 約82％ 令和2年度 Ｓ↑－直

　社会資本整備重点計画（平成27年9月18日閣議決定。以下「重点計画」という。）では、平成27年度から令和２年度の計画
期間において、厳しい財政制約の下、社会資本のストック効果が最大限に発揮されるよう、集約･再編を含めた戦略的メンテ
ナンス、既存施設の有効活用（賢く使う取組）に重点的に取り組むとともに、社会資本整備の目的･役割に応じて、「安全安心
インフラ」、「生活インフラ」、「成長インフラ」について、選択と集中の徹底を図ることとし、４つの重点目標と13の政策パッケー
ジを設定したところ。
　重点計画の重点目標に係る指標のうち、農地海岸分野では、
エ）　津波到達前に水門等を安全かつ迅速･確実に閉鎖するため「水門・樋門等の自動化・遠隔操作化率」を指標として、令
和２年度までに約82％と設定した。
　なお、各年度においては、目標を達成するため、社会資本整備重点計画の指標を設定する際に行った海岸管理者に対す
る聞き取り結果等を勘案し、毎年度計画的に達成していくこととした。

把握の方法 社会資本整備重点計画における指標フォローアップ調査により把握（農林水産省・国土交通省の海岸担当部局による共同調査）

達成度合いの
判定方法

達成度合＝(当該年度実績値／令和２年度目標値)×100
A’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

イ
海岸堤防等の個別施設毎の長
寿命化計画（個別施設計画）の
策定率

約1％ 平成26年度 約100％ 令和2年度 Ｓ↑－直

　社会資本整備重点計画（平成27年9月18日閣議決定。以下「重点計画」という。）では、平成27年度から令和２年度の計画
期間において、厳しい財政制約の下、社会資本のストック効果が最大限に発揮されるよう、集約･再編を含めた戦略的メンテ
ナンス、既存施設の有効活用（賢く使う取組）に重点的に取り組むとともに、社会資本整備の目的･役割に応じて、「安全安心
インフラ」、「生活インフラ」、「成長インフラ」について、選択と集中の徹底を図ることとし、４つの重点目標と13の政策パッケー
ジを設定したところ。
　重点計画の重点目標に係る指標のうち、農地海岸分野では、
イ）　戦略的な維持管理･更新等を推進するため「海岸の長寿命化計画（個別施設計画）の策定率」を指標として、令和２年度
までに約100%と設定した。
　なお、各年度においては、目標を達成するため、社会資本整備重点計画の指標を設定する際に行った海岸管理者に対す
る聞き取り結果等を勘案し、毎年度計画的に達成していくこととした。

把握の方法 社会資本整備重点計画における指標フォローアップ調査により把握（農林水産省・国土交通省の海岸担当部局による共同調査）

達成度合いの
判定方法

達成度合＝（当該年度実績値／令和２年度目標値）×100
A’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

ウ

南海トラフ巨大地震・首都直下地
震等の大規模地震が想定されて
いる地域等における海岸堤防等
の整備率（計画高までの整備と
耐震化）

約39％ 平成26年度 約69％ 令和2年度 Ｓ↑－直

　社会資本整備重点計画（平成27年9月18日閣議決定。以下「重点計画」という。）では、平成27年度から令和２年度の計画
期間において、厳しい財政制約の下、社会資本のストック効果が最大限に発揮されるよう、集約･再編を含めた戦略的メンテ
ナンス、既存施設の有効活用（賢く使う取組）に重点的に取り組むとともに、社会資本整備の目的･役割に応じて、「安全安心
インフラ」、「生活インフラ」、「成長インフラ」について、選択と集中の徹底を図ることとし、４つの重点目標と13の政策パッケー
ジを設定したところ。
　重点計画の重点目標に係る指標のうち、農地海岸分野では、
ウ）　南海トラフ巨大地震・首都直下型地震等の大規模地震が想定される地域等において、粘り強い構造の海岸堤防等の整
備を推進するため「海岸堤防の整備率（計画高までの整備と耐震化）」を指標として、令和２年度までに約69％と設定した。
　なお、各年度においては、目標を達成するため、社会資本整備重点計画の指標を設定する際に行った海岸管理者に対す
る聞き取り結果等を勘案し、毎年度計画的に達成していくこととした。

把握の方法 社会資本整備重点計画における指標フォローアップ調査により把握（農林水産省・国土交通省の海岸担当部局による共同調査）

達成度合いの
判定方法

達成度合＝(当該年度実績値／令和２年度目標値)×100
A’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満
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28年度
[百万円]

29年度
[百万円]

30年度
[百万円]

(1)
土地改良法
（昭和24年）

－ － -

(1)-①-ア
(1)-①-イ
(2)-①-ア
(3)-①-ア
(3)-②-ア

－

(2)

農山漁村の活性化のための定住
等及び地域間交流の促進に関
する法律
（平成19年）

－ － -

(1)-①-ア
(1)-①-イ
(2)-①-ア
(3)-②-ア

－

(3)
農業の有する多面的機能の発揮
の促進に関する法律
（平成27年）

－ － - (2)-①-ア －

(4)
地すべり等防止法
（昭和33年）

－ － - (3)-②-ア －

(5)
活動火山対策特別措置法
（昭和48年）

－ － - (3)-②-ア －

(6)
海岸法
（昭和31年）

－ － -
(3)-②-イ
(3)-②-ウ
(3)-②-エ

－

(7)
農業用ため池の管理及び保全
に関する法律
（平成31年）

－ － - (3)-②-ア －

平成31年度
行政事業レ

ビュー
事業番号

-
　地すべり及びぼた山の崩壊による被害を除却又は軽減し、国土の保全と民生の安定に資する。
　本法に基づき、地すべり防止対策を実施することにより、農地及び周辺地域の湛水被害等の防止に寄与する。

　多面的機能発揮促進事業について、その事業計画の認定の制度を設けるとともに、同事業を推進するための措置等を講じることにより、農業の有する多面的機能の発揮の
促進に寄与する。
　加えて、施設の保全管理の充実、強化に寄与する。

政策手段
（開始年度）

予算額計（執行額）

元年度
当初予算額

[百万円]

関連する
指標

政策手段の概要等

-

　農業生産基盤の整備及び開発を図り、農業の生産性の向上、農業構造の改善に資する。
【（1）－①との関連】
　本法に基づき、農地の排水対策や大区画化等を行うことにより、水田の汎用化が図られることから、耕地利用率や高収益作物の作付率の向上に寄与し、良好な営農条件を
備えた農地の確保に寄与する。
【（2）－①との関連】
　本法に基づき　農業用用排水施設の整備に当たっては、これまでの全面的な改築・更新に代え、機能の監視・診断等によるリスク管理を行いつつ、劣化の状況に応じた補
修・更新等を計画的に行うことにより、施設の長寿命化とライフサイクルコストの低減を図る戦略的な保全管理に寄与する。
【（3）－①との関連】
　本法に基づき、基幹的かつ大規模な農業用用排水施設の整備等を実施することにより、湛水被害等の災害発生防止が図られ、災害に強い農村社会の形成と快適な農村の
暮らしの実現に寄与する。
【（3）－②との関連】
　本法に基づき、農業用用排水施設等の整備・改修を実施することにより、農地及び周辺地域の湛水被害等の防止に寄与する。

-

農山漁村における定住等及び農山漁村と都市との地域間交流を促進するため、生産基盤及び施設、生活環境施設、地域間交流のための施設の整備を促進し、農山漁村の
活性化に資する。
【（1）－①との関連】
　農山漁村の活性化に関する計画に基づく地域独自の新たな取組が進展することにより、水田汎用化等の農業生産基盤を通じた耕地利用率や高収益作物の作付率の向上
に寄与する。
【（2）－①との関連】
　農山漁村の活性化に関する計画に基づく地域独自の新たな取組が進展することにより、急速に劣化が進行する全ての基幹的農業水利施設を対象に機能診断が図られるこ
とに寄与する。
【（3）－②との関連】
　農山漁村の活性化に関する計画に基づく地域独自の新たな取組が進展することにより、農地及び周辺地域の湛水被害等の防止に寄与する。

-

-
　火山の爆発による被害を防除し、農業の安定に資する。
　本法に基づき策定される防災営農施設整備計画に基づく事業を実施することにより、農地の降灰被害等の防止に寄与する。

-
　津波、高潮、波浪等による被害から海岸を防護するとともに、海岸環境の整備と保全及び公衆の海岸の適正な利用を図り、国土の保全に資する。
　本法に基づく海岸事業により、海岸堤防、護岸等の海岸保全施設を新設又は改良等、計画的に整備することで、海岸背後にある農地及び周辺地域の減少に寄与する。

-
　ため池の適正な管理及び保全が行われる体制を整備し、ため池の保全に資する。
　本法に基づきため池の防災工事を実施することにより、農地及び周辺地域の湛水被害等の防止に寄与する。
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(8)
農地の整備（直轄）
（昭和24年度）
（主、関連:30-7）

3,840
(3,324)

2,615
(2,566)

4,080
(4,032)

(1)-①-ア
(1)-①-イ

0117

(9)
有明海再生関係事業
（平成21年度）
（主）

1,000
(983)

1,000
(976)

1,000
(984)

(1)-①-ア
(1)-①-イ

0121

(10)

農山漁村振興交付金
（平成28年度）
（関連：30-
3,7,12,14,15,16,17,18,19,22）

7,326
の内数
(7,011

の内数)

8,602
の内数
(7,886

の内数)

9,524
の内数
(7,282

の内数)

(1)-①-ア
(1)-①-イ
(2)-①-ア
(3)-②-ア

0204

(11)

農業用用排水施設の整備・保全
（直轄）
（昭和24年度）
（主、関連：30-12,15）

56,359
(53,898)

63,326
(61,445)

71,802
(71,130)

(1)-①-ア
(1)-①-イ
(2)-①-ア

0116

(12)
農業競争力強化基盤整備事業
（平成24年度）
（主、関連：30-7,15）

34,486
(34,131)

47,222
(46,803)

48,136
(47,991)

(1)-①-ア
(1)-①-イ
(2)-①-ア

0123

　農地の大区画化や排水対策、農業水利施設の整備等の一体的な推進や、畦畔除去等の簡易な農地整備、老朽化した農業水利施設の補修・更新など、地域の実情に応じ
たきめ細やかな整備の推進を支援。
【（1）－①との関連】
　農地の大区画化や排水対策、農業水利施設の整備・保全を実施することにより、耕地利用率や高収益作物の作付率の向上に寄与する。
【（2）－①との関連】
　農業水利施設の安定的な用排水機能等を確保するための改修・整備に当たって、施設の機能診断を計画的に実施することにより、急速に劣化が進行する全ての基幹的農
業水利施設に対する機能診断が図られることに寄与する。

9,809
の内数

5,022
　広範な農地の大区画化や排水対策、農業水利施設の整備等の農業生産基盤の整備を実施。
　農地の排水対策や大区画化等を行うことにより、水田の汎用化が図られることから、耕地利用率や高収益作物の作付率の向上に寄与する。

1,000

本事業で得られた成果は、「有明海及び八代海等を再生するための特別措置に関する法律」（平成14年法律第120号）に基づき、環境省に設置された有明海・八代海等総合
調査評価委員会の検討に供され、平成29年３月にとりまとめた委員会報告の今後の再生方策や課題に反映。　例えば、次のようなものが新たに盛り込まれている。
　①　タイラギの浮遊幼生の量を増やすための広域的な母貝集団ネットワークの形成
　　（浮遊幼生の移動ルート及び稚貝の着底場所の把握、母貝生息適地の保全・再生、母貝生息適地への稚貝放流・移植等）
　②　アサリの浮遊幼生を増やすための母貝生息適地の保全再生、稚貝の量や生存率を高めるための採苗器の設置
　③　魚類等の広域的な連携を含めた種苗放流の推進
　　（例えば、ガサミは、４県が協調した取組を進めており、平成28年度には低コストな手法での量産レベルの種苗生産に成功）

　また、本事業等の取組を通じて、有明海の二枚貝類の資源・生産の状況に、次のような効果をもたらしている。
　①　アサリについては、平成27年に有明海全域で稚貝が大量発生し、移植・放流や食害防止などにより、福岡県では、推定資源量が
　　平成26年の220トンから平成29年は5,500トンに増大。また、カキ筏を活用した垂下養殖の導入が諫早湾で行われ、平成27年から販
　　売を開始。
　②　アゲマキについては、平成21年に人工稚貝の量産化技術を構築し、平成28年には、佐賀県の放流漁場において生息数が例年
　　の10倍に増加。
　③　カキについては、平成28年には、諫早湾及びその近傍海域で約120基の養殖筏が設置され、諫早湾では、高付加価値化のため
　　の養殖技術を導入し、平成24年には日本一決定戦で一位となり、平成27年からは、カキの周年出荷の試みもスタート。
　
　以上のように本事業の取組により、諫早湾干拓と周辺の環境との調和に配慮しつつ、良好な営農状況を備えた農地及び国営土地改良施設等を保全し、良好な営農状況の
継続に寄与するものである。

地域の創意工夫による活動の計画づくりから農業者等を含む地域住民の就業の場の確保、農山漁村における所得の向上や雇用の増大に結び付ける取組までを総合的に支
援する。
【（1）－①との関連】
　本交付金において、農地の排水対策の向上を図ることにより、水田汎用化等の農業生産基盤整備を通じた耕地利用率や高収益作物の作付率の向上に寄与する。
【（2）－①との関連】
　本交付金において、食料生産に不可欠な基本インフラの保全管理を図ることにより、老朽化が進行する基幹的農業水利施設に対する機能診断を実施し、農業水利施設の
戦略的な保全管理に寄与する。
【（3）－②との関連】
　本交付金において、農地の高度利用等のための生産基盤の総合的・一体的な整備を支援するものであり、緊急的な防災対策が必要な優先度の高い地域から着実に整備
を推進し、農地及び周辺地域の湛水被害等の防止に寄与する。

64,420

　本政策手段は、農地の受益面積がおおむね3,000ha以上（畑地の場合は1,000ha以上）の地域を対象として、特に基幹的農業用用排水施設の新設、管理、廃止又は変更を
実施し、農業用水の安定的確保及び農地排水の改良を図るもの。具体的には、用水対策として頭首工、用水機場、用水路等を、排水対策として排水機場、排水樋門、排水
路等を整備。
　また、国営事業により造成された大規模な施設のうち、高度の公共性を有し、その管理に特別の技術的配慮を必要とする施設等について管理を実施。併せて、これら事業
のより効果的･効率的な実施に向けた調査を実施。
【（1）－①との関連】
　水田の有効活用に向け、排水対策の効率的かつ効果的な整備を推進することにより、水田の汎用化等の基盤整備を通じた耕地利用率や高収益作物の作付割合の向上に
寄与する。
【（2）－①との関連】
　農業水利施設の安定的な用排水機能等を確保するための改修・整備に当たって、これまでの全面的な改築・更新に代え、機能の監視・診断等によるリスク管理を行いつつ、
劣化の状況に応じた補修・更新等を計画的に行うことにより、施設の長寿命化とライフサイクルコストの低減を図る戦略的な保全管理に寄与する。

65,692
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(13)
農山漁村地域整備交付金
（平成22年度）
（関連：30-7,12,14,15,17,22）

87,427
の内数
(87,348
の内数）

77,878
の内数
(77,842
の内数)

72,387
の内数
(72,233
の内数)

(1)-①-ア
(1)-①-イ
(2)-①-ア
(3)-②-ア
(3)-②-イ
(3)-②-ウ
(3)-②-エ

0122

(14)

農業用用排水施設の整備・保全
（特会）
（昭和24年度）
（主）

12,270
(12,156)

9,223
(8,963)

8,984
(8,905)

(2)-①-ア 0127

(15)
農業用用排水施設の維持・保全
（昭和37年度）
（主）

8,469
(8,421)

8,711
(8,572)

8,700
(8,623)

(2)-①-ア 0119

(16)
多面的機能支払交付金
（平成26年度）
（関連：30-12,14）

48,251
(48,250)

48,251
(48,250)

48,401
(48,400)

(2)-①-ア 0203

(17)
農地の防災保全（直轄）
（昭和63年度）
（主）

14,171
(13,909)

16,357
(15,681)

17,467
(17,081)

(3)-②-ア 0120

(18)
農地の防災保全（特会）
（平成元年度）
（主）

5,195
(4,916)

6,049
(5,666)

7,703
(7,549)

(3)-②-ア 0128

(19)
農地の防災保全（補助）
（昭和24年度）
（主）

53,110
(52,455)

67,726
(67,428)

72,874
(70,744)

(3)-②-ア 0115

(20)

特殊自然災害対策施設緊急整
備事業
（平成24年度）
（主）

476
(434)

182
(168)

282
(260)

(3)-②-ア 0124

(21)
海岸事業（農地）
（昭和33年度）
（主）

2,974
(2,964)

2,992
(2,965)

2,731
(2,718)

(3)-②-イ
(3)-②-ウ
(3)-②-エ

0118

(22)

農業水路等長寿命化・防災減災
事業
(平成30年度)
(主)

- -
10,614
(10,614)

(2)-①-ア
(3)-②-ア

0126

258,200
<106,605>

300,718
<96,196>

332,586
＜99,947＞

246,810
<106,075>

290,257
<95,336>

　農業生産活動の基盤となる農業水利施設の機能の安定的な発揮に必要な機動的かつ効率的な長寿命化対策及び防災減災対策を、早期に効果が発現する地区を対象に
きめ細かく推進するとともに、効果を最大限に発揮するための取組を支援することで、農業の持続的な発展に寄与する。

3,645
 海岸法に基づき、津波、高潮、波浪等による被害から優良農地等を防護するため、海岸堤防・護岸等の海岸保全施設の新設や改良等を行う事業。
　本事業の実施により、海岸堤防、護岸等の海岸保全施設を新設又は改良等、計画的に整備することで、海岸背後にある農地及び周辺地域の湛水被害等の防止に寄与す
る。

20,813

政策の予算額[百万円]
287,415

＜100,101＞

政策の執行額[百万円]

80,004
の内数

　自治体が農山漁村地域のニーズにあった計画を自ら策定し、農山漁村地域の防災力の向上、農林水産業の基盤整備の推進を交付金により支援。
【（1）－①との関連】
　本交付金の事業内容の一つである農地の排水対策により、水田汎用化等の農業生産基盤整備を通じた耕地利用率や高収益作物の作付率の向上に寄与する。
【（2）－①との関連】
　本交付金の事業内容の一つである農業水利施設の整備により、機能の監視・診断等によるリスク管理を行いつつ、劣化の状況に応じた補修・更新等を計画的に行い、施設
の長寿命化とライフサイクルコストの低減を図る戦略的な保全管理に寄与する。
【（3）－②との関連】
　本交付金の事業内容の一つである農業用用排水施設、海岸保全施設等の整備・改修を実施することにより、農地及び周辺地域の湛水被害等の防止に寄与する。

　本政策手段は、受益農地面積がおおむね3,000ha以上の地域において、農用地の湛水被害等を防止するための基幹的農業用用排水施設の整備・改修を実施するもの。こ
れにより、農地及び周辺地域の湛水被害等の防止に寄与する。

65,734
　本政策手段は、主に①農用地の湛水被害等を防止するための農業用用排水施設等の整備・改修、②地すべり防止施設の整備、③決壊すると多大な影響を与えるため池の
改修等を実施するもの。
　①～③の整備等を実施することにより、農地及び周辺地域の湛水被害等の防止に寄与する。

　火山の爆発により被害を受けるおそれがある地域を対象として、農作物等への降灰による被害の防除・最小化のために必要な施設整備等を実施。
　本事業を実施することにより、農地の降灰被害等の防止に寄与する。

4,418

7,276

本政策手段は、農地の受益面積がおおむね3,000ha以上（畑地の場合は1,000ha以上）の地域を対象として、特に基幹的農業用用排水施設の新設、廃止又は変更を実施し、
農業用水の安定的確保及び農地排水の改良を図るもの。具体的には、用水対策として頭首工、用水機場、用水路等を、排水対策として排水機場、排水樋門、排水路等を整
備。
　農業用用排水施設の整備に当たっては、これまでの全面的な改築・更新に代え、機能の監視・診断等によるリスク管理を行いつつ、劣化の状況に応じた補修・更新等を計画
的に行うことにより、施設の長寿命化とライフサイクルコストの低減を図る戦略的な保全管理に寄与する。

9,132
　国営土地改良事業で造成した農業用用排水施設についての維持補修・運用等の保全管理、土地改良区等が管理する農業用用排水施設について定期的に行う整備補修
等に対する支援を実施。
　ダム、頭首工、用排水機場、用排水路等の農業用用排水施設の長寿命化とライフサイクルコストの低減を図る戦略的な保全管理に寄与する。

48,652
　農村・農業の多面的機能の維持・発揮を図るため、地域共同で行う多面的機能を支える活動や、地域資源（農地、水路、農道等）の質的向上を図る活動を支援する。
　本交付金は、都道府県及び市町村を通じて、農業者や地域住民等で構成する活動組織等に交付するものであり、施設の保全管理の充実、強化に寄与する。

20,407

　本政策手段は、①受益農地面積がおおむね3,000ha以上の地域において、農用地の湛水被害等を防止するための基幹的農業用用排水施設の整備・改修、②大規模な対
策や高度な技術力が必要な場合等における地すべり防止施設の整備等を国が実施するもの。③末端支配面積が概ね100ha以上の土地改良施設（国営造成）の突発事故被
害の復旧工事を実施するもの
　①、②又は③により、農地及び周辺地域の湛水被害等の防止に寄与する。

150
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移替え予算に係る政策手段一覧（参考）

28年度
[百万円]

29年度
[百万円]

30年度
[百万円]

(1)

【参考：内閣府より】
農業生産基盤整備事業に必要
な経費のうち農業用用排水施設
の整備・保全（直轄）
（昭和24 年度）
（主、関連：30-12,15）

7,105
(7,059)

5,168
（5,136）

6,127
(6,115)

(2)-①-ア 内-0077

(2)

【参考：国土交通省より】
奄美群島振興開発事業のうち農
業用用排水施設の整備・保全
（直轄）
（昭和24年度）
（主、関連：30-12,15）

2,935
(2,836)

2,881
（2,873）

2,111
(2,105)

(2)-①-ア 国-0411

(3)

【参考：国土交通省より】
北海道開発事業のうち農業用用
排水施設の整備・保全（直轄）
（昭和24年度）
（主、関連：30-12,15）

37,324
(36,700)

34,798
（34,635）

31,132
(30,511)

(2)-①-ア 国-0414

(4)

【参考：内閣府より】
農業生産基盤整備事業に必要
な経費のうち農業競争力強化基
盤整備事業
（平成24年度）
（主、関連：30-7,15）

4,801
(4,799)

4,248
(4,248)

4,754
(4,754)

(1)-①-ア
(1)-①-イ
(2)-①-ア

内-0077

(5)

【参考：国土交通省より】
離島振興事業のうち農業競争力
強化基盤整備事業
（平成24年度）
（主、関連：30-7,15）

1,784
(1,247)

1,233
(1,233)

910
(907)

(1)-①-ア
(1)-①-イ
(2)-①-ア

国-0410

(6)

【参考：国土交通省より】
奄美群島振興開発事業のうち農
業競争力強化基盤整備事業
（平成24年度）
（主、関連：30-7,15）

3,182
(2,778)

2,507
(2,507)

2,684
(2,684)

(1)-①-ア
(1)-①-イ
(2)-①-ア

国-0411

(7)

【参考：国土交通省より】
北海道開発事業のうち農業競争
力強化基盤整備事業
（平成24年度）
（主、関連：30-7,15）

33,919
(33,883)

35,596
(35,535)

15,780
(15,779)

(1)-①-ア
(1)-①-イ
(2)-①-ア

国-0414

(8)

【参考：国土交通省より】
北海道開発事業のうち農地の整
備（直轄）
（昭和24年度）
（主、関連:30-7）

29,617
(28,465)

29,109
(28,932)

15,018
(14,992)

(1)-①-ア
(1)-①-イ

国-0414

平成31年度
行政事業レ

ビュー
事業番号

6,271

本政策手段は、農地の受益面積がおおむね200ha以上（畑地の場合は50ha以上）の地域を対象として、特に基幹的農業用用排水施設の新設、管理、廃止又は変更を実施
し、農業用水の安定的確保及び農地排水の改良を図るもの。具体的には、用水対策として頭首工、用水機場、用水路等を、排水対策として排水機場、排水樋門、排水路等を
整備。また、事業のより効果的･効率的な実施に向けた調査を実施。
　農業水利施設の安定的な用排水機能等を確保するための改修・整備に当たって、これまでの全面的な改築・更新に代え、機能の監視・診断等によるリスク管理を行いつつ、
劣化の状況に応じた補修・更新等を計画的に行うことにより、施設の長寿命化とライフサイクルコストの低減を図る戦略的な保全管理に寄与する。

予算額計（執行額）

元年度
当初予算額

[百万円]

政策手段
（開始年度）

関連する
指標

政策手段の概要等

4,740

農地の大区画化や排水対策、農業水利施設の整備等の一体的な推進や、畦畔除去等の簡易な農地整備、老朽化した農業水利施設の補修・更新など、地域の実情に応じた
きめ細やかな整備の推進を支援。
【（1）－①との関連】
　農地の大区画化や排水対策、農業水利施設の整備・保全を実施することにより、耕地利用率や高収益作物の作付率の向上に寄与する。
【（2）－①との関連】
　農業水利施設の安定的な用排水機能等を確保するための改修・整備に当たって、施設の機能診断を計画的に実施することにより、急速に劣化が進行する全ての基幹的農
業水利施設に対する機能診断が図られることに寄与する。

1,175

農地の大区画化や排水対策、農業水利施設の整備等の一体的な推進や、畦畔除去等の簡易な農地整備、老朽化した農業水利施設の補修・更新など、地域の実情に応じた
きめ細やかな整備の推進を支援。
【（1）－①との関連】
　農地の大区画化や排水対策、農業水利施設の整備・保全を実施することにより、耕地利用率や高収益作物の作付率の向上に寄与する。
【（2）－①との関連】
　農業水利施設の安定的な用排水機能等を確保するための改修・整備に当たって、施設の機能診断を計画的に実施することにより、急速に劣化が進行する全ての基幹的農
業水利施設に対する機能診断が図られることに寄与する。

18,390

農地の大区画化や排水対策、農業水利施設の整備等の一体的な推進や、畦畔除去等の簡易な農地整備、老朽化した農業水利施設の補修・更新など、地域の実情に応じた
きめ細やかな整備の推進を支援。
【（1）－①との関連】
　農地の大区画化や排水対策、農業水利施設の整備・保全を実施することにより、耕地利用率や高収益作物の作付率の向上に寄与する。
【（2）－①との関連】
　農業水利施設の安定的な用排水機能等を確保するための改修・整備に当たって、施設の機能診断を計画的に実施することにより、急速に劣化が進行する全ての基幹的農
業水利施設に対する機能診断が図られることに寄与する。

19,837
　広範な農地の大区画化や排水対策、農業水利施設の整備等の農業生産基盤の整備を実施。
　農地の排水対策や大区画化等を行うことにより、水田の汎用化が図られることから、耕地利用率や高収益作物の作付率の向上に寄与する。

1,823

本政策手段は、農地の受益面積がおおむね200ha以上（畑地の場合は50ha以上）の地域を対象として、特に基幹的農業用用排水施設の新設、管理、廃止又は変更を実施
し、農業用水の安定的確保及び農地排水の改良を図るもの。具体的には、用水対策として頭首工、用水機場、用水路等を、排水対策として排水機場、排水樋門、排水路等を
整備。また、事業のより効果的･効率的な実施に向けた調査を実施。
　農業水利施設の安定的な用排水機能等を確保するための改修・整備に当たって、これまでの全面的な改築・更新に代え、機能の監視・診断等によるリスク管理を行いつつ、
劣化の状況に応じた補修・更新等を計画的に行うことにより、施設の長寿命化とライフサイクルコストの低減を図る戦略的な保全管理に寄与する。

28,271

本政策手段は、農地の受益面積がおおむね200ha以上（畑地の場合は100ha以上）の地域を対象として、特に基幹的農業用用排水施設の新設、管理、廃止又は変更を実施
し、農業用水の安定的確保及び農地排水の改良を図るもの。具体的には、用水対策として頭首工、用水機場、用水路等を、排水対策として排水機場、排水樋門、排水路等を
整備。また、国営事業により造成された大規模な施設のうち、高度の公共性を有し、その管理に特別の技術的配慮を必要とする施設等について管理を実施。併せて、これら
事業のより効果的･効率的な実施に向けた調査を実施。
　農業水利施設の安定的な用排水機能等を確保するための改修・整備に当たって、これまでの全面的な改築・更新に代え、機能の監視・診断等によるリスク管理を行いつつ、
劣化の状況に応じた補修・更新等を計画的に行うことにより、施設の長寿命化とライフサイクルコストの低減を図る戦略的な保全管理に寄与する。

2,670

　農地の大区画化や排水対策、農業水利施設の整備等の一体的な推進や、畦畔除去等の簡易な農地整備、老朽化した農業水利施設の補修・更新など、地域の実情に応じ
たきめ細やかな整備の推進を支援。
【（1）－①との関連】
　農地の大区画化や排水対策、農業水利施設の整備・保全を実施することにより、耕地利用率や高収益作物の作付率の向上に寄与する。
【（2）－①との関連】
　農業水利施設の安定的な用排水機能等を確保するための改修・整備に当たって、施設の機能診断を計画的に実施することにより、急速に劣化が進行する全ての基幹的農
業水利施設に対する機能診断が図られることに寄与する。
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(9)

【参考：内閣府より】
農業生産基盤整備事業に必要
な経費のうち農地の防災保全
（直轄）
（昭和63年度）
（主）

1
(1)

1
(1)

2
(1)

(3)-②-ア 内-0077

(10)

【参考：国土交通省より】
北海道開発事業のうち農地の防
災保全（直轄）
（昭和63年度）
（主）

7,447
(7,079)

5,419
(5,352)

6,357
(6,349)

(3)-②-ア 国-0414

(11)

【参考：内閣府より】
農業生産基盤整備事業に必要
な経費のうち農地の防災保全
（補助）
（昭和24年度）
（主）

64
(62)

60
(60)

93
(93)

(3)-②-ア 内-0077

(12)

【参考：国土交通省より】
離島振興事業のうち農地の防災
保全（補助）
（昭和24年度）
（主）

596
(596)

547
(546)

594
(594)

(3)-②-ア 国-0410

(13)

【参考：国土交通省より】
奄美群島振興開発事業のうち農
地の防災保全（補助）
（昭和24年度）
（主）

52
(52)

151
(151)

105
(105)

(3)-②-ア 国-0411

(14)

【参考：国土交通省より】
北海道開発事業のうち農地の防
災保全（補助）
（昭和24年度）
（主）

720
(718)

827
(826)

1,019
(1,018)

(3)-②-ア 国-0414

(15)

【参考：国土交通省より】
離島振興事業のうち農山漁村地
域整備交付金
（平成22年度）
（関連：30-7,12,14,15,17,22）

5,290
の内数
(5,270

の内数)

4,963
の内数
(4,933

の内数)

4,886
の内数
(4,827

の内数)

(1)-①-ア
(1)-①-イ
(2)-①-ア
(3)-②-ア
(3)-②-イ
(3)-②-ウ
(3)-②-エ

国-0410

(16)

【参考：国土交通省より】
奄美群島振興開発事業のうち農
山漁村地域整備交付金
（平成22年度）
（関連：30-7,12,14,15,17,22）

1,784
の内数
(1,784

の内数)

1,625
の内数
(1,625

の内数)

1,382
の内数
(1,382

の内数)

(1)-①-ア
(1)-①-イ
(2)-①-ア
(3)-②-ア
(3)-②-イ
(3)-②-ウ
(3)-②-エ

国-0411

(17)

【参考：国土交通省より】
北海道開発事業のうち農山漁村
地域整備交付金
（平成22年度）
（関連：30-7,12,14,15,17,22）

11,826
の内数
(11,820
の内数)

11,588
の内数
(11.581
の内数)

10,294
の内数
(10,234
の内数)

(1)-①-ア
(1)-①-イ
(2)-①-ア
(3)-②-ア
(3)-②-イ
(3)-②-ウ
(3)-②-エ

国-0414
11,284
の内数

　自治体が農山漁村地域のニーズにあった計画を自ら策定し、農山漁村地域の防災力の向上、農林水産業の基盤整備の推進を交付金により支援。
【（1）－①との関連】
　本交付金の事業内容の一つである農地の排水対策により、水田汎用化等の農業生産基盤整備を通じた耕地利用率や高収益作物の作付率の向上に寄与する。
【（2）－①との関連】
　本交付金の事業内容の一つである農業水利施設の整備により、機能の監視・診断等によるリスク管理を行いつつ、劣化の状況に応じた補修・更新等を計画的に行い、施設
の長寿命化とライフサイクルコストの低減を図る戦略的な保全管理に寄与する。
【（3）－②との関連】
　本交付金の事業内容の一つである農業用用排水施設、海岸保全施設等の整備・改修を実施することにより、農地及び周辺地域の湛水被害等の防止に寄与する。

4,901
の内数

　自治体が農山漁村地域のニーズにあった計画を自ら策定し、農山漁村地域の防災力の向上、農林水産業の基盤整備の推進を交付金により支援。
【（1）－①との関連】
　本交付金の事業内容の一つである農地の排水対策により、水田汎用化等の農業生産基盤整備を通じた耕地利用率や高収益作物の作付率の向上に寄与する。
【（2）－①との関連】
　本交付金の事業内容の一つである農業水利施設の整備により、機能の監視・診断等によるリスク管理を行いつつ、劣化の状況に応じた補修・更新等を計画的に行い、施設
の長寿命化とライフサイクルコストの低減を図る戦略的な保全管理に寄与する。
【（3）－②との関連】
　本交付金の事業内容の一つである農業用用排水施設、海岸保全施設等の整備・改修を実施することにより、農地及び周辺地域の湛水被害等の防止に寄与する。

　本政策手段は、主に①農用地の湛水被害等を防止するための農業用用排水施設等の整備・改修、②地すべり防止施設の整備、③決壊すると多大な影響を与えるため池の
改修等を実施するもの。
　①～③の整備等を実施することにより、農地及び周辺地域の湛水被害等の防止に寄与する。

93
　本政策手段は、主に①農用地の湛水被害等を防止するための農業用用排水施設等の整備・改修、②地すべり防止施設の整備、③決壊すると多大な影響を与えるため池の
改修等を実施するもの。
　①～③の整備等を実施することにより、農地及び周辺地域の湛水被害等の防止に寄与する。

1,525
の内数

　自治体が農山漁村地域のニーズにあった計画を自ら策定し、農山漁村地域の防災力の向上、農林水産業の基盤整備の推進を交付金により支援。
【（1）－①との関連】
　本交付金の事業内容の一つである農地の排水対策により、水田汎用化等の農業生産基盤整備を通じた耕地利用率や高収益作物の作付率の向上に寄与する。
【（2）－①との関連】
　本交付金の事業内容の一つである農業水利施設の整備により、機能の監視・診断等によるリスク管理を行いつつ、劣化の状況に応じた補修・更新等を計画的に行い、施設
の長寿命化とライフサイクルコストの低減を図る戦略的な保全管理に寄与する。
【（3）－②との関連】
　本交付金の事業内容の一つである農業用用排水施設、海岸保全施設等の整備・改修を実施することにより、農地及び周辺地域の湛水被害等の防止に寄与する。

640
　本政策手段は、主に①農用地の湛水被害等を防止するための農業用用排水施設等の整備・改修、②地すべり防止施設の整備、③決壊すると多大な影響を与えるため池の
改修等を実施するもの。
　①～③の整備等を実施することにより、農地及び周辺地域の湛水被害等の防止に寄与する。

　本政策手段は、①受益農地面積がおおむね3,000ha以上の地域において、農用地の湛水被害等を防止するための基幹的農業用用排水施設の整備・改修、②大規模な対
策や高度な技術力が必要な場合等における地すべり防止施設の整備等を国が実施するもの。③末端支配面積が概ね100ha以上の土地改良施設（国営造成）の突発事故被
害の復旧工事を実施するもの
　①、②又は③により、農地及び周辺地域の湛水被害等の防止に寄与する。

10,383

　本政策手段は、①受益農地面積がおおむね3,000ha以上の地域において、農用地の湛水被害等を防止するための基幹的農業用用排水施設の整備・改修、②大規模な対
策や高度な技術力が必要な場合等における地すべり防止施設の整備等を国が実施するもの。③末端支配面積が概ね100ha以上の土地改良施設（国営造成）の突発事故被
害の復旧工事を実施するもの
　①、②又は③により、農地及び周辺地域の湛水被害等の防止に寄与する。

35

194
　本政策手段は、主に①農用地の湛水被害等を防止するための農業用用排水施設等の整備・改修、②地すべり防止施設の整備、③決壊すると多大な影響を与えるため池の
改修等を実施するもの。
　①～③の整備等を実施することにより、農地及び周辺地域の湛水被害等の防止に寄与する。

702
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(18)

【参考：復興庁より】
農山漁村地域整備交付金
（平成24年度）
（関連：30-22）

11,218
の内数
(7,005

の内数)

13,036
の内数
(9,577

の内数)

10,975
の内数
(10,021
の内数)

(3)-②-イ
(3)-②-ウ
(3)-②-エ

復-0119

(19)

【参考：内閣府より】
農業生産基盤整備事業に必要
な経費のうち農業用用排水施設
の維持・保全
（昭和37年度）
（主）

1,060
(1,060)

930
(930)

1,067
(1,067)

(2)-①-ア 内-0077

(20)

【参考：国土交通省より】
離島振興事業のうち農業用用排
水施設の維持・保全
（昭和37年度）
（主）

9
(9)

9
(9)

10
(10)

(2)-①-ア 国-0410

(21)

【参考：国土交通省より】
奄美群島振興開発事業のうち農
業用用排水施設の維持・保全
（昭和37年度）
（主）

10
(10)

10
(10)

22
(22)

(2)-①-ア 国-0411

(22)

【参考：国土交通省より】
北海道開発事業のうち農業用用
排水施設の維持・保全
（昭和37年度）
（主）

835
(835)

866
(866)

875
(875)

(2)-①-ア 国-0414

(23)

【参考：復興庁より】
農地・農業用施設等の復興関連
事業(特会)
(平成24年度)

55,894
(48,671)

40,776
（37,858）

47,720
(31,957)

(3)-①-ア 復-0092

(24)

【参考：国土交通省より】
水資源開発事業のうち農業生産
基盤整備事業費補助
（平成15年度）
（主）

5,861
(5,861)

6,608
(6,608)

7,389
(7,389)

(2)-①-ア 国-0045

１．用語解説

　「東日本大震災からの復興の基本方針」（平成23年7月29日東日本大震災復興対策本部決定）に示された農業・農村の方向性を進化させ具体化するためのもの。

注２ 国土強靱化基本計画 　国土強靱化基本法の規定により、国土強靱化に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、閣議決定により策定。計画期間は、概ね５年を一期として策定。

注３ 社会資本整備重点計画 　社会資本整備重点計画法の規定により、社会資本整備事業を重点的かつ効率的に推進するため、閣議決定により策定。概ね５年を一期として、計画期間における社会資本整備事業の実施に関する重点目標等を決定。

注１ 土地改良長期計画 　土地改良法の規定により、土地改良事業の計画的な実施に資するため、食料・農業・農村政策審議会の意見を聴いた上で計画案を作成し閣議決定。計画期間は、５年を一期として、土地改良事業の実施の目標及び事業量を決定。

注５ ライフサイクルコスト 　施設の建設に要する経費に供用期間中の運転、補修等の管理に要する経費及び廃棄に要する経費を合計した金額。

（注１）「予算額計」欄について、税制の場合は、減収見込額（減収額）を記載している。

（注２）当該政策分野に対応する予算の項に位置付けられている予算事業については、「政策手段」の欄に、「主」と記載している。
　　　　また、予算事業が複数の政策分野に関係する場合には、「政策手段」の欄に、関係する政策分野の番号を記載している。

（注３）政策の予算額及び政策の執行額について、複数政策に関連する予算については、＜＞外書きで記載している。
（注４）移替え予算とは、予算成立後、府省間において、移動させられる予算のことである。

参考資料

注４ 農業・農村の復興マスタープラン

　東日本大震災の被災地を災害に強い新たな食料供給基地として再生・復興させるため、農地や農業用施設等を復旧、整備するほか、余震等により損壊のおそれのある農業
水利施設の耐震対策等を実施する。
　農地の復旧、整備を行うことにより、震災の被災地域における営農再開が可能となる農地面積の増加に直接寄与する。

939
　国営土地改良事業で造成した農業用用排水施設についての維持補修・運用等の保全管理等に対する支援を実施。
　ダム、頭首工、用排水機場、用排水路等の農業用用排水施設の長寿命化とライフサイクルコストの低減を図る戦略的な保全管理に寄与する。

16,175
の内数

　自治体が農山漁村地域ニーズにあった計画を自ら策定し、農山漁村地域の防災力の向上、農林水産業の基盤整備の推進を交付金により支援。
【（3）－②との関連】
　本交付金の事業内容の一つである海岸保全施設等の整備・改修を実施することにより、津波・高潮被害等の災害発生の防止に寄与する。

1,224
　国営土地改良事業で造成した農業用用排水施設についての維持補修・運用等の保全管理等に対する支援を実施。
　ダム、頭首工、用排水機場、用排水路等の農業用用排水施設の長寿命化とライフサイクルコストの低減を図る戦略的な保全管理に寄与する。

　国営土地改良事業で造成した農業用用排水施設についての維持補修・運用等の保全管理等に対する支援を実施。
　ダム、頭首工、用排水機場、用排水路等の農業用用排水施設の長寿命化とライフサイクルコストの低減を図る戦略的な保全管理に寄与する。

21,501

7,228
　国土交通大臣が水資源開発水系に指定し、水資源開発基本計画を決定した水系において、水資源機構が行う用水路その他の水資源の開発又は利用のための施設の改
築等及び施設の操作、維持、修繕その他の管理に対する支援を実施する。
　このことにより、用水路等施設の長寿命化とライフサイクルコストの低減を図る戦略的な保全管理に寄与する。

17
　国営土地改良事業で造成した農業用用排水施設についての維持補修・運用等の保全管理等に対する支援を実施。
　ダム、頭首工、用排水機場、用排水路等の農業用用排水施設の長寿命化とライフサイクルコストの低減を図る戦略的な保全管理に寄与する。

8
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（農林水産省元－⑨）

基準年度 目標年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

295,378ﾄﾝ 385,840ﾄﾝ 476,303ﾄﾝ 566,765ﾄﾝ 657,227ﾄﾝ

463,041ﾄﾝ
(飼料用米:
440,066ﾄﾝ
米粉用米:
22,975ﾄﾝ)

525,012ﾄﾝ
(飼料用米:
505,998ﾄﾝ
米粉用米:
19,014ﾄﾝ)

527,907ﾄﾝ
(飼料用米:
499,499ﾄﾝ
米粉用米:
28,408ﾄﾝ)

454,216ﾄﾝ
(飼料用米:
426,521ﾄﾝ
米粉用米:
27,695ﾄﾝ)

417,228ﾄﾝ
(飼料用米:
389,264ﾄﾝ
米粉用米:
27,964ﾄﾝ)

861,273ﾄﾝ 870,146ﾄﾝ 879,019ﾄﾝ 887,892ﾄﾝ 896,765ﾄﾝ

1,004,000トン 790,800ﾄﾝ 906,700ﾄﾝ 764,900ﾄﾝ
1,037,000

トン

ア 飼料用米・米粉用米の生産量

イ 小麦の生産量

令和元年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

政策分野名
【施策名】

需要構造等の変化に対応した生産・供給体制の改革 担当部局名

生産局（政策統括官）
【生産局総務課／園芸作物課／地域対策官／技術普及課／農業環境対策課／畜産企画課／
畜産振興課／飼料課／牛乳乳製品課／食肉鶏卵課／政策統括官農産企画課／穀物課／地域
作物課】
(大臣官房文書課災害対策室／生産局総務課生産推進室／農業環境対策課)

政策の概要
【施策の概要】

　超高齢化社会、本格的な人口減少社会の到来等の社会構造やライフスタイル等の変化、国内外の新たな
市場の開拓の可能性を踏まえ、消費者に選択される商品やサービスの供給、新たな価値の創造に取り組ん
でいく必要がある。
　このため、マーケットインの発想による多様で高度な消費者ニーズ等への的確な対応や生産性の向上に向
けた生産・供給体制の構築等の施策を行う。

政策評価体系上の
位置付け

農業の持続的な発展

政策に関係する内閣の重要政策
食料・農業・農村基本計画（平成27年３月31日）
　第３　２　（６）

政策評価
実施予定時期

令和３年８月

施策（１） 国産農畜産物の競争力の強化

施策の目指すべき姿
【目標設定の考え方根拠】

高齢化や世帯構成の変化、ライフスタイルの多様化が進む中、加工・業務用需要の増加など需要構造等の大きな変化に対応するとともに、輸出拡大も見据えた生産・供給体制の整備を推進する。

目標①
【達成すべき目標】

飼料用米等の戦略作物の供給拡大

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

129,020ﾄﾝ 平成25年度
 1,200,000
 ﾄﾝ

令和７年度 F↑－差

【測定指標の選定理由】
　食料・農業・農村基本計画では、飼料用米・米粉用米等の戦略作物については、生産性を向上させ本作化を推進
し、品目ごとの生産努力目標の達成に向けて、不断に点検しながら、生産拡大を図ることとされていることから、飼料用
米・米粉用米の生産努力目標を測定指標として選定した。
【目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】
　食料・農業・農村基本計画の飼料用米、米粉用米の生産努力目標については、令和７年度にそれぞれ110万トン、10
万トンの目標を設定しており、その合計（120万トン）を目標値として設定した。毎年、一定割合で生産量を増加させるこ
ととして、年度ごとの目標値を設定した。

達成度合いの
判定方法

達成度合（％）＝（当該年度実績値－平成25年度基準値）／（当該年度目標値－平成25年度基準値）×100
Ａ’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

平成25年度 F↑－差

【測定指標の選定理由】
　食料・農業・農村基本計画では、麦等の戦略作物について、生産性を向上させ本作化を推進し、品目ごとの生産努
力目標の達成に向けて、不断に点検しながら、生産拡大を図ることとされていることから、小麦の生産量を測定指標とし
て選定した。
【目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】
　食料・農業・農村基本計画の小麦の生産努力目標については、令和７年度に生産量95万トンの目標を設定してお
り、これを目標値として設定した。毎年、一定割合で生産量を増加させることとして、年度ごとの目標値を設定した。

令和７年度

把握の方法

達成度合いの
判定方法

「需要に応じた米の生産・販売の推進に関する要領」の規定に基づく農業者等からの報告（農林水産省政策統括官穀物課調べ）

達成度合（％）＝（当該年度実績値－平成25年度基準値）／（当該年度目標値－平成25年度基準値）×100
Ａ’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

把握の方法 「作物統計」（麦類（子実用）の収穫量）（農林水産省統計部）

811,700ﾄﾝ
950,000 ﾄ

ﾝ
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239,727ﾄﾝ 247,754ﾄﾝ 255,781ﾄﾝ 263,808ﾄﾝ 271,835ﾄﾝ

243,100ﾄﾝ 238,000ﾄﾝ 253,000ﾄﾝ 211,300ﾄﾝ 217,800トン

基準年度 目標年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

－ － － 747万ﾄﾝ 748万ﾄﾝ

－ － － 728万ﾄﾝ 736万トン

ウ 大豆の生産量

基準値

目標②
【達成すべき目標】

畜産クラスター（注１）構築等による畜産の競争力強化

測定指標

199,900 ﾄﾝ
320,000 ﾄ

ﾝ
令和７年度

目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

把握の方法 「牛乳乳製品統計」（生乳生産量）（農林水産省統計部）

Ｆ＝－他

【測定指標の選定理由】
　牛乳・乳製品については、「食料・農業・農村基本計画」及び「酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方
針」において、国内のニーズ等を踏まえた生産・供給を行うこととしていることから、生乳の生産量を測定指標として選
定した。
【目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】
　「食料・農業・農村基本計画」及び「酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方針」における、令和７年度の
全国の生乳生産量750万トンを設定しており、これを目標値として設定した。

745万トン 平成25年度 750万トン 令和７年度

ア 全国の生乳生産量

把握の方法 「作物統計」（豆類（乾燥子実）及びそばの収穫量）（農林水産省統計部）

達成度合いの
判定方法

達成度合（％）＝（当該年度実績値－平成25年度基準値）／（当該年度目標値－平成25年度基準値）×100
Ａ’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

F↑－差

【測定指標の選定理由】
　食料・農業・農村基本計画では、大豆等の戦略作物について、生産性を向上させ本作化を推進し、品目ごとの生産
努力目標の達成に向けて、不断に点検しながら、生産拡大を図ることとされていることから、大豆の生産量を測定指標
として選定した。
【目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】
　食料・農業・農村基本計画の大豆の生産量努力目標については、令和７年度に生産量32万トンの目標を設定してお
り、これを目標値として設定した。毎年、一定割合で生産量を増加させることとして、年度ごとの目標値を設定した。

平成25年度

達成度合いの
判定方法

平成20年度から平成25年度まで（減産型計画生産を行っていた期間以降6年間（基準年度を含む過去6年間））の標準偏差（σ＝２０万トン）
Ａ'（目標超過）：（当該年度目標値＋２σ）＜当該年度実績値
Ａ（おおむね有効）：（当該年度目標値－σ）≦当該年度実績値≦（当該年度目標値＋２σ）
Ｂ（有効性の向上が必要である）：（当該年度目標値－２σ）≦当該年度実績値＜（当該年度目標値－σ）
Ｃ（有効性に問題がある）：当該年度実績値＜（当該年度目標値－２σ）
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牛肉51万ﾄﾝ
豚肉131万ﾄﾝ
鶏肉146万ﾄﾝ

牛肉51万ﾄﾝ
豚肉131万ﾄﾝ
鶏肉146万ﾄﾝ

牛肉52万ﾄﾝ
豚肉131万ﾄﾝ
鶏肉146万ﾄﾝ

牛肉52万ﾄﾝ
豚肉131万ﾄﾝ
鶏肉146万ﾄﾝ

牛肉52万ﾄﾝ
豚肉131万ﾄﾝ
鶏肉146万ﾄﾝ

牛肉47万ﾄﾝ
豚肉127万ﾄﾝ
鶏肉152万ﾄﾝ

牛肉46万ﾄﾝ
豚肉128万ﾄﾝ
鶏肉155万ﾄﾝ

牛肉47万ﾄﾝ
豚肉127万ﾄﾝ
鶏肉157万ﾄﾝ

牛肉48万ﾄﾝ
豚肉128万ﾄﾝ
鶏肉158万ﾄﾝ

牛肉47万ﾄﾝ
豚肉129万ﾄﾝ
鶏肉166万ﾄﾝ

±25%以内 ±25%以内 ±25%以内 ±25%以内 ±25%以内

±9.5％ ±9.9％ ±10.5％ ±11.8％ ±14.3％

イ
国産食肉の利用拡大のための国産
牛肉、豚肉、鶏肉の生産量

±25%以内 毎年度

ウ

国産鶏卵の継続的かつ安定的な生
産・消費に資するため、鶏卵価格の
安定化（鶏卵価格（年間卸売価格）
の変動幅）

牛肉51万トン
豚肉131万ト
ン
鶏肉146万ト
ン

把握の方法
牛肉・豚肉：「食肉流通統計」（枝肉生産量）（農林水産省統計部）
鶏肉：「食肉の需給動向」（鶏肉需給の推移）（独立行政法人農畜産業振興機構）

Ｆ＝－他

【測定指標の選定理由】
　　「畜産クラスターの推進等による畜産の競争力強化」を達成するためには、人口減少・高齢化社会の一層の進展に
より国内消費仕向け量の減少が見込まれる中で、生産基盤の強化を通じ国内生産量を維持することが必要であるた
め、国産牛肉、豚肉、鶏肉の生産量を測定指標として選定した。
【目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】
　食料・農業・農村基本計画に掲げる生産努力目標をである牛肉52万トン、豚肉131万トン、鶏肉146万トンと設定した。

平成25年度

牛肉52万トン
豚肉131万ト
ン
鶏肉146万ト
ン

令和７年度

達成度合いの
判定方法

[牛肉]　平成16年度から平成25年度まで（基準年度を含む過去10年間）の標準偏差（σ＝0.8）
　　　　　Ａ'（目標超過）：（当該年度目標値＋２σ）＜当該年度実績値
　　　　　Ａ（おおむね有効）：（当該年度目標値－σ）≦当該年度実績値≦（当該年度目標値＋２σ）
　　　　　Ｂ（有効性の向上が必要である）：（当該年度目標値－２σ）≦当該年度実績値＜（当該年度目標値－σ）
　　　　　Ｃ（有効性に問題がある）：当該年度実績値＜（当該年度目標値－２σ）
[豚肉]　平成16年度から平成25年度まで（基準年度を含む過去10年間）の標準偏差（σ＝2.7）
　　　　　Ａ'（目標超過）：（当該年度目標値＋２σ）＜当該
　　　　　　　　　　　　　　　（136万トン＜当該年度実績値）
　　　　　Ａ（おおむね有効）：（当該年度目標値－σ）≦当該年度実績値≦（当該年度目標値＋２σ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　（128万トン≦当該年度実績値≦136万トン）
　　　　　Ｂ（有効性の向上が必要である）：（当該年度目標値－２σ）≦当該年度実績値＜（当該年度目標値－σ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（126万トン≦当該年度実績値＜128万トン）
　　　　　Ｃ（有効性に問題がある）：当該年度実績値＜（当該年度目標値－２σ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（当該年度実績値＜126万トン）
[鶏肉]　平成16年度から平成25年度まで（基準年度を含む過去10年間）の生産量より回帰直線を作成し、この回帰直線から得られる値と実績値との間に生じる差異の標準偏差（σ＝3.0）
　　　　　Ａ'（目標超過）：（当該年度目標値＋２σ）＜当該年度実績値
　　　　　　　　　　　　　　　（152万トン＜当該年度実績値）
　　　　　Ａ（おおむね有効）：（当該年度目標値－σ）≦当該年度実績値≦（当該年度目標値＋２σ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　（143万トン≦当該年度実績値≦152万トン）
　　　　　Ｂ（有効性の向上が必要である）：（当該年度目標値－２σ）≦当該年度実績値＜（当該年度目標値－σ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（140万トン≦当該年度実績値＜143万トン）
　　　　　Ｃ（有効性に問題がある）：当該年度実績値＜（当該年度目標値－２σ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（当該年度実績値＜140万トン）

把握の方法 「たまご東京Ｍ相場」（卸売価格）（ＪＡ全農調べ）

達成度合いの
判定方法

Ａ（おおむね有効）：±25％以内、Ｂ（有効性の向上が必要である）：±25％超±27.5％以下、Ｃ（有効性に問題がある）：±27.5％超

O＝－他

【測定指標の選定理由】
　鶏卵は自給率が極めて高くかつ短期的な供給量の調整が難しいことから、需要の変動により価格が変動しやすい特
性がある。このため、養鶏経営の競争力強化のためには、鶏卵価格の安定が重要であり、鶏卵価格（年間卸売価格）
の変動幅を指標として選定した。
【目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】
　過去の１エッグサイクル（６年）における変動幅の実績を元に算出しており、具体的には、平成16－21年度の鶏卵の年
間卸売価格の２変動幅が±27.5％であることから、年度ごとの目標値を±25％以内とした。

±27.5％

平成16-21
年度の変
動幅を基
に算出
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基準年度 目標年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

106% 111% 117% 123% 128%

109% 114% 111% 115% 114%

1.7% 1.6% 1.6% 1.6% 1.6%

1.5% 1.4% 1.5% 1.6% 1.8%

7% 8% 9% 10% 11%

7.7% 8.9% 10.0% 11.0% 11.9%

イ
野菜の市場入荷量の変動の抑制
（変動係数）

ウ
消費者・実需者ニーズに対応した優
良果実の供給拡大（優良果実の供
給面積割合）

1.8% 平成17年 1.5% 令和７年度 O↓－他

目標③
【達成すべき目標】

園芸作物等の供給力の強化

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

100% 平成25年度 168% 令和７年度

ア
指定野菜（注２）（ばれいしょを除く）
における加工・業務向け出荷量の増
減率

達成度合いの
判定方法

達成度合（％）＝（当該年度実績値－平成25年度基準値）／（当該年度目標値－平成25年度基準値）×100
Ａ’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

F↑－差

　【測定指標の選定理由】
　食料・農業・農村基本計画において、令和７年度の野菜の生産努力目標は、25年度生産量の1,195万トンから約200
万トン増加させる1,395万トンと設定しており、特に、野菜需要の過半を占めているものの、国産比率が低下している加
工・業務向け需要において、国産比率を高めることが重要である。
　このため、加工・業務用野菜のうち特に国民生活上重要な野菜である指定野菜について、その出荷量を増大させる
ことについて測定指標として選定した。
　なお、出荷量はだいこんやたまねぎ等の重量野菜の作況不良等により大きく影響を受けることから、指定野菜13品目
それぞれの加工・業務向け出荷量の増減率の平均をもって評価する。
【目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】
　20年度から25年度までの直近６カ年において加工・業務向けの出荷量のすう勢及び施策効果による輸入品からの置
き換えを加味し、出荷量ベースでは25年度80万トンから令和７年度112万トンまでの約32万トン増加することとし、それ
を品目ごとの増減率の平均に換算した値（168%）とした。また、年度ごとの目標値は、この増加率を各年均等に設定し
た。

【測定指標の選定理由】
　食料・農業・農村基本計画において、「野菜について、価格低落時における生産者補給金の交付等を通じて生産者
の経営安定と野菜の安定供給を図る。」としており、その実現に向け、野菜価格安定対策を実施しているところである。
　このため、野菜の安定供給が図られていることを示す指標として、「市場入荷量の変動の抑制」の程度を表す「野菜の
市場入荷量の変動の度合い」を測定指標として選定した。これは、過去５年間の指定野菜の市場入荷量を元に算定し
たすう勢値と、実際の入荷量との乖離の程度を示すものである。
【目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】
　野菜の市場入荷量の変動の度合いの基準年は、事業目標設定時に、平成17年以前の過去10カ年の市場入荷量を
基にすう勢値を求め、そのすう勢値と市場入荷量の乖離を示す変動係数を５年平均し、基準値を1.8%（基準年：17年）
と設定した。基準年の10年後の27年の目標値を1.7％と設定し、新たな目標年は現行基本計画の目標年の令和７年と
し、目標値をさらに削減し、1.5%とした。
　野菜の市場入荷量の変動の度合いは、天候の影響を受けやすいものの、各年の目標値については、毎年、一定割
合で減少するものとして設定した。

把握の方法
「野菜生産出荷統計」（加工向け及び業務用の出荷量）（農林水産省統計部）
※　評価実施時期に、評価対象年度の実績値を把握できないことから、年度ごとの実績値と目標値は、前年度の値を記入している。

把握の方法
「青果物卸売市場調査報告」（卸売数量）（農林水産省統計部）
※　評価実施時期に、評価対象年度の実績値を把握できないことから、年度ごとの実績値と目標値は、前年度の値を記入している。

達成度合いの
判定方法

達成度合（％）＝｛１－（当該年の５年間平均変動係数－当該年の目標値）／当該年の目標値｝×100
Ａ’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

達成度合いの
判定方法

5% 平成25年度

把握の方法 「果樹経営支援対策事業の実績」（取組面積）及び「果樹産地構造改革計画策定等調査」（栽培面積）（農林水産省生産局園芸作物課調べ）

17% 令和７年度

達成度合（％）＝｛（当該年度の取組面積／当該年度の果樹産地栽培面積）－平成25年度基準値｝／（当該年度の目標値－平成25年度基準値）×100
Ａ'ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

Ｓ↑－差

【測定指標の選定理由】
　食料・農業・農村基本計画において、令和７年度の果実の生産努力目標を25年度生産量の301万トンから309万トン
に増加させるとともに、その克服すべき課題として、多様な消費者・実需者ニーズに対応した優良品目・品種への転換
の加速化を挙げている。また、果樹農業振興基本方針において、改植と併せて小規模園地整備（注３）を行うとされて
いる。このため、これらの取組が行われる優良果実の供給面積の割合を測定指標として選定した。
【目標値（水準・目標年度）の設定根拠】
　果樹産地全体の栽培面積から優良果実の供給面積の割合を求め、近年の取組状況や果樹農業振興基本方針に基
づく取組の推進の方向性から、目標値を17％と設定し、年度ごとの目標値は、毎年度、一定割合で増加するものとして
設定した。
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3,761億円 3,874億円 3,990億円 4,110億円 4,233億円

3,785億円 3,732億円 3,801億円 3,788億円 3,687億円

90億円 102億円 118億円 134億円 150億円

101億円 116億円 144億円 153億円 146億円

基準年度 目標年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

－ － 0.7% 0.8% 1.0%

－ － 0.52% 0.53% 0.54%

－ 524ha 545ha 566ha 588ha

－ 524ha 573ha 550ha 570ha

エ 国産花きの産出額

目標④
【達成すべき目標】

イ 薬用作物の栽培面積

達成度合いの
判定方法

達成度合（％）＝[当該年実績値－｛平成24年基準値－（年平均減少額×基準値以降の経過年数）｝]／[当該年目標値－｛平成24年基準値－（年平均減少額×基準値以降の経過年数）｝]×100
Ａ’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

オ 茶の輸出額

F↑－他

【測定指標の選定理由】
　花き産業及び花きの文化の振興に関する基本方針において、令和７年の花きの産出額目標を設定しているため、測
定指標として選定した。
【目標値（水準・目標年度）の設定根拠】
　国、地方公共団体、事業者、大学等の研究機関等が相互に連携を図りながら、花きの生産者の経営の安定、花きの
加工及び流通の高度化、花きの輸出促進、公共施設及びまちづくりにおける花きの活用等を通じ施策の効果が発揮さ
れることを前提として、令和７年に6,500億円と設定。また、令和２年にはオリンピック・パラリンピック東京大会が開催され
ることから当該年に需要が伸びるものと仮定して、年ごとの目標値を設定した。

ア
全耕地面積に占める有機農業（注
４）の取組面積の割合

有機農産物や薬用作物の生産拡大

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

524ｈａ 平成27年 630ｈａ 令和２年 F↑－差

【測定指標の選定理由】
　食料・農業・農村基本計画において、薬用作物については、漢方薬メーカーとの契約栽培の取組を推進するととも
に、品質規格を満たすための栽培技術の確立等を推進することとしている。
　これらの取組を推進するため、平成25年度から産地と漢方薬メーカーとのマッチングを推進するとともに、26年度から
薬用作物等地域特産作物産地確立支援事業により産地形成を促進するための取組を支援しており、収穫面積を指標
として選定したが、「薬用作物に関する資料（日本特産農産物協会）の調査結果のうち調査協力先が非開示としている
ところが少ない薬用作物の栽培面積を指標として設定した。
【目標値（水準・目標年度）の設定根拠】
　栽培面積の過去のすう勢及び今後の事業効果を踏まえ基準値を27年の524haから令和２年の630haに増大することと
し、年ごとの目標値は、すう勢値を設定した。

把握の方法
「生産農業所得統計」（農林水産省統計部）及び「花木等生産状況調査」（花きの産出額）（農林水産省生産局園芸作物課調べ）
※　評価実施時期に、評価対象年度の実績値を把握できないことから、年度ごとの実績値と目標値は、前々年度の値を記入している。

6,500億円 令和７年度3,761億円 平成24年

把握の方法 「貿易統計」（緑茶）（HSコード：090210000及び090220000）（財務省）

F↑－差

【測定指標の選定理由】
　茶は、地域農業において重要な役割を果たしているとともに、条件不利地域である中山間地域においても、重要な基
幹作物となっている。また、食料・農業・農村基本計画において、輸出拡大に向け、輸出ニーズに応じた茶の生産・加
工技術の導入等を推進することとしたほか、農林水産省が平成25年８月に策定した「農林水産物・食品の国別・品目別
輸出戦略」においては、輸出相手国の残留農薬対策等の輸出環境整備、ジャパン・ブランドでの日本茶のＰＲ、マーケ
ティングを行うこと等の輸出戦略を定めていることから、これを測定指標として選定した。
【目標値（水準・目標年度）の設定根拠】
　「農林水産物・食品の国別・品目別輸出戦略」において、令和２年までに茶の輸出額を150億円にする目標を定めて
いることから、これを目標値として設定した。なお、「未来への投資を実現する経済対策」（28年8月閣議決定）において
目標を1年前倒し令和元年で達成することとした。
　年ごとの目標値については、最近の輸出動向を踏まえ、28年度から毎年16億円増加すると設定した。

達成度合いの
判定方法

達成度合（％）＝（当該年実績値－平成25年基準値）／（当該年目標値－平成25年基準値）×100
Ａ’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

66億円 平成25年 150億円 令和元年

把握の方法
「国内における有機ＪＡＳほ場面積」（農林水産省食料産業局食品製造課調べ）、「有機農業の取組面積に係る実態調査」（有機農業の取組面積）（農林水産省生産局農業環境対策課調べ）
※　評価実施時期に、評価対象年度の実績値を把握できないことから、年度ごとの実績値と目標値は、前年度の値を記入している。

達成度合いの
判定方法

達成度合（％）＝（当該年度実績値）／（当該年度目標値）×100
Ａ’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

S↑－直

【測定指標の選定理由】
　「有機農業の推進に関する法律（平成18年法律第112号）」に基づき、平成26年４月に策定した「有機農業の推進に
関する基本的な方針」において、有機農業の推進及び普及の目標を定めていることから、これを測定指標として選定し
た。
【目標値（水準・目標年度）の設定根拠】
　「有機農業の推進に関する基本的な方針」において、おおむね平成30年度までに我が国の耕地面積に占める有機
農業の取組面積の割合を１％としていることから、これを目標値に設定した。年度ごとの目標値については、平成27年
度までの実績値から指数近似により設定した。

0.4% 平成24年度 1.0% 平成30年度

把握の方法
「薬用作物（生薬）に関する資料」（栽培面積）（公益財団法人日本特産農産物協会）
※　評価実施時期に、評価対象年度の実績値を把握できないことから、年度ごとの実績値と目標値は、前年度の値を記入している。
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28年度
[百万円]

29年度
[百万円]

30年度
[百万円]

(1)
農業改良助長法
（昭和23年）

－ － － － －

(2)
家畜商法
（昭和24年）

－ － － （１）-②-イ －

(3)
家畜改良増殖法
（昭和25年）

－ － －
（１）-②-ア
（１）-②-イ
（１）-②-ウ

－

(4)
牧野法
（昭和25年）

－ － －
（１）-②-ア
（１）-②-イ －

(5)
飼料需給安定法
（昭和27年）

－ － －
（１）-②-ア
（１）-②-イ －

(6)
酪農及び肉用牛生産の振興に関す
る法律
（昭和29年）

－ － －
（１）-②-ア
（１）-②-イ －

(7)
養蜂振興法
（昭和30年）

－ － －
（１）-③-ア
（１）-③-イ
（１）-③-ウ

－

(8)
家畜取引法
（昭和31年）

－ － － （１）-②-イ －

(9)
養鶏振興法
（昭和35年）

－ － －
（１）-②-イ
（１）-②-ウ －

(10)
果樹農業振興特別措置法
（昭和36年）

－ － － （１）-③-ウ －

(11)
畜産経営の安定に関する法律
（昭和36年）

－ － －
（１）-②-ア
（１）-②-イ －

(12)
砂糖及びでん粉の価格調整に関す
る法律
（昭和40年）

－ － － － －

(13)
野菜生産出荷安定法
（昭和41年）

－ － － （１）-③-イ －

平成31年度
行政事業
レビュー
事業番号

政策手段
（開始年度）

予算額計（執行額） 元年度
当初予算額

[百万円]

関連する
指標

政策手段の概要等

－

　酪農及び肉用牛生産振興に資するため、
・酪農及び肉用牛生産の近代化を総合的かつ計画的に推進するための措置
・酪農適地に生乳の濃密生産団地を形成するための集約酪農地域の制度
・上記に関連して生乳等の取引の公正、牛乳及び乳製品の消費の増進並びに肉用子牛の価格の安定及び牛肉の流通の合理化の措置を実施す
る。
　本法に基づき、酪農及び肉用牛生産の健全な発達並びに農業経営の安定を図るとともに、牛乳・乳製品及び牛肉の安定的な供給確保等に寄与
する。

－
　家畜の改良増殖を計画的に行うための措置並びにこれに関連して必要な種畜の確保及び家畜の登録に関する制度、家畜人工授精及び家畜受
精卵移植に関する措置を実施する。
　畜産業振興の基礎となる家畜の改良増殖を促進することにより、国産畜産物の安定供給の確保に寄与する。

－

　果樹農業の健全な発展に資するため、
・果実の需給の動向に即応した計画的な果樹農業の振興
・合理的な果樹園経営基盤の確立
・果実の生産及び出荷の安定
・果実の流通及び加工の合理化等の措置を実施する。
　本法に基づき、平成27年４月に農林水産省が公表した果樹農業振興基本方針に沿って支援事業を措置し、消費者・実需者ニーズの高い優良果
実の供給を拡大することにより、生産努力目標の達成に向けた国産果実の供給拡大及び消費拡大に寄与する。

－
　牧野管理規程の作成・遵守により、牧野の適正な管理を図るとともに、牧野の荒廃を防止するための措置等を実施する。
　国土の保全及び牧野利用の高度化を図ることにより、飼料自給率の向上を通じた国産畜産物の安定供給の確保に寄与する。

－

・輸入糖と国内産糖との価格調整を図るため、甘味資源作物及び国内産糖について交付金を交付する措置等を実施する。
・輸入でん粉等と国内産いもでん粉との価格調整を図るため、でん粉原料用いも及び国内産いもでん粉について交付金を交付する措置等を実施す
る。
　甘味資源作物生産者等の経営の安定化が図られることにより、国内産糖及び国内産いもでん粉の安定的な供給の確保に寄与する。

－

　政府は毎年飼料需給計画を定め、これに基づき輸入飼料の買入れ、保管及び売渡しを実施する。
　飼料の需給及び価格の安定を図ることにより、畜産の振興を通じた国産畜産物の安定供給の確保に寄与する。

－
　優良な資質を備える鶏の普及及び養鶏経営の改善のための措置を実施する。
　農家経済の安定を図ることにより、国産畜産物の安定供給の確保に寄与する。

－
　家畜商について、免許及び営業保証金の供託等の制度を実施する。
　家畜商の業務の健全な発展及び公正な家畜取引の確保を図ることにより、牛肉等の生産量の確保に寄与する。

－
　家畜市場を開設・運営しようとする者に対して最小限度の登録基準を設けるとともに、地域家畜市場の再編整備を促進するための整備地域の指定
等を実施する。
　公正な家畜取引及び適正な価格形成を確保し、家畜流通の円滑化を図ることにより、牛肉等の生産量の確保に寄与する。

－
　蜜源植物の保護増殖及び適正な蜂群配置を期するための措置を実施する。
　蜂蜜、蜜ろう、ローヤルゼリー等の増産及び農作物等の花粉受精の効率化を図ることにより、優良果実の供給拡大等、国産農畜産物の供給拡大
及び安定供給の確保に寄与する。

－

　主要な野菜について、
・一定の生産地域におけるその生産及び出荷の近代化を計画的に推進
・その価格の著しい低落があった場合における生産者補給金の交付等を実施する。
　価格低落による野菜農家の経営に及ぼす影響を緩和することにより、消費者への安定的な国産野菜の供給確保に寄与する。

・肉用牛又は肉豚の標準的販売価格が標準的生産費を下回った場合に、（独）農畜産業振興機構が交付金を交付
・取引条件が不利な加工原料乳向け（脱脂粉乳、バター、チーズ、生クリーム等向け）の生乳を対象として、（独）農畜産業振興機構が補給金等を交
付
　主要な家畜又は畜産物について、交付金若しくは補給金等の交付又は価格の安定に関する措置を講ずることにより、畜産及びその関連産業の健
全な発展が促進され、目標である牛乳及び乳製品や牛肉等の生産量の確保に寄与する。

－

－
　効率的かつ安定的な農業経営の育成及び地域の特性に即した農業の振興を図ること等を目的として普及事業を実施する。
　普及指導活動を通じ、農業経営体の育成、農業の振興を図ることにより、国産農畜産物の供給拡大に寄与する。

達成度合いの
判定方法

達成度合（％）＝（当該年実績値－平成27年基準値）／（当該年目標値－平成27年基準値）×100
Ａ’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満
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(14)
地力増進法
（昭和59年）

－ － － （１）-④-ア －

(15)
肉用子牛生産安定等特別措置法
（昭和63年）

－ － － （１）-②-イ －

(16)
持続性の高い農業生産方式の導入
の促進に関する法律
（平成11年）

－ － － （１）-④-ア －

(17)
有機農業の推進に関する法律
（平成18年）

－ － － （１）-④-ア －

(18)
米穀の新用途への利用の促進に関
する法律
（平成21年）

－ － － （１）-①-ア －

(19)
お茶の振興に関する法律
（平成23年）

－ － － （１）-③-オ －

(20)
花きの振興に関する法律
（平成26年）

－ － － （１）-③-エ －

(21)
養豚農業振興法
（平成26年）

－ － － （１）-②-イ －

(22)

食品安定供給施設整備資金（米穀
新用途利用促進）
（平成21年度）
（主）

300
の内数

300
の内数

200
の内数

（１）-①-ア －

(23)

【ＴＰＰ関連事業】
農畜産物輸出拡大施設整備事業
（平成27年度）
（関連：元-3、4）

4,402
の内数
(4,089

の内数）

9,224
の内数
(9,214

の内数）

7,863
の内数
(6,394

の内数）

（１）-③-オ 0038

(24)

【ＴＰＰ関連事業】
グローバル産地づくり緊急対策事業
のうち青果物グローバル産地緊急
対策
（平成30年度）
（関連：元-4）

－ －
0

(0)
－ 0039

(25)

【ＴＰＰ関連事業】
グローバル産地づくり緊急対策事業
のうち緑茶輸出産地緊急対策
（平成30年度）
（関連：元-4）

－ －
0

(0)
（１）-③-オ 0040

(26)

【ＴＰＰ関連事業】
農林水産物の品目別輸出促進緊急
対策事業
（平成28年度）
（関連：元-4）

461
(431)

2,539
(2,317)

1,997
(1,774)

（１）-①-ア 0044

(27)
経営所得安定対策等推進事業
（平成25年度）
（関連：元-6）

6,480
(6,418)

6,441
(6,372)

6,464
(6,382)

－ 0103

　米穀の新用途への利用の促進に関する法律の規定により農林水産大臣の認定を受けた生産製造連携事業計画に基づいて行う新用途米穀加工
品の製造施設等の整備を図るのに必要な資金を（株）日本政策金融公庫から融通することによって、米粉・飼料用米の低コストの生産・流通システム
の確立を促進する。
　米粉・飼料用米の低コストの生産・流通システムの確立が図られることにより、米粉用米・飼料用米の消費喚起及び供給拡大に寄与する。

－
　指定肉用子牛の平均売買価格が保証基準価格を下回った場合に、生産者に対し生産者補給金を交付するとともに、畜産の振興に資する施策を
実施する。
　肉用子牛生産の安定その他食肉に係る畜産の健全な発達を図ることにより、牛肉等の生産量の確保に寄与する。

①農林水産大臣による基本方針の策定
②お茶の生産者の経営の安定、お茶の消費の拡大及びこれに資するお茶を活用した食育の推進
③お茶の輸出の促進
④お茶の伝統に関する知識等の普及等の措置を実施する。
　茶業及びお茶の文化の振興を図ることにより、茶業の健全な発展及び豊かで健康的な国民生活の実現に寄与する。

－

　地力の増進を図るための基本的な指針の策定及び地力増進地域の制度について定めるとともに、土壌改良資材の品質に関する表示の適正化の
ための措置を規定している。
　上記の基本指針において、地力の増進に向けた方策として、有機物の積極的な施用を示すことにより、環境保全効果の高い営農活動に取り組む
農業者の増加に寄与する。

－
　たい肥等による土づくりと化学肥料・化学合成農薬の使用低減に一体的に取り組む農業者（エコファーマー）に対し、金融上の特例措置を講ずる。
エコファーマーの認定件数の増加を図ることにより、有機農業を含む環境保全効果の高い営農活動に取り組む農業者の増加に寄与する。

－
　有機農業の推進に関し、基本理念を定め、国及び地方公共団体の責務を明らかにするとともに、有機農業の推進に関する施策の基本となる事項
を規定している。有機農業者や消費者等に対して有機農業の推進に関する施策を総合的に講ずることにより、有機農産物の消費喚起及び利用拡
大に寄与する。

－

　新用途米穀の生産者は、新用途米穀加工品（米粉・飼料用等）の製造事業者（必要に応じ米粉パン等の製造事業者や畜産農家等を含む。）と共
同して、新用途米穀の生産から新用途米穀加工品の製造等までの一連の工程の総合的な改善を図る事業に関する計画（生産製造連携事業計画）
を作成し、農林水産大臣の認定を受けることが可能としている。
　生産製造連携事業計画の認定により、新用途米穀の生産から加工品の製造等までの一連の工程の改善が促進され、米粉用米・飼料用米の消費
喚起及び供給拡大に寄与する。

－
　養豚農業の振興を図るため、基本方針の策定や養豚農家の経営の安定、国産由来飼料の利用増進、豚肉の生産の促進及び消費の拡大等の措
置を講じ、養豚農業の健全な発展を図ることにより、豚肉の安定供給の確保に寄与する。

－

　花き産業の健全な発展と心豊かな国民生活の実現に資するため、
・花きの生産者の経営の安定
・花きの加工及び流通の高度化
・花きの輸出の促進
・公共施設及びまちづくりにおける花きの活用等の措置を実施する。
　本法に基づき、27年４月に農林水産省が策定した「花き産業及び花きの文化の振興に関する基本方針」に沿って支援事業を措置し、花きの需要
の拡大及び生産量の拡大に寄与する。

－

100
の内数

6,297
　経営所得安定対策及び水田活用の直接支払交付金の実施に当たり、都道府県段階及び地域段階の事業実施主体が行う現場における対策の普
及・推進活動や国からの交付金の支払の前提となる交付申請手続、作付状況や作付面積の確認等の業務に必要となる経費を助成する。
　当該事業により、一定期間内における交付金の申請手続、支払事務等を適正かつ円滑に実施することに寄与する。

－

　緑茶の輸出拡大に向けて、輸出向け産地を育成するため、海外ニーズの高い茶の生産拡大に向けて必要な栽培技術・加工技術の導入、円滑に
輸出が行えるよう、輸出相手国の残留農薬基準に対応していることを確認するため、輸出用茶葉の残留農薬の分析を支援する。
　輸出向け産地を育成することにより、緑茶の輸出促進に寄与する。

－

－

　国産農畜産物の輸出促進の取組を進めるために輸出課題に対応した産地の形成及び産地間の連携を支援する。
　輸出課題に対応した産地の形成及び産地間の連携を推進することにより、青果物の輸出促進に寄与する。

－
　国産農畜産物の輸出促進の取組を進めるために輸出先国の求める衛生条件等を満たすために必要な共同利用施設等の整備を支援する。
　産地が農業の成長産業化を図るため、農畜産物の輸出拡大や高品質・高付加価値化に資する生産・流通体制の強化に寄与する。

　　「農林水産業の輸出力強化戦略」及び「日本再興戦略2017」に基づき、コメ、青果物、花き、茶、畜産物、林産物、水産物について、オールジャパ
ンの体制で、それぞれの品目に応じた海外におけるプロモーション活動の強化等の輸出拡大の取組を支援するとともに、輸出拡大に資する農産物
の生産・流通コスト低減の取組や水産物の安定生産の確保等へ支援を行うことで、官民一体となった農林水産物・食品の輸出促進に寄与する。
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(28)
経営所得安定対策
（平成25年度）
（関連：元-6）

270,119
(200,357)

269,639
(211,909)

281,124
(177,267)

（１）-①-イ
（１）-①-ウ 0104

(29)
学校給食用牛乳供給推進事業
（昭和37年度）
（主）

744
（695）

744
（631）

680
(574)

（１）-②-ア 0129

(30)
加工原料乳生産者補給金等
（昭和41年度）
（主）

13,230
（13,230）

24,300
（24,300）

24,300
(24,300)

（１）-②-ア 0130

(31)
野菜価格安定対策事業
（昭和41年度）
（主）

204
(204)

202
(202)

2,115
(2,029)

（１）-③-イ 0131

(32)
協同農業普及事業交付金
（昭和58年度）
（主、関連：元-1、11）

2,409
(2,409)

2,409
(2,409)

2,409
(2,409)

－ 0132

(33)

牛肉等関税財源畜産業振興対策交
付金
（平成３年度）
（主）

57,091
(57,091)

35,281
(35,281)

35,281
(35,281)

（１）-②-イ 0133

(34)

独立行政法人家畜改良センターの
運営に必要な経費
（平成13年度）
（主）

7,542
(7,542)

7,398
(7,398)

7,205
(7,205)

（１)-②-ア
（１）-②-イ 0134

(35)

加工原料乳生産者経営安定対策事
業交付金
（平成13年度）
（主）

9
(9)

9
(9)

9
(9)

（１）-②-ア 0135

(36)

独立行政法人農畜産業振興機構運
営費
（平成15年度）
（主）

1,687
(1,687)

1,648
(1,648)

2,441
(2,441)

（１）-②-イ 0136

(37)
強い農業づくり交付金
（平成17年度）
（主、関連：元-3、11、13）

21,582
の内数
(20,170
の内数)

23,594
の内数
(21,345
の内数)

20,353
の内数
(16,756
の内数)

（１）-①-ア
（１）-①-イ
（１）-①-ウ
（１）-②-ア
（１）-②-イ
（１）-③-ア
（１）-③-ウ
（１）-③-エ
（１）-③-オ
（１）-④-ア
（１）-④-イ

0137

(38)

飼料増産総合対策事業のうち国産
飼料増産対策事業
（平成17年度)
（主）

551
(455)

564
(478)

648
(291)

（１）-②-ア
（１）-②-イ 0138

(39)

畜産生産能力・体制強化推進事業
のうち家畜能力等向上強化推進
（平成17年度）
（主）

363
(350)

343
(335)

348
(323)

（１)-②-ア
（１）-②-イ 0139

(40)
飼料生産型酪農経営支援事業
（平成18年度）
（主）

6,800
(5,979)

6,960
(6,028)

6,960
(5,975)

（１)-②-ア 0140

(41)

飼料増産総合対策事業のうちエコ
フィード増産対策事業
（平成20年度)
（主）

170
(156)

170
(109)

96
(45)

（１）-②-ア
（１）-②-イ 0141

9

2,608

　補給金等が(独)農畜産業振興機構を通じて生産者に交付されることにより、酪農経営の安定が図られ、生乳生産量の確保に寄与する。24,300

　高付加価値化や生産コストの低減など、産地の収益力強化や合理化を図る取組に必要な産地基幹施設等の整備や再編を支援する。
　産地の生産供給体制を確立することにより、国産農畜産物の競争力の強化に寄与する。

　自給飼料生産基盤に立脚した経営を行う酪農家（自給飼料の生産を行うとともに環境負荷軽減に取り組んでいる者）に対し、飼料作付面積に応じ
た交付金を交付する。
　飼養規模の拡大の進展や飼料の海外依存による窒素等の過剰蓄積など環境問題の発生に対処することにより、自給飼料生産基盤に立脚しなが
ら環境への負荷軽減に取り組む持続可能な酪農経営の確立を図り、国産生乳の安定的な供給に寄与する。

　畜産農家の経営安定、食料自給率の向上及び安全・安心な国産畜産物の供給を図るための各種事業を実施する。
　畜産物価格の低落時等に機動的に対応することにより、肉用牛生産者等の経営安定と国産畜産物の安定的な供給確保に寄与する。

　機構が行う農畜産物生産者等の経営安定のための補給金等の交付業務や農畜産物の需給安定・価格調整対策等により、需要構造等の変化に
対応した農畜産物の生産・供給体制の改革に寄与する。

　遺伝子解析情報等を活用した新たな評価手法による生涯生産性の向上、多様性を確保した家畜の系統・品種の活用方法、肉質・繁殖能力の改
良の加速化等を推進することにより、国産畜産物の安定供給、生産コストの低減や品質向上を図り、国内畜産経営の健全な発展に寄与する。

　安全で品質の高い国産牛乳を年間を通じて学校給食用に安定的かつ効率的に供給することにより、牛乳の飲用習慣の定着を図ることで国内の需
要を確保し、生乳生産量の確保に寄与する。

－

　飼料生産組織の機能高度化や栄養価の高い良質な粗飼料の作付・利用、放牧・公共牧場を活用した肉用牛・酪農生産基盤の強化、子実用とうも
ろこし等の国産濃厚飼料の生産・利用体制の構築を支援する。
　国産飼料の一層の生産・利用拡大を図ることにより、飼料自給率の向上を通じ安定的な畜産経営の確立に寄与する。

　加工原料乳価格が需給変動等により低落した場合に、生産者の拠出金と国の助成金による加工原料乳生産者積立金から加工原料乳の生産者に
補填金を交付されることにより、酪農経営の安定が図られ、生乳生産量の確保に寄与する。

35,281

　食料・農業・農村基本計画に掲げられた食料の安定供給の確保、基本計画に連動して策定された酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基
本方針等の各種計画の実現に向けた政策実施機関として定められた中期目標並びにこれを達成するための中期計画及び事業ごとに定める年度計
画に即した業務を実施する。
　種畜等の供給、種畜検査の実施、飼料作物の増殖に必要な種苗の生産等のための取組を行うことにより、優良な家畜の普及などによる家畜改良
や飼料作物の優良な種苗の供給等を通じた飼料自給率の向上を図り、国産畜産物の安定供給の確保に寄与する。

　飼料製造事業者等における食品残さの飼料化による利用拡大、エコフィードの品質向上及びエコフィード利用畜産物の差別化を促進する取組等
を支援する。
　高品質なエコフィードの安定的な生産・供給体制の構築や関係者に対する理解の醸成を図ることにより、飼料自給率の向上を通じ安定的な畜産経
営の確立に寄与する。

－

－

－

2,431
　都道府県における普及指導員の設置、普及指導員による農業者に対する技術･経営指導等を推進する。
　効果的・効率的な普及事業の推進を通じて、農業経営体の育成、農業の振興を図ることにより、国産農畜産物の供給拡大に寄与する。

6,813

273,962

－

－

　担い手農家の経営の安定に資するよう、諸外国との生産条件の格差から生じる不利を補正する畑作物の直接支払交付金と、農業者の拠出を前提
としたセーフティネット対策として米・畑作物の収入減少影響緩和対策を実施する。
　上記交付金を活用することにより、米・麦・大豆等の土地利用型農業の経営体の経営の安定を図り、もって国産農産物の安定供給の確保に寄与す
る。

3,000
　野菜の価格が著しく低落した場合の生産者補給金等の交付等により、野菜の生産・出荷の安定等を図ることで、野菜生産者の経営の安定化と消
費者への野菜の安定供給に寄与する。
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(42)
果樹農業好循環形成総合対策事業
（平成28年度）
（主）

5,600
(5,540)

5,660
(5,499)

5,783
(4,818)

（１）-③-ウ 0142

(43)

飼料増産総合対策事業のうち草地
生産性向上対策事業
（平成22年度)
（主）

290
(258)

277
(235)

226
(222)

（１）-②-ア
（１）-②-イ 0143

(44)
鶏卵生産者経営安定対策事業
（平成23年度）
（主）

4,077
(1,219)

3,162
(1,465)

4,862
(4,862)

（１）-②-ウ 0144

(45)
産地活性化総合対策事業
（平成22年度）
（主、関連：元-1、11、12、13）

5,186
の内数
(3,470

の内数)

2,378
の内数
(2,028

の内数)

3,392
の内数
(2,846

の内数)

（１）-①-ア
（１）-①-イ
（１）-①-ウ
（１）-③-ア
（１）-③-エ
（１）-④-イ

0145

(46)
乳製品国際規格策定活動支援事業
（平成23年度）
（主）

11
(11)

11
(11)

10
(10)

（１）-②-ア 0146

(47)
次世代施設園芸拡大支援事業
（平成25年度）
（関連：元-11）

3,260
(3,136)

501
(333)

447
(288)

（１）-③-ア
（１）-③-イ
（１）-③-ウ
（１）-③-エ

0147

(48)

畜産生産能力・体制強化推進事業
のうち牛の個体識別情報活用の効
率化・高度化対策
（平成23年度）
（主）

51
(46)

53
(44)

24
(23)

（１)-②-ア
（１）-②-イ 0148

(49)

【ＴＰＰ関連事業】
畜産・酪農収益力強化総合対策基
金等事業
（平成27年度）
（主）

26,922
（25,704）

82,801
（81,952）

59,533
（54,386）

（１）-②-ア
（１）-②-イ
（１）-②-ウ

0149

(50)

【ＴＰＰ関連事業】
産地パワーアップ事業
（平成27年度）
（主、関連：元-3、4）

23,446
（23,427）

46,617
（42,443）

53,083
（35,670）

（１）-①-ア
（１）-①-イ
（１）-①-ウ
（１）-③-ア
（１）-③-ウ
（１）-③-オ

0150

(51)

【ＴＰＰ関連事業】
加工施設再編等緊急対策事業
（平成27年度）
（主）

4,600
（1,350）

1,000
（771）

2,500
（2,151）

（１）-①-イ
（１）-②-ア
（１）-②-イ

0151

(52)

【ＴＰＰ関連事業】
外食産業等と連携した需要拡大対
策事業
（平成27年度）
（主、関連：元-3,4,17,18）

3,605
（1,975）

993
（502）

399
（339）

（１）-①-ア
（１）-①-イ
（１）-②-イ
（１）-③-ウ

0152

(53)
新しい園芸産地づくり支援事業
（平成28年度）
（主）

1,080
(1,055)

2,273
(828)

1,406
(909)

（１）-③-ア
（１）-③-イ 0153

(54)

【ＴＰＰ関連事業】
飼料生産基盤利活用促進緊急対策
事業
（平成28年度）
（主）

100
（27）

801
（694）

503
（443）

（１）-②-ア
（１）-②-イ 0154

　産地の活性化を図るため、「強み」のある産地形成、生産体制の高度化など、生産現場での多様な課題の解決に向けた取組を支援する。
新品種・新技術等を活用した産地形成等を図ることにより、国産農畜産物の競争力の強化に寄与する。

　我が国の乳製品の規格や製造実態に即した国際規格が策定されることにより、我が国の乳製品の輸出促進に寄与し、国産乳製品の需要増加が
期待され、生乳生産量の確保に寄与する。

　産地の生産・供給体制の構造改革に向け、水田を活用した新たな園芸産地の育成による生産拡大や加工・業務用野菜の生産基盤強化に係る取
組を支援することにより、事業実施地区における成果に加え、産地全体への波及効果も含めて国産供給力が強化されることで、園芸作物の生産量
の増大に寄与する。

　鶏卵価格が低落した場合に価格差補塡を行うとともに、更に低落した場合、成鶏の更新に当たって長期の空舎期間を設けて需給改善を図る取組
を支援する。
　鶏卵の需給改善を推進することにより、採卵養鶏経営と鶏卵価格の安定に寄与する。

－

　不安定な気象による飼料生産におけるリスクの分散等を図るための草地改良、優良飼料作物種子の普及、飼料作物種子の調整保管及び飼料生
産技術者の資質向上等を支援する。
　草地改良の推進や優良飼料作物種子の活用及び種子の安定供給を推進することにより、飼料自給率の向上を通じ安定的な畜産経営の確立に寄
与する。

　牛の個体識別情報と飼養管理等の生産情報を全国で一元集約し、その全国的な利用により家畜改良及び飼養管理の効率化・高度化を図り、国
産畜産物の安定供給の確保に寄与する。

4,862

－

－

－

－

－

　高度環境制御技術、地域エネルギー活用・省エネルギー化技術及び雇用型の生産管理技術の全てに取り組む次世代施設園芸拠点の整備や、
その横展開や転換加速化を図る各取組を支援することで、野菜を始めとする国産園芸作物の供給拡大に寄与する。

　果樹農業の持続的発展を図るため、産地自らが策定した産地計画に基づき、目指すべき産地の実現に向けた優良品目・品種への転換、小規模
園地整備、労働力の確保など前向きな取組を行う担い手や産地を支援することにより、優良果実の生産拡大等を図ることで、国産果実の需要の安
定確保及び果樹経営の安定的発展に寄与する。

－

－

・畜産クラスター計画に位置付けられた中心的な経営体に対し、収益力強化や畜産環境問題への対応に必要な施設整備、家畜導入（対象を地域
的な規模拡大の場合にも拡大）や機械の導入を支援する。
・畜産クラスター計画に基づき、優良乳用種後継牛の確保、和牛主体の肉用子牛の拡大、和牛繁殖経営における情報通信技術の活用及び優良純
粋種豚の導入等を支援する。
・畜産クラスター計画に位置付けられた中心的な経営体等の既往負債の償還負担を軽減する長期・低利の一括借換資金を措置する。
・収益力の強化に向けた新たな取組を行う畜産クラスター協議会に対し、その効果を実証するために必要な調査・分析（複数のクラスター協議会が
広域で連携する場合の支援を強化）、畜産クラスター事業の効果を一層高めるため、地域の連携をコーディネートする人材の育成を支援する。
・畜産クラスターの仕組みを活用して、地域の畜産関係者が有機的に連携・結集し、地域ぐるみで収益性を向上させる取組を加速化することにより、
生産コストの削減や品質向上など、収益力・生産基盤の強化に寄与する。

　水田・畑作・野菜・果樹等の産地が創意工夫を活かして、農作業の効率化によるコスト削減や高付加価値な作物へ転換しつつ、実需者ニーズに応
じた生産を行うことで、収益力向上に一体的かつ計画的に取り組む産地において計画の実現に必要な農業機械のリース導入や集出荷施設の整備
等を支援する。
　地域の営農戦略としての計画に基づき、意欲ある農業者等による生産体制の強化を図ることにより産地の競争力の強化に寄与する。

　環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）協定が合意したことに伴い、「総合的なTPP関連政策大綱」が取りまとめられ、国際競争力のある産地イノベー
ションを促進する対策を講ずることとされ、国産農畜産物の流通に必須となる加工施設（食肉処理施設、乳業工場、製粉工場、製精糖工場等）につ
いて、再編合理化を通じてコスト縮減を図る取組、高度化等によりニーズの高い加工品への転換を図る取組を支援することにより、国内農業の国際
競争力の強化に寄与する。

　産地と複数年契約を締結する外食・加工業者等の連携により、国産農林水産物(果実、土地利用作物、畜産物、魚介類、特用林産物等)を活用し
た新商品の開発やそれに必要な技術開発等を支援することにより、国産農林水産物の需要拡大に寄与する。

－
  草地の難防除雑草の駆除技術の活用・普及、高品質な完全混合飼料（ＴＭＲ）の安定供給、公共牧場の活用拡大と機能強化等のための取組を支
援する。
　自給飼料の一層の生産拡大と高品質化等を図ることにより、飼料自給率の向上を通じ安定的な畜産経営の確立に寄与する。

－

－

－
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(55)

酪農経営体生産性向上緊急対策事
業
（平成29年度）
（主）

－
5,433

(2,501)
3,567

(3,095)
（１）-②-ア 0155

(56)

【ＴＰＰ関連事業】
国産乳製品等競争力強化対策事業
（平成29年度）
（主）

－
5,552

（5,550）
5,998

（5,956）
（１）-②-ア 0156

(57)
農業用ハウス強靭化緊急対策事業
（平成30年度）
（主）

－ －
0.8

(0.8)

（１）-③-ア
（１）-③-イ
（１）-③-ウ
（１）-③-エ

0157

(58)

中国・北京国際園芸博覧会政府出
展事業
(平成30年度）
（主）

－ －
187

(187)
（１）-③-エ 0158

(59)

畜産生産能力・体制強化推進事業
のうち繁殖肥育一貫経営等育成支
援
（平成30年度）
（主）

－ －
154
(44)

（１）-②-イ 0159

(60)
国際養蚕委員会日本大会開催事業
(平成30年度）
(主）

－ －
1

(0.8)
－ 0160

(61)
麦買入費（輸入飼料）
（昭和28年度）
（主、関連：元-5）

82,173
(11,701)

54,670
(11,388)

48,654
(19,516)

（１）-②-ア
（１）-②-イ 0161

(62)

甘味資源作物生産者等支援安定化
対策
（昭和40年度）
（主）

10,413
(10,413)

11,495
(11,391)

11,237
(10,652)

－ 0162

(63)
水田活用の直接支払交付金
（平成25年度）
（主）

322,165
(316,750)

319,964
(314,078)

305,904
(298,604)

（１）-①-ア
（１）-①-イ
（１）-①-ウ

0163

(64)

米活用畜産物等ブランド化推進事
業
（平成28年度）
（主）

35
(29)

35
(25)

35
(28)

（１）-①-ア 0164

(65)
畑作構造転換事業
（平成29年度）
（主）

－
172

(158)
2,892

(2,405)
－ 0165

(66)

甘味資源作物生産性向上緊急対策
事業
（平成29年度）
（主）

－
439

（378）
1,111
(976)

－ 0166

(67)

甘味資源作物・砂糖製造業緊急支
援事業
（平成30年度）
（主）

－ －
579

（514）
－ 0167

46,911

　（独）農畜産業振興機構が、国内産糖と輸入糖等との内外コスト格差を是正するため、安価な輸入糖等から徴収する調整金と当該交付金を財源と
して、一定の要件を満たす国内のさとうきび生産者及び国内産のさとうきび・てん菜を原料とする国内産糖の製造事業者に対して、甘味資源作物交
付金（さとうきび）及び国内産糖交付金を交付するとともに、代理申請者が行う交付対象者要件審査申請、交付金交付申請に係る代理申請・代理受
領に要する経費の助成を行う。また、鹿児島県南西諸島及び沖縄県の基幹作物であるさとうきびは、近年、台風、干ばつ、病害虫等の自然災害によ
り不作が続いていることから、自然災害からの回復を図るための取組に対し支援する。
　国内産糖に係る諸外国との生産条件格差を補正するとともに、さとうきびの不作からの脱却による生産量の増加を図ることにより、地域農業・経済の
振興及び食料自給率の維持・向上に寄与する。

－

　水田を活用して、麦、大豆、飼料用米等の作物を生産する農業者に対して交付金を直接交付するとともに、地域の作物振興の設計図となる「水田
フル活用ビジョン」に基づき、地域の特色ある魅力的な産品の産地を創造するため、地域の裁量で活用可能な産地交付金により、二毛作や耕畜連
携を含め、産地づくりに向けた取組を支援する。
　上記交付金を活用することにより、水田をフル活用し国産農産物の安定供給の確保に寄与する。

29

　ばれいしょ・てん菜等について、畑作営農の大規模化に伴う労働力不足や頻発する異常気象による湿害等に対応し、早急に生産の高度化・安定
化を図るため、省力作業体系の導入や生産性向上技術の導入、労働負担の小さい作物への転換、種ばれいしょの生産性向上等を支援する。
　畑作産地の労働力不足に対応しつつ、先進的生産技術や省力作業体系の導入等の取組を支援することにより、加工用ばれいしょをはじめとする
畑作産地の生産性の向上に寄与する。

　老朽化等により十分な耐候性がなく対策が必要な農業用ハウスについて、被害防止計画を策定する上で実施する災害被害防止講習会や農業用
ハウスの補強、防風ネットの設置等を支援し、災害による被害防止を図ることにより、園芸作物の安定供給に寄与する。

　酪農家の労働負担軽減・省力化及び飼養管理技術の高度化に資する機械装置の導入等を支援することにより、酪農家の労働負担の軽減に寄与
する。

522

－
　さとうきび、かんしょの生産性向上や農業機械の導入等による生産の省力化、自然災害に強い品種への転換等の取組や製糖工場の働き方改革を
踏まえた労働生産性向上を図る取組等を支援することにより、甘味資源作物や国内産糖の安定供給に寄与する。

10,795

　飼料用米を活用した豚肉、鶏卵等のブランド化を推進するため、畜産物の付加価値の向上等に向けた取組の実証及び全国的な認知度向上を図
る上で必要となる事例等の情報収集・発信等の取組を支援する。
　飼料用米を活用した畜産物等のブランド化を図ることにより、米全体の需要の維持に寄与する。

　花きの最大の輸出先である中国で平成31年４月から開催される北京国際園芸博覧会に政府出展することにより、花きの輸出拡大に寄与する。

25
   平成31年度の国際養蚕委員会日本大会の開催に当たり、必要な経費を支援する。これにより、需要の拡大を図り、国産農畜産物の供給拡大に寄
与する。

321,500

　肉用牛生産において、高齢化や離農の進展により農家戸数や飼養頭数が減少するなど、肉用牛生産基盤の弱体化が懸念されている。また、子牛
価格が高値で推移する中、肥育素牛を安定的に確保する必要がある。このため、繁殖肥育一貫経営や地域内一貫生産の推進を図り、肉用牛生産
基盤強化に寄与する。

－

　国は飼料需給安定法に基づき、輸入飼料用麦の買入れ・売渡しを、ＳＢＳ方式（資本要件など飼料用麦を確実に輸入するための最低限の資格を
有する輸入業者及び買受者（実需者）が連名で申し込む見積合わせ）により実施する。
　輸入飼料用麦の需給及び価格の安定を図ることにより、安定的な畜産経営の確立と畜産の振興を通じ、国産畜産物の安定供給に寄与する。

－

－
　さとうきび、かんしょの農業機械の導入等による生産の省力化、土づくりの推進や新品種への転換、早植えマルチ栽培の推進による単収向上等の
取組のほか、分みつ工場等における人員配置の改善の検討や施設整備等の労働効率を高める取組を支援することにより、甘味資源作物や国内産
糖の安定供給に寄与する。

187

－
　酪農家によるチーズ向け生乳の高品質化や、チーズ工房等による生産性向上の取組みやブランド化等への支援により、国産チーズの競争力が強
化される。これにより酪農経営が安定化し、将来に向けた規模拡大や設備投資が可能となり、全国の生乳生産量の増加に寄与する。
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(68)

国立研究開発法人農業・食品産業
技術総合研究機構農業技術革新工
学研究センター農業機械化促進業
務に要する経費
（平成15年度）
（関連：元-11）

1,771
(1,770)

1,842
(1,833)

1,669
(1,669)

－ 0193

(69)
オーガニック・エコ農産物安定供給
体制構築事業（平成28年度）
（関連：元-13）

79
(76)

99
(79)

76
(70)

（１）-④-ア 0200

(70)

強い農業・担い手づくり総合支援交
付金
（令和元年度）
（主、関連：元-3、11、13）

－ － －

（１）-①-ア
（１）-①-イ
（１）-①-ウ
（１）-②-ア
（１）-②-イ
（１）-③-ア
（１）-③-ウ
（１）-③-エ
（１）-③-オ
（１）-④-ア
（１）-④-イ

新31-0006

(71)
持続的生産強化対策事業
（令和元年度）
（主、関連：元-１、11、12、13）

－ － －

（１）-①-ア
（１）-①-イ
（１）-①-ウ
（１）-③-ア
（１）-③-エ
（１）-④-イ

新31-0007

(72)

畜産生産力・生産体制強化対策事
業のうち国産飼料資源生産利用拡
大対策
（令和元年度)
（主）

－ － －
（１）-②-ア
（１）-②-イ 新31-0008

(73)

畜産生産力・生産体制強化対策事
業のうち家畜能力等向上強化推進
（令和元年度)
（主）

－ － －
（１）-②-ア
（１）-②-イ 新31-0009

(74)

畜産生産力・生産体制強化対策事
業のうち草地生産性向上対策
（令和元年度)
（主）

－ － －
（１）-②-ア
（１）-②-イ 新31-0010

(75)

畜産生産力・生産体制強化対策事
業のうち飼料生産利用体系高効率
化対策
（令和元年度)
（主）

－ － －
（１）-②-ア
（１）-②-イ 新31-0011

(76)

畜産生産力・生産体制強化対策事
業のうち繁殖肥育一貫経営等育成
支援
（令和元年度)
（主）

－ － －
（１）-②-ア
（１）-②-イ 新31-0012

(77)

環境負荷軽減型酪農経営支援効果
調査事業
（令和元年度)
（主）

－ － － （１）-②-ア 新31-0013

(78)

花き成長産業・花き文化振興調査
委託事業
（令和元年度)
（主、関連：元-4）

－ － － （１）-③-エ 新31-0014

(79)
農業用軽油に係る軽油引取税の課
税免除の特例措置
（昭和31年度）

＜-＞
(<11,226>)

＜-＞
(<11,704>)

－ － －

　環境負荷軽減型酪農経営支援事業において実施する酪農経営における環境負荷軽減の取組の効果検証に必要なデータの調査・分析を行い、
測定手法の作成を行う。
　環境負荷軽減に取組つつ持続的な酪農経営の実現に向けた施策の推進を図るために必要な調査をするものであり、生乳生産量の確保に寄与す
る。

　我が国花き産業の成長産業化及び花き文化の振興に関する課題とその課題解決のための方向性・具体策についてとりまとめる。その上で、国際
園芸博覧会を活用した国際競争力強化と我が国花き文化の国際的な発信の観点から具体化するため、現状と課題を総合的に調査・分析し、今後
の国際園芸博覧会等の施策の企画・立案に反映させることにより、国産花きの産出額及び輸出額の増大に寄与する。

46

13

　生産者と実需者（スーパーマーケット、レストラン等）の連携を促進し円滑なビジネス環境を整えるとともに、新規就農・転換者の定着・拡大や地域の
生産供給拠点を構築するための取組を支援することにより、有機農業やこれを含む環境保全型農業で生産された農産物（オーガニック・エコ農産
物）の生産拡大に寄与する。

　未利用資源を活用した事例の普及・有効活用のためのシステム構築、地域の未利用資源活用の取組やエコフィ－ド生産拡大、肉用繁殖雌牛等の
放牧を通じた地域内一貫生産体制の構築、放牧による有機畜産に係る事例調査、放牧利用畜産の普及、国産濃厚飼料の生産利用拡大等の取組
を支援する。
　未利用資源の活用や、放牧、国産濃厚飼料の生産利用拡大を推進することにより、飼料自給率の向上を通じ安定的な畜産経営の確立に寄与す
る。

　農業者等が行う生産性向上や販売力強化等に向けた取組、地方公共団体が主導する産地全体の発展を図る取組を総合的に支援する。
　産地の持続的な生産力強化等に寄与する。

20,165
の内数

　産地や担い手の発展の状況に応じて必要となる農業用機械・施設の導入等及び産地の基幹施設や食品流通拠点施設の整備を支援する。
　国産農畜産物の安定供給体制の構築や地域の将来を担う中心的経営体の育成・確保に寄与する。

1,590

－

－

520

　農業機械に関する試験研究及び実用化、安全性検査等の業務を総合的かつ効率的に実施する。
　これにより農業生産性の向上、農業経営の改善、農機具の安全性の向上を図り、国産農畜産物の供給拡大に寄与する。

23,241
の内数

　農業機械等の動力源に使用する軽油について、軽油引取税の課税免除の措置を行う。
　軽油をできるだけ安い価格で安定的に供給し、農業者等の経営の安定を図ることにより、国産農畜産物の安定供給の確保に寄与する。

352

214

152

145

　遺伝子解析情報等を活用した新たな評価手法による生涯生産性の向上、多様性を確保した家畜の系統・品種の活用方法、肉質・繁殖能力の改
良の加速化等を推進することにより、国産畜産物の安定供給、生産コストの低減や品質向上を図り、国内畜産経営の健全な発展に寄与する。

　不安定な気象による飼料生産におけるリスクの分散等を図るための草地改良、優良飼料作物種子の普及、飼料作物種子の調整保管及び飼料生
産技術者の資質向上等を支援する。
　草地改良の推進や優良飼料作物種子の活用及び種子の安定供給を推進することにより、飼料自給率の向上を通じ安定的な畜産経営の確立に寄
与する。

　飼料生産組織によるICTの活用等による効率的な作業体制構築の実証、民間や法人経営が公共牧場を活用して効率的・省力的な飼料生産・飼養
管理行うための放牧地整備等の取組を支援する。
　効率的な飼料生産体制の構築や公共牧場の活用による飼料生産を推進することにより、飼料自給率の向上を通じ安定的な畜産経営の確立に寄
与する。

　肉用牛生産において、高齢化や離農の進展により農家戸数や飼養頭数が減少するなど、肉用牛生産基盤の弱体化が懸念されている。また、子牛
価格が高値で推移する中、肥育素牛を安定的に確保する必要がある。このため、繁殖肥育一貫経営や地域内一貫生産の推進を図り、肉用牛生産
基盤の強化に寄与する。
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(80)
肉用牛の売却による農業所得の課
税の特例
（昭和42年度）

＜14,554
＞

(<38,132>)

＜14,554
＞

(<31,821>)

＜26,517
＞

(＜-＞)
（１）-②-イ －

(81)
農林漁業用Ａ重油に係る石油石炭
税の特例措置
（昭和53年度）

－ － －

（１）-③-ア
（１）-③-イ
（１）-③-ウ
（１）-③-エ

－

(82)
中小企業者等が機械等を取得した
場合の特別償却又は税額控除
（平成10年度）

－ － － － －

(83)
軽油を農林漁業の用に供した場合
の石油石炭税の還付
（平成24年度）

－ － － － －

(84)

特定中小企業者等が経営改善設備
を取得した場合の特別償却又は法
人税額等の特別控除（商業・サービ
ス業・農林水産業活性化税制）
（平成25年度）

－ － － － －

591,354
<264,134>

626,642
<175,305>

95,691
<672,699>

503,313
<148,571>

556,091
<133,131>

参考：移替え予算に係る政策手段一覧

28年度
[百万円]

29年度
[百万円]

30年度
[百万円]

(1)

【参考：復興庁より】
福島県農林水産業再生総合事業
（平成29年度）
（関連：30-1,3,13,20,22）

－

4,710
の内数
（4,710

の内数）

4,609
の内数
（4,601

の内数）

（１）－④－ア 復-0085

(2)

【参考：復興庁より】
東日本大震災農業生産対策交付金
(平成24年度)
（関連：30-3）

2,592
の内数
(1,997

の内数)

1,420
の内数

（761
の内数）

2,551
の内数
(2,137

の内数)

（１）－①－ア
（１）－①－イ
（１）－①－ウ
（１）－②－ア
（１）－②－イ
（１）－③－ア
（１）－③－ウ
（１）－③－エ

復-0086

(3)

【参考：復興庁より】
福島県営農再開支援事業
（平成30年度）
（主）

－ －

13,031
の内数
(13,031
の内数)

（１）－①－ア
（１）－③－エ 復-0093

4,740
の内数

　福島県において有機ＪＡＳの認証取得や有機農産物等の生産・出荷に必要な施設・機械の導入、商談会・産地見学会を通じた新たな販路開拓等
を支援することにより、有機農産物等の環境にやさしい農産物の供給拡大等に寄与する。

　農業者等が機械等を取得した場合、取得価格の30％の特別償却又は７％の税額控除（資本金3千万円以下）の適用を認める。
　新たな設備投資を促し、生産性の向上等を図ることにより、国産農畜産物の安定供給の確保に寄与する。

　農業を営む個人又は農業生産法人が飼育し、所定の方法で売却した肉用牛が、１頭100万円（交雑種は80万円、乳用種は50万円）未満又は高等
登録牛であって、その頭数が1,500頭以内であるとき、その売却により生じた事業所得については、個人にあっては所得税及び住民税を免除し、農
業生産法人にあっては損金の額に算入する。
　これにより、肉用牛生産農家の経営の体質強化を図り、肉用牛経営の安定及び国産牛肉の安定的供給を図ることにより、牛肉の生産量の確保に
寄与する。

予算額計（執行額） 元年度
当初予算額

[百万円]

－

94,348
<552,704>

－

－

（注４）移替え予算とは、予算成立後、府省間において、移動させられる予算のことである。

（注１）「予算額計」欄について、税制の場合は、減収見込額（減収額）を記載している。

政策手段の概要等

平成31年度
行政事業
レビュー
事業番号

関連する
指標

999
の内数

（注３）政策の予算額及び政策の執行額について、複数政策に関連する予算については、＜＞外書きで記載している。

　震災の影響により低下した被災地の生産力を回復する取組や農畜産物の販売力の回復に向けた取組を支援することにより、国産農畜産物の安定
供給の確保に寄与する。

　ハウス栽培等で使用する農林漁業用Ａ重油に対する輸入Ａ重油に係る免税措置及び国産Ａ重油に係る還付措置の特例措置を行う。
　施設園芸農家の経営の安定化を図ることにより、農林水産物の安定的な供給確保に寄与する。

政策の執行額[百万円]

－
　福島県において原子力発電所事故の影響により平成23年度以降に生産の断念を余儀なくされた農地のうち、令和２年度末までに農地面積の6割
が営農再開できるよう、基金を設置し、営農再開に資する一連の取組を支援することにより、国産農畜産物の安定的供給に寄与する。

政策手段
（開始年度）

　青色申告書を提出する農業者等で、農業協同組合等から経営改善に関する指導及び助言を受けた者が、その指導及び助言を受けて行う店舗の
改修等に伴い、建物附属設備又は器具・備品を取得した場合に、取得価格の30％の特別償却又は７％の税額控除が選択適用できる特例措置を行
う。
　農業者等が行う農畜産物の品質の向上や高付加価値化、生産コストの低減等に資する設備の導入・更新が促進されるとともに、事務負担の軽減、
業務改善等に向けた設備やシステムの導入が図られ、消費税を円滑かつ適正に転嫁できる環境が整備されることで、農業者等の経営の安定化・活
性化や国産農畜産物の安定供給の確保に寄与する。

政策の予算額[百万円]

　農林漁業者が使用する軽油について、石油石炭税に上乗せされる地球温暖化対策のための税に相当する金額を還付する。
　農業者等の経営の安定を図ることにより、国産農畜産物の安定供給の確保に寄与する。

（注２）当該政策分野に対応する予算の項に位置付けられている予算事業については、「政策手段」の欄に、「主」と記載している。
　　　　また、予算事業が複数の政策分野に関係する場合には、「政策手段」の欄に、関係する政策分野の番号を記載している。

－

－
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１．用語解説

参考資料

注１ 畜産クラスター
畜産農家と地域の畜産関係者（コントラクター等の外部支援組織、流通加工業者、農業団体、行政等）が連携し、クラスター（ぶどうの房）のように、一体的に結集することで、畜産の収益性を地域全体で向上させるた
めの取組。

注２ 指定野菜
消費量が相対的に多く又は多くなることが見込まれる野菜。具体的には以下の14品目。キャベツ、きゅうり、さといも、だいこん、トマト、なす、にんじん、ねぎ、はくさい、ピーマン、レタス、たまねぎ、ばれいしょ、ほうれん
そう。

注４ 有機農業 化学的に合成された肥料及び農薬を使用しないこと並びに遺伝子組換え技術を利用しないことを基本として、農業生産に由来する環境への負荷をできる限り低減した農業生産の方法を用いて行われる農業。

注３ 小規模園地整備 優良果実の供給拡大に必要不可欠な土壌土層改良、園地の傾斜緩和、園内道の整備等。
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（農林水産省元－⑪）

基準年度 目標年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

－ － 10機種 13機種 16機種

－ － 11機種 14機種 18機種

政策に関係する内閣の重要政策

目標①
【達成すべき目標】

施策の目指すべき姿
【目標設定の考え方根拠】

測定指標

ア

先端技術の活用等による生産・流通システムの革新

目標値

政策評価体系上の
位置付け

農業の持続的な発展
　農業者の高齢化、労働力不足が進む中で、担い手の一層の規模拡大、省力化や低コスト化等を実現する
技術導入を推進する。
　このため、先端技術等の活用等により、コスト削減や高付加価値化を実現する施策を行う。

省力化・低コスト化技術等の導入

年度ごとの実績値

－

食料・農業・農村基本計画（平成27年３月31日）
　第３　２．（７）　②、③
農林水産省地球温暖化対策総合戦略（平成20年７月29日改定）２． （４）、３． （２）
農林水産省気候変動適応計画（平成27年８月６日）第２　（１）
日本再興戦略2,016（平成28年６月２日）第２　３．
ロボット新戦略（平成27年２月10日）第２部　第２章　第５節

先端技術の活用による生産性の大幅な向上、需要への的確な対応や新たな価値の創出等を推進する。

令和元年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

政策分野名
【施策名】

先端技術の活用等による生産・流通システムの革新等 担当部局名
生産局(大臣官房政策課)
【大臣官房政策課技術政策室／生産局総務課／園芸作物課／技術普及課／農業環境対策課
/畜産振興課】

政策の概要
【施策の概要】

達成度合（％）＝当該年度実績値／当該年度目標値×100
Ａ’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

把握の方法

達成度合いの
判定方法

農業機械メーカー等からの聞き取り（農林水産省生産局技術普及課調べ）

基準値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

農林水産業・食品産業分野におい
て省力化等に貢献する新たなロボッ
トの導入機種数

政策評価
実施予定時期

令和２年度 Ｓ↑－直

【測定指標の選定理由】
　食料・農業・農村基本計画において、高齢化、労働力不足が進む中で、担い手の一層の規模拡大、省力化や低コス
ト化を図るため、スマート農業（ロボット技術（注１）やICT（注２）を活用した超省力生産、高品質生産を実現する新たな
農業）の実現に向けた取組を推進することとされている。また、ロボット技術については、「ロボット新戦略」（平成27年２
月日本経済再生本部決定）に基づき、開発、現場への導入や環境整備を着実に進めることとされている。
 　「ロボット新戦略」の中で、2020年に目指すべき姿（KPI）として、ロボットを農林水産業・食品産業分野において実用
化・市販化されることを目指すとしていることから、その導入機種数を測定指標として選定した。
【目標値（水準・目標年度）の設定根拠】
　目標値は、「ロボット新戦略」のKPIに基づき、20機種と設定した。
　年度ごとの目標値については、KPIに基づき、研究開発や実証等の取組の進展を踏まえて、毎年、段階的に導入機
種数が増加していくものとして設定した。

平成27年度 20機種

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

令和３年８月

施策（１）
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－

6,292円／
60kg（個別

経営）

6,287円／
60kg（組織
法人経営）

6,189円／
60kg（個別

経営）

6,185円／
60kg（組織
法人経営）

6,086円／
60kg（個別

経営）

6,083円／
60kg（組織
法人経営）

5,984円／
60kg（個別

経営）

5,981円／
60kg（組織
法人経営）

－

6,319円／
60kg（個別

経営）

6,708円／
60kg（組織
法人経営

6,259円／
60kg（個別

経営）

6,776円／
60kg（組織
法人経営

6,463円／
60kg（個別

経営）

6,645円／
60kg（組織
法人経営

6,561円／
60kg（個別

経営）

6,671円／
60kg（組織
法人経営

－ － － 1,070ha －

－ － － 1,070ha －

1,247ha655ha 平成24年度

6,497円／
60kg(個別

経営)
6,491円／
60kg(組織
法人経営)

平成25年

5,470円／
60kg

(個別経
営・組織法
人経営)

令和５年 Ｆ↓－差

【測定指標の選定理由】
　平成28年6月２日に閣議決定した日本再興戦略において、「今後10年間（2023年まで）で資材・流通面等での産業界
の努力も反映して担い手のコメの生産コストを現状全国平均比４割削減する（2011年産の全国平均のコメの生産コス
ト：16,001円/60kg）」ことをＫＰＩとして設定しており、当該ＫＰＩの達成に資するため、担い手のコメの生産コストにおける
生産資材費（農機具費、肥料費、農業薬剤費）と労働費の削減を測定指標として選定した。
【目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】
　目標値は、ＫＰＩに示されている担い手のコメの生産コストとして示されている値の生産資材費と労働費の合計（5,470
円/60kg）を設定した。
　基準値は、産業競争力会議実行実現点検会合（27年12月開催）における当該指標の初年度評価の比較対象となっ
た平成25年産の担い手（個別経営・組織法人経営）のコメの生産コストにおける生産資材費（農機具費、肥料費、農業
薬剤費）と労働費をそれぞれ設定した。
　年度ごとの目標値は、毎年、基準値から一定の割合で減少するものとして設定した。

把握の方法

令和６年度 Ｓ↑－差

「農業経営統計調査」（農産物生産費統計、営農類型別経営統計（組織経営））（農林水産省統計部）
※　評価実施時期に、評価対象年度の実績値を把握できないことから、年度ごとの実績値と目標値は、前年度の値を記入している。

達成度合いの
判定方法

達成度合（％）＝（平成25年基準値－当該年実績値）／（平成25年基準値－当該年目標値）×100
Ａ’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

把握の方法
隔年で実施する「園芸用施設及び農業用廃プラスチックに関する調査」（農林水産省生産局園芸作物課調べ）
※　評価実施時期に、評価対象年度の実績値を把握できないことから、年度ごとの実績値と目標値は、前々年度の値を記入している。

達成度合いの
判定方法

達成度合（％）＝（当該年度実績値－基準値）/（当該年度目標値－基準値）×100
A’ランク：150％超、Aランク：90％以上150％以下、Bランク：50％以上90％未満、Cランク：50％未満

【測定指標の選定理由】
　食料・農業・農村基本計画において、高齢化、労働力不足が進む中で、担い手の一層の規模拡大、省力化や低コス
ト化を図るため、地域エネルギーと先端技術を活用して周年・計画生産から調製、出荷までを行う次世代施設園芸（注
４）拠点の整備を推進するとしている。
　このため、平成25年度から実施している次世代施設園芸導入加速化支援事業及び平成28年度から新たに措置した
次世代施設園芸地域展開促進事業等の施策効果により、温度、ＣＯ２等の複数の環境要因をコントロールできる複合
環境制御装置を備えた園芸施設の面積を増加させることとし、測定指標として選定した。
【目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】
　複合環境制御装置は、多額の初期投資を必要とし、また、環境制御を使いこなして生産を安定化させるまでに相応
の時間を要することから、その導入面積はごく一部にとどまり（ハウス全体の設置面積の2.5％(28年度)）、ハウス全体の
設置面積の減少と連動して減少傾向にあった。その後、平成25年度以降の次世代施設園芸事業等の施策の効果に
より、複合環境制御装置を備えたハウスの面積は増加傾向にあるが、今後施策を講じなかった場合には、ハウス全体
の設置面積の減少と連動し、再び減少傾向に転じるおそれがある。
　このため、①ICTを活用した複合環境制御による生産性向上を目指した次世代施設園芸拠点の成果を地域に展開
していくための情報発信、②次世代施設園芸の要素技術である環境制御技術等を習得するための実証・研修等を推
進するとともに、③複合環境制御型園芸施設の整備を支援する施策（強い農業・担い手づくり総合支援交付金等）を
着実に進めていくことにより、それらの施策効果として、複合環境制御装置を備えたハウス面積は今後も増加していくと
見込み、令和６年度目標は平成28年度以降の事業実績等も加味して施策効果の見直しを行い、1,247haと設定した。
　なお、実績値は、隔年で実施している調査により把握するため、隔年の設定としている。

イ
担い手の米の生産コスト（注３）にお
ける生産資材費（農機具費、肥料
費、農業薬剤費）と労働費の削減

ウ
国内のハウス設置面積のうち複合
環境制御装置のある施設の面積の
増加

平成23
年産の全
国平均の
コメの生
産コスト
における
生産資
材と労働
費：9,117
円/60kg
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基準年度 目標年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

－ － 7.0% 7.7% 8.5%

－ － 6.6% 6.8% 9.1%

基準年度 目標年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

－ － － 15.2地点 16.0地点

－ － － 13.9地点 13.9地点

10.0%

指標－
計算分類

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

農作物の収量の向上・高位安定化のための地力の強化

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

施策（２） 異常気象などのリスクを軽減する技術の確立

施策の目指すべき姿
【目標設定の考え方根拠】

高温等への適応技術の導入や地力強化等を推進する。

目標①
【達成すべき目標】

高温等の影響を回避・軽減できる適応技術や品種の普及

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

ア
高温耐性品種（水稲）作付面積割
合

把握の方法

目標②
【達成すべき目標】

測定指標 基準値 目標値

「地球温暖化に伴う農業生産への影響に関する実態調査」（農林水産省生産局農業環境対策課調べ）
※　評価実施時期に、評価対象年度の実績値を把握できないことから、年度ごとの実績値と目標値は、前年度の値を記入している。

達成度合いの
判定方法

達成度合（％）＝当該年度実績値／当該年度目標値×100
A'ランク：150％超、Aランク：90％以上150％以下、Bランク：50％以上90%未満、Cランク：50％未満

14.4地点 平成28年度 17.6地点 令和２年度 F↑－直

【測定指標の選定理由】
　食料・農業・農村基本計画においては、収量の向上、高位安定化を図るため、土壌改良資材や有機物の投入により
地力の強化を図ることとされている。
　一方、地力の強化のためには、土壌分析に基づく適正施肥の取組が不可欠であることから、土壌分析の総体的な実
施状況を最も端的に表す数値として、ほ場の単位面積（100ha）当たりの土壌分析実施数を測定指標として選定した。
【目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】
　目標値については、過去３年間（平成26年度から平成28年度）の実績を踏まえて、平成30年度以降について、年間
0.8地点の増加を見込み、目標値を再設定した。

把握の方法
農協に対するアンケート調査（抽出調査）（土壌分析実施状況）（農林水産省生産局農業環境対策課調べ）
※　評価実施時期に、評価対象年度の実績値を把握できないことから、年度ごとの実績値と目標値は、前年度の値を記入している。

達成度合いの
判定方法

達成度合（％）＝当該年度実績値／当該年度目標値×100
Ａ’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

F↑－直

【測定指標の選定理由】
　食料・農業・農村基本計画において、気候変動に左右されにくい持続的な農業生産への転換を進めるため、高温等
の影響を回避又は軽減できる適応技術や品種の開発と普及を推進するとされている。
  このため、気候変動や極端な気象現象の影響を受けにくい安定的な産地づくりを促進する必要があり、高温等の影
響を回避・軽減できる適応品種や技術の導入を図っていくことが重要であることから、殆どの都道府県において栽培さ
れており、多数の府県で白未熟粒等の高温障害の発生が報告されている水稲について、主食用水稲の作付面積（統
計部公表）に対する高温耐性品種の作付面積（農環課調べ）の割合を測定指標として選定した。
【目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】
　これまで日本の平均気温は平年値に対して毎年変動しながら推移しているが、長期傾向として上昇しており、引き続
き、高温耐性品種の導入は重要な政策課題であることから、これまでの導入トレンドを踏まえ、目標年度まで年間0.8％
上昇すると仮定し、令和２年度の目標を10％とした。

6.2% 平成27年度 令和２年度

ア
ほ場の単位面積（100ha）当たりの土
壌分析（注５）実施数
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基準年度 目標年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

97% 94% 91% 88% 85%

100% 97% 89% 87% 78%

－ －
5,500

経営体
8,700

経営体
13,500
経営体

－ －
4,700

経営体
5,300

経営体
7,200

経営体

－ － －
565

経営体
1,033

経営体

－ － －
８０

経営体
189

経営体

4,500
経営体

平成28年度
13,500
経営体

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

効果的な農作業安全対策の推進

農作業事故防止のため、事故を調査、分析し危険要因の洗い出しを行う手法の導入と研修体制を見直し、安全性の高い農業機械の開発と普及等を推進する。

85% 平成30年

ア 農作業事故による死亡者数

目標①
【達成すべき目標】

農作業事故による死亡者数を減少

測定指標 基準値 目標値

Ｆ↓－直

【測定指標の選定理由】
　食料・農業・農村基本計画においては、農作業死亡事故が多発している現状を踏まえ、事故防止のため、より実効
性のある農作業安全対策を推進することとされている。これに基づき、農業者の農作業事故による死亡者数を減少さ
せる必要があることから、「農作業事故による死亡者数の減少」を測定指標として選定した。
【目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】
　これまで350件前後で推移している農作業事故による死亡者数について、平成25年の死亡者数350人を基準値とし、
第12次労働災害防止計画の目標（５年間で15％削減）を参考として、目標年の30年までに毎年約３％ずつ減少させる
目標を設定した。

- 28年度
1,150

経営体
令和２年度 Ｓ↑－差

【測定指標の選定理由】
　GAPは、
・　食品安全、環境保全、労働安全はもとより人権や農場経営管理に関するものも含まれており、生産者の人材育成に
もつながること
・　大手小売事業者等において、GAP認証を取引先に求める動きが拡大しており、国内外での取引において必要な要
件となっていくことが見込まれること
から、GAPを実践・認証取得する生産者の拡大が極めて重要となっている。
（畜産）
　畜産物のGAPに取り組む生産者の増加を客観的に確認可能な、GLOBALG.A.P.及びJGAPを取得した経営体数を
測定指標として選定した。
【目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】
　認証取得経営体数は、事業実施年度の翌年度である令和２年度までに、畜産専業農家数の３％水準に増加させる
目標を設定した。

100% 平成25年

把握の方法
「人口動態調査」（死亡小票の集計）（厚生労働省）
※　評価実施時期に、評価対象年度の実績値を把握できないことから、年度ごとの実績値と目標値は、前年度の値を記入している。

達成度合いの
判定方法

Ａランク：実績値≦各年の目標値
Ｂランク：各年の目標値＜実績値≦前年の目標値
Ｃランク：前年の目標値＜実績値

把握の方法 GLOBALG.A.P.、ASIAGAP及びJGAPの運営主体に各年3月末時点の認証取得経営体数を聞き取り（農林水産省生産局農業環境対策課調べ）

令和元年度 Ｓ↑－差

【測定指標の選定理由】
　GAPは、
・　食品安全、環境保全、労働安全はもとより人権や農場経営管理に関するものも含まれており、生産者の人材育成に
もつながること
・　大手小売事業者等において、GAP認証（注７）を取引先に求める動きが拡大しており、国内外での取引において必
要な要件となっていくことが見込まれること
から、GAPを実践・認証取得する生産者の拡大が極めて重要となっている。
（農産）
　農産物のGAPに取り組む生産者の増加を客観的に確認可能な、GLOBALG.A.P.、ASIAGAP及びJGAP（注８）を取
得した経営体数を測定指標として選定した。
【目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】
　認証取得経営体数は、直近６年間で３倍に拡大しており、これをさらに加速化させるため、基準年（29年３月末時点）
から令和元年度までに３倍に増加させる目標を設定した。

イ
（農産）GAP（注６）認証取得経営体
数

施策（３）

施策の目指すべき姿
【目標設定の考え方根拠】

達成度合いの
判定方法

達成度合（％）＝（当該年度実績値-28年度基準値）／（当該年度目標値－28年度基準値）×100
Ａ’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

把握の方法 畜産GAPの運営主体に各年3月末時点の認証取得経営体数を聞き取り（農林水産省生産局畜産振興課調べ）

達成度合いの
判定方法

達成度合（％）＝（当該年度実績値－28年度基準値）／（当該年度目標値－28年度基準値）×100
Ａ’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

ウ （畜産）GAP認証取得経営体数
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28年度
[百万円]

29年度
[百万円]

30年度
[百万円]

(1)
農業改良助長法
（昭和23年）

－ － － － －

(2)
地力増進法
（昭和59年）

－ － － (２)-②-ア －

(3)
農業競争力強化支援法
（平成29年）

－ － － (1)-①-イ －

(4)
GAP拡大推進加速化事業
（平成30年度）
（関連：元-1）

－ －
601

(413)
（３）-①-イ
（３）-①-ウ

0007

(5)

農林水産業におけるロボット技術安
全性確保策検討事業
（平成28年度）
（関連：元-5）

90
（84）

110
(108)

99
(99)

(1)-①-ア 0054

(6)
協同農業普及事業交付金
（昭和58年度）
（関連：元-１、9）

2,409
（2,409）

2,409
（2,409）

2,409
（2,409）

－ 0132

(7)
強い農業づくり交付金
（平成17年度）
（関連：元-3、9、13）

21,582
の内数

（20,170
の内数）

23,594
の内数
(21,345

の内数）

20,353
の内数
(16,756

の内数）

（１）-①-ウ 0137

(8)
産地活性化総合対策事業
（平成22年度）
（関連：元-1、9、12、13）

5,186
の内数
（3,470

の内数）

2,378
の内数
（2,028

の内数）

3,392
の内数
(2,846

の内数)

（１）-①-ア
（２）-①-ア
（３）-①-ア

0145

(9)
次世代施設園芸拡大支援事業
（平成25年度）
（主、関連：元-9）

3,260
（3,136）

501
（333）

447
（288）

（１）-①-ウ 0147

(10)

国立研究開発法人農業・食品産業
技術総合研究機構農業技術革新
工学研究センター農業機械化促進
業務に要する経費
（平成15年度）
（主、関連：元-9）

1,771
（1,770）

1,842
(1,833)

1,669
(1,669)

(3)-①-ア 0193

(11)

農業競争力強化プログラムの着実
な実施に向けた調査事業
（平成30年度）
（主）

－ －
80

(73)
(1)-①-イ 0194

(12)
GAP拡大推進加速化調査事業
（令和元年度）
（関連：元-１）

－ － － （３）-①-イ 新31-0001

(13)

強い農業・担い手づくり総合支援交
付金
（令和元年度）
（関連：元-3、9、13）

－ － － （１）-①-ウ 新31-0006

政策手段
（開始年度）

予算額計（執行額） 元年度
当初予算額

[百万円]

関連する
指標

政策手段の概要等

平成31年度
行政事業
レビュー
事業番号

－ 　ＧＡＰの取組及び認証取得の推進により、輸出拡大や農業人材の育成など我が国の農畜産業競争力の強化に寄与する。

2,431
　都道府県における普及指導員の設置、普及指導員による農業者に対する技術･経営指導等を推進する。
　効果的・効率的な普及事業の推進を通じて、担い手の一層の規模拡大、省力化や低コスト化等を実現する技術導入に寄与する。

－
　地力の増進を図るための基本的な指針の策定及び地力増進地域の制度について定めるとともに、土壌改良資材の品質に関する表示の適正化
のための措置を規定している。上記の基本指針において、地力の増進に向けた方策として、有機物の積極的な施用を示すことにより、環境保全効
果の高い営農活動に取り組む農業者の増加に寄与する。

－
　「良質かつ低廉な農業資材の供給」及び「農産物流通の合理化」を実現するために、農業資材業界や農産物流通・加工業界の再編・参入の促進
や各種法規制等の見直し、農業資材や農産物の取引条件等の「見える化」等を推進することとされており、農業資材にかかるコストの削減に寄与
する。

　農業機械に関する試験研究及び実用化、安全性検査等の業務を総合的かつ効率的に実施する。
　これにより農業生産性の向上、農業経営の改善、農機具の安全性の向上を図り、国産農畜産物の供給拡大に寄与する。

97
　農林水産分野において、現場実装に際して安全上の課題解決が必要な自動走行農業機械や、農薬等の散布を行うドローン等のロボット技術に
ついて、生産現場における安全性の検証及びこれに基づく安全確保策のルールづくりなどを支援する。
　これにより、規模拡大や省力化、作業の軽労化に資するロボット技術等の導入推進に寄与する。

－

　農業者等が行う生産性向上や販売力強化等に向けた取組、地方公共団体が主導する産地全体の発展を図る取組を総合的に支援する。産地の
持続的な生産力強化等に寄与する。
　農作業中の危険要因を洗い出し、その対策を確立して周知徹底を行う取組を支援することにより、事故を未然に防止し死亡事故件数の減少に寄
与する。

－
　効率的かつ安定的な農業経営の育成及び地域の特性に即した農業の振興を図ること等を目的として普及事業を実施する。
　普及指導活動を通じ、担い手の一層の規模拡大、省力化や低コスト化等を実現する技術導入に寄与する。

23,241
の内数

81

　農業競争力強化プログラムや農業競争力強化支援法に基づく施策について、その実施状況や効果を把握するとともに、施策推進上の新たな課
題を抽出するため、国内外における農業資材の価格や農畜産物の流通実態等の調査を実施する。
　良質かつ低廉な農業資材の供給の実現に向けた施策の推進を図るために必要な調査を行うものあり、農業資材にかかるコストの削減に寄与す
る。

12
　農業生産工程管理（GAP）の共通基盤に関するガイドラインを改訂し、国際水準レベルの取組を進めることにより、輸出拡大や農業人材の育成な
ど我が国の農畜産業競争力の強化に寄与する。

　産地や担い手の発展の状況に応じて必要となる農業用機械・施設の導入等及び産地の基幹施設や食品流通拠点施設の整備を支援する。
　国産農畜産物の安定供給体制の構築や地域の将来を担う中心的経営体の育成・確保に寄与する。
　地球温暖化に伴う農地土壌の物理性・化学性の悪化（地力の低下）による収量の低下等のリスク軽減を図るため、地力の強化を目的とした有機
物処理・利用施設等の整備及び土壌土層改良の取組を支援。
　これにより地力の強化を図り、収量の向上、高位安定化に寄与する。

－
　高付加価値化や生産コストの低減など、産地の収益力強化や合理化を図る取組に必要な産地基幹施設等の整備や再編を支援する。
高度環境制御栽培施設の整備など、産地の生産供給体制を確立することにより、国産農畜産物の競争力の強化に寄与する。

－
　高度環境制御技術、地域エネルギー活用・省エネルギー化技術及び雇用型の生産管理技術の全てに取り組む次世代施設園芸拠点の整備や、
その横展開や転換加速化を図る各取組を支援し、これらの成果を波及させることにより、産地全体における複合環境制御装置を導入した園芸施設
の面積の拡大に寄与する。

1,590
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(14)
持続的生産強化対策事業
（令和元年度）
（関連：元-１、9、12、13）

－ － －
（３）-①-イ
（３）-①-ウ

新31-0007

(15)
農業用軽油に係る軽油引取税の課
税免除の特例措置
（昭和31年度）

＜－＞
（<11,226>

）

＜－＞
（<11,704>

）
－ － －

(16)
中小企業者等が機械等を取得した
場合等の特別償却又は税額控除
（平成10年度）

－ － － － －

(17)
軽油を農林漁業の用に供した場合
の石油石炭税の還付
（平成24年度）

－ － － － －

5,580
<68,729>

2,499
<53,082>

1,669
<524,041>

5,173
<24,344>

2,291
<30,667>

１．用語解説

注８ ＧＬＯＢＡＬＧ．Ａ．Ｐ．、ＡＳＩＡＧＡＰ及びＪＧＡＰ 　GLOBALG.A.P.はドイツのFoodPLUSGmbHが策定したGAP認証。ASIAGAP及びJGAPは一般財団法人日本GAP協会が策定した日本発のGAP認証。

注４ 次世代施設園芸 　施設を大規模に集積し、木質バイオマス等の地域エネルギーと先端技術を活用して周年・計画生産から調製、出荷までを行う施設園芸。

注６ ＧＡＰ（農業生産工程管理） 　農業において、食品安全、環境保全、労働安全等の持続可能性を確保するための、関連する生産工程管理の取組のこと。

注７

ロボット技術 　センサー、知能・制御系、駆動系の３つの要素技術を有する知能化した機械システムのこと。

注２ ＩＣＴ 　情報・通信に関する技術の総称（Information and Communication Technologyの略）。IT（Information Technology）と同義。

注３ コメの生産コスト 　米の生産に係る肥料費、農業薬剤費、農機具費、光熱動力費、労働費等の費用。

政策の予算額[百万円]
1,590

<412,112>

政策の執行額[百万円]

　農業機械等の動力源に使用する軽油について、軽油引取税の課税免除の措置を行う。
　軽油をできるだけ安い価格で安定的に供給し、農業者等の経営の安定を図ることにより、国産農畜産物の安定供給の確保に寄与する。

（注３）政策の予算額及び政策の執行額について、複数政策に関連する予算については、＜＞外書きで記載している。

参考資料

注１

（注４）移替え予算とは、予算成立後、府省間において、移動させられる予算のことである。

　農業者等が機械等を取得した場合、取得価格の30％の特別償却又は７％の税額控除（資本金3千万円以下）の適用を認める。
　新たな設備投資を促し、生産性の向上等を図ることにより、国産農畜産物の安定供給の確保に寄与する。

注５ 土壌分析
　農地土壌が作物生産に適する状態にあるかを判断するために行う土壌の理化学的分析のこと。作物の成長に関係する土壌の成分（肥料成分）を把握するための化学分析、土壌の硬さや透水性を把握するための
物理性に関する分析等があり、土壌分析の結果をもとに肥料や土壌改良資材を必要十分量散布することが推奨されている。

（注１）「予算額計」欄について、税制の場合は、減収見込額（減収額）を記載している。

（注２）当該政策分野に対応する予算の項に位置付けられている予算事業については、「政策手段」の欄に、「主」と記載している。
　　　　また、予算事業が複数の政策分野に関係する場合には、「政策手段」の欄に、関係する政策分野の番号を記載している。

ＧＡＰ認証 　第三者機関の審査により、ＧＡＰが正しく実施されていることが確認された証明のこと。

20,165
の内数

　農業者等が行う生産性向上や販売力強化等に向けた取組、地方公共団体が主導する産地全体の発展を図る取組を総合的に支援する。
　ＧＡＰの取組及び認証取得の推進により、輸出拡大や農業人材の育成など我が国の農畜産業競争力の強化に寄与する。
　　「強み」のある産地形成に向け、生産者・実需者等が一体となって地球温暖化に対応する品種・技術を活用する取組を支援することにより、高温
等の影響を回避・軽減できる適応技術や品種の普及に寄与する。

－

－

－
　農林漁業者が使用する軽油について、石油石炭税に上乗せされる地球温暖化対策のための税に相当する金額の還付を行う。
　農業者等の経営の安定を図ることにより、国産農畜産物の安定供給の確保に寄与する。
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（農林水産省元－⑬）

基準年度 目標年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

－
25万t-
CO2

32万t-
CO2

38万t-
CO2

45万t-
CO2

－
23万t-
CO2

32万t-
CO2

41万t-
CＯ2

50万t-
CＯ2

－ －

－ －
686万ｔ-

CO2
643万ｔ-

CO2
670万ｔ-

CO2

ア
温室効果ガス排出削減にも資する
施設園芸・農業機械の省エネ化

達成度合いの
判定方法

「地球温暖化対策計画」における農地土壌炭素吸収源対策の目標値と、地球温暖化対策推進本部公表の農地土壌炭素吸収源対策による土壌炭素貯留量（吸収量）の実績値との比較によって施策の効果を把握・
評価する。
達成度合（％）＝（当該年度実績値）／（当該年度目標値の下限値）×100
Ａ’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

把握の方法

達成度合いの
判定方法

[施設園芸]
農林水産省生産部農業環境対策課調べ：補助事業において設置された省エネ設備導入規模及び主要メーカー聞き取りの販売台数により把握
[農業機械]
新農業機械実用化促進株式会社調べ：新農業機械実用化促進株式会社による各メーカーへの販売台数の聞き取りにより把握
※　評価実施時期に、評価対象年度の実績値を把握できないことから、年度ごとの実績値と目標値は、前年度の値を記入している。

担当部局名

令和３年８月

農業の持続的な発展

生産局
【生産局技術普及課／農業環境対策課／畜産振興課】

指標－
計算分類

年度ごとの目標値

目標値

達成度合（％）＝当該年度実績値／当該年度目標値×100
Ａ’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

気候変動に対する緩和・適応策の推進

708～828万ｔ-CO2

地球温暖化対策及び施策の進捗状況（地球温暖化対策推進本部 公表時期未定）により把握
※　評価実施時期に、評価対象年度の実績値を把握できないことから、年度ごとの実績値と目標値は、前々年度の値を記入している。

Ｓ↑－直

【測定指標の選定理由】
　「地球温暖化対策計画」（平成28年5月13日閣議決定）において、施設園芸・農業機械分野の省エネルギー性能の
高い設備・機器等の導入促進により、温室効果ガスの排出削減を目標としていることから、これを測定指標として選定
した。
【目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】
　「地球温暖化対策計画」において、施設園芸・農業機械分野の省エネルギー性能の高い設備・機器等の導入促進
により、2030年度までに124万ｔ-CO2の排出削減を目標としていることから、これを目標値として設定した。

【測定指標の選定理由】
　「地球温暖化対策計画」（平成28年5月13日閣議決定）において、土壌への堆肥や緑肥等の有機物の施用による土
づくりを推進することにより、農地等の土壌による炭素貯留（吸収）を促進することとしており、これを測定指標として選
定した。
【目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】
　「地球温暖化対策計画」において、2030年度までに696～890万t-CO2の土壌炭素貯留量（吸収量）を目標としてい
ることから、これを目標値として設定した。

令和12年度

把握の方法

イ

「地球温暖化対策計画」（平成28年
5月13日閣議決定）における農地土
壌炭素吸収源対策による土壌炭素
貯留量（吸収量）目標の達成

F↑－他
757

万ｔ-CO2
平成25年度

696～890
万ｔ-CO2

年度ごとの実績値
測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

－ 平成25年度 124万ｔ-CO2 令和12年度

目標①
【達成すべき目標】

温室効果ガスの排出を削減するための施設園芸等の省エネ対策、炭素貯留量の増加につながる取組の推進、気候変動に係る農林水産分野の適応計画の策定等を推進する。

温室効果ガスの排出削減・吸収量の確保

政策に関係する内閣の重要政策
食料・農業・農村基本計画（平成27年３月31日）　第３　２．（８）　③
地球温暖化対策計画（平成28年5月13日）　第3章 第2節 １．（2） ②
農林水産業・地域の活力創造プラン（平成28年11月29日改訂）　Ⅲ　４

施策（１）

令和元年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

政策分野名
【施策名】

農業の自然循環機能の維持増進とコミュニケーション

政策の概要
【施策の概要】

　環境問題に対する国民の関心が高まる中、農業分野においても地球温暖化防止や生物多様性保全に貢
献するため、より環境保全効果の高い営農活動の普及を推進する。
　このため、家畜排せつ物や稲わら等の資源の循環利用、農薬及び肥料の適正な使用の確保等を通じて、
環境と調和のとれた農業生産を拡大するための施策を行う。

測定指標 基準値

政策評価体系上の
位置付け

政策評価
実施予定時期

施策の目指すべき姿
【目標設定の考え方根拠】
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基準年度 目標年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

－ － 0.7% 0.8% 1.0%

－ － 0.52% 0.53% 0.54%

28年度
[百万円]

29年度
[百万円]

30年度
[百万円]

(1)
地力増進法
（昭和59年）

－ － － （２）-①-ア －

(2)
持続性の高い農業生産方式の導入
の促進に関する法律
（平成11年）

－ － － （２）-①-ア －

(3)
家畜排せつ物の管理の適正化及び
利用の促進に関する法律
（平成11年）

－ － － （２）-①-ア －

(4)
有機農業の推進に関する法律
（平成18年）

－ － － （２）-①-ア －

(5)
農業の有する多面的機能の発揮の
促進に関する法律
（平成27年）

－ － － （２）-①-ア －

(6)
強い農業づくり交付金
（平成17年度）
（関連：元-3、9、11）

21,582
の内数

（20,170
の内数）

23,594
の内数

（21,345
の内数）

20,353
の内数

（16,756
の内数）

（２）-①-ア 0137

(7)
産地活性化総合対策事業
（平成22年度）
（関連：元-1、9、11、12）

5,186
の内数
（3,470

の内数）

2,378
の内数
（2,028

の内数）

3,392
の内数
(2,846

の内数)

（1）-①-ア 0145

(8)

農地土壌炭素貯留等基礎調査事
業
（平成29年度）
（関連：元-12)

－
52

(52)
47

(47)
（1）-①-イ 0198

ア
全耕地面積に占める有機農業（注
１）の取組面積の割合

把握の方法
「国内における有機ＪＡＳほ場面積」（農林水産省食料産業局食品製造課調べ）、農林水産省生産局農業環境対策課調べ「有機農業の取組面積に係る実態調査」（有機農業の取組面積）により把握
※　評価実施時期に、評価対象年度の実績値を把握できないことから、年度ごとの実績値と目標値は、前年度の値を記入している。

達成度合いの
判定方法

達成度合（％）＝（当該年度実績値）／（当該年度目標値）×100
Ａ’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

　多面的機能発揮促進事業について、その事業計画の認定の制度を設けるとともに、同事業を推進するための措置等を講ずることにより、農業の
有する多面的機能の発揮の促進に寄与する。
　加えて、環境保全効果の高い営農活動に取り組む農業者の増加に寄与する。

48

　家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進を図ることにより、たい肥が生産・有効利用され、環境保全効果の高い営農活動に取り組む農業
者の増加に寄与する。

－

平成31年度
行政事業
レビュー
事業番号

目標値

関連する
指標

政策手段の概要等

　持続可能な農業生産を推進するために必要な施設整備等を支援する。
　堆肥を利用した土づくりの推進に資する有機物供給施設等を整備することにより、環境保全効果の高い営農活動に取り組む農業者の増加に寄
与する。

　地力の増進を図るための基本的な指針の策定及び地力増進地域の制度について定めるとともに、土壌改良資材の品質に関する表示の適正化
のための措置を規定している。上記の基本指針において、地力の増進に向けた方策として、有機物の積極的な施用を示すことにより、環境保全効
果の高い営農活動に取り組む農業者の増加に寄与する。

　生産者・実需者等が一体となって省エネ対策に対応する品種・技術を活用する取組を支援することにより、温室効果ガス排出削減対策の促進に
寄与する。

　農地・草地における温室効果ガス吸収・排出量の国連への報告（温室効果ガスイベントリ報告）に必要なデータを収集するため、農地土壌中の炭
素貯留量等の調査及び温室効果ガス排出削減に資する農地管理技術の検証を行うことにより、地球温暖化対策の推進に寄与し、もって農業の自
然循環機能の維持増進を通じた農業の持続的な発展に寄与する。

政策手段
（開始年度）

予算額計（執行額） 元年度
当初予算額

[百万円]

－

－

【測定指標の選定理由】
　「有機農業の推進に関する法律（平成18年法律第112号）」に基づき、平成26年４月に策定した「有機農業の推進に
関する基本的な方針」において、おおむね平成30年度までに我が国の耕地面積に占める有機農業の取組面積の割
合を倍増させることを目標として定めていることから、これを測定指標として選定した。
【目標値（水準・目標年度）の設定の根拠】
　「有機農業の推進に関する基本的な方針」において、おおむね平成30年度までに我が国の耕地面積に占める有機
農業の取組面積の割合を１％とすることを目標としていることから、これを目標値として設定した。年度ごとの目標値に
ついては、平成27年度までの実績値から指数近似により設定した。

Ｓ↑－直

－

　有機農業の推進に関し、基本理念を定め、国及び地方公共団体の責務を明らかにするとともに、有機農業の推進に関する施策の基本となる事
項を規定している。有機農業者や消費者等に対して有機農業の推進に関する施策を総合的に講ずることにより、有機農産物の消費喚起及び利用
拡大に寄与する。

　たい肥等による土づくりと化学肥料・化学合成農薬の使用低減に一体的に取り組む農業者（エコファーマー）に対し、金融上の特例措置を講ず
る。エコファーマーの認定件数の増加を図ることにより、環境保全効果の高い営農活動に取り組む農業者の増加に寄与する。

－

－

施策の目指すべき姿
【目標設定の考え方根拠】

－

目標①
【達成すべき目標】

環境保全効果の高い営農活動の推進

0.4% 平成24年度 1.0% 平成30年度

指標－
計算分類

基準値

施策（２） 環境保全型農業の推進

家畜排せつ物や稲わら等の資源の循環利用、農薬及び肥料の適正な使用の確保等を通じて、環境と調和のとれた農業生産を推進する。

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

年度ごとの目標値

測定指標
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(9)
環境保全型農業直接支払交付金
（平成23年度）
（主、関連：元-12）

2,410
（2,390）

2,410
（2,404）

2,460
（2,383）

（1）-①-イ
（２）-①-ア

0199

(10)

オーガニック・エコ農産物安定供給
体制構築事業
（平成28年度）
（主、関連：元-9）

79
（76）

99
（79）

76
（70）

（２）-①-ア 0200

(11)

強い農業・担い手づくり総合支援交
付金
（令和元年度）
（関連：元-3、9、11）

－ － － （２）-①-ア 新31-0006

(12)
持続的生産強化対策事業
（令和元年度）
（関連：元-１、9、11、12）

－ － －
（1）-①-ア
（2）-①-ア

新31-0007

(13)
公害防止用設備に係る課税標準の
特例措置
（昭和44年度）

－ － － （２）-①-ア －

2,549
<－>

2,586
<－>

2,511
<496,272>

2,493
<－>

2,530
<－>

参考：移替え予算に係る政策手段一覧

28年度
[百万円]

29年度
[百万円]

30年度
[百万円]

(1)

【参考：復興庁より】
福島県農林水産業再生総合事業
（平成29年度）
（関連：30-1,3,9,20,22）

－

4,710
の内数
（4,710

の内数）

4,609
の内数
（4,601

の内数）

（１）－④－ア 復-0085

１．用語解説

4,740
の内数

　福島県において有機ＪＡＳの認証取得や有機農産物等の生産・出荷に必要な施設・機械の導入、商談会・産地見学会を通じた新たな販路開拓
等を支援することにより、有機農産物等の環境にやさしい農産物の供給拡大等に寄与する。

政策手段
（開始年度）

予算額計（執行額） 元年度
当初予算額

[百万円]

関連する
指標

政策手段の概要等

平成31年度
行政事業
レビュー
事業番号

（注１）「予算額計」欄について、税制の場合は、減収見込額（減収額）を記載している。

（注２）当該政策分野に対応する予算の項に位置付けられている予算事業については、「政策手段」の欄に、「主」と記載している。
　　　　また、予算事業が複数の政策分野に関係する場合には、「政策手段」の欄に、関係する政策分野の番号を記載している。

（注３）政策の予算額及び政策の執行額について、複数政策に関連する予算については、＜＞外書きで記載している。
（注４）移替え予算とは、予算成立後、府省間において、移動させられる予算のことである。

　産地や担い手の発展の状況に応じて必要となる農業用機械・施設の導入等及び産地の基幹施設や食品流通拠点施設の整備を支援する。
　国産農畜産物の安定供給体制の構築や地域の将来を担う中心的経営体の育成・確保に寄与する。

政策の予算額[百万円]
2,501

<388,775>

　水質汚濁防止法に規定する特定施設を有する畜産事業場が、期間内に新設する汚水又は廃液の処理施設の課税標準を１/３の額に減額の措
置を行う。
　より環境保全効果の高い汚水処理施設の導入を促すことにより、適切な家畜排せつ物の管理の促進に寄与する。

　生産供給拠点構築支援事業では事業実施主体を協議会とし、市町村が構成員となることを要件としていることから、市町村における有機農業の
推進体制の整備に貢献している。また、オーガニック・エコ農産物を生産している生産者と実需者の連携強化、生産者の販路開拓・拡大、新規就
農・転換者の定着・拡大、生産供給拠点の構築等の取組を支援していることから、オーガニック・エコ農産物の国内シェア拡大につながり、これらに
より、有機農業の取組面積拡大に貢献しており、もって農業の自然循環機能の維持増進を通じた農業の持続的な発展に寄与する。

政策の執行額[百万円]

－

20,165
の内数

23,241
の内数

－

2,451

　市町村を通じて有機農業等環境保全効果の高い営農活動を支援し、有機農業の取組面積の拡大、市町村における有機農業等の推進体制の
整備、さらには、環境保全型農業の推進に貢献することにより、もって農業の自然循環機能の維持増進を通じた農業の持続的な発展に寄与する。
　支援する取組のうち、地球温暖化防止に効果の高い営農活動については、慣行農業に比べより多くの炭素を土壌に貯留することから、農地土壌
におけるCO2排出量の抑制に効果があり、政府の地球温暖化対策計画での農地土壌炭素吸収源対策によるCO2吸収量の目標の達成、さらには
気候変動の緩和に貢献することにより、もって農業の自然循環機能の維持増進を通じた農業の持続的な発展に寄与する。

参考資料

注１ 有機農業 　化学的に合成された肥料及び農薬を使用しないこと並びに遺伝子組換え技術を利用しないことを基本として、農業生産に由来する環境への負荷をできる限り低減した農業生産の方法を用いて行われる農業。

　農業者等が行う生産性向上や販売力強化等に向けた取組、地方公共団体が主導する産地全体の発展を図る取組を総合的に支援する。産地の
持続的な生産力強化等に寄与する。
　有機農業の面的拡大と有機農業により生産された農産物の安定的な供給体制を構築するため、有機農業者のネットワーク構築や実需者との意
見交換等のオーガニックビジネス実践拠点づくり、販売戦略の企画・提案、自治体間のネットワーク構築を支援する。有機農業の取組面積の拡大
に貢献しており、もって農業の自然循環機能の維持増進を通じた農業の持続的な発展に寄与する。
　生産者・実需者等が一体となって省エネ対策に対応する品種・技術を活用する取組を支援することにより、温室効果ガス排出削減対策の促進に
寄与する。
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基準
年度

目標
年度

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

- 31.6% 33.7% 35.8% 37.9%

- 28.3% 30.4% 32.2%
8月下旬頃
把握予定

Ｓ↑－直
　土地改良長期計画においては、地域共同活動における農業者以外の多様な人材の参画率を令和２年度までに約４割以上とす
ることを重点指標としており、同指標を測定指標と設定した。
　また、令和2年度に多様な人材の参画率が40%を達成するよう、毎年度一定の割合で増加することを目標として設定した。

把握の方法 多面的機能支払交付金制度の実績報により把握（農林水産省農村振興局）

達成度合いの
判定方法

達成度合＝（当該年度実績値／当該年度目標値）×100
A’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

ア
農地・農業用水等の保全管理に係
る地域の共同活動への多様な人材
の参画率

27.4% 平成26年度 40.0% 令和２年度

目標①
【達成すべき目標】

農地・農業用水等の保全管理に係る地域の共同活動への多様な人材の参画率の増加及び地域の共同活動により広域的に保全管理される農地面積の割合の増加

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

（農林水産省元－⑭）

　集落において高齢化や人口減少が進行する中で、小規模な農家や兼業農家、高齢者、地域住民等も含め、地域全体でのコミュニティ機能の発揮等により、地域の共同活動を通じて営まれる農地等の資源の維持・継承、住みやすい生活環境の
実現に向けた取組を推進する。

令和元年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

政策分野名
【施策名】

地域コミュニティ機能の発揮等による地域資源の維持・継承等 担当部局名
農村振興局
　【農村振興局地域振興課/鳥獣対策・農村環境課/農地資源課/地域整備課】

政策の概要
【施策の概要】

　集落において高齢化や人口減少が進行する中で、小規模な農家や兼業農家、高齢者、地域住民等
も含め、地域全体でのコミュニティ機能の発揮等により、地域の共同活動を通じて営まれる農地等の資
源の維持・継承、住みやすい生活環境の実現に向けた取組を推進する。

政策評価体系上の
位置付け

農村の振興（産業、農村機能）

政策に関係する内閣の重要政策

食料・農業・農村基本計画（平成27年３月31日）
　第３　３　（１）多面的機能支払制度の着実な推進、地域コミュニティ機能の発揮等による地域資源の
維持・継承等
我が国の食と農林漁業の再生のための基本方針・行動計画（平成23年10月25日）
　Ⅲ　戦略６　（１）地震・津波などを想定した農林漁業・関連産業等の見直し
土地改良長期計画（注1）（平成28年8月24日閣議決定）
　第３　３　（２）　政策目標３　ア　①農村協働力を活かした地域資源の保全管理体制の強化
              　　　  政策目標４　ア　①農村の生活基盤の効率的な保全管理
社会資本整備重点計画（注2）（平成27年9月18日）
農林水産業・地域の活力創造プラン（平成28年11月29日）
　Ⅲ　７.　⑦　鳥獣被害対策の推進
攻めの農林水産業推進本部とりまとめ（重点事項）（平成25年12月）
　４.　重点事項10　⑩鳥獣害対策
農林水産業・地域の活力創造本部（第21回）（平成29年５月23日）
　資料７　ジビエ利用拡大に関する対応方針
未来投資戦略2018（平成30年６月15日閣議決定）
　第２ Ⅰ [４] １．(３) ⅰ) ① 生産現場の強化
  第２ Ⅰ [４] １．（３）ⅰ） ②バリューチェーン全体での付加価値の向上
経済財政運営と改革の基本方針2018（平成30年６月15日閣議決定）
　第２章 ５． （４） ①　農林水産新時代の構築
　第２章 ７． （２） ①　資源・エネルギー
　第２章 ７． （３） 防災・減災と国土強靱化の推進

政策評価
実施予定時期

令和3年8月

施策（１） 多面的機能の発揮（注3）を促進するための取組

施策の目指すべき姿
【目標設定の考え方根拠】
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- 40.0% 42.5% 45.0% 47.5%

- 38.0% 40.2% 41.5%
8月下旬頃
把握予定

基準
年度

目標
年度

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

8.0万ha/年 8.0万ha/年 8.0万ha/年 8.0万ha/年 8.0万ha/年

7.6万ha/年 7.7万ha/年 7.7万ha/年 7.7万ha/年
8月下旬頃
把握予定

基準
年度

目標
年度

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

－
23,570千人

22,365千人

23,332千人

22,093千人

23,097千人

21,820千人

22,863千人

21,547千人

－ 23,538千人 23,263千人 22,978千人
8月下旬頃
把握予定

S↑－差

  農林統計上の農業地域類型の平地農業地域、中間農業地域及び山間農業地域を合わせて農村部とし、「農村部の人口減の抑
制」を指標として設定した。
  その理由は、農村部の人口減少、高齢化、条件不利地など厳しい状況に置かれており、同地域の振興を図るためには、人口の
社会増減のみならず自然増減を考慮した施策が必要であるからである。
　目標値を令和７年度に21,512千人とした。
　目標年度は、食料・農業・農村基本計画を踏まえて設定し、目標水準は、平成１７年度から平成27年度の農村部の人口（住民基
本台帳ベース）の対前年の平均減少率を用いて、平成27年度以降の各年度の人口（住民基本台帳ベース）を推計し、令和７年度
の人口を算出した。

把握の方法 「住民基本台帳に基づく人口動態」(総務省)を基に農村部の人口数の実績値を把握（農林水産省農村振興局）

達成度合いの
判定方法

達成度合＝｛（当該年度実績値－当該年度基準値）／（当該年度目標値－当該年度基準値）｝×100
A’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

ア 農村部の人口減の抑制

23,811千人 平成27年度 21,512千人 令和７年度

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

年度ごとの実績値

施策（２） 集約とネットワーク化による集落機能の維持等

施策の目指すべき姿
【目標設定の考え方根拠】

　農村において、人口減少や高齢化の進行等により、集落機能が低下し、農村コミュニティが失われつつある状況にある中、農村コミュニティの維持・再生を図る。
　このため、地域コミュニティ機能を維持する観点から、地域住民が主体となった地域の将来ビジョンの策定を推進するなど支援体制の充実を図るとともに、農地の保全や農業、生活関連施設の再編などの環境整備を進める。

目標①
【達成すべき目標】

農村部における人口減の抑制

Ｆ＝－直

　高齢化や人口減少の進行が著しい中山間地域等における耕作放棄の増加が懸念される中、これらの地域における継続的な農
業生産活動等の実施による農用地面積の減少防止が、農業の有する多面的機能の確保につながることから、「中山間地域等の
農用地面積の減少防止」を目標として設定した。
　中山間地域等直接支払制度の対象となり得る地域であって、未だ本制度に取り組んでいない地域における農用地面積の減少
率11.6％（平成17年及び平成22年の耕地面積の比較）に、平成26年度の本制度の実施面積68.7万ha（見込み）を乗じた８万haの
農用地の減少防止を目標とする。

把握の方法

① 毎年度の中山間地域等直接支払制度の実施状況調査により、本制度の取組面積を把握。
② 農林業ｾﾝｻｽから本制度の対象農用地と類似の条件不利性を有する地域の経営耕地面積減少率（5年間）を把握。
①に②を乗じて中山間地域等の農用地面積の減少防止面積を算出。
※「中山間地域等直接支払交付金の実施状況」(農林水産省農村振興局)及び農林業センサス（農林水産省統計部）を基に農林水産省農村振興局が算出。

達成度合いの
判定方法

達成度合＝（当該年度実績値／当該年度目標値）×100
A’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

ア
第４期対策期間（H27～H31）にお
いて減少が防止される中山間地域
等の農用地の面積

－ － 8.0万ha/年 令和元年度

目標②
【達成すべき目標】

中山間地域等の農用地面積の減少を防止

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

Ｓ↑－直

　土地改良長期計画においては、持続的な広域体制の下での地域共同活動により保全管理される農地面積の割合を令和２年度
までに約５割以上とすることを重点指標としており、同指標を測定指標と設定した。
　また、令和2年度に広域的に保全管理される農地面積の割合が50%を達成するよう、毎年度一定の割合で増加することを目標と
して設定した。

把握の方法 多面的機能支払交付金制度の実績報告書等により把握（農林水産省農村振興局）

達成度合いの
判定方法

達成度合＝（当該年度実績値／当該年度目標値）×100
A’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

イ
農地・農業用水等の保全管理に係
る地域の共同活動により広域的に
保全管理される農地面積の割合

35.0% 平成26年度 50.0% 令和２年度

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

当 該 年 度 基 準 値
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基準
年度

目標
年度

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

－ 60市町村 120市町村 180市町村 240市町村

－ 202市町村 214市町村 222市町村 259市町村

基準
年度

目標
年度

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

1,000市町村 1,090市町村 1,120市町村 1,150市町村 1,180市町村

1,012市町村 1,093市町村 1,154市町村 1,190市町村 1,198市町村

Ｓ↑－直

把握の方法 農業集落排水施設を有する市町村を対象とした聞き取り調査により把握（農林水産省農村振興局）

達成度合いの
判定方法

達成度合＝（当該年度実績値／当該年度目標値）×100
A’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

指標－
計算分類

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

ア
農業集落排水施設の維持管理費
の削減目標を策定した再編計画の
策定市町村数

0市町村 平成27年度 約300市町村 令和２年度

　農業集落排水施設については、人口減少に伴う利用料金の上昇に対応するため、ストックの適正化に取り組む必要があることか
ら、施設の再編を推進することが必要である。
　このため、土地改良長期計画（平成28～令和２年度）において、農業集落排水施設を有する市町村のうち、供用人口が計画人
口から３割以上減少している市町村数（約300市町村）を目標値とし、令和２年度までに、維持管理費の削減目標を設定した再編
計画を策定することを目標として設定した。
　なお、各年度においては、目標を達成するために毎年度一定割合で農業集落排水施設の維持管理費の削減目標を策定した再
編計画の策定市町村数を増加させることとする。

農業集落排水施設（注４）の再編を推進

基準値 目標値

年度ごとの目標値

達成度合＝｛（当該年度実績値－基準値）／（当該年度目標値－基準値）｝×100
A’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

Ｓ↑－差

　鳥獣被害防止総合対策交付金の事業目的である、野生鳥獣による農作物被害の軽減のためには、捕獲・追い払い、侵入防止
柵の設置、放任果樹等の除去などによる生息環境管理などを地域の実情に応じて取り組むことが重要であり、このためには、野生
鳥獣の生息域や効率的な捕獲ポイントを熟知する市町村職員、農業者、狩猟者などからなる「鳥獣被害対策実施隊」を設置して、
担い手を確保しつつ対策にあたることが必要不可欠であることから、「鳥獣被害対策実施隊の設置市町村数」を成果目標として設
定した。
　平成26年度に鳥獣被害が確認されている市町村は1,474存在しているが、27年度（27年10月末時点）において、実施隊を設置し
ている市町村は、1,012と被害発生市町村の７割に満たない状況。被害が確認されている1,474市町村数のうち、実施隊未設置市
町村であって比較的被害が大きい市町村が約190存在していることから、5年後の令和２年度を目標年度として、目標値を1，200市
町村と設定。
　年度ごとの目標値については、年度が進むにつれ新規設置が難しくなると考えられるため、これまでの設置数の推移等、過去の
実績を基に段階的に設定した。

把握の方法 都道府県を通じた聞き取り調査により把握（農林水産省農村振興局）

達成度合いの
判定方法

ア
鳥獣被害対策実施隊（注5）の設置
市町村数

 1,012市町村 平成27年度  1,200市町村 令和２年度

目標②
【達成すべき目標】

測定指標

施策（３） 鳥獣被害対策の推進

年度ごとの実績値

目標①
【達成すべき目標】

鳥獣による農作物の被害の軽減

施策の目指すべき姿
【目標設定の考え方根拠】

　野生鳥獣による農産物等への被害が拡大してきたが、荒廃農地の増加や集落人口の減少も一因となっており、更なる被害の深刻化、広域化を招くことが懸念されている。
　このため、「鳥獣による農林水産業に係る被害の防止のための特別措置に関する法律」に基づき、鳥獣被害対策実施隊の設置促進及び体制の強化等を推進する。

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
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28年度
[百万円]

29年度
[百万円]

30年度
[百万円]

(1)
農業の有する多面的機能の発揮の
促進に関する法律
（平成27年）

－ － －
(1)-①-ア
(1)-①-イ
(1)-②-ア

－

(2)
農村地域工業等導入促進法
（昭和46年）

－ － －
(2)-①-ア

－

(3)

農山漁村の活性化のための定住
等及び地域間交流の促進に関する
法律
（平成19年）

－ － －
(2)-①-ア

－

(4)

特定農山村地域における農林業等
の活性化のための基盤整備の促進
に関する法律
（平成5年）

－ － －
(2)-①-ア

－

(5)
農山漁村電気導入促進法
（昭和27年）

－ － －
(2)-①-ア

－

(6)
山村振興法
（昭和40年）

－ － －
(2)-①-ア

－

(7)
特殊土壌地帯災害防除及び振興
臨時措置法
（昭和27年）

－ － －
(2)-①-ア

－

(8)
鳥獣による農林水産業等に係る被
害の防止のための特別措置に関す
る法律(平成20年)

－ － － (3)-①-ア －

(9)
多面的機能支払交付金
（平成26年度）
（主、関連：30-8,12）

48,251
(48,250)

48,251
(48,250)

48,401
(48,400)

(1)-①-ア
(1)-①-イ 0203

(10)
中山間地域等直接支払交付金
（平成12年度）
（主）

26,300
(25,664)

26,300
(26,112)

26,340
(26,183)

(1)-②-ア 0201

(11)

農山漁村振興交付金
（平成28年度）
（関連：30-
3,7,8,12,15,16,17,18,19,22）

7,326
の内数
(7,011

の内数)

8,602
の内数
(7,886

の内数)

9,524
の内数
(7,282

の内数)

(2)-①-ア 0204

(12)

小水力等再生可能エネルギー導
入支援事業
（平成29年度）
（関連：30-3,12,15）

－
255

(247)
202

(202)
(2)-②-ア 0206

(13)
農山漁村地域整備交付金
（平成22年度）
（関連：30-7,8,12,15,17,22）

87,427
の内数
(87,348
の内数)

77,878
の内数
(77,842
の内数)

72,387
の内数
(72,233
の内数)

(2)-②-ア 0122

　地域の創意工夫による活動の計画づくりから農業者等を含む地域住民の就業の場の確保、農山漁村における所得の向上や雇用の増大に結び付ける取組
までを総合的に支援することにより、農村部における人口減の抑制に寄与する。

－

　農業水利施設を活用した小水力等発電の導入に係る調査設計等の取組を支援する。
　本事業内容の一つである集落排水施設効率性向上実証事業において、農業集落排水施設の省エネルギー化や汚水処理の過程で発生するエネルギーの
有効活用を図る整備技術の確立等の取組を実施することにより、農業集落排水施設の維持管理費の削減目標を策定した再編計画の策定市町村数の向上に
寄与する。

－
　農村地域への工業等の導入並びに農業従事者の導入工業等への就業促進。
　農村地域工業等導入実施計画に基づき農村地域への企業立地を推進することにより、農村部における人口減の抑制に寄与する。

－
　農山漁村における定住等及び農山漁村と都市との地域間交流を促進するため、生産基盤及び施設、生活環境施設、地域間交流のための施設の整備を促
進し、農山漁村の活性化に資する。
　農山漁村の活性化に関する計画に基づく地域独自の新たな取組が進展することにより、農村部における人口減の抑制に寄与する

－

　傾斜地が多くまとまった平地が少ないため、生産コストが割高となるなど、農業生産条件が不利な地域において、地域の特性に即した農林業その他の事業
の振興を図り、豊かで住み良い農山村の育成に資する。
　本法を活用し、農林業その他の事業の振興を図るための新規作物の導入による農業経営の改善や需要の開拓、新商品の開発その他の地域特産物の生産
及び販売等を通じて、雇用と所得の確保が図られることにより、当該地域を含む農村部における人口減の抑制に結びつくことに寄与する。

48,652

  農村・農業の多面的機能の維持・発揮を図るため、地域共同で行う多面的機能を支える活動や、地域資源（農地、水路、農道等）の質的向上を図る活動を
支援する。
　本交付金は、都道府県及び市町村を通じて、農業者や地域住民等で構成する活動組織等に交付するものであり、農地・農業用水等の保全管理に係る地域
の共同活動への多様な人材の参画率の増加及び地域の共同活動により広域的に保全管理される農地面積の割合の増加に寄与する。

26,344
　中山間地域等の農業生産条件の不利を補正することにより、耕作放棄地の発生を防止し多面的機能を確保。
　本交付金は、中山間地域等において農業生産活動等を継続して行う農業者等に交付するものであり、中山間地域等の農用地面積の減少防止に直接寄与
する。

9,809
の内数

　山村振興基本方針、山村振興計画の作成及びこれに基づく事業の実施により山村における住民の福祉の向上、地域格差の是正等に資する。
　本法を活用し、山村の産業基盤や生活環境の整備等により、雇用と所得の確保や生活改善等が図られ、当該地域の人口減の抑制に結びつくことに寄与す
る。

－

　特殊土壌地帯に対し、適切な災害防除及び農地改良対策を樹立し、これに基づく事業を実施することにより、特殊土壌地帯の保全と農業生産力の向上を図
る。
　特殊土壌地帯における災害防除の事業実施により、災害の発生頻度の低下、被害及び土砂流出量の軽減により同地帯の保全が図られるほか、農地改良の
事業実施により、栽培可能な作目範囲の拡大、収益性の高い多様な農業生産が可能になるなどの効果発揮を通じて、当該地域の人口減の抑制に結びつくこ
とに寄与する。

  鳥獣による農林水産被害防止のための施策を総合的かつ効果的に推進する。
　被害防止計画を定めた市町村及び計画に基づき鳥獣被害対策実施隊を設置した市町村に対し、必要な支援措置を実施することにより、鳥獣による農作物
の被害の軽減に寄与する。

－

　多面的機能発揮促進事業について、その事業計画の認定の制度を設けるとともに、同事業を推進するための措置等を講じることにより、農業の有する多面
的機能の発揮の促進に寄与する。
　加えて、農地・農業用水等の保全管理に係る地域の共同活動への多様な人材の参画率の増加、及び地域の共同活動により広域的に保全管理される農地
面積の割合の増加、並びに中山間地域等の農用地面積の減少防止に寄与する。

－

  都道府県農山漁村電気導入計画に基づき、全国農山漁村電気導入計画を策定。農山漁村地域に電気を導入し、農林漁業の生産力の増大と農山漁家の
生活文化の向上の促進。
　本法を活用し、農山漁村に豊富に存在する資源を利用した小水力発電等を促進することにより、当該地域の振興が図られ、当該地域の人口減の抑制に結
びつくことに寄与する。

80,004
の内数

  自治体が農山漁村地域のニーズにあった計画を自ら策定し、農山漁村地域の防災力の向上、農林水産業の基盤整備の推進を交付金により支援。
　本交付金の支援内容の一つである農業集落排水事業において、農業集落排水施設の計画的・効率的な維持管理に資する取組を実施することにより、農業
集落排水施設の維持管理費の削減目標を策定した再編計画の策定市町村数の向上に寄与する。

－

－

政策手段
（開始年度）

予算額計（執行額）

元年度
当初予算額

[百万円]

関連する
指標

政策手段の概要等
平成31年度行政
事業レビュー
事業番号
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(14)
鳥獣被害防止総合対策交付金
（平成20年度）
（主、関連：30-12,17,22）

10,395
(10,269)

9,715
(9,608)

11,547
(10,810)

(3)-①-ア 0202

(15)
地域活性化雇用促進資金
（農工法関連）
（平成20年度）

《貸付枠》
5,000

(1,010)

《貸付枠》
5,000

(1,343)

《貸付枠》
7,600

(1,470)

(2)-①-ア
－

(16)
振興山村・過疎地域経営改善資金
（昭和45年度）

《貸付枠》
300
(0)

《貸付枠》
300

(678)

《貸付枠》
300
(0)

(2)-①-ア
－

(17)
農林漁業施設資金（農山漁村電気
導入）
（昭和25年度）

《貸付枠》
21.506
の内数

(0)

《貸付枠》
21,746
の内数

(0)

《貸付枠》
48,570
の内数

(0)

(2)-①-ア
－

(18)
中山間地域活性化資金
（平成2年度）

《貸付枠》
5,460

(13,626)

《貸付枠》
5,460

(19,930)

《貸付枠》
14,300

(26,100)

(2)-①-ア
－

(19)

農地保有の合理化等のために農
地等を譲渡した場合の譲渡所得の
特別控除
（特定農山村法関連）
（平成５年度）

＜0＞
(<0>)

＜0＞
(<0>)

＜0.3＞
(2)-①-ア

－

(20)

特定地域（過疎地域、振興山村、
半島振興対策実施地域、離島振興
対策実施地域、奄美群島）におけ
る工業用機械等の割増償却・特別
償却

＜491＞
(<399>)

＜595＞
(<291>)

＜482＞
(2)-①-ア

－

74,776
<106,605>

74,721
<96,196>

74,866
<99,947>

74,119
<106,075>

74,511
<95,336>

  市町村が作成する被害防止計画に基づいて行う地域ぐるみの被害防止活動や侵入防止柵の整備等の鳥獣被害対策を支援。
　また、県域を越える複数の市町村が連携して行う広域的な鳥獣被害対策及び人材育成を支援。
　被害防止計画を策定し、効果的な被害防止対策を行う市町村数を増やすことにより、鳥獣による農作物の被害の軽減に寄与する。

  中山間地域において、農林漁業を総合的に振興、地域の活性化を図るために必要な資金を融通。
　中山間地域において、本資金の融通による新商品の開発、需要の開拓等により、地域の農林畜水産物の加工の増進、流通の合理化等が進展し、所得の安
定確保や地域の活性化が図られ、当該地域の人口減の抑制に寄与する。

《貸付枠》
7,100

　産業導入地区における施設整備等に必要な資金の融通。
　本資金は、農村地域への産業の導入が促進し、導入産業への雇用を創出すること等により、農村部における人口減の抑制に寄与する。

《貸付枠》
150

振興山村又は過疎地域において、農林漁業の振興等を図ることにより、所得の安定確保や地域の活性化を実現できるよう、必要な資金を融通。
　本資金の融通による農林漁業関係施設等の改良・造成・取得等により、経営改善が進展し、農林漁業の振興、所得の安定確保や地域の活性化が図られ、
当該地域の人口減の抑制に寄与する。

－

租税特別措置法第34条の３、第65条の５、第68条の76
　農用地等の所有権移転等による農林業上の利用の確保を図るため、所有権移転等促進計画に基づく農用地等の譲渡所得に係る課税の特例制度。
　本特例により、農林業上の利用が確保されるような土地利用等が推進され、特定農山村地域の雇用と所得の確保を図ることにより、当該地域の人口減の抑
制に寄与する。

10,227

《貸付枠》
12,400

《貸付枠》
60,200
の内数

  発電水力が未開発のまま存在する農山漁村等における発電施設の整備等に必要な資金を融通。
　本資金を活用し、農山漁村に豊富に存在する資源を利用した小水力発電等を促進することにより、当該地域の振興が図られ、当該地域の人口減の抑制に
寄与する。

租税特別措置法第12条、第45条、第68条の27
（振興山村）　※平成27年度より以下の制度に変更。平成26年度までは、下記※（過疎地域、振興山村）に記載の制度。
　産業振興施策促進区域のうち振興山村地域内において、地域資源を活用する製造業又は農林水産物等販売業の事業の用に供する一定規模以上の施設
を取得した事業者に対して、5年間の割増償却を行う。
　（機械・装置等）普通償却限度額の24％の割増償却
　（建物等）普通償却限度額の36％の割増償却
※（過疎地域、振興山村）
　対象事業用の機械等を新設又は増設した場合に、取得価額の一定割合を特別償却。
　（機械・装置等）取得価額の10％の特別償却
　（建物等）取得価額の６％の特別償却
（半島振興対策実施地域、離島振興対策実施地域、奄美群島）※H25より以下の制度に変更（H24まで上記※（過疎地域、振興山村）に記載の制度）
　市町村の長が策定する産業の振興に関する計画に係る地区として関係大臣が指定する地区において、機械等を取得等し、対象事業の用に供した場合に、
５年間の割増償却。
　（機械・装置）普通償却限度額の32％の割増償却
　（建物・附属設備、構築物）普通償却限度額の48％の割増償却
　本特例により、民間事業者等の特定地域への進出や設備投資を促し、雇用と所得の確保を図ることにより、当該地域の人口減の抑制に寄与する。

－

政策の予算額[百万円]
75,120

<100,101>

政策の執行額[百万円]
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移替え予算に係る政策手段一覧（参考）

28年度
[百万円]

29年度
[百万円]

30年度
[百万円]

(1)

【参考：国土交通省より】
離島振興事業のうち農山漁村地域
整備交付金
（平成22年度）
（関連：30-7,8,12,15,17,22）

5,290
の内数
(5,270

の内数)

4,963
の内数
(4,933

の内数)

4,886
の内数
(4,827

の内数)

(2)-②-ア 国-0410

(2)

【参考：国土交通省より】
奄美群島振興開発事業のうち農山
漁村地域整備交付金
（平成22年度）
（関連：30-7,8,12,15,17,22）

1,784
の内数
(1,784

の内数)

1,625
の内数
(1,625

の内数)

1,382
の内数
(1,382

の内数)

(2)-②-ア 国-0411

(3)

【参考：国土交通省より】
北海道開発事業のうち農山漁村地
域整備交付金
（平成22年度）
（関連：30-7,8,12,15,17,22）

11,826
の内数
(11,820
の内数)

11,588
の内数
(11,581
の内数)

10,294
の内数
(10,234
の内数)

(2)-②-ア 国-0414

(4)
【参考：内閣府より】
地方創生推進交付金
（平成28年度）

6,872
の内数
(6,843

の内数)

8,203
の内数
(8,200

の内数)

7,615
の内数
(7,579

の内数)

(2)-①-ア 内-0031

１．用語解説

4,901
の内数

 自治体が農山漁村地域のニーズにあった計画を自ら策定し、農山漁村地域の防災力の向上、農林水産業の基盤整備の推進を交付金により支援。
　本交付金の支援内容の一つである農業集落排水事業において、農業集落排水施設の計画的・効率的な維持管理に資する取組を実施することにより、農業
集落排水施設の維持管理費の削減目標を策定した再編計画の策定市町村数の向上に寄与する。

予算額計（執行額）

元年度
当初予算額

[百万円]

1,525
の内数

 自治体が農山漁村地域のニーズにあった計画を自ら策定し、農山漁村地域の防災力の向上、農林水産業の基盤整備の推進を交付金により支援。
　本交付金の支援内容の一つである農業集落排水事業において、農業集落排水施設の計画的・効率的な維持管理に資する取組を実施することにより、農業
集落排水施設の維持管理費の削減目標を策定した再編計画の策定市町村数の向上に寄与する。

7,634
の内数

（注１）「予算額計」欄について、税制の場合は、減収見込額（減収額）を記載している。

政策手段
（開始年度）

　地方公共団体が行う自主的かつ自立的な取組による地域経済の活性化、地域における雇用機会の創出その他地域の活力の再生（地域再生）を交付金によ
り支援。
　本交付金の支援内容の一つである広域農道整備により、地域における交通の円滑化及び産業の振興を図るとともに、農業集落排水事業により、地域におけ
る生活環境の整備を図ることで、農村の活性化、農村部における人口減の抑制に寄与する。

注１ 土地改良長期計画
　土地改良法の規定により、土地改良事業の計画的な実施に資するため、食料・農業・農村政策審議会の意見を聴いた上で計画案を作成し閣議決定。計画期間は、５年を一期として、土地改良事業の実施の目標及び事業
量を決定。

関連する
指標

政策手段の概要等
令和元年行政事

業レビュー
事業番号

11,284
の内数

自治体が農山漁村地域のニーズにあった計画を自ら策定し、農山漁村地域の防災力の向上、農林水産業の基盤整備の推進を交付金により支援。
　本交付金の支援内容の一つである農業集落排水事業において、農業集落排水施設の計画的・効率的な維持管理に資する取組を実施することにより、農業
集落排水施設の維持管理費の削減目標を策定した再編計画の策定市町村数の向上に寄与する。

注５ 鳥獣被害対策実施隊
 　鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための施策を推進するための「鳥獣による農林水産業等に係る被害防止のための特別措置に関する法律（平成19年第134号）」の第９条において、市町村が対象鳥獣の捕獲
等、防護柵の設置その他の被害防止計画（同法第４条）に基づく被害防止施策を適切に実施するために設置することができるとされているもの。
　鳥獣被害対策実施隊は、市町村長の任命又は指名による鳥獣被害対策実施隊員で構成。

（注２）当該政策分野に対応する予算の項に位置付けられている予算事業については、「政策手段」の欄に、「主」と記載している。
　　　　また、予算事業が複数の政策分野に関係する場合には、「政策手段」の欄に、関係する政策分野の番号を記載している。

（注３）政策の予算額及び政策の執行額について、複数政策に関連する予算については、＜＞外書きで記載している。

注４ 農業集落排水施設
　農村地域における資源循環の促進を図りつつ、農業用用排水の水質保全、農業用用排水施設の機能維持又は農村生活環境の改善を図り、併せて公共用水域の水質保全に寄与するため、農業集落におけるし尿等を処
理する施設若しくはそれらの循環利用を目的とした施設。

（注４）移替え予算とは、予算成立後、府省間において、移動させられる予算のことである。

参考資料

注２ 社会資本整備重点計画 　社会資本整備重点計画法の規定により、社会資本整備事業を重点的かつ効率的に推進するため、閣議決定により策定。５年を一期として、計画期間における社会資本整備事業の実施に関する重点目標等を決定。

注３ 多面的機能の発揮
　「農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律（平成26年第78号）」において、「農業の有する多面的機能」とは、国土の保全、水源の涵養、自然環境の保全、良好な景観の形成、文化の伝承等農村で農業生産活
動が行われることにより生ずる食料その他の農産物の供給の機能以外の多面にわたる機能と定義されている。このため、「多面的機能の発揮」とは、これらの機能を発揮すること。
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令和元年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

政策分野名
【施策名】

多様な地域資源の積極的活用による雇用と所得の創出 担当部局名

食料産業局（農村振興局）
【食料産業局企画課／産業連携課／知的財産課／バイオマス
循環資源課／食品流通課／食品製造課、農村振興局整備部地
域整備課】

政策の概要
【施策の概要】

　農村、とりわけ中山間地域等においては、我が国が直面する高齢化や人口減少が都
市部に先駆けて進行しており、集落機能や地域資源の維持に影響が生じ、地域特性に
応じた付加価値の高い農産物の生産・加工・販売等の活動を展開する上において厳し
い状況となっている。
　このため、農村の豊かな地域資源を最大限活用した新たな価値の創出や農業関連産
業の導入等を通じて、農村全体の雇用の確保と所得の向上を促進するとともに、これま
で農村の域外に流出していた経済的な価値を域内で循環させる地域内経済循環を進
めるとともに、将来的には、地域間での経済的なネットワークを強化し、広域的な経済圏
域への発展を目指す。

政策評価体系上の
位置付け

農村の振興

（農林水産省元－⑮）

政策に関係する内閣の重要
政策

食料・農業・農村基本計画（平成27年３月31日閣議決定）
　第３　３（２）多様な地域資源の積極的活用による雇用と所得の創出

農林水産業・地域の活力創造プラン（平成25年12月10日農林水産業・地域の活力創造
本部決定、平成26年６月24日改訂、平成28年11月29日改訂）
　Ⅲ　施策の展開方向
　　２．６次産業化等の推進

バイオマス活用推進基本計画（平成28年９月16日閣議決定）
　第３　バイオマスの活用の推進に関し、政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策

土地改良長期計画（平成28年8月24日閣議決定）
　第３　３　（２）　政策目標４　ア　②小水力発電の導入等の再生可能エネルギーの拡大

政策評価
実施予定時期

令和3年8月
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基準
年度

目標
年度

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

- - 100億円 150億円 200億円

- - 103億円 116億円 157億円

達成度合いの
判定方法

達成度合（％）＝（当該年度の実績値）／（当該年度の目標値）×100
A’ランク：150％超、Aランク：90％以上150％以下、Bランク：50%以上90％未満、Cランク：50%未満

ア
バイオマス産業都市
における産業規模

- - 400億円 ７年度 Ｓ↑-直

　バイオマス活用推進基本計画（平成22年12月17日閣議決定）の変更が、平
成28年９月16日に閣議決定され、変更後のバイオマス活用推進基本計画に
おいて、バイオマスを活用した産業については、「2025年（平成37年）に5,000
億円の市場が形成」されることを掲げているところである。バイオマス活用推
進基本計画に掲げられた農林漁業・農山漁村の活性化や新たな産業の創
出の実現に向け、本施策の効果の実態を把握するためには、バイオマスの
活用により生み出された経済的価値を測ることが重要であることから、測定指
標を「バイオマス産業都市における産業規模」に変更することとしたい。
　目標値については、バイオマス産業の規模におけるバイオマス産業都市の
寄与の度合いを、市町村バイオマス活用推進計画の策定目標と、その内数と
してのバイオマス産業都市の選定目標より推計し、バイオマス産業都市にお
ける産業規模を設定した。また、平成29年度から令和７年度までの目標値の
設定に当たっては、毎年度、一定数程度増加するものとして設定した。

施策（１） バイオマスを機軸とする新たな産業の振興

施策の目指すべき姿
【目標設定の考え方根拠】

　地域に存在する木質・家畜排せつ物・食品廃棄物等のバイオマスを活用して、持続的な事業を創出し、ここから産出された経済的価値を農業振興や地域活性化につなげることが
重要である。
　このため、地方公共団体を核に農業者、食品産業事業者、バイオマス事業者等が連携してバイオマス利活用構想を策定する取組を促進する。
　また、こうした構想の具体化に向けた環境整備を促進する。

目標①
【達成すべき目標】

バイオマスを活用した持続可能な事業創出により生み出された経済的価値による、農業振興や地域活性化の実現

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

把握の方法

調査手法：バイオマス産業都市選定地域からの進捗状況報告
作成時期：翌年度6月末
算出方法：バイオマス産業都市構想に位置付けられる各プロジェクトについて、当該年度のバイオマス関連製品の生産量及び発電量を基に市場規模及び経
済波及効果を算出
データの所在：農林水産省食料産業局
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基準
年度

目標
年度

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

- - - - -

-
186.6
億円

258.2
億円

296.6
億円

371.5
億円

施策（２） 農村における地域が主体となった再生可能エネルギー
（注１）

の生産・利用

施策の目指すべき姿
【目標設定の考え方根拠】

　農村にはバイオマスのほか、水、土地などの資源が豊富に存在していることから、これらをバイオマス発電や小水力発電などの再生可能エネルギーとして活用しつつ、農業者など
地域主体の取組を拡大することにより、農業経営の改善や地域への利益還元を進め、農村の活性化を図ることが重要である。
　このため、農地等の利用調整を適切に行いつつ、再生可能エネルギーの導入と併せて、地域農業の健全な発展に資する取組を促進する。
　また、再生可能エネルギーの導入により農業生産コストの削減や農業者の所得向上等につながるよう再生可能エネルギーの地産地消を推進する。
　更に、固定価格買取制度の適正な運用を基礎としつつ、低コスト化・高効率化のための技術開発、送配電網の整備等を促進し、関係府省の連携の下、再生可能エネルギーの普
及に向けた環境整備を図る。
　今後の電力システム改革により、小売参入が自由化されることを踏まえ、地域への利益還元の効果も見極めつつ、農村地域の関係者が主体となった電力小売業の形成を促進す
る。

目標①
【達成すべき目標】

再生可能エネルギー(注１)の生産・利用の促進

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

ア

再生可能エネルギー
を活用して地域の農
林漁業の発展を図る
取組を行う地区の再
生可能エネルギー電
気・熱にかかる経済
規模

186.6億円 28年度 600億円 ５年度 S↑-他

　農山漁村には、土地、水、バイオマス等の再生可能エネルギーに利用でき
る資源が豊富に存在しており、これら資源を活用した再生可能エネルギー発
電による収入を地域の農林漁業の発展に活用する多様な取組が、全国各地
で取り組まれているところ。農山漁村再生可能エネルギー法の基本理念に掲
げられた農山漁村の活性化に向け、本施策の効果の実態を把握するために
は、農山漁村において取組を行うことによって生み出される経済的価値を計
ることが重要であるため、「再生可能エネルギーを活用して地域の農林漁業
の発展を図る取組を行う地区の再生可能エネルギー電気・熱にかかる経済
規模」を測定指標として選定した。
　目標値については、現在、地方農政局等を中心に取り組んでいる各種支
援の継続により、過年度の増加ペースの維持を目指すこととし、令和５年度末
時点の経済規模として600億円を設定した。
　長期にわたる戦略的な取組が求められ、必ずしも短期間で効果が現れるも
のではないことから、単年度の目標値は設定していない。

把握の方法

調査手法：法を活用した取組に加え、予算事業を活用した取組における事業実施主体の状況報告や地方農政局等からの聞き取り等により把握する取組地区
の状況から、経済規模を試算。
作成時期：調査翌年度６月
算出方法：聞き取り結果（発電容量と固定価格買取制度における調達価格、供給熱量等）により試算
データの所在：農林水産省食料産業局（固定価格買取制度調達価格については経済産業省公表データを使用）。

達成度合いの
判定方法

評価に当たっては、各年度ごとの新規取組数を基本としつつ、農山漁村における再生可能エネルギー導入の検討状況等を総合的に分析し、判定する。
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- 約22.8％ 約25.6％ 約28.4％ 約31.2％

- 22.9% 25.5% 28.6% 30.7%

28年度
[百万円]

29年度
[百万円]

30年度
[百万円]

(1)

エネルギーの使用の
合理化等に関する法
律
（昭和54年）

- - - － -

(2)
特定農産加工業経
営改善臨時措置法
（平成元年）

- - - － -

(3)

食品等の流通の合
理化及び取引の適
正化に関する法律
（平成３年、平成31年
改正）

- - - － -

(4)

容器包装に係る分別
収集及び再商品化
の促進等に関する法
律
（平成７年）

- - - － -

-

　工場等におけるエネルギー使用の合理化等を推進をする。
　この法律の適正な執行により、食品産業における環境問題等の社会的な課題への取組の推進が図られ、
食品関連企業としての社会的責任に関する取組の強化を通じて、多様な地域資源の積極的活用による雇
用と所得の創出に寄与する。

-
　特定農産加工業者等の経営の改善を促進するための金融措置等の支援をする。
　この法律の適正な執行により、農業及び農産加工業が健全に発展し、６次産業化等の取組の質の向上と
市場規模の拡大を通じて、多様な地域資源の積極的活用による雇用と所得の創出に寄与する。

-

　農林漁業及び食品流通業の成長発展と一般消費者の利益のため、食品等流通の合理化を図る取組に関
する計画に対して国が認定を行い、この計画の実施に必要な出資、融資その他の支援措置を講ずる。
　この法律の適正な執行により、食品等流通事業者の創意工夫をいかした取組を広く支援することで、流通
の効率化など食品流通の合理化を通じて、多様な地域資源の積極的活用による雇用と所得の創出に寄与
する。

-

　容器包装廃棄物の減量及びリサイクルの推進をする。
　この法律の適正な執行により、食品産業における環境問題等の社会的な課題への取組の推進が図られ、
食品関連企業としての社会的責任に関
する取組の強化を通じて、多様な地域資源の積極的活用による雇用と所得の創出に寄与する。

イ

農業水利施設を活
用した小水力等発電
電力量のかんがい排
水に用いる電力量に
占める割合

２割 27年度 ３割以上 ２年度 Ｓ↑-直

　土地改良長期計画
（注２）

では、「農業用水を活用した小水力発電等につい
ては、農業水利施設の維持管理費軽減にも寄与する観点から、事業の採算
性にも十分留意しつつ、円滑な導入に取り組む。」ことを位置づけていること
から、「農業水利施設を活用した小水力等発電電力量のかんがい排水に用
いる電力量に占める割合を令和２年度までに約３割以上にする」ことを測定
指標及び目標値として設定した。毎年度の目標値については、一定の割合
で増加させることとして設定した。

把握の方法 農林水産省農村振興局調査により把握

達成度合いの
判定方法

達成度合（％）＝（当該年度の実績値）／（当該年度の目標値）×100
A’ランク：150％超、Aランク：90％以上150％以下、Bランク：50%以上90％未満、Cランク：50%未満

政策手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
元年度

当初予算額
[百万円]

関連す
る

指標
政策手段の概要等

平成31
年度行
政事業
レビュー
事業番
号

118 （政策分野15）



(5)
中心市街地の活性
化に関する法律
（平成10年）

- - - － -

(6)
種苗法
（平成10年）

- - - － -

(7)
地球温暖化対策の
推進に関する法律
（平成11年）

- - - － -

(8)

中小企業等経営強
化法（中小企業の新
たな事業活動の促進
に関する法律）
（平成11年、平成28
年改正）

- - - － -

(9)

食品循環資源の再
生利用等の促進に
関する法律
（平成13年）

- - - － -

(10)

流通業務の総合化
及び効率化の促進
に関する法律
（平成17年）

- - - － -

(11)

中小企業による地域
産業資源を活用した
事業活動の促進に
関する法律（中小企
業地域資源活用促
進法）
（平成19年）

- - - － -

-

　地球温暖化対策計画の策定等により温室効果ガス排出抑制を促進する。
　この法律の適正な執行により、食品産業における環境問題等の社会的な課題への取組の推進が図られ、
食品関連企業としての社会的責任に関する取組の強化を通じて、多様な地域資源の積極的活用による雇
用と所得の創出に寄与する。

-

　新品種の保護のための品種登録に関する制度、指定種苗の表示に関する規制等について定める。
　この法律の適正な執行により、品種の育成の振興と種苗の流通の適正化が図られ、６次産業化等の取組
の質の向上と市場規模の拡大を通じて、多様な地域資源の積極的活用による雇用と所得の創出に寄与す
る。

-

　中小企業の経営革新、異分野連携新事業分野開拓等による新たな事業活動の促進を図るため、経営革
新計画の承認又は異分野連携新事業分野開拓計画の認定を受けた中小企業等に対して、補助金、融資、
債務保証などの支援措置をする。
　この法律の適正な執行により、中小企業の創意ある成長発展が経済の活性化につながり、６次産業化等の
取組の質の向上と市場規模の拡大を通じて、多様な地域資源の積極的活用による雇用と所得の創出に寄
与する。

-

　各地域の「強み」である産地の技術、地域の農林水産品、観光資源等の地域資源を活用して新商品開発
等を行う中小企業に対して、金融措置等の支援をする。
　この法律の適正な執行により、新商品の開発等が図られ、６次産業化等の取組の質の向上と市場規模の
拡大を通じて、多様な地域資源の積極的活用による雇用と所得の創出に寄与する。

-

　食品関連事業者に対して食品廃棄物の排出抑制と食品循環資源の再生利用の推進をする。
　この法律の適正な執行により、食品産業における環境問題等の社会的な課題への取組の推進が図られ、
食品関連企業としての社会的責任に関する取組の強化を通じて、多様な地域資源の積極的活用による雇
用と所得の創出に寄与する。

-

　物流コストの削減や環境負荷の低減等を図る事業に対して、その計画の認定、金融措置等の支援をする。
　この法律の適正な執行により、効率的で環境負荷の小さい物流の実現が図られることになり、６次産業化
等の取組の質の向上と市場規模の拡大を通じて、多様な地域資源の積極的活用による雇用と所得の創出
に寄与する。

-

　国民生活の向上及び国民経済の健全な発展のため、市町村が作成する中心市街地の都市機能の増進
及び経済活力の向上を総合的かつ一体的に推進するための基本的な計画に対して国が認定を行い、この
計画の実施に必要な金融その他の支援をする。
　この法律の適正な執行により、消費者の食品に関する購買の利便を確保するとともに、地域の中小食品小
売業の発展及び６次産業化等の取組の質の向上と市場規模の拡大を通じて、多様な地域資源の積極的活
用による雇用と所得の創出に寄与する。

119 （政策分野15）



(12)

中小企業者と農林漁
業者との連携による
事業活動の促進に
関する法律（農商工
等連携促進法）
（平成20年）

- - - － -

(13)

農林漁業有機物資
源のバイオ燃料の原
材料としての利用の
促進に関する法律
（平成20年）

- - - － -

(14)

地域資源を活用した
農林漁業者等による
新事業の創出等及
び地域の農林水産
物の利用促進に関
する法律(六次産業
化・地産地消法)
（平成22年）

- - - － -

(15)

電気事業者による再
生可能エネルギー電
気の調達に関する特
別措置法
（平成23年）

- - - (2)-①-ア -

(16)

株式会社農林漁業
成長産業化支援機
構法
(平成24年)

- - - － -

(17)
産業競争力強化法
（平成25年）

- - - － -

(18)

農林漁業の健全な
発展と調和のとれた
再生可能エネルギー
電気の発電の促進
に関する法律
（平成25年）

- - - (2)-①-ア -

-

　再生可能エネルギー源（太陽光、風力、水力、地熱、バイオマス）を用いて発電された電気を、一定の期
間・価格で電気事業者が買い取ることを義務付ける。
　この法律の適正な執行によりエネルギー供給設備の導入促進が図られ、６次産業化等の取組の質の向上
と市場規模の拡大を通じて、多様な地域資源の積極的活用による雇用と所得の創出に寄与する。

-

　農林漁業者等による農林漁業の六次産業化を促進するため、農林漁業者等が農林水産物等の生産及び
その加工又は販売を一体的に行う取組に関する計画並びに当該取組に資する研究開発及びその成果の
利用に関する計画に対して国が認定を行い、これらの計画の実施に必要な金融その他の支援措置をする。
　この法律の適正な執行により、新たに６次産業化に取り組む際の農林漁業者等の負担が軽減され、６次産
業化等の取組の質の向上と市場規模の拡大を通じて、多様な地域資源の積極的活用による雇用と所得の
創出に寄与する。

-

　経営資源の有効活用を通じ、産業の生産性向上を図るため、強化法に基づく計画の認定を受けた事業者
に対して、税制、融資、債務保証、会社法の特例などの支援措置をする。
　この法律の適正な執行により、事業者の生産性が向上し、６次産業化等の取組の質の向上と市場規模の
拡大を通じて、多様な地域資源の積極的活用による雇用と所得の創出に寄与する。

-

　農林漁業者と食品産業等の中小企業者の連携による新事業の展開を支援する。
　この法律の適正な執行により、中小企業者の経営の向上及び農林漁業者の経営の改善が図られ、６次産
業化等の取組の質の向上と市場規模の拡大及び新たな市場を創出するための環境づくりの推進を通じて、
多様な地域資源の積極的活用による雇用と所得の創出に寄与する。

-

　原材料生産者と燃料製造業者が連携した取組に関する計画及び研究開発に関する計画を国が認定する
制度を創設するとともに、これら計画の実施に対し、税制や金融上の支援措置をする。
　この法律の適正な執行により、バイオ燃料の製造・利用の拡大が図られ、農村に由来する資源を活用した
新産業の創出を通じて、多様な地域資源の積極的活用による雇用と所得の創出に寄与する。

-

　農林漁業者が主体となって新たな事業分野を開拓する事業活動等に対し出融資や経営支援を行う枠組
みを定める。
　この法律の適正な執行により、６次産業化等の取組の質の向上と市場規模の拡大を通じて、多様な地域資
源の積極的活用による雇用と所得の創出に寄与する。

-

　農山漁村において農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー電気の発電を促進するた
め、農林地等の利用調整を適切に行うとともに、再生可能エネルギー発電の導入と併せて地域の農林漁業
の健全な発展に資する取組を促進する。
　この法律の適正な執行により、エネルギー供給設備の導入促進が図られ、６次産業化等の取組の質の向
上と市場規模の拡大を通じて、多様な地域資源の積極的活用による雇用と所得の創出に寄与する。

120 （政策分野15）



(19)

特定農林水産物等
の名称の保護に関
する法律（地理的表
示法）
（平成27年、平成28
年、平成30年改正）

- - - - -

(20)

持続可能な循環資
源活用総合対策事
業
（平成30年度）
（関連：元-③,⑫）

240
(212)

224
（194）

167
（153）

(１)-①-ア
(2)-①-ア 0012

(21)

６次産業化サポート
事業
（平成26年度）
（関連：元-③）

369
(352)

379
（356）

753
(683)

(１)-①-ア
(2)-①-ア
(2)-①-イ

0014

(22)

食料産業・6次産業
化交付金
（平成30年度）
（関連：元-②,③)

- -

1,634
の内数
（1,463

の内数）

(1)-①-ア
(2)-①-ア 0017

(23)

農業用用排水施設
の整備・保全（直轄）
（昭和24年度）
（関連:元-⑧,⑫）

56,359
(53,898)

63,326
(61,445)

71,802
(71,130)

(2)-①-イ 0116

(24)

農山漁村地域整備
交付金
（平成22年度）
（関連:元-⑦,⑧,⑫,
⑭,⑰,㉒）

87,427
の内数
(87,348
の内数)

77,878
の内数
(77,842
の内数)

72,387
の内数
(72,233
の内数)

(2)-①-イ 0122

　地域で育まれた伝統と特性を有する農林水産物・食品等のうち、品質や社会的評価等の確立した特性が
産地と結び付いている産品の名称を、知的財産として国に登録し、国がその名称を保護する地理的表示保
護制度について定める。
　この法律の適正な執行により、特定農林水産物等の生産業者の利益の保護を図り、６次産業化等の取組
の質の向上と市場規模の拡大を通じて、多様な地域資源の積極的活用による雇用と所得の創出に寄与す
る。

700

　農林漁業体験を経験した国民を増やすとの目標の達成に向けて、農林漁業体験を広く普及させる取組、
新たに農林漁業体験を経験する国民の増加につなげる。栄養バランスに配慮した食生活を実践する国民を
増やすとの目標の達成に向けて、食育推進リーダーによる普及啓発、情報提供、地域食文化の継承に向け
た調理体験の実施等の取組を支援する。
　農林漁業者と多様な業種の事業者が参画するネットワークを構築して取り組む新商品開発や販路開拓、
加工・販売施設の整備等を支援する。
　地域主導で再生可能エネルギーを供給する取組の推進、バイオマス産業を軸とした環境に優しく災害に
強いまち・むらづくりを目指すバイオマス産業都市の構築を支援する。
これらの取組により、地域の農林漁業の発展を促進し、農山漁村が活性化することで農村に由来する資源を
活用した新産業の創出、農業の振興や地域の活性化に寄与する。

1,478
の内数

-

　６次産業化に取り組む農林漁業者等の支援体制の整備、６次産業化ネットワーク活動の全国的な推進に
向けた優良事例の収集・提供及び啓発セミナーの開催等を支援する。
　この支援措置により、農村の豊かな地域資源を最大限活用した新たな価値の創出や農業関連産業の導入
等を通じて、農村全体の雇用の確保と所得の向上を促進することに寄与する。

99

　食品産業における環境問題等の社会的な課題への取組を推進し、食品関連企業の食品ロス削減の取組
の強化を図ることにより、食品産業の体制強化及び地域循環資源を活用した地域活性化がなされ、多様な
地域資源の積極的活用による雇用と所得の創出に寄与する。また、再生可能エネルギーを供給する取組を
推進し、農村に由来する資源を活用した新産業を創出することにより、農山漁村の活性化が促進され、雇用
と所得の創出に資する。

64,420

　本政策手段は、農地の受益面積がおおむね3,000ｈａ以上（畑地の場合は1,000ｈａ以上）の地域を対象とし
て、特に基幹的農業用用排水施設の新設、管理、廃止又は変更を実施し、農業用水の安定的確保及び農
地排水の改良を図るもの。具体的には、用水対策として頭首工、用水機場、用水路等を、排水対策として排
水機場、排水樋門、排水路等を整備。
　また、国営事業により造成された大規模な施設のうち、高度の公共性を有し、その管理に特別の技術的配
慮を必要とする施設等について管理を実施。併せて、これら事業により効果的・効率的な実施に向けた調査
を実施。
【(2)-①との関連】
　農業水利施設の安定的な用水機能等を確保するための改修・整備に当たって、用水路の落差等を活用し
た小水力発電等の導入により、自ら消費する電力の供給や売電収入による施設の維持管理費の軽減に寄
与する。

80,004

　自治体が農山漁村地域ニーズにあった計画を自ら策定し、農山漁村地域の防災力の向上、農林水産業
の基盤整備の推進を交付金により支援。
【(2)-①との関連】
　交付金の事業内容の一つである農業水利施設の整備に当たり、用水路の落差等を活用した小水力発電
等の導入により、自ら消費する電力の供給や売電収入による施設の維持管理費の軽減に寄与する。

121 （政策分野15）



(25)

農業競争力強化基
盤整備事業
（平成24年度）
（関連:元-⑦,⑧）

34,486
(34,131)

47,222
(46,803)

48,136
(47,991)

(2)-①-イ 0123

(26)

農山漁村振興交付
金
（平成28年度）
（関連：元-③,⑦,⑧,
⑫,⑭,⑯,⑰,⑱,⑲,
㉒）

7,326
の内数
(7,011

の内数)

8,602
の内数
(7,886

の内数)

9,524
の内数
(7,282

の内数)

(１)-①-ア
(2)-①-ア
(2)-①-イ

0204

(27)

小水力等再生可能
エネルギー導入支援
事業
（平成29年度）
（関連：元-③,⑫,⑭）

-
255

(247)
202

(202)
(2)-①-イ 0206

(28)

農林漁業成長産業
化ファンド
(平成24年度)
（関連：元-③）

5,000
[5,000

(資産投
貸付)]

5,000
[4,000

（資産投
出資）

1,000(資
産投貸

付)]

-
(1)-①-ア
(2)-①-ア
(2)-①-イ

-

(29)
生鮮食料品等小売
業近代化貸付制度
（昭和43年度）

- - - － -

(30)
新規用途事業等資
金
（昭和60年度）

- - - － -

(31)
特定農産加工資金
（平成元年度）

- - - － -

-

　株式会社農林漁業成長産業化支援機構を通じて、農林水産物等の特色を活かしつつ、１次産業から２
次・３次産業を通じて消費者までのバリューチェーンを築く事業活動に対し、資本の提供と経営支援を一体
的に実施する。
　この支援措置により、農村の豊かな地域資源を最大限活用した新たな価値の創出や農業関連産業の導入
等を通じて、農村全体の雇用の確保と所得の向上を促進することに寄与する。

-

　国民の消費生活の安定等のため、食品小売業の近代化等に必要な施設の整備に対する金融措置（(株)
日本政策金融公庫（国民生活事業））の支援をする。
　この支援措置により生鮮食料品等の小売業の近代化・合理化が推進されることになり、食品産業の国内生
産額の維持を通じて、多様な地域資源の積極的活用による雇用と所得の創出に寄与する。

-

　農業及び農産加工業の健全な発展に資するため、特定農産加工業者等の行う経営改善に対する金融措
置（㈱日本政策金融公庫（農林水産事業）の支援をする。
　この支援措置により、特定農産加工業者等が経営改善に必要な施設等を取得することで経営改善が図ら
れ、６次産業化等の取組の質の向上と市場規模の拡大を通じて、多様な地域資源の積極的活用による雇用
と所得の創出に寄与する。

9,809
の内数

　地域の創意工夫による活動の計画づくりから農業者等を含む地域住民の就業の場の確保、農山漁村にお
ける所得の向上や雇用の増大に結び付ける取組までを総合的に支援することにより、農村に由来する資源
を活用した新産業の創出に寄与する。

-

　国産農林水産物の加工の増進を通じ、その消費の拡大を図ることにより、農林漁業の生産力の維持増進
を図るため、特定農林畜水産物を新規用途事業に採用する食品製造業者等に対し金融措置（（㈱日本政
策金融公庫（農林水産事業）からの融資）の支援をする。
　この支援措置により、事業者は低利の資金を手当てすることができ、６次産業化等の取組の質の向上と市
場規模の拡大を通じて、多様な地域資源の積極的活用による雇用と所得の創出に寄与する。

65,692

　農地の大区画化や排水対策、農業水利施設の整備等の一体的な推進や、畦畔除去等の簡易な農地整
備、老朽化した農業水利施設の補修・更新など、地域の実情に応じたきめ細やかな整備の推進を支援。
【(2)-①との関連】
　農業水利施設の安定的な用排水機能等を確保するための改修・整備に当たって、用水路の落差等を活
用した小水力発電等の導入により、自ら消費する電力の供給や売電収入による施設の維持管理費の軽減
に寄与する。

-

　農業水利施設を活用した小水力等発電の導入に係る調査設計等の取組を支援する。
　この支援措置により、再生可能エネルギーの活用に向けた取組の促進を図り、再生可能エネルギーの活
用と農業水利施設の維持管理費の軽減を図り、持続的な農業の発展と農村の活性化に寄与する。
【(2)-①との関連】
　米の生産コストのうち使用電力量が削減されるとともに、農業水利施設を活用した小水力等発電電力量の
かんがい排水に用いる電力量に占める再エネ比率の向上に寄与する。
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(32)

食品流通構造改善
貸付金のうち食品生
産販売提携事業施
設
（平成３年度）

- - - － -

(33)
食品安定供給施設
整備資金
（平成11年度）

- - - － -

(34)

食品流通構造改善
資金のうち食品生産
製造提携事業施設
（平成12年度）

- - - － -

(35)
農商工等連携促進
法に係る資金
（平成20年度）

- - - － -

(36)

６次産業化に係る資
金
（平成22年度）
（関連：元-③）

- - - － -

(37)

試験研究を行った場
合の法人税額等の
特別控除制度
（研究開発税制）
［所得税・法人税：租
税特別措置法第10
条、第42条の４、第
68条の９］
[法人住民税：地方
税法第２３条第１項
第４号、第７２条の２３
第１項、第２９２条第１
項第４号、附則第8条
第1項～第4項]
（昭和42年度）

3,649
(3,367.3)

3,451.1
(2,294.8)

2,413
(９月把握

予定)
－ -

-

　中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動に必要な設備及び長期運転資金や、農林水産物の生
産、流通、加工又は販売に必要な共同利用施設の取得等に対する金融措置（（株）日本政策金融公庫（中
小企業事業等））の支援をする。
　この支援措置により、中小企業者の経営の向上及び農林漁業者の経営の改善が図られ、６次産業化等の
取組の質の向上と市場規模の拡大及び新たな市場を創出するための環境づくりの推進を通じて、多様な地
域資源の積極的活用による雇用と所得の創出に寄与する。

　食品又は飼料の安定的な国内供給体制等の整備を図るため、食料の安定供給の確保に資する食品又は
飼料製造業者等に対し金融措置（㈱日本政策金融公庫（農林水産事業）からの融資）の支援をする。
　この支援措置により、事業者は低利の資金を手当てすることができ、６次産業化等の取組の質の向上と市
場規模の拡大を通じて、多様な地域資源の積極的活用による雇用と所得の創出に寄与する。

-

　生産者と食品販売業者の連携による食品流通の構造改善事業活動に必要な施設の設備に対する金融措
置（(株)日本政策金融公庫（農林水産事業））の支援をする。
　この支援措置により食品に係る流通機構の合理化と流通機能の高度化を促進することになり、６次産業化
等の取組の質の向上と市場規模の拡大を通じて、多様な地域資源の積極的活用による雇用と所得の創出
に寄与する。

-

　食品に係る流通機構の合理化と流通機能の高度化を図るため、食品製造業と農林漁業との連携に資する
事業施設等に対する金融措置（（株）日本政策金融公庫（農林水産事業））の支援をする。
　 この支援措置により、事業者の負担が軽減され、６次産業化等の取組の質の向上と市場規模の拡大を通
じて、多様な地域資源の積極的活用による雇用と所得の創出に寄与する。

９月把握予定

　支出した試験研究費を基に算出した一定の金額を、支出した年度の所得税額又は法人税額から控除す
る。
Ⅰ　試験研究費の総額の6～14％（中小企業者等については12～17%）の額を税額控除
Ⅱ　国の研究機関又は大学等と共同もしくは委託して行う試験研究の費用等（特別試験研究費）の20%、25%
又は30％を税額控除
Ⅲ　試験研究費の対売上比率が10％を超えた場合に、売上高の10％を超える試験研究費の額に控除率を
乗じた額を税額控除
　農林水産業及び食品産業の研究開発を促進することにより、農林水産・食品産業の成長力及び国際競争
力の強化に寄与する。

-

　６次産業化等に取り組む主業農家に対して、生産・加工・販売分野のチャレンジ性のある取組に必要な無
利子の農業改良資金を融通する。
　・農林水産物の生産・流通・加工又は販売に必要な共同利用施設の取得等に対する金融措置（（株）日本
政策金融公庫（農林水産事業））
　この支援措置により、農林漁業者等の経営の改善が図られ、６次産業化等の取組の質の向上と市場規模
の拡大を通じて、多様な地域資源の積極的活用による雇用と所得の創出に寄与する。

-
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(38)

特定農産加工業経
営改善臨時措置法
に基づく事業用施設
に係る特例措置
課税標準の軽減措
置
［事業所税：地方税
法附則第33条第5
項］
（平成元年度）

101
(75)

104
(78)

81 － -

(39)

公害防止用設備を
取得した場合の特例
措置
課税標準の軽減
［固定資産税：地方
税法附則第15条第2
項第1号］
［事業所税：地方税
法第701条の41第１
項表３］
（平成８年度）

75.9
(81.6)

70
(82.3)

107.5
(119.2)

－ -

(40)

中小企業者等が機
械等を取得した場合
の特別償却制度又
は税額控除制度
（中小企業投資促進
税制）
（食品企業者関係）
［所得税・法人税：措
法第10条の３、第42
条の６、第68条の11］
（平成10年度）

76,100
の内数

(118,200
の内数)

117,100
の内数

(88,300)

116,000
の内数

(令和２年
２月頃に
把握予

定)

－ -

(41)

バイオエタノール等
揮発油に係る課税標
準の特例［揮発油
税・地方揮発油税：
租税特別措置法第
88条の７］
（平成20年度）

39,357
(39,327)

44,548
(44,680)

44,540
(44,540)

(1)-①-ア -

－

　農業及び農産加工業の健全な発展に資するため、以下のことを実施する。
　　資産割 1/4相当額を控除
　この支援措置により、特定農産加工業者等が経営改善に必要な機械等を取得することで経営改善が図ら
れ、６次産業化等の取組の質の向上と市場規模の拡大を通じて、多様な地域資源の積極的活用による雇用
と所得の創出に寄与する。

93.1

　公害防止用設備（汚水又は廃液処理施設、ばい煙の処理施設、産業廃棄物処理施設）を取得した際に、
事業所税について資産割3/4相当額を控除すること、また、汚水又は廃液処理施設に係る固定資産税の課
税標準を1/2を参酌し、1/3以上2/3以下の範囲内で市町村の条例で定める割合とする。
　この支援措置により、食品産業における環境問題等の社会的な課題への取組の促進が図られ、食品関連
企業としての社会的責任に関する取組の強化を通じて、多様な地域資源の積極的活用による雇用と所得の
創出に寄与する。

　揮発油特定加工業者又は揮発油生産業者が製造したバイオエタノール等揮発油を、その製造場から移
出する場合には、バイオエタノール等揮発油の数量からその製造に使用されたバイオエタノール等に含ま
れるエタノールの数量に相当する分を控除し、その控除後の数量を当該製造場から移出したバイオエタノー
ル等揮発油の数量とみなす。
　この支援措置により、バイオ燃料の製造・利用の拡大が図られ、農村に由来する資源を活用した新産業の
創出を通じて、多様な地域資源の積極的活用による雇用と所得の創出に寄与する。

44,548

115,000
の内数

　取得価格の30％の特別償却又は７％の税額控除（資本金3,000万円以下の法人、個人のみに適用）との
選択。
　適用対象者は、中小企業者、事業協同組合等。
　対象設備の取得価格については以下のとおり。
　　（1）機械及び装置（取得価格が160万円以上）
　　（2）工具（１台の取得価格が120万円以上）
　　（3）一定のソフトウェア（１のソフトウェアの取得価格が70万円以上）
　　（4）車両（3.5㌧以上の普通貨物自動車）
　　（5）内航船舶（すべて（取得価額の75％））
　この支援措置により、中小企業者等（食品企業者関係）の設備投資が促進されることになり、６次産業化等
の取組の質の向上と市場規模の拡大に寄与する。
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(42)

農林漁業有機物資
源のバイオ燃料の原
材料としての利用の
促進に関する法律に
基づくバイオ燃料製
造設備（エタノール、
ディーゼル、ガス、木
質ペレットの各製造
設備）に係る固定資
産税の課税標準の
特例
［固定資産税：地方
税法附則第15条第
26項］
（平成20年度）

25
(32)

71
（30）

15
(20)

(1)-①-ア -

(43)

再生可能エネルギー
発電設備に係る課税
標準の特例措置[固
定資産税：地方税法
附則第15条第33項]
（平成25年度）

14,103
(19,786)

13,361
(18,353)

8,561
(令和2年
2月把握

予定)

(2)-①-ア -

(44)

産業競争力強化法
に係る特例措置
［登録免許税：租税
特別措置法第80条
第1項］
（平成25年度）

-
(0)

-
(0)

-
(50)

－ -

(45)

特定中小企業者等
が経営改善設備を
取得した場合の特別
償却制度又は税額
控除制度（商業・
サービス業・農林水
産業活性化税制）
（食品企業者関係）
［所得税・法人税：措
法第10条の５の２、
第42条の12の３、第
68条の15の４］
（平成25年度）

3,120
(2,100)

2,090
(3,200)

2,070
(令和２年
２月頃に
把握予

定)

－ -

0
<110,944>

0
<99,612>

0
<99,024>

0
<109,562>

0
<98,242>

2,060

　取得価格の30％の特別償却又は７％の税額控除（資本金3,000万円以下の法人、個人のみに適用）との
選択。
　適用対象者は、商業・サービス業等を営む中小企業者等。
　対象設備の取得価格については以下のとおり。
　　（1）器具・備品（１台の取得価格が30万円以上）
　　（2）建物附属設備（１台の取得価格が60万円以上）
　この支援措置により、商業・サービス業を営む中小企業者等の設備投資が促進されることになり、６次産業
化等の取組の質の向上と市場規模の拡大を通じて、多様な地域資源の積極的活用による雇用と所得の創
出に寄与する。

-

　産業競争力強化法の計画認定を受けた企業等が認定された計画に従って会社設立や増資等を行う場
合、登録免許税を軽減する（0.7%→0.35%等）
　この支援措置により、新たな会社の設立や増資等が促進され、６次産業化等の取組の質の向上と市場規
模の拡大を通じて、多様な地域資源の積極的活用による雇用と所得の創出に寄与する。

29

2,148

　再生可能エネルギー発電設備（太陽光発電設備、風力発電設備、中小水力発電設備、地熱発電設備、
バイオマス発電設備。※太陽光発電設備は、政府の補助を受けた自家消費型設備に限る。太陽光発電設
備以外は、固定価格買取制度の事業計画認定を受けた再生可能エネルギー発電設備に限る。）について、
新たに固定資産税が課せられることとなった年度から３年分の固定資産税に限り、課税標準となるべき価格
から、発電源種と発電容量に応じて定められた割合を軽減する。
　この支援措置により、地域主導で再生可能エネルギーを供給する取組が推進され、そのメリットが地域に還
元されることを通じて、地域の農林漁業の発展を促進し、農山漁村が活性化することで、農村に由来する資
源を活用した新産業の創出に寄与する。

　農林漁業有機物資源のバイオ燃料の原材料としての利用の促進に関する法律に基づき、認定生産製造
連携事業計画に従ってバイオ燃料製造設備を新設した場合、固定資産税の課税標準を３年間1/2に軽減。
　この支援措置により、バイオ燃料の製造・利用の拡大が図られ、農村に由来する資源を活用した新産業の
創出を通じて、多様な地域資源の積極的活用による雇用と所得の創出に寄与する。

政策の予算額[百万円]
0

<102,999>

政策の執行額[百万円]
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移替え予算に係る政策手段一覧（参考）

28年度
[百万円]

29年度
[百万円]

30年度
[百万円]

(1)

【参考：内閣府より】
農業生産基盤整備
事業に必要な経費
のうち農業用用排水
施設の整備・保全
（直轄）
（昭和24年度）
（関連：元-⑧,⑫）

7,105
(7,059)

5,168
（5,136）

6,127
(6,115)

(2)-①-イ 内-0077

(2)

【参考：国土交通省よ
り】
奄美群島振興開発
事業のうち農業用用
排水施設の整備・保
全（直轄）（昭和24年
度）
（関連：元-⑧,⑫）

2,935
(2,836)

2,881
（2,873）

2,111
(2,105)

(2)-①-イ 国-0411

(3)

【参考：国土交通省よ
り】
北海道開発事業のう
ち農業用用排水施
設の整備・保全（直
轄）
（昭和24年度）
（関連：元-⑧,⑫）

37,324
(36,700)

34,798
(34,635)

31,132
(30,511)

(2)-①-イ 国-0414

元年度
当初予算額

[百万円]

関連す
る

指標
政策手段の概要等

平成31
年度行
政事業
レビュー
事業番
号

政策手段
（開始年度）

予算額計（執行額）

28,271

　本政策手段は、農地の受益面積がおおむね200ha以上（畑地の場合は100ha以上）の地域を対象として、
特に基幹的農業用用排水施設の新設、管理、廃止又は変更を実施し、農業用水の安定的確保及び農地排
水の改良を図るもの。具体的には、用水対策として頭首工、用水機場、用水路等を、排水対策として排水機
場、排水樋門、排水路等を整備。
　また、国営事業により造成された大規模な施設のうち、高度の公共性を有し、その管理に特別の技術的配
慮を必要とする施設等について管理を実施。併せて、これら事業のより効果的･効率的な実施に向けた調査
を実施。
【(2)-①との関連】
　農業水利施設の安定的な用水機能等を確保するための改修・整備に当たって、用水路の落差等を活用し
た小水力発電等の導入により、自ら消費する電力の供給や売電収入による施設の維持管理費の軽減に寄
与する。

6,271

　本政策手段は、農地の受益面積がおおむね200ha以上（畑地の場合は50ha以上）の地域を対象として、特
に基幹的農業用用排水施設の新設、管理、廃止又は変更を実施し、農業用水の安定的確保及び農地排水
の改良を図るもの。具体的には、用水対策として頭首工、用水機場、用水路等を、排水対策として排水機
場、排水樋門、排水路等を整備。
　また、事業のより効果的･効率的な実施に向けた調査を実施。
【(2)-①との関連】
　農業水利施設の安定的な用水機能等を確保するための改修・整備に当たって、用水路の落差等を活用し
た小水力発電等の導入により、自ら消費する電力の供給や売電収入による施設の維持管理費の軽減に寄
与する。

1,823

　本政策手段は、農地の受益面積がおおむね200ha以上（畑地の場合は50ha以上）の地域を対象として、特
に基幹的農業用用排水施設の新設、管理、廃止又は変更を実施し、農業用水の安定的確保及び農地排水
の改良を図るもの。具体的には、用水対策として頭首工、用水機場、用水路等を、排水対策として排水機
場、排水樋門、排水路等を整備。
　また、事業のより効果的･効率的な実施に向けた調査を実施。
【(2)-①との関連】
　農業水利施設の安定的な用水機能等を確保するための改修・整備に当たって、用水路の落差等を活用し
た小水力発電等の導入により、自ら消費する電力の供給や売電収入による施設の維持管理費の軽減に寄
与する。
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(4)

【参考：内閣府より】
農業生産基盤整備
事業に必要な経費
のうち農業競争力強
化基盤整備事業
（平成24年度）
（主、関連：元-⑦,
⑧）

4,801
(4,799)

4,248
(4,248)

4,754
(4,754)

(2)-①-イ 内-0077

(5)

【参考：国土交通省よ
り】
離島振興事業のうち
農業競争力強化基
盤整備事業
（平成24年度）
（主、関連：元-⑦,
⑧）

1,784
(1,247)

1,233
(1,233)

910
(907)

(2)-①-イ 国-0410

(6)

【参考：国土交通省よ
り】
奄美群島振興開発
事業のうち農業競争
力強化基盤整備事
業
（平成24年度）
（主、関連：元-⑦,
⑧）

3,182
(2,778)

2,507
(2,507)

2,684
(2,684)

(2)-①-イ 国-0411

(7)

【参考：国土交通省よ
り】
北海道開発事業のう
ち農業競争力強化
基盤整備事業
（平成24年度）
（主、関連：元-⑦,
⑧）

33,919
(33,883)

35,596
(35,535)

15,780
(15,779)

(2)-①-イ 国-0414

(8)

【参考：国土交通省よ
り】
離島振興事業のうち
農山漁村地域整備
交付金
（平成22年度）
（関連：元-⑦,⑧,⑫,
⑭,⑰,㉒）

5,290
の内数
(5,270

の内数)

4,963
の内数
(4,933

の内数)

4,886
の内数
(4,827

の内数)

(2)-①-イ 国-0410

2,670

　農地の大区画化や排水対策、農業水利施設の整備等の一体的な推進や、畦畔除去等の簡易な農地整
備、老朽化した農業水利施設の補修・更新など、地域の実情に応じたきめ細やかな整備の推進を支援。
【(2)-①との関連】
　農業水利施設の安定的な用排水機能等を確保するための改修・整備に当たって、用水路の落差等を活
用した小水力発電等の導入により、自ら消費する電力の供給や売電収入による施設の維持管理費の軽減
に寄与する。

18,390

　農地の大区画化や排水対策、農業水利施設の整備等の一体的な推進や、畦畔除去等の簡易な農地整
備、老朽化した農業水利施設の補修・更新など、地域の実情に応じたきめ細やかな整備の推進を支援。
【(2)-①との関連】
　農業水利施設の安定的な用排水機能等を確保するための改修・整備に当たって、用水路の落差等を活
用した小水力発電等の導入により、自ら消費する電力の供給や売電収入による施設の維持管理費の軽減
に寄与する。

4,901
の内数

　自治体が農山漁村地域ニーズにあった計画を自ら策定し、農山漁村地域の防災力の向上、農林水産業
の基盤整備の推進を交付金により支援。
【(2)-①との関連】
　交付金の事業内容の一つである農業水利施設の整備に当たり、用水路の落差等を活用した小水力発電
等の導入により、自ら消費する電力の供給や売電収入による施設の維持管理費の軽減に寄与する。

1,175

　農地の大区画化や排水対策、農業水利施設の整備等の一体的な推進や、畦畔除去等の簡易な農地整
備、老朽化した農業水利施設の補修・更新など、地域の実情に応じたきめ細やかな整備の推進を支援。
【(2)-①との関連】
　農業水利施設の安定的な用排水機能等を確保するための改修・整備に当たって、用水路の落差等を活
用した小水力発電等の導入により、自ら消費する電力の供給や売電収入による施設の維持管理費の軽減
に寄与する。

4,740

　農地の大区画化や排水対策、農業水利施設の整備等の一体的な推進や、畦畔除去等の簡易な農地整
備、老朽化した農業水利施設の補修・更新など、地域の実情に応じたきめ細やかな整備の推進を支援。
【(2)-①との関連】
　農業水利施設の安定的な用排水機能等を確保するための改修・整備に当たって、用水路の落差等を活
用した小水力発電等の導入により、自ら消費する電力の供給や売電収入による施設の維持管理費の軽減
に寄与する。
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(9)

【参考：国土交通省よ
り】
奄美群島振興開発
事業のうち農山漁村
地域整備交付金
（平成22年度）
（関連：元-⑦,⑧,⑫,
⑭,⑰,㉒）

1,784
の内数
(1,784

の内数)

1,625
の内数
(1,625

の内数)

1,382
の内数
(1,382

の内数)

(2)-①-イ 国-0411

(10)

【参考：国土交通省よ
り】
北海道開発事業のう
ち農山漁村地域整
備交付金
（平成22年度）
（関連：元-⑦,⑧,⑫,
⑭,⑰,㉒）

11,826
の内数
(11.820
の内数)

11,588
の内数
(11.581
の内数)

10,294
の内数
(10,234
の内数)

(2)-①-イ 国-0414

１．用語解説

注１ 再生可能エネルギー

　国際再生可能エネルギー機関（IRENA）憲章によれば、「再生することが可能な資源から持続可能な態様で生産されるあらゆる形態のエネルギーを言い、特
にバイオエネルギー、地熱エネルギー、水力電気、海洋エネルギー、太陽エネルギー、風力エネルギーを含む」とされている（出典：資源エネルギー庁「エネル
ギー白書」（2010））。
　このうち、「再生可能エネルギー電気」とは、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法においては、再生可能エネルギー発電
設備を用いて再生可能エネルギー源を変換して得られる電気とされている。
　再生可能エネルギー源：太陽光、風力、水力、地熱、バイオマス等

11,284
の内数

　自治体が農山漁村地域ニーズにあった計画を自ら策定し、農山漁村地域の防災力の向上、農林水産業
の基盤整備の推進を交付金により支援。
【(2)-①との関連】
　交付金の事業内容の一つである農業水利施設の整備に当たり、用水路の落差等を活用した小水力発電
等の導入により、自ら消費する電力の供給や売電収入による施設の維持管理費の軽減に寄与する。

（注２）当該政策分野に対応する予算の項に位置付けられている予算事業については、「政策手段」の欄に、「主」と記載している。
　　　　また、予算事業が複数の政策分野に関係する場合には、「政策手段」の欄に、関係する政策分野の番号を記載している。

（注３）政策の予算額及び政策の執行額について、複数政策に関連する予算については、＜＞外書きで記載している。
（注４）移替え予算とは、予算成立後、府省間において、移動させられる予算のことである。

参考資料

注２ 土地改良長期計画
　土地改良法の規定により、土地改良事業の計画的な実施に資するため、食料・農業・農村政策審議会の意見を聞いた上で計画案を作成し閣議決定。計画
期間は、５年を一期として、土地改良事業の実施の目標及び事業量を決定。

1,525
の内数

　自治体が農山漁村地域ニーズにあった計画を自ら策定し、農山漁村地域の防災力の向上、農林水産業
の基盤整備の推進を交付金により支援。
【(2)-①との関連】
　交付金の事業内容の一つである農業水利施設の整備に当たり、用水路の落差等を活用した小水力発電
等の導入により、自ら消費する電力の供給や売電収入による施設の維持管理費の軽減に寄与する。

（注１）「予算額計」欄について、税制の場合は、減収見込額（減収額）を記載している。
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基準
年度

目標
年度

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

－
1,169

万人/年
1,239

万人/年
1,309

万人/年
1,379

万人/年

－
1,126

万人/年
1,187

万人/年
1,212

万人/年
1,207

万人/年

Ｆ↑－差

都市と農山漁村の交流人口（注２）を拡大することにより、農村地域においては経済的効果、高齢者の生きがいづくりや女性の活躍
の場の創出などの社会的効果があるとともに、都市住民に対しては、農村滞在や定住及び二地域居住に係る潜在的な願望が実現
されること、また、今後、訪日外国人旅行者数が増加することが予想されることから、国内の交流人口及び外国人の交流人口の合計
数を増加させることを目標とした。
　国内の交流人口については、「グリーン・ツーリズム施設年間延べ宿泊者数」を、外国人の交流人口については、「農山漁村に滞
在した訪日外国人旅行者数」の増加を目標とし、両者の合計を目標値として設定した。
　なお、目標値は、グリーン・ツーリズム施設年間延べ宿泊者数については、平成27年度の実績を基に、「農山漁村に関する世論調
査」（平成26年　内閣府）を用いて、国民のグリーン・ツーリズムの潜在需要人口を推計することにより算出し、また、農山漁村に滞在
した訪日外国人旅行者数については、平成27年度の実績を基に、「訪日外客数」（日本政府観光局）及び「訪日外国人の消費動向
平成27年　年次報告書」（観光庁）を用いて、訪日外国人旅行者におけるグリーン・ツーリズムの潜在需要を推計した。
　なお、令和元年度までの各年度においては、目標を達成するために、毎年度一定数で「グリーン・ツーリズム施設年間延べ宿泊者
数及び訪日外国人旅行者数」を増加させることとした。

把握の方法 「農林業センサス及び漁業センサス」（農林水産省統計部）、「訪日外客数統計」（日本政府観光局）及び農林水産省農村振興局調べにより把握。

達成度合いの
判定方法

達成度合＝｛（当該年度実績値－基準値）／（当該年度目標値－基準値）｝×100
A’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

ア
グリーン・ツーリズム施設年間延べ宿
泊者数及び訪日外国人旅行者数

1,099
万人/年

平成27年度
1,450

万人/年
令和２年度

目標①
【達成すべき目標】

国民及び訪日外国人旅行者のグリーン・ツーリズム（注１）の潜在需要への強化

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

令和元年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

政策分野名
【施策名】

多様な分野との連携による都市農村交流や農村への移住・定住等 担当部局名
農村振興局
　【農村振興局都市農村交流課】

政策の概要
【施策の概要】

　国民の農業・農村に対する理解と関心を深め、多様な人材を取り込むとともに、国民が豊かさを実感することができる社会
の構築に貢献する観点から、都市農村交流や農村への移住・定住の促進、都市農業の振興を図る必要がある。
　このため、農業を軸に多様な分野との連携を深めるとともに、移住・定住へと発展させていくために、都市と農村の交流を促
進する。また、都市農業の振興を図るため、都市農業の持つ機能・効果に対する都市住民の理解を促進する。

政策評価体系上の
位置付け

農村の振興（産業、農村機能）

（農林水産省元－⑯）

政策に関係する内閣の重要政策

食料・農業・農村基本計画（平成27年3月31日）
　第３　３　（３）多様な分野との連携による都市農村交流や農村への移住・定住等
我が国の食と農林漁業の再生のための基本方針・行動計画（平成23年10月25日）
　Ⅲ　戦略２　（２）消費者との絆の強化
農林水産業・地域の活力創造プラン（平成28年11月29日改訂）
　Ⅲ．７．人口減少社会における農山漁村の活性化
　　　　②　福祉、教育、観光、まちづくりと連携した都市と農山漁村の交流等の推進による魅力ある農山漁村づくり
　　　　④　消費者や住民のニーズを踏まえた都市農業の振興
攻めの農林水産業推進本部とりまとめ（重点事項）（平成25年12月）
　４.　重点事項10　⑤グリーン・ツーリズムの推進
                           ⑦消費者や住民のニーズを踏まえた都市農業の振興
明日の日本を支える観光ビジョン（平成28年3月30日）
未来投資戦略2018（平成30年6月15日閣議決定）
　第2 Ⅰ [4] 1. (3) ⅰ) ① 生産現場の強化
経済財政運営と改革の基本方針2018（平成30年６月15日閣議決定）
　第２章 ５． （４） ②　観光立国の実現

政策評価
実施予定時期

令和３年８月

施策（１） 都市と農村の交流等

施策の目指すべき姿
【目標設定の考え方根拠】

　国民の農業・農村に対する理解と関心を深め、多様な人材を取り込むとともに、国民が豊かさを実感することができる社会の構築に貢献する観点から、都市農村交流や農村への移住・定住の促進を図る必要がある。
　このため、多様な分野との連携を深めるとともに、移住・定住へと発展させていくために、都市と農村の交流を促進する。
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基準
年度

目標
年度

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

60% 62% 64% 66% 68%

59% 60% 64% 62% 63%

28年度
[百万円]

29年度
[百万円]

30年度
[百万円]

(1)
農山漁村滞在型余暇活動のための
基盤整備の促進に関する法律
（平成６年）

－ － － (1)-①-ア －

(2)

農山漁村の活性化のための定住等
及び地域間交流の促進に関する法
律
（平成19年）

－ － － (1)-①-ア －

(3)
観光園の整備による観光旅客の来
訪及び滞在の促進に関する法律
（平成20年）

－ － － (1)-①-ア －

(4)
市民農園整備促進法
（平成２年）

－ － － (2)-①-ア －－

　特定農地貸付けに加え市民農園施設の整備を促進するため、都市計画法等の特例を規定し、健康的でゆとりのある国民生活の確保、良好な都市環境の形成と農村地域
の振興に資する。
　市民農園の整備を適正かつ円滑に推進することにより、身近な農業体験や農家と都市住民の交流の場の提供に寄与し、もって都市住民に対する都市農業の理解の促進
に寄与する。

施策（２） 都市及びその周辺の地域における農業の振興

施策の目指すべき姿
【目標設定の考え方根拠】

　新鮮な農産物の供給、農作業体験の場や防災空間の確保等、都市農業が有する多様な機能の発揮のため、都市農業の振興に向けた取組を推進する必要がある。
　このため、都市農業の有する機能・効果に対する都市住民の理解の促進を図る。

目標①
【達成すべき目標】

都市住民に対する都市農業の理解の促進

測定指標 基準値 目標値

年度ごとの目標値

指標－
計算分類

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

ア

都市住民を対象とした都市農業に対
する意識・意向調査

【ＡＰ改革項目関連：社会資本整備
等分野①】

肯定的評価
の割合

52%
平成23年度

肯定的評価
の割合

70%
令和２年度 Ｆ↑－直

都市農業振興基本法第３条において、都市農業の振興に関する施策は、幅広い国民の都市農業の有する多様な機能についての
理解の下に推進されなければならないと規定されている。このため、都市農業について国民の理解が得られていることを確認し得る
指標として、「地産地消による新鮮で安全な食料の供給」、「身近な農業体験・交流活動の場の提供」、「防災空間の確保」について
の意識・意向調査を選定した。
　
　都市農業についての国民の理解は、必ずしも短期間で得られるものではないことから、毎年度、2％ずつ増加することを見込んで、
令和２年度において、都市住民のおよそ3人に2人の理解が得られることとして、70%を設定した。
　また、目標年度については、食料・農業・農村基本計画が、10年程度先を見通して定められていることから、令和２年度とした。

【コンパクトシティの形成において、多様な機能を有する都市農地は、良好な市街地環境を形成する観点から、その保全・活用を図
ること等が必要とされている。都市農業についての幅広い国民の理解の高まりは、コンパクトシティの形成促進に寄与するものであ
る。】

平成31年度
行政事業レ

ビュー
事業番号

把握の方法 「都市農業・都市農地に関するアンケート調査」（農林水産省農村振興局）により把握。

達成度合いの
判定方法

達成度合＝（当該年度実績値／当該年度目標値）×100
A’ランク：150％超、Ａランク：90％以上150％以下、Ｂランク：50％以上90％未満、Ｃランク：50％未満

-

政策手段
（開始年度）

予算額計（執行額）

元年度
当初予算額

[百万円]

関連する
指標

政策手段の概要等

　農山漁村における定住等及び農山漁村と都市との地域間交流を促進するため、生産基盤及び施設、生活環境施設、地域間交流のための施設の整備を促進し、農山漁村
の活性化に資する。
　農山漁村の活性化に関する計画に基づく地域独自の新たな取組が進展することにより、国民のグリーン・ツーリズムの潜在需要への対応強化に寄与する。

－
　農山漁村滞在型余暇活動のための基盤の整備を促進し、ゆとりある国民生活の確保と農山漁村地域の振興に資する。
　農林漁業体験民宿業の登録制度等を実施することにより、国民のグリーン・ツーリズムの潜在需要への対応強化に寄与する。

－

　観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在を促進するための地域における創意工夫を生かした主体的な取組を総合的かつ一体的に推進するため、観光圏整備計画
を作成し、国際競争力の高い魅力ある観光地の形成による農山漁村地域の活性化に資する。
　国際競争力の高い魅力ある観光地の形成による農山漁村地域の活性化及び都市と農山漁村の共生・対流を推進することにより、国民のグリーン・ツーリズムの潜在需要へ
の対応強化に寄与する。
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(5)
特定農地貸付けに関する農地法等
の特例に関する法律
（平成元年）

－ － － (2)-①-ア －

(6)
都市農業振興基本法
（平成27年）

－ － － (2)-①-ア －

(7)
都市農地の貸借の円滑化に関する
法律
（平成30年）

－ － － (2)-①-ア －

(8)

農山漁村振興交付金
（平成28年度）
（関連：30-
3,7,8,12,14,15,17,18,19,22）

7,326
の内数
(7,011

の内数)

8,602
の内数
(7,886

の内数)

9,524
の内数
(7,282

の内数)

(1)-①-ア
(2)-①-ア

0204

(9)

特定の交換分合により土地等を取得
した場合の課税の特例（農住組合関
係）
（昭和56年度）

<0>
(<0>)

<0>
(<0>)

<0> (2)-①-ア －

(10)

都市農地が公共収用等のために譲
渡される場合の納税猶予等の継続
の特例
（平成26年度）

<388>
(<41,533
の内数>)

<370>
(<40,528
の内数>)

<352> (2)-①-ア －

641
<19.179>

446
<18,317>

0
<20,813>

565
<18,727>

300
<17,494>

１．用語解説

注２ 交流人口 　観光、レジャー、ビジネス等を目的として、一時的・短期的に当該地域を訪れる（交流する）人口のこと。

－
　市民農園を開設する場合の農地法等の特例を規定し、趣味的な利用を目的とした都市住民等への農地の貸付けを可能とするもの。
　市民農園の整備を適正かつ円滑に推進することにより、身近な農業体験や農家と都市住民の交流の場の提供に寄与し、もって都市住民に対する都市農業の理解の促進
に寄与する。

－
　都市農地の貸借の円滑化のための措置を講ずることにより、都市農地の有効な活用を図り、もって健全な発展に寄与するとともに、都市農業の有する機能の発揮を通じて
都市住民の生活の向上に寄与する。

－

（租税特別措置法第65条の10）
　法人が、農住組合法による交換分合により交換取得資産を取得した場合、圧縮限度額の範囲でその帳簿価格を損金経理により減額したときは、その減額した金額に相当
する金額を損金算入することができる制度。
　本措置において、市民農園等「農」の営みを体験する場を都市住民に提供すること等を促進することにより、都市住民に対する都市農業の理解の促進に寄与する。

－
　都市農業の安定的な継続を図るとともに、多様な機能の適切かつ十分な発揮を通じて良好な都市環境の形成に資するもの。
　都市農業の振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって都市農業の安定的な継続を図るとともに、都市農業の有する機能の適切かつ十分な発揮を通じて良好
な都市環境の形成に寄与する。

政策の予算額[百万円]

－

（租税特別措置法第70条の4第15項の一部、第16項、第70条の6第19項の一部、第20項）
　三大都市圏特定市において、公共収用等のために納税猶予の適用農地を譲渡する場合、譲渡後新たに取得する宅地化農地等や、相続時に納税猶予を適用しなかった
農地等であっても、譲渡後1年以内に生産緑地指定等を完了すれば、納税猶予の継続を認める制度。
　本措置において、市民農園等「農」の営みを体験する場を都市住民に提供すること等を促進することにより、都市住民に対する都市農業の理解の促進に寄与する。

9,809
の内数

　地域の創意工夫による活動の計画づくりから農業者等を含む地域住民の就業の場の確保、農山漁村における所得の向上や雇用の増大に結び付ける取組までを総合的に
支援することにより、国民のグリーン・ツーリズムの潜在需要への対応強化、都市農業の振興を通じた都市農業の理解の促進に寄与する。

0
<20,097>

政策の執行額[百万円]

注１ グリーン・ツーリズム
　農山漁村地域において自然、文化、人々との交流を楽しむ滞在型の余暇活動。農産物直売所等での地元農林水産物の購入など日帰りを中心としたものから、農林漁家民宿等での短期～長期の宿泊滞在を通じた農林水産業・農山漁村体験ま
で様々なタイプの都市農山漁村交流を幅広く含むもの。

（注１）「予算額計」欄について、税制の場合は、減収見込額（減収額）を記載している。

（注２）当該政策分野に対応する予算の項に位置付けられている予算事業については、「政策手段」の欄に、「主」と記載している。
　　　　また、予算事業が複数の政策分野に関係する場合には、「政策手段」の欄に、関係する政策分野の番号を記載している。

（注３）政策の予算額及び政策の執行額について、複数政策に関連する予算については、＜＞外書きで記載している。

参考資料
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